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【GDP平価理論の要旨】

　IMFは，「為替の安定により世界経済の安定成長を図る」ために設立さ

れている。この目的が正しいとすれば，為替レート（以下，fxrとする）が

秒単位に変動する変動相場制は，正しいと信じてよいのか。

　「IMFの設立主旨である為替を安定させる制度」に疑問符が付く。

　ノーベル生理学・医学賞を受賞した本庶佑先生は，「不思議だな，本当は

どうなんだろうと思う心を大切にすること。専門書や教科書に書いてある

ことを自分で確認するまで信じない。」この教えに勇気をいただき，変動相

場制にナイフを入れる決意をした。

　本論のはじめに，貨幣と為替の本質を再認識しておきたい。

　貨幣は，財を媒介する手段であり，単位通貨で財の価格と「等価交換」

することが貨幣の本質であり，同時に，国内並びに海外との商取引等にお

いても「等価交換」決済が，為替の本質である。

　従って，貨幣の本質は，財の価格がインフレで ₂倍になれば，単位通貨

の支払いが ₂倍（通貨の価値が₁/₂）になり，デフレで単位通貨の支払いが

₁/₂（価値が ₂倍）になるので，財に価値があるのであって，貨幣に価値が

あると考えるのは錯覚に過ぎないことを再認識しておきたい。

　従って，変動相場制は，貨幣と為替の本質に反する制度であることを認

めざるを得ない。本論はその原因を検証することにある。

　本論は，通貨を「貨幣」としてではなく，単なる財の流通手段である

「通貨」として扱うこととする。

　現金通貨は，財或いは資本（金融商品を含む）に代えることによって，

財や資本の価値が通貨の価値に代わるのであって，通貨には「財の代替価

値」（以下，通貨の価値尺度とする）しか存在しない。故に，『本論は，財

の媒介手段である通貨を金融商品として扱い，“相場”で取引する変動相場

制は，通貨および為替の本質に反する制度であると認めざるを得ない』。

　また，通貨は，価値貯蔵手段であるので，価値があると錯覚してはなら
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ない。手段に過ぎないのである。ただし，『貯蔵通貨が，資本に代わると資

本は「自己増殖」の意志を持つ』。「資本の論理」は，資本を企業に投資或

いは金融商品等に投資することによって利益の増減に対して資本が増減す

る。

　本論は，通貨と為替の本質を次の主旨により定義し，GDP平価の有効性

を検証する。また，本論は，GDP平価理論を理解していただくために，検

証の結果の問題点を要旨に加えている。

　GDP平価の算定根拠となる数値は，国際比較の公正を期するために，

「IMFの IFS統計（International Financial Statistics）」を正しい統計値とし

て使用し，各国の GDPおよび人口などの統計値を用いて GDP平価を算定

する。

　第 1．「通貨と為替」は，経済・社会のコアに位置を占めており，経済が

安定成長するためのフアンダメンタルズ（基礎条件）である。通貨の価値

尺度が理論的根拠のある“理論値”によって，「等価交換」できる制度が重

要である。GDP平価は，その理論値によって為替が安定し，経済成長が安

定的に持続する為替制度に代わる。

　第 2．「通貨の価値尺度の“理論値”」となる基礎条件は，金本位に代わ

る財を「貨幣の価値尺度」とする必要がある。しかしながら，ダイヤモン

ドは純度に格差があり，資源や穀類などは貨幣との兌換性や財の保管や移

動に問題があり，金に代わる兌換財が見当たらない。

　本論は，通貨の尺度を“金一財”を「貨幣の価値尺度」とする「金本位」

に代えて，アダム・スミスが国富論において「真実の富」は生活必需品と

便益品の全てと定義しているが，本論は“全生産財”の総体値から「貨幣

の価値尺度」を算定する。

　第 3．「GDP平価の算定方法」は，現在の国内総生産である GDPから

算定した各国の一人当たりの GDP（以下，GDPphとする）を“総体値”

として，「一物一価の法則」（為替の変動を排除する）により，各国のGDP

平価（以下，GDPppとする）を算定する。GDPppは「通貨の価値尺度」
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の“理論値”である。

　本論は，GDPphの“総体値”から「一物一価の法則」により算定した

GDPppを通貨の価値尺度とする「GDP平価本位」の有効性を検証し，為

替の安定により世界経済の安定成長を実現することにある。また，GDP平

価理論を採用した理由は，第 ₁次産業から消費に至る各段階の付加価値生

産の総額である「国内総生産」は GDPに集約されている。また，金融・

経済政策をはじめ，金融市場および経済・社会における商活動は，GDPを

ベースにしているからである。

　GDP平価による各国の貨幣の価値尺度は，名称や単位が異なっても「一

物一価の法則」全生産財の総体価値による GDP平価で「等価交換」が可

能となる。

　第 4．「fxrの不安定度（変動率）」の検証方法は，GDPppをベースに

【fxr/GDPpp】から fxrの乖離率を算定し，fxrの不安定度（変動率）を検

証する。さらに，fxrの変動が，企業の採算並びに実体経済の安定成長を阻

害することを第 ₇で論証し，GDPppの有効性を立証する。

　第 5，「GDPppによる等価交換」は，基準国（米国とする）の$GDPpp₁

に対する対象国 Zの実体経済力平価【（Z/$）GDPpp】は，一物一価の法則

により【$GDPpp1＝（Z/$）GDPpp xx】がドルとの「等価交換値」となる。

　また，基準国 GDPppは，基準国 $から他の通貨 Yに代わっても実体経

済力平価を基準とした対象国 Zの経済力平価の「価値尺度」の“理論値”

を表しており，【YGDPpp1＝（Z/Y）GDPpp xx】で均衡するので，「等価交

換値」となる。（Z/Y）GDPppが各通貨の理論値である。

　なお，変動相場制下の fxrは【$fxr1：（Z/$）fxr yy】も同じ論理である

が，fxrは，“相場”で決まるため，理論的根拠となる通貨の価値尺度の“理

論値”が存在しない。そのため，相場が，fxrを秒単位に不安定に変動さ

せ，“理論値”を不存在にし₃₀％以上も変動する事実を検証している。

　第 6，【（Z/$）fxr/（Z/$）GDPpp－ 1＝乖離】は，実体経済力平価の価値

尺度であるGDP平価【（Z/$）GDPpp】に対し，変動相場制による【（Z/$）
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fxr】が，実体経済からの乖離率（変動率）を表している。仮に，（Z/$）fxr

が（Z/$）GDPppと「等価」であれば【（Z/$）fxr＝（Z/$）GDPpp】に均衡す

るが，変動相場制では，通貨の価値尺度（Z/$）fxrが需要供給による“相場”

で決まるので，均衡しない原因は，理論的根拠のある通貨の価値尺度不在

にある。

　【fxr/GDPpp】の乖離が生ずる原因は，資本の原理（利潤の最大化）お

よび人間の欲望本能が介在する。ドル円の fxrの変動は，長期間（約10年）

を懸けて利潤の限界を極めるが，限界を超えるとショックが起こり，数年

で一けた台の GDP平価に収斂する事実は，GDPppの有効性を検証して

いる。

　第 7，【fxr/GDPpp－ 1＝乖離】は，実体経済力GDPppから為替レート

fxrが乖離している数値であるので，この乖離が ₅％を超えると日本の上場

企業の年平均純利益率約 ₃％が，ゼロからマイナスに減少する。さらに，

₁₀％を超えると企業は内部留保資産を取り崩すことになる。

　GDP平価理論の検証では，fxrの乖離率が₂₀％を超える通貨高が数年続

くと企業にデフオルトが起き始め，当該国の経済・社会に黄信号，さら

に，₃₅％を超える通貨高は赤信号が点滅し，ショック或いは経済・社会構

造変革を起こす事実を検証している。

　₂₀₁₇年度の上場企業の fxrの採算レートは，₁₀₅～₁₁₀円，GDPpp₇₂.₅₈で

あるので，₁₀₀円を切ると純利益率はゼロ，₉₀円台に入るとマイナス，₉₅円

以上の円高になると（$/¥）fxrは，₇₂.₅₈円を目指す円高になろう。この事

実は，₂₀₁₂年の GDPppは₇₄.₇₅円であり，アベノミックスの異次元金融緩

和にもかかわらず，₂₀₁₇年には GDPppが₇₂.₅₈円にデフレ化したことを検

証しているのである。

　第 8，「為替の変動と実体経済」は，fxrの変動による【（Z/$）fxr/（Z/$）

GDPpp－ 1】の乖離を受け入れるためには， ₁ 年前後のタイムラグがあ

る。その理由は，資源・エネルギー等の契約時の fxr，部品・原材料の貿易

決済時の fxrまで半年程度，製品貿易契約時の fxr，貿易決済時の fxr，さ
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らに，流通を経て消費時の fxrまで ₃か月以上のタイムラグがあり，資源

原材料や商品の備蓄等が各企業の損益に影響を与えるので，決算時の採算

の予測は困難であろう。fxrは，第 ₁次産業から第 ₃次産業を経て國民の消

費支出に至る過程で，付加価値に影響を与え，断続的に GDPに織り込ま

れ，年間の GDPが決まるまでの“時間差”が必要であるが，変動相場制

ではその調整が不可能である。

　IMFの目的である為替の安定による世界経済の安定成長のためには，「通

貨の価値尺度」は，この時差を包含する理論的な尺度が必要であるが，変

動相場制には，貨幣並びに為替の本質および時差の概念に気付かないのか，

または，次項以下の「強い通貨（強者）の論理」を利用し，通貨と為替の

本質を無視？し，利益を享受しているのかも知れない。

　第 9．「通貨の発行量」：通貨の価値尺度を無視して，貨幣量を無限に発

行できる貨幣制度は，貨幣としての資格が認められない理論であり制度で

ある。貨幣の発行量は，法または国際ルールによる理論的根拠の検討が必

要である。

　ただし，GDP平価制に代われば，fxr/GDPppの乖離問題が無くなり，

GDPppの“理論値”に統一されるので，国家間の金利差による調整で

GDPppが軌道に乗るであろう。企業の貿易取引等は，GDPppで安定する

ので，企業採算が安定し，さらに，金融・経済政策の調整が容易になり，

実体経済が安定成長の軌道に乗る。

　決済通貨は，信用のある通貨或いは金利の高い通貨が使用され易くな

り，また，金利差で通貨の需要・供給を調整することになる。さらに，為

替の安定が資本の原理を正常に機能させ，資本の自己増殖が軌道に乗るで

あろう。ゼロ金利政策は【資本の原理】を破壊する行為である。

　第10．財の需要有限時代：変動相場制には通貨の価値尺度となる“理論

値”が存在せず，また，金融緩和等で通貨の発行量が可能であるので，“財

の供給は無限”に可能になる。一方，人間が必要とする“財の需要は有限”

である。その結果，財の需要を増幅し，経済成長率に貢献するマクロ的要
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因は，❶総人口増加および❷知的生産財創造並びに❸輸出の増加である。

金融・経済政策の基礎条件は， ₃要因の増減が GDPの総額を左右するの

で，総需要を増幅させる経済成長の要（カナメ）となる。

　第11．「自国通貨のシエア」：自国通貨のシエアは，世界に占める貿易・

投資に関する決済通貨の比率である。自国通貨が世界市場に占めるシエア

に比例して，自国市場が世界に，拡大することになり，為替の影響がその

比率だけ減少するので，想定外のメリットが享受できる。

　第12．決済通貨の信用度：決済通貨は，理論上，国と通貨の信用度また

はリスク度が，安全通貨の選択条件となる。

　仮に，変動相場制では，国家の主権を利用して，通貨並びに為替レート

を自国に有利にするため，通貨と為替を規制・管理し，為替レートの操作

や統計の改ざんなどの誘惑に駆られる。その結果が判明すると，通貨と国

家の信用が失墜し，その国の通貨が取引に使用されなくなる。

　第13．通貨の需給と金利：決済通貨は，信用があり，リスクの少なく，

金利が少しでも高い通貨は需要が多く，決済通貨として選択され，信用の

ない新興国通貨は，貿易・投資決済通貨に選択されない。そのため，決済

に必要な外貨の需給は，金利政策並びに実体経済の成長性によって，安全

度が高く利益が大きい通貨が決済通貨として選択される。

　第14．長期資金と短期資金：長期資金の流入は，実体経済に貢献する

が，短期資金の流入は，金利および景気の変動によって，流出するので，

経済の安定成長を想定外に阻害する要因になる。その結果，外貨の需要・

供給は，為替を異常に変動させると同時に金利を想定外に変動させる。

　ただし，GDP平価制は，為替が GDPppの理論値で安定するので，金利

の変動及び実体経済の成長性によって，外資の需給が決まる。

　第15．ゼロ金利政策：変動相場制下のゼロ金利政策は，「資本の自己増

殖」が ₂％を下回ると困難になるので，【資本の原理】および「資本主義」

を破壊する行為である。

　第16.「貨幣の発行量」：貨幣量を無限に発行できる貨幣制度は，貨幣と
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しての資格が認められない理論であり制度である。貨幣の発行量は，法ま

たは国際ルールによる理論的根拠のある理論値の検討が必要である。従っ

て，本論は，「貨幣」としてではなく，単なる財の流通・媒介手段である

「通貨」として扱うこととする。

　第17．通貨の信認と過剰流動性：世界経済発展のためには国際流動性が

必要であり，基軸通貨を中心とする信認の高い SDRに選ばれた通貨は，貿

易・投資を通じて通貨が流出し国際流動性となる宿命にある。ただし，自

国通貨が，過剰流動性になると資本収支がマイナスになり，通貨の信認が

失われる。過剰流動性と通貨の信認を維持するために，経済の安定成長と

自国の金融・経済市場を開放することによって，資金の還流を図り，国際

収支のバランスを維持する必要がある。

　市場の開放は，経済の発展を支える必須条件であるが，過剰になると外

資に市場を掌握され，デフオルトが起きると通貨は信用を失墜する。特

に，新興国は，ベネズエラなどハイパーインフレが起きやすい。また，先

進国であってもデフオルトなどによる金融ショック等が起きると通貨の信

用を失墜することになる。

　第18．新興国の外貨不足のジレンマ：新興国は，短期投資ではなく，長

期投資を歓迎する貿易振興政策により，外貨を獲得し，経済の安定成長を

図り，先進国に成長する政策が課題である。

　第19．「中国人民元の自由化とその行方」

　₂₀₁₉年 ₇月発行の「国際金融」₁₃₂₂号において，「ドル体制の金融ロジッ

クと権力─中米貿易摩擦の通貨金融面の背景と中国の思考─」李暁（吉林

大学経済学院），王哲訳（中国銀行東京支店）の論理は，変動相場制下で

は，人民元と為替の“規制管理”を除き，的を射ている。ただし，本論の

GDP平価から判断すると中国の長年にわたる人民元並びに為替の規制管理

並びに GDP統計が，異常な人民元高の矛盾を検証している。

　国家に主権があるとは言え，SDRに選ばれた人民元は，自国通貨並びに

為替の自由化の義務と責任があので，その実態を検証する。
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　第20．統一通貨ユーロの経済格差の検証：ユーロ参加国は，主権が認め

られていても通貨の価値尺度はユーロに固定されたことになる。実体経済

はその影響を受けるので，参加国の経済格差を ₃グループに分けて，経済

格差を検証する。

　第21．「単一通貨」への期待：IMFの SDRの名称を利用して，GDP平価

理論をベースに，単一通貨の第一段階として，SDR平価（SDRpp）を算定

し，世界に流通する統一通貨の期待を描いている。

　GDPppよって通貨の「等価交換」が可能となる為替市場が実現すると

き，国や企業等は，為替の変動に惑わされることがなくなり，経済が安定

成長の軌道に乗る。

　₂₁世紀は，最後に残されたアフリカの経済成長が始まり，その成長の過

程で，「地産・地消」型の経済成長のモデルによって，労働の最大化を図る

ことになるので，豊かで平和な経済社会が形成されると単一通貨の可能性

が生まれる。

　上記の問題点は，GDP平価制に代われば，fxr/GDPppの乖離問題が無く

なり，GDPppの“理論値”に統一されて安定し，通貨の信用と国家間の金

利差により，決済通貨が選拓される。企業の貿易・資本取引は，GDPppで

安定するので，企業採算が安定し，さらに，金融・経済政策の調整が容易

になり，実体経済の安定成長が軌道に乗る道標になることを願い，GDP平

価理論をまとめた。

　余剰資金が，「資本の原理」によって，最後のアフリカ経済の開発・発展

を支援する過程でグローバル化が進み，各国で工業生産等の「地産・地消」

化が進むであろう。

　また，グローバル化の進展によって，豊かで平和な経済社会が実現し，

単一通貨の流通が可能になることを期待して，GDP平価制を提示する。

　上記の問題点は，通貨の価値尺度不在の変動相場制の fxrが正しいとす

れば，IMFの IFS統計から算定した国内総生産による各国の実体経済力を

表す GDP平価の理論値 GDPppが誤りであることになる。
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　fxr並びに GDPppの何れが正しいか，歴史が証明することになろう。

　本論は，上記の要旨を解決するために，実体経済力を表す GDPppを基

準に fxrの変動の実態を検証し，GDP平価理論の有効性を論証する。

　【GDP平価理論の要旨】および「実体経済力 GDPppと為替 fxr変動率

並びに乖離率の検証」は，本論の【結論の要旨】でもある。

第 1部　GDP平価の定義および日本と英国の fxrと GDPppの検
証分析

Ⅰ．GDP平価理論の根拠と定義

1．　通貨の価値尺度の理論値の変暦

　本論は，通貨の価値尺度となる理論値が存在しない為替制度は，通貨の

価値が安定しない。その重要性を確認するために，通貨と為替の本質およ

び通貨と為替の価値尺度となる“理論値”の遍歴並びに為替の安定や統計

の問題点等を次の通り再確認しておきたい。

1）　金本位制

　₁₈₆₄年イギリスの貨幣法により ₁ポンド金貨が鋳造され，法的に金と貨

幣の兌換を保証し，いつでも「等価交換」できる制度になった。しかしな

がら，第 ₁次世界大戦によって，金が米国に一極集中したために，貨幣は

金との兌換機能を果たせなくなり崩壊した。それを補う金の産出量にも限

界があったからであろう。

　日本は，明治 ₄年新貨幣制度を施行し，「 ₁ドル金貨」と金の純度が等価

の「 ₁円金貨」を発行して，先進国を目指して近代国家の建設をはじめた。

　第 ₂次世界大戦で敗戦国になった日本の通貨は，₁₉₅₂年，IFS統計で為

替レートが ₁ドル＝₃₆₁円，₁₉₅₃年以降，通貨の価値尺度が₃₆₀円になり，

現在，「アルミ硬貨の ₁円」が流通している。理想国家を目指した壮大なロ

マンと平和を破壊した無残な代償の結末を ₁円アルミ硬貨が象徴している。

₁円硬貨が示すこの事実を忘れてはならない。と同時に，金本位貨幣では
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ない変動相場制は，通貨の価値尺度が国の信用によって通貨の信用が維持

され流通している事実を再確認し，信用失墜がハイパーインフレを招いた

事実を再認識しておきたい。

　本論は，通貨の価値尺度が実体経済に及ぼす影響を GDP平価で検証し，

通貨と為替制度の本質を再認識し，人類がこの地球で豊かな生活を営み，

平和な世界を実現するために，経済・社会が安定成長できる貨幣制度に代

える必要性を検証することにある。

2）　固定相場制

　₁₉₄₄年，プレトンウッズ体制で，「金 ₁ オンス＝₃₅ドル」の兌換を保証

し，その他の通貨はドルに固定し， ₁％の範囲内で調整する為替制度に代

わった。しかしながら，大戦後の先進主要国は，経済成長をするなかで，

米国は₁₉₆₀年代にベトナム戦争や対外軍事力増強などの影響により，大量

のドルが海外に流出すると国際収支が悪化し，大幅な財政赤字になった。

その結果，ドルの流出は，金の準備量をはるかに超え，多額のドル紙幣の

発行を余儀なくされた。一方，先進主要国は，大戦後の経済復興に伴い，

金・ドル本位制下で，通貨の価値尺度のバランスが崩れるとドルから金へ

の兌換が始まり，金への兌換を停止するとドルショックが起こり，固定相

場制が終焉した。

　≪固定相場制終焉の原因は，金兌換の停止にあるが，理論的根拠のある

対ドル通貨の価値尺度となる“理論値”が不在のため「等価交換」できな

い制度に主たる原因があるのである。≫

　3）スミソニアン体制：米国は，主要通貨の調整を協議し，対ドル・円を

₁ドル₃₀₈円に調整するなど，固定相場制の維持を試みたが，各通貨とドル

に対する価値尺度の調整が折り合わず，主要通貨は次つぎと変動相場制に

移行し，固定相場制を維持できなかった。

　この事実は，実体経済力を無視して，通貨の価値をドルに固定したこと
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に原因があり，固定相場制は，理論的根拠のある価値尺度となる理論値が

なく，「等価交換」できない制度に問題があることを示唆している。

　1972年，日本のドル・円の fxrは年平均₃₀₃.₁₁円，GDPpp₁₄₅.₁₅円， ₂

倍を超える異常な乖離（表Ⅰ-₃参照）が，通貨の「等価交換」ができない

原因であり，固定相場制終焉の理論的根拠を示している。

4）　変動相場制

　各国通貨の価値尺度を相場で決めることになった。しかしながら，相場

で秒単位に変動する通貨の価値尺度は，貨幣の価値尺度となる財並びに財

に代わる“理論値”が存在しないので，「等価交換」が不可能な制度，即

ち，変動相場制は，「等価交換」の“理論値”が不在の制度に代わったので

ある。その結果として，相場理論は，通貨の価値尺度を不安定にするだけ

でなく，アフタリオンの理論によりオーバーシュートする。不安定な為替

の変動は，企業の採算を不安定にするので，実体経済が安定せず，景気変

動が不安定に拡大し，経済格差の拡大要因になる。その結果，所得格差の

拡大になり，貧富の格差を増幅する原因になる。

　不安定な為替変動の原因は，貨幣と金との兌換に代わる通貨の「価値尺

度」が不在となったので，「見えざる手」が機能しない為替制度に変貌し，

貨幣の価値尺度を相場で決めたことは，貨幣を金融商品化したことになる。

そのため，貨幣の価値尺度がなくなり，為替の本質に反する制度になった

のである。

　本論は，変動相場制に代わる次世代の為替制度は，通貨の価値尺度とな

る“理論値”を，金一財を対象とする「金本位」から全財を対象とする国

内総生産財を貨幣の価値尺度とする「GDPpp本位」の有効性を検証する。

即ち，GDP平価を理論的根拠とする通貨の「理論値」で，「等価交換」が

できる次世代の為替制度を論証することにある。
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5）　通貨と為替の本質の再認識

　ⅰ）通貨の本質は，要旨の第 ₄で述べたとおり，通貨は財の計算単位・

媒介手段に過ぎないのである。従って，財の価格がインフレで ₂倍になれ

ば，単位通貨の支払いが ₂倍になり，デフレで₁/₂になれば単位通貨の支払

いが₁/₂になるので，財に価値があるのであって，通貨に価値があるのでは

ないことを再認識すべきである。

　換言すれば，通貨は，財或いは金融商品（預貯金，債券，株など）に代

えることによって価値が生まれるのであって，現金通貨のままでは決して

価値（金利や配当など）を生まないことに留意すべきである。

　ⅱ）財の媒介手段である通貨に価値を認め，“相場”で通貨の「価値尺

度」を決めることは，「等価交換」を否定していることになり，為替の本質

に反することになる。通貨の「価値尺度」は，財の「代替価値尺度」なの

である。

　ⅲ）通貨は価値貯蔵手段の機能がある。その機能は手段であって，通貨

に価値があるのではなく，財の価値を化体した「代替価値」に過ぎない。

　ⅳ）貿易・投資の取引決済は自国通貨であるかぎり，海外市場が自国市

場に代わり，市場が拡大することに等しく，その上，“為替の変動”を直接

受けないので，その利益は計り知れない。決済通貨に選拓される通貨の信

用は想定外の利益をもたらすのである。これに対し，取引対象国は，決済

通貨を自国通貨に代えるとき為替の影響を受けることになる。

　通貨と為替は，実体経済・社会のコアに位置を占めている。その通貨の

価値が秒単位に変動することは，まるで地震のように，経済・社会が絶え

間なく不安定に揺り動かされている。その地震が噴火すると津波等を起こ

し，企業倒産や経済不況になる。その結果，世界経済の安定成長が阻害さ

れ，経済・社会は一層不安定になり，経済格差および貧富の格差を増幅す

る要因になる。
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2．　為替が安定する GDP平価理論

　変動相場制は，国家主権によって，通貨並びに為替レートを自国に有利

にするため，通貨と為替を規制・管理し，為替レートの操作や統計の改ざ

んなどの誘惑に駆られるかも知れない。それらを防ぐためには，通貨の価

値尺度を理論的根拠のある“理論値”で「等価交換」できる外国為替市場

に改める必要がある。そのためには，“相場”で通貨の価値尺度を決めるの

ではなく，理論的根拠のある“平価”でその理論値を決める必要性がある

ことを検証する。

　本論は，経済学のバイブルと言われている『国富論』において，アダ

ム・スミスは，「真実の富」₁︶ は貨幣ではなく，貨幣で買える財にあり，貨

幣は財が買えるから価値があるにすぎないと定義している。その全財の総

額は，現在の国内総生産である GDPの総額であるので，GDPは，国富を

表すと同時に国の総生産力，即ち，実体経済力を表している。

　本論は，金一財を通貨の価値尺度とする「金本位制」に代わる制度とし

て，全生産財を通貨の価値尺度とする「GDP平価制」により，為替を安定

させる制度を論証する。そのために，為替レート fxrを安定させる方法と

して，アダム・スミスの真実の富である国富を表す GDPから実体経済力

平価 GDPppを算定し，GDPppをを理論値として為替の安定を図ることを

論証する。

3．　GDP平価の有効性

　GDP平価制は，平価によって為替レートが安定するので，通貨と為替の

規制管理や統計の改ざんなどをしない限り，①為替市場における通貨の

「等価交換」が可能となり，また，通貨の価値尺度の理論的根拠が明確にな

るので，② GDP平価制は，通貨と為替の規制管理を行うことが困難にな

る。即ち，公正な通貨の価値尺度となる理論値が存在すれば，③輸出競争

₁） アダム・スミス『国富論』「第一篇第 ₅章」₁₁₀～₁₁₂頁参照。
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力を強化するために自国通貨を通貨安に規制・管理することが不可能にな

る。また，④自国通貨の取引を規制することによって必然的に外貨を蓄積

することも不可能になり，世界経済が安定成長をする素地ができる。

　さらに，変動相場制下における【fxr/GDPpp】の乖離は，fxrの不安定性

を検証しており，⑤GDPppの理論値は，通貨の価値尺度の「公正原則」の

理論値になり，⑥実体経済力GDPppと fxrの乖離が不安定な変動の歪みを

見分ける手段となる。その結果，⑦巨額の資金を有するヘッジフアンドや

知的能力のある投資家が，経済情勢変化を利用して，巨額の資金の流れや

為替の変動を利用し，巨額の利益を得ると同時に市場を支配することも困

難になる。日本の株式市場の約₇₀％は海外資金によって掌握され，その影

響を受けて為替相場も変動するので，為替と金融商品で二重の利益を得る

ことが可能になる。

　ただし，GDP平価に代われば，為替市場は公正な理論値で公正な「競争

原理」が機能し，「等価交換」が行われる市場に代わり，GDPppの理論値

で為替が安定するので，経済が安定成長し，自国の貿易・投資競争力を高

め，その利益を持続的，安定的に確保する公正な手段となる。

　その結果，企業の採算が安定し，公正な競争原理が機能するので，内部

留保などの必要性がなくなり，貿易・投資で得た利益が，国民の資産とし

て還元されやすくなる。

　さらに，fxrが，実体経済力の価値尺度となる“GDP平価”に代わり，

その結果，国家主権によっても為替の変動をコントロールできなくなり，

或いは，投資家が巨額の投資資金によって，為替の変動およびそれに連動

する金融商品で利益を得ることが不可能になる為替市場に代わる。

　換言すれば，通貨の価値尺度を規制管理することによって，輸出目標及

び外貨獲得を達成するために自国に有利に fxrをコントロールすることが

不可能となる。そして，経常収支，資本収支，外貨保有高は「ゼロサム」

であるので，不公正に利益を蓄積し，市場を占有する制度は，「公正原則」

を破壊する制度であり，人類の平和を脅かす制度であると見なすことがで
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きる。

　GDP平価は，通貨の価値尺度の“理論値”として「等価交換」並びに

「公正原理」を確立するので，為替の安定と経済の安定成長の基礎が確立

し，企業の採算が安定し始めると各国経済が安定成長に入り，豊かな国民

の生活が経済・社会を安定させる平和の礎となろう。

4．　国家と通貨の信用を支える為替決済通貨の機能と役割

　IMFのSDRに入っている ₅通貨の流通の実態は国際資金循環表₂︶（省略）

並びに為替市場における国別，通貨別シェアは次表の通りである。

　IMFの SDRに採用された ₅通貨は，前表から判断できる通り，SWIFT

による国際銀行間決済通貨として約₈₀％のシエアを占めていることが理解

できる。その中でも，米国の比重は，米国為替市場取引高を除き₄₀％以上

を占めている事実は，世界市場の₄₀％以上が自国市場の延長市場であり，

₂） 修道商学第₅₉巻第 ₁号表 ₉．国際資金循環主要₁₁ヵ国のマトリックス参照

単位：億ドル

$ € ¥ £ 小計 人民元

世界の外貨準備の通貨別割合
₂₀₁₆年末 ₆₄.₀％ ₁₉.₇％ ₄.₂％ ₄.₄％ ₉₂.₃％ －

SWIFTの支払い通貨：₂₀₁₆年 ₄月 ₄₁.₉％ ₃₀.₇％ ₃.₂％ ₈.₄％ ₈₄.₂₅％ ₁.₈₂％

国別為替市場取引額億$：₂₀₁₆年 ₁₂,₇₂₀ － ₃,₉₉₀ ₂₄₂₆₀ － －
国別為替市場取引比率％：₂₀₁₆年 ₁₉.₄％ － ₆.₁％ ₃₇.₁％ － －

注：①中国人民元は₂₀₁₆年 IMFの SDRバスケット通貨に採用された。
　　②世界の外貨準備の通貨別割合は，COFER（Currency Composition of Official 

Foreign Exchange Reserve）より。
　　③国際決済銀行 SWIFTの統計　₂₀₁₆年 ₉月 ₆日閲覧。出典：フリー百科事典

『ウィキペディア（Wikipedia）』
　　④国別為替市場取引比率第 ₃ 位シンガポール₅₁₇₀億ドル₇.₉％，第 ₄ 位香港

₄,₃₇₀億ドル₆.₇％，第 ₅位日本₃₉₉₀億ドル₆.₁％である。
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為替の影響（取引国は fxrの影響あり）を受けない国内市場と同じである。

そのため，為替の変動による損益が生じないので，米国企業の採算が安定

し，その影響度は計り知れない恩恵がある。ユーロも人民元も基軸通貨を

目指す所以である。

　基軸通貨ドルは，第 ₃国間の国際決済にも利用されるために，為替の変

動が，米国の実体経済に与える影響はさらに小さい。そのため，変動相場

制下では，米国企業の採算は相定外に安定することになる。

　このように，自国通貨で取引をすることが国益に寄与することになる

が，日本人は，相手の立場で長期取引をするので，貿易決済等の円決済比

率は，自己主張をしない日本のシエアは，ドイツの₁/₂以下である₃︶。

　また，前基軸通貨であった英国ポンドは基軸通貨の地位を失って以来，

インフレに見舞われてきたが，それでもなおロンドン為替市場は，世界の

信用を集め，ニューヨークの為替市場の ₂倍以上の取引高を誇っている。

　その影響は大きく，現在もなお，世界の金融市場としての地位を保持

し，ドルに対して約₅₀％のポンド高で推移する実力を保持している事実を

図₇-₂，表Ⅱ-₂は検証している。

5．　統計の環境整備の重要性

　本論は，公正を期するために，IMFの IFS（International Financial Statistics）

統計が『国連の国民経済計算』を基準にした『付加価値生産性を表す国内

総生産（GDP）統計』を使用して，GDP平価を定義し，各国の実体経済を

分析・検証する。

　IFS統計は，世界の経済動向を始め各国の経済・金融政策の指針となっ

ており，為替市場をはじめ，国際金融・商品市場等の変動の基幹資料とし

て用いられている。

　従って，統計の調査手法や改ざん等の問題は，実体経済を改ざんするこ

₃） 修道商学第₅₈巻第 ₁号表Ⅰ-₈，表Ⅰ-₈-₂，p. ₁₂₇参照
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とになるので，国の政策や，金融商品の価値尺度を歪曲する知的犯罪に等

しい重大問題となる。

　₂₀₁₀年，ギリシャショック，₂₀₁₆年中国の統計水増し問題，₂₀₁₈年日本

の基幹統計である勤労統計の不適切調査が問題化しており，未解決のまま

である。「国際ルール」による統計の集計が重要課題である。

　統計の重要性については，第 ₁部巻末【統計の環境整備】並びに第 ₂部

Ⅲの「ギリシャショックの検証」および同Ⅳの「中国統計改ざん問題」を

参照されたい。

　本論は，統計問題の分析が主旨ではないので，統計の改ざん並びに統計

の環境整備に関する問題は読者並びに専門家に委ねることとする。

Ⅱ．GDP平価理論の理論的根拠

　経済・社会活動のコアに通貨と為替が位置を占めている。経済・社会を

構成するのは人であり，人間が生産するすべての財は，国内総生産である

GDPの総額を増減させる。また，GDPは経済・社会の基本指標であり，

消費者物価や生産統計などの各種物価指数とデフレーター或いは賃金・失

業率，経常収支や資本収支などの統計で金融・商品市場等が反応し，企業

や専門家は景気動向を分析している。

　本論は，人間の商慣習・生活慣習は，名目 GDPで行われているので，

名目 GDPにより GDP平価を定義し，為替変動によって生じる問題点を検

証する。また，実質GDP【実質GDP＝名目GDP－デフレーター】による，

経済分析は，専門家に委ね，本論は実体経済における fxrの変動の影響が

目的であるので，名目 GDPで検証することとする。

　為替の変動が不安定になる原因は，変動相場制には通貨の価値尺度とな

る“理論値”が存在せず，また，通貨の発行量に法的制限がない国家で

は，通貨の発行が無限に可能であるので，“財の供給は無限”に可能である

が，人間が必要とする“財の需要は有限”である。その結果，財の需要を

増幅し，経済成長率に貢献するマクロ的要因は，❶総人口および❷知的生
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産財並びに❸輸出の増加であり，₃要因の増減が GDPの総額を左右する。

従って，この ₃要因が，総需要を増幅させる経済成長の要（カナメ）であ

り，金融・経済政策の基礎条件である。

Ⅲ．「GDP平価」の定義

（1）　GDPppの算定方法

　GDPの総体値GDPph：国内総生産である GDPは【GDP＝国内総需要

＋輸出】で決まる。また，GDPは，消費財から武器や弾薬に至るまで，善

悪に関係なく，人間が生産するすべての国内総生産の総額が GDPである

ので，「金本位」に代わる財の総体的価値尺度を，実体経済力平価の“総体

値”を表す一人当たりのGDP（GDPphとする）の比によって，算定する。

　GDPphの算定式：【GDPph ＝GDP÷総人口】の式が成立する。

　GDPphは，その国の通貨の価値尺度となる全財の“総体値”を表す数値

であり，実体経済力の理論的根拠を表している。

　ドル換算の問題点：IMFは，各国の一人当たりの GDPをドル換算して，

各国の経済力の国際比較をしている。が，しかし，変動の不安定な fxrで

ドル換算して比較することは，基準となる年・月・日の fxrレートによっ

て GDPphの値が変わるので，理論的根拠のある“理論値”として正しい

国際比較ができない。ただし，次の（₂）と（₃）による各国の GDPppの

数値は，実体経済力を表しているので，GDPppを国際経済力比較の数値と

して，そのまま使用できる。

　（2）GDPppの算定根拠：基準国と対象国の実体経済力を表す名目 GDP

の総体値である GDPphは，各国の統計値を原値のまま（ドル換算しない）

で算定し，「一物一価の法則」を理論的根拠にして，GDPppを算定する。

　（3）先進国の GDPpp算定式：【ℤ国の ℤGDPph÷米国の $GDPph＝

（ℤ/$）GDPpp】の式が成立する。この（ℤ/$）GDPppは，一物一価の法則に

より，金一財の価値尺度に代わり，ℤ国の国内総生産（GDP）を全財とす

る「総体値」ℤGDPphで，名目実体経済力平価 GDPppを算定し，通貨の
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価値尺度の“理論値”とする。

　金に代わる実体経済力の価値尺度（ℤ/$）GDPppは，先進国 ℤの国内総生

産の全財を通貨の価値尺度とする“理論値”であり，実体経済力を象徴す

る GDP平価を表している。

　（4）購買力平価 pppの問題点₄︶：変動相場制の為替理論を支える購買力

平価は，基準年の為替レートで消費者物価指数 cpiから算定するので，基

準年の fxrによって cpi pppの値が変わる。従って，基準となる年・月・日

の fxrレートによって，無数の購買力平価 cpi pppが存在することになるの

で，理論的根拠のある pppの“理論値”として正しい数値ではない。

　次グラフは，₁₉₇₃年変動相場制移行年を₁₀₀として，fxrおよびGDPpp並

びに各種物価指数から算定した pppの推移を検証すると次の問題がある。

　❶ cpi pppは最も fxrと乖離して推移している事実は，購買力平価が為替

レートの理論的根拠となる基準値であることを立証していない。

　fxrは，固定相場制時代は，卸売物価指数 wpi ppp（現在の生産者物価指

数）を中心に連動しているが，変動相場制下では，基本的に GDPppに収

斂している。

図 1．各種物価指数による各種 pppと fxrおよび GDPppの推移

0.00
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400.00

1973 1975 1977 1979 1981 1983 1985 1987 1989 1991 1993 1995 1997 1999 2001 2003 2005 2007 2009

cpi ppp wpi ppp expi ppp impi.ppp \/＄fxr GDPpp

₄） 修道商学第₅₃巻第 ₂号Ⅱ項および同第₅₅巻 ₂号Ⅳ項 -₃.pppの定義と理論的矛盾
参照。
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　❷ fxrに最も連動しているのは，輸入物価指数 impi pppであり，見事に

連動している。また，輸出物価指数による expipppは，最も低い水準で推

移し，日本の厳しい輸出競争力の実態を検証している。

　❸ fxrは，変動相場制移行後，GDPppに対し連動傾向に入っているが，

日米構造協議による円高時代は乖離して推移し，₁₉₉₅年協議を受け入れる

と見事に収斂・連動の実態を検証している。fxrは GDPppを価値尺度とし

て，世界経済の変化に対応して推移することを立証している。

　上記の事実は，変動相場制下では，実体経済力を象徴する GDPppを基

軸に fxrをはじめ全ての物価指数は連動トレンドにあることを検証してい

ることが確認できる。本論の名目GDPによる“GDPpp＂ は，基準年を設定

して換算する必要もなく，常に，その時点の数値が各種の経済分析の数値

として或いは各国経済力の国際比較する数値として，また，名目為替平価

として利用できる。

　（5）新興国の GDPgap（経済力格差）算定式：【新興国の ℤGDPph÷米

国の $GDPph＝（ℤ/$）GDPgap】が成立する。GDPgapと GDPppの関係

は，$GDPpp₁にクロスするまでは新興国の実体経済力格差（Y/$）GDPgap

を表している。そのため，新興国の実体経済力平価GDPppは，GDPgapの

クロスレート（逆数）［GDPpp＝₁/GDPgap］が GDPppである。即ち，新

興国の（Y/$）GDPgapは経済格差，基準国に対する（Y/$）GDPgapのクロス

レートが当該国の経済力平価（Y/$）GDPppを表している。

　（6）新興国のGDPpp算定式：（ℤ/$）GDPgapのクロスレート：【1/（ℤ/$）

GDPgap＝（ℤ/$）GDPpp】が，新興国の GDPppを表している。

　グラフの解説：日本の（¥/$）GDPgapは₁₉₆₆年までは新興国であった。経

済成長に伴い，₁₉₆₇年（¥/$）GDPgapが，$GDPpp₁にクロスし（表Ⅰ-₃参

照），上記（₅）のとおり，【（¥/$）GDPpp≧ ₁】になり，米国の実体経済と

対等の先進国経済になったことを立証している。

　上記の定義により，各国の（ℤ/$）GDPppは IMFが公表する名目経済成

長率の予測値の範囲以内で GDPppを変動させると『GDP変動平価制』と
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なり，確定値に固定すると『GDP平価制』となる。決済までの期間は金

利で決済する。

Ⅳ．需要・供給が有限下の金融緩和政策の問題点

　金本位制下の需要・供給は無限であり，金と貨幣の兌換が保証されてい

たので，自由放任であっても，財の流通量と「価格」および通貨の流通量

と「価値尺度」が，「見えざる手」によって決まる。

　一方，変動相場制下における通貨の発行量は，法的制限がない限り，多

くの国では，国債発行によって「無制限に発行可能」であり，しかも，通

貨の価値尺度となる“理論値”が存在しないので，「見えざる手」が機能し

ない。そのため，通貨の発行量によって，優良企業の設備投資は常に無限

の可能性があり，過剰生産が生じている。即ち，財の需要・供給は有限の

時代であるので，過剰流動性政策の有効性は疑問となる。

　通貨量は，金融商品を除くと財の需要量の増減によって決まることにな

るので，需要・供給有限時代に相応しい通貨理論が必要になる。通貨の発

行量によって財の価格が増減（インフレまたはデフレ化）し，最大発行量

を理論付ける「貨幣数量説」理論が必要になるかも知れない。現状では，

図 2．（¥/$）fxr，$GDPpp1，（¥/$）GDPpp，（$/¥）GDPppの変動の推移

注：₁₉₉₆年までの日本は新興国であり，経済格差（¥/$）GDPgapを表しているので，
GDP平 価（¥/$）GDPpp は，そ の 逆 数【₁/（Y/$）GDPgap＝（¥/$）GDPpp】を
（¥/$）GDPppとして使用する。また，₁₉₆₆年までの新興国（¥/$）GDPgapは，経
済力格差を表し，₁₉₆₇年以降は，先進国 GDP平価（¥/$）GDPppを使用した。
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過剰流動性は内外の金融市場等に流れるので，グローバルな理論になろう。

　また，人間の欲望や需要を満たす「知的生産財」でない限り，財の総需

要は有限であるので，総供給もまた有限になる。街の商店街には商品が溢

れており，国内総生産である GDP成長率が限界であることを表している。

1．　総需要有限下の経済成長要因

　マクロの視点では，総需要の動向は【総需要＝総人口の増減＋知的生産

財の増減＋輸出需要の増減】によって国内総生産が増減する。総需要を総

供給が超えると過剰生産になる。

　変動相場制下における日本の総需要は，₂₀₁₀年より人口減少時代（表

Ⅰ-₁参照）に入り，総需要有限の経済社会構造に代わっているので，知的

生産性の向上によって総需要が増減する経済構造になっている。そのため，

総需要有限下で機能する貨幣理論の見直しが必要であろう。

　需要有限下における金融緩和政策は，企業間での「競争原理」の激化に

よって，財がインフレになり難く，むしろデフレトレンドに入る。過剰流

動性は，為替を円安にする効果，或いは株や債券など，内外の金融市場な

どに流入すると需要による価格上昇が期待できるが，無限に上昇すること

はなく，危険水準を極めると，逆に，金融商品の価値と企業利益がバラン

スする「期待水準」に収束する。従って，通貨の価値尺度理論値不在の変

動相場制下では，金融緩和政策は，インフレタックスの原理が機能すると

は考えられず，むしろ，国債発行による財政赤字が拡大するので，実体経

済が委縮する原因になる。

　国内総生産財の総供給は無限に可能であるが，総需要は有限であり，総

供給が総需要を超えると過剰生産はデフレ要因になる。金融緩和は，競争

原理により過剰生産を招くので，人口減少下ではインフレではなく，デフ

レトレンドになると認識すべきである。また，知的生産財による国内需要

と輸出需要の増加は総需要の増加要因として期待できるが，新しい知的生

産財を創出するための研究開発には長期の時間と頭脳と経費が必要である。
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2．　過剰流動性と国家予算の関係

　日本は，₂₀₀₁年 ₃ 月，銀行発行券残高を上限とする銀行券ルールを一時

停止したために，日銀の長期国債保有額が増加し始め，₂₀₁₈年 ₇ 月現在，

銀行券発行残高は₄.₅倍に達している₅︶。この事実は，過剰流動性が増加

し，₂₀₁₈年度一般会計歳入総額₉₇₇,₁₂₈億円の内プライマリーバランスが約

₂/₃，国債発行残高の金利および償還費等の依存度₃₃₆,₉₂₂億円，国家予算

の約₁/₃が過剰財政赤字になっている。そのために，日本の格付けが S＆ P

社では上から ₅段階目の A＋であり，SDRのバスケットに採用通貨の中で

最も各付けが低く，韓国や台湾の格付けより低い状況にある。政府債務残

高を最大限でも GDP以内に収めないと国益を損なうことになろう。

　日本は，米国の ₂倍以上，ドイツの ₃倍，先進国最大の政府債務残高で

あり，この責任は政治にあるが，政治家を選んだ国民にあるのか。国民の

ための政治を実行するためには如何したら良いのか。が，問われている。

　一方，円高・デフレが進行するとプライマリーバランスが急激に悪化，

国家予算における財政負担が限界を超えると国家の信用が失墜し始める。

また，国債発行が消化し難くなると VIX指数が上昇し始め，さらに，デフ

オルトに陥る可能性が生じるとギリシャショックやベネゼラの通貨切り下

げなどのようにハイパーインフレなどの通貨危機が待ち構えている。

3．　金融緩和下の総需要とインフレタックスの検証

　主要先進国では，総需要は原則として①人口の増減，②知的生産財の需

要，③輸出の増減などによって増減する。その結果，総需要が有限である

限りインフレ政策は困難を極め，①～③の要因により，総供給は有限とな

るので，【総供給＝総需要＋過剰生産】に均衡する。そのため，総需要が増

加しない限り，金融緩和政策はインフレタックスに貢献しないことにな

₅） 日銀統計：マネタリーベース（現在）＝「日本銀行券発行高」＋「貨幣流通高」＋
「日銀当座預金」：₂₀₀₀年（平成₁₂年）₁₂月 同₆₈₆,₈₀₈億円，₂₀₁₈年（平成₃₀年）₁₂
月末日銀保有残高：₅,₀₄₂,₁₆₆億円，₇.₄倍に増加。
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ろう。

　通貨の流通量は，国内総生産である GDPを流通させるに必要な通貨量

で決まるので，①その量を超える金融緩和政策は，過剰流動性となる。そ

の結果，異次元の金融緩和政策は，②生産から販売の段階で「競争原理」

が働くので，需要・供給が有限である限り，特に，人口減少による総需要

有限の国では，インフレタックスの実現は至難の業である。

　その結果として，③過剰流動性となった余剰資金は，投機的要因となっ

て為替市場や国際金融市場或いは商品市場や不動産等に流入し，オーバー

シュートして金融資産等をインフレ化するが，一定水準までであり，実体

経済力の水準に戻る。④国内で消化し切れない余剰過剰流動性は，海外に

利益を求めて移動すると所得収支として寄与することになろう。ただし，

⑤リスクを求めて投資しない過剰流動性は，日銀に逆戻りする。

　⑥国家財政の債務残高を日銀の資産並びに税収などで相殺しない限り，

政府の債務残高は減少せず，プライマリーバランスを超える財政赤字の増

加となり，国民の過重負担となる。

　一方，その資金で⑦中央銀行が，ETFや株式等の金融商品を購入するこ

とは，何時の日か，fxrが₇₀円台の円高を目指すとき，市場価格が買い付け

金額を下回るので，損出が拡大するリスクが大きく，中央銀行が行う政策

ではないと考える。

　投機的要因によって為替・金融市場などに流入した資金は，その市場価

格を増幅するが，しだいに安定し，正常値の市場価格に戻る。ただし，「正

常値の市場価格」は fxrおよび金利と通貨量との関係を無視できない。が，

その過程で織り込まれた過剰流動性は，「正常値の市場価格」を下回ること

もあるので，世界的にインフレが持続しない限り，持続的インフレタック

スに貢献すると考え難い。インフレタックスで国の借金を返済する考え方

は，国民の資産を減少させる政策であるので賢い政策と言い難い。
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4．　過剰流動性による fxrおよび GDPppの影響の検証

　過剰流動性の影響は，fxrおよび GDPppの変動に次の通り表れている。

　₂₀₁₂年，fxrは₇₉.₇₉円，GDPppは₇₄.₇₅円，乖離率₆.₇₄％に収斂したが，

　₂₀₁₃年，異次元の金融緩和政策およびその後マイナス金利政策導入により，

　₂₀₁₇年，fxr₁₁₂.₁₇円，GDPpp₇₂.₉₅円，乖離率₅₃.₇₆％に拡大した。

　アベノミックスの異次元金融緩和によって，fxrは₄₀.₅₈％円安になった

が，それに反して，実体経済力は予想とは逆に GDPpp₇₂.₉₅円にデフレ化

し，₂.₄％ GDP平価高になっている。その結果，fxr/GDPpp乖離率は₂₀₁₂

年₆.₇₄％から₂₀₁₇年₅₃.₇₆％，約 ₈倍という異常な乖離拡大になっている。

　アベノミックスによるこの事実は，①金融緩和政策が，インフレタック

ス ₂％を持続させる効果がなく，②需要有限下においては，真逆に実体経

済がデフレ化したことを示しており，③金融緩和が fxrを₄₀.₅₈％円安に

オーバーシュートさせたが，実体経済はデフレトレンドにあるので，イン

フレタックスに寄与し難いことを立証している。この事実を GDP平価理

論で判断すると④金融緩和が終わるとき，fxrは ₁ドル＝₁₀₀円を切り上げ，

GDPppの₇₂.₉₅円を目指して急激な円高が進む可能性が予測されることに

留意すべきである。

　₂₀₁₈年，⑤日本企業の fxrの採算レートは，企業採算の平均値が₁₀₅～₁₁₀

円であるので，fxrが₁₀₀円を切り上げると採算が合わない企業が続出する。

　その結果，fxrは GDPppに収斂し始めるので，⑥円高になるに従って，

企業の内部留保資産が減少し，賃金の低下，企業倒産による失業の増加が

起こり，大不況が待ち構えていると想定せざるを得ない。そのとき，⑦マ

イナスまたはゼロ金利政策下では，金利による調整機能が果たせないとす

れば，⑧円高が進むに連れて，デフレトレンドに入る。日本の GDP比 ₄

倍を超える異常な債務残高（米国の ₂倍，ドイツの ₃倍）の債務残高に負

荷が掛かり，⑨デフレは債務返済を不可能にすると判断されるとき，国家

財政悪化が信用格付けを下げ，国債発行による対応が困難になると VIX指

数が急上昇し，ハイパーインフレが待ち構えている。
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　この想定が誤りであると否定できるであろうか。戦後の恐ろしいハイ

パーインフレによる貧しい生活を肌身に感じるのは，老いたる筆者のみで

あろうか。

　通貨と為替の本質に反する理論並びに制度は，崩壊することを歴史が証

明することになろう。

　上記の問題点は，≪GDP平価制に代われば，為替が平価で安定するの

で，経済安定成長の基楚条件が整い，規制緩和など不公正な政策がGDP平

価によって明確になるので，金融・経済政策の効果が高まる。GDP平価に

よる為替の安定は金利を安定させるので，実体経済の安定成長を図ること

が可能となる≫と想定する。

Ⅴ．対ドル・円の fxrと GDPppの変動と乖離の検証

　本論は，GDPppおよび fxrの短期・長期変動を分析し，検証する。

　次表は，変動相場制下の fxrと GDPppの年平均乖離【fxr/GDPpp－ ₁＝

乖離】が，日本の実体経済の変革やショック等との相関関係をこのデー

ターが示唆している。

表3-4．主要年の対ドル・円の fxr/GDPpp平均乖離率の概要

西暦　　　　　　　❶（¥/$）fxr　　　❷（¥/$）GDPpp　　　❸乖離率　　　備　考

【固定相場制時代の年間平均の変動】

₁₉₅₂年平均乖離率【fxr₃.₆₁₀₀/GDPpp₃.₀₄₄₁⊸ ₁ ＝₀.₁₈₅₉】₁₈.₅₈％円安で発足，
固定相場制発足。

₁₉₆₇年平均乖離率【fxr₃.₆₀₀₀/GDPpp₁.₀₂₃₇⊸ ₁ ＝₂.₅₁₆₅】₂₅₁.₆₅％円安拡大，経
済は先進国に成長。

₁₉₇₂年平均乖離率【fxr₃.₀₃₁₁/GDPpp₁.₄₅₁₅⊸ ₁ ＝₁.₀₈₈₃】₁₀₈.₈₃％円安調整，ス
ミソニアン体制挫折。

【変動相場制時代の年間平均の変動】

₁₉₇₃年平均乖離率【fxr₂.₇₁₇₀/GDPpp₁.₅₇₁₇⊸ ₁ ＝₀.₇₂₈₇】₇₂.₈₀％円安で発足，
変動相場制スタート。

₁₉₈₅年平均乖離率【fxr₂.₃₈₅₄/GDPpp₁.₅₂₆₂⊸ ₁ ＝₀.₅₆₃₀】₅₆.₃₀％円安，プラザ
合意，ドル高調整。
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₁₉₉₅年平均乖離率【fxr₀.₉₄₀₆/GDPpp₁.₄₄₇₁⊸ ₁ ＝－₀.₃₅₀₀】₃₅.₀₀％円高拡大，
日米構造協議受け入。

₁₉₉₉年平均乖離率【fxr₁.₁₃₉₁/GDPpp₁.₁₅₃₄⊸ ₁ ＝－₀.₀₁₂₄】₁.₂₄％一桁円高に調
整，ユーロ　スタート。

₂₀₀₈年平均乖離率【fxr₁.₀₃₃₆/GDPpp₀.₈₃₄₉⊸ ₁ ＝₀.₂₃₈₀】₂₃.₈₀％円安ドル高，
リーマンショック。

₂₀₁₂年平均乖離率【fxr₀.₇₉₇₉/GDPpp₀.₇₄₇₅⊸ ₁ ＝₀.₀₆₇₄】₆.₇₄％一桁円安に調
整，₁₂月安倍政権成立。

₂₀₁₇年平均乖離率【fxr₁.₁₂₁₇/GDPpp₀.₇₂₉₅⊸ ₁ ＝₀.₅₃₇₆】₅₃.₇₆％円安，アベノ
ミックスによる円安。

【固定相場制時代の長期変動】

₁₉₅₂－₁₉₇₂年間の年平均乖離率：₂₁年間平均₅₁.₄₇％円安。固定相場制下で推移。

₁₉₅₂－₁₉₆₆年間の年平均乖離率：₁₅年間平平均₁₁₉.₅₅％円安。円安で新興国並の
日本経済は高度成長。

₁₉₆₇－₁₉₇₂年間の年平均乖離率： ₅年間平均₁₇₁.₃₇％円安₅₈.₃₅％ドル高。日本経
済は先進国に成長したが，ドル高が固定相場制終焉の要因になる。

【変動相場制時代の長期変動】

₁₉₇₃－₁₉₈₅年間の年平均乖離率：₁₃年間平均₅₁.₁％円安。₈₅年プラザ合意でG₅の
ドル高調整。

₁₉₈₆－₁₉₉₅年間の年平均乖離率：₁₀年間平均₁₅.₃₂％円高“₉₅年₃₅％最高の円高記
録”構造協議受入。

₁₉₉₆－₁₉₉₉年間の年平均乖離率： ₄年間平均₈.₅₃％円高。₉₉年統一通貨ユーロ発
足。

₂₀₀₀－₂₀₀₈年間の年平均乖離率： ₉ 年間₁₇.₇％円安。リーマンショック前年
₃₇.₀₇％円安ドル高。

₂₀₀₉－₂₀₁₂年間の年平均乖離率： ₄年間₁₁.₉₆％円安推移。欧米金融緩和，金利低
下，ゼロ金利へ。

₂₀₁₃－₂₀₁₇年間の年平均乖離率： ₅年間₄₉.₁₁％円安推移。アベノミックスの金融
緩和マイナス金利政策。

出所：IMFの IFS統計の年平均値から算定した fxrおよび GDPppのデーターを表
₃から抜粋して作成した。

注：①ドルに小数点を合わせるために円は₁₀₀分の ₁にデノミ計算した。従って，
円の値を₁₀₀倍すれば円貨に戻る。

　　② fxrと GDPppの対ドル・円の乖離がプラスは，「円安・ドル高」を表す。
　　③ fxrと GDPppの対円・ドルの乖離がマイナスは，「ドル高・円安」を表す。
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　為替の本質は「等価交換」にあるが，GDPppと fxrの乖離率は，実体経

済の安定成長を阻害し，さまざまな変革やショックを与えたインパクトの

強度を検証している。

1．　固定相場制時代の fxrと GDPppの変動と乖離の検証

　固定相場制は，GDP平価の定義により，$GDPpp₁に対するドル・円

（¥/$）GDPppおよび同クロスレートの対円・ドル（$/¥）GDPppの両数値は

次の通り変動している。

　1952年，対ドル・円は，【（¥/$）fxr₃.₆₁₀₀/（¥/$）GDPpp₃.₀₄₄₁⊸ ₁ ＝乖離

₀.₁₈₅₉】₁₈.₅₉％は，実体経済力平価に対し fxrが₁₈.₅₉％円安に乖離して

いることを表しており，また，同年の対円・ドルは，【（$/¥）fxr₀.₂₇₇₀/

（$/¥）GDPpp₀.₃₂₈₅⊸ ₁ ＝乖離－₀.₁₅₈₆】₁₅.₈₆％およびこの₁₈.₅₉％円安

は，₁₀％台の乖離率でスタートしている。また，同年の対ドル・円の経済

格差（¥/$）GDPgap₀.₃₂₈₅は米国との実体経済力格差を表すので，日本は米

国の経済力の約 ₃分の ₁にすぎなかったことを示している。

　1966年，対ドル・円は，【（¥/$）fxr₃.₆₀₀₀/（¥/$）GDPpp₁.₀₁₄₇⊸ ₁ ＝乖離

₂.₅₄₇₇】実体経済力平価 GDPppに対し fxrを₃₆₀円に固定したために実体

経済力 GDPppと fxrが₂₅₄.₇₇％乖離したことになり，約₂.₅倍を超える異

常な乖離が生じている。この円安の事実は，日本経済を高度成長に導き，

先進国にした。

　基軸通貨ドルに対する新興国の実体経済力は，表Ⅰ-₃の通り【GDPgap

＜ ₁】までは，理論上，新興国の経済格差を表す。新興国と先進国のボー

ダーラインは，₁₉₆₆年 GDPgap₀.₉₈₅₅は，あと₁.₄₅％で先進国と対等にな

ることを表している。従って，fxrは GDPppに均衡すべきであるが fxrが

ドルに固定されているために均衡できず，₂₅₄.₇₇％乖離している事実が，

固定相場制崩壊の原因になる。

　1967年，対ドル・円は，【fxr₃.₆₀₀₀/GDPpp₁.₀₂₃₇⊸ ₁ ＝乖離₂.₅₁₆₅】で

あり，同年の対円・ドルは，【fxr₀.₂₇₇₈/GDPpp₀.₉₇₆₈⊸ ₁ ＝乖離－₀.₇₁₅₆】
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である。円の実体経済力を表す GDPpp₁.₀₂₃₇は $GDPpp₁.₀₀₀₀にクロス

し，₂.₃₇％米国の実体経済力を超え，先進国の仲間入りを果たしたことを

表している。ただし，固定相場制のため，fxrは₃₆₀円に固定されているの

で，GDPppが経済成長により成長した結果，$GDPpp₁.₀₀₀₀と（¥/$）

GDPpp₁.₀₂₃₇との乖離率が，₂.₃₇％に縮小した事実を表している。ただ

し，fxrと GDPppの乖離が₂.₅₁₆₅（₂₅₁.₆₅％）になり，異常な乖離率を記

録している。この事実は，固定相場制が，通貨の本質に反することを立証

し，崩壊の原因であることを表している。

　この乖離は，通貨の価値が fxr₃.₆₀₀に固定されると実体経済力が成長す

るに伴って，fxr/GDPppとの乖離が拡大し，固定相場制史上最大の

₂₅₁.₆₅％円安に乖離，対円・ドルは₇₁.₅₆％のドル高に乖離した事実を検証

している。

　その結果，日本はこの円安に支えられて経済成長を遂げ，日本人の勤勉

さを否定しないが，円安が競争力となって先進国に成長した事実を立証し

ている。即ち，≪fxr/GDPppの通貨安乖離が「競争力」となり，実体経済

を成長に導いた事実を表している。≫

　1972年，対ドル・円は，【fxr3.0311/GDPpp1.4515⊸ 1＝乖離1.0883】

₁₀₈.₈₃％円安，対円・ドルは，【fxr0.3299/GDPpp0.6890⊸ 1＝乖離0.5211】

₅₂.₁₁％ドル高となり，スミソニアン体制により主要通貨の調整を図った

が，主要国は変動相場制に移行した。

　変動相場制移行の原因は，通貨調整後もなお，実体経済力 GDPppは ₂

倍を超える₁₀₈％の円安に対し，ドルは₅₂％を超えるドル高が，金への兌換

を助長し，ドルショックの原因となり，固定相場制崩壊の原因となったこ

とを検証している。

　≪為替の本質は，fxr＝GDPppの「等価交換」が原則である≫が，≪fxr

と GDPppの乖離拡大が固定相場制崩壊の原因であることを立証してい

る≫。固定相場制は為替の本質に反した制度であったと考えると理解でき

るである。
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　その理論的原因は，₁₉₅₂～₁₉₇₂年間の乖離率が，前年比年平均GDPppが

₃.₀₄₄₁から₁.₄₅₁₅，GDPppが ₂ 倍を超える成長を遂げ，同 fxrと GDPpp

の乖離率は fxrが固定されているため，₁₈.₅₉％から₁₀₈.₈₃％，₅.₈₅倍の乖

離率となっていたのである。

　即ち，『理論的根拠に基づく公正な通貨の価値尺度の“理論値”が存在し

ない』ことが，固定相場制崩壊の原因になったことを検証している。

　この間，日本の実体経済は，新興国並であったが，表 ₃の通り，₁₉₆₇年

米国との経済格差がなくなり，GDPppが ₁にクロスして対等になり，オリ

ンピックや万博を開催する実力を備え先進国に成長した事実を表している。

　≪固定相場制は，正常な為替理論および為替制度でなかったことを立証

しており，日本の実体経済は，対ドル円安に支えられて成長を遂げたこと

を物語っている。≫この異常な対ドル・円の円安並びに対円・ドルのドル高

の推移は，主要通貨マルクにおいても円安と同様の傾向があり，固定相場

制崩壊の原因になることを表している。特に，基軸通貨は，国際決済通貨

としての比重に比例して，為替の変動の影響がない。通貨高になっても，

国内取引決済と同じであるので，実感が伴わないのである。ただし，前基

軸通貨であったポンドは，プレトンウッズ体制により，基軸通貨の地位を

失ったために，ポンド高の調整が始まり，英国病に罹ることになる。

　当時，理論的根拠のある公正な通貨の価値尺度となる“理論値”が存在

し，通貨の価値尺度が明確な GDP平価制であったならば，その理論値で

「等価交換」されるので，変動相場制に移行しなかったであろう。

2．　変動相場制下の fxrと GDPppの変動と乖離の検証

　1973 年，年 平 均 値【fxr₂.₇₁₇₀/GDPpp₁.₅₇₁₇⊸ ₁ ＝₀.₇₂₈₇】乖 離 率

₇₂.₈₇％日米の実体経済力から判断して円安でスタートした。この乖離率

は，固定相場制の影響を色濃く受けているが，同年の第 ₁次オイルショッ

クにより，国内では二桁のインフレの影響を無視することができないであ

ろう。筆者は，それを勤務地である Japan Trade Center Melbourne Office



神田：為替の安定により実体経済を安定成長させる GDP平価の検証

─　　─121

から眺めていた。その後，₇₈年第 ₂次オイルショックが起こる。

　1978年，年平均値【fxr2.1044/GDPpp1.7247 ⊸ 1＝0.2201】，乖離率

₂₂.₀₁％円安に収斂した。fxrは ₅年間で₆₁.₂₆円（₂₂.₅₅％）円高，また，

同実体経済力 GDPppは₁₅.₃（₉.₇₃％）円安に調整し，同乖離率は₇₂.₈₇％

から₂₂.₀₁％に改善している。

　₁₉₈₀年代，レーガノミックスによる強いアメリカ，強いドル政策によ

り，ドル高が再び進行し，為替の均衡が崩れ，世界経済の安定成長の危機

感からプラザ合意に至る。

　プレトンウッズ体制後の基軸通貨ドルは，ドル高の連続であったが，対

外決済をドルで決済する限り，ドル高であっても国内決済と同じである。

　即ち，『米国はドルで決済をする限り外国市場はその比率だけ，自国市場

と同じである。基軸通貨のメリットであり為替の影響は相手国通貨が受け

ることになる。決済通貨の選択は強者の論理で成立するのである。』ただ

し，国内産業は海外移転（失業者増加と GDPの減少）或いは海外依存す

ることになり安い輸入品（ ₁ドルブラウス・現在の₁₀₀円ショップ）のよう

に国内物価を引き下げる働きをする。

　1985年，【fxr2.3854/GDPpp1.5262⊸ 1＝乖離0.5630】乖離率₅₆.₃％円

安，G₅は主要通貨の均衡を図るため，プラザ合意により fxrの調整を決定

した。一方，対円・ドルは，【fxr0.4192/GDPpp0.6552⊸ 1＝乖離0.3602】，

₃₆.₀₂％ドル高を調整した。

　1986年，『fxr1.6852/GDPpp1.5169⊸ 1＝乖離0.1110】，乖離率₁₁.₁％円

安に収斂した。プラザ合意の結果，₈₅年の fxrは，₂₄₀円台から₁₂月末には

₂₀₀円台で越年し，₁₉₈₆年には年平均値で₁₆₈.₅₂円，実に ₁年間で「₇₀.₀₂

円」想定外の円高調整となった。この事実は，fxrがオーバーシュートする

不安定な変動をすることを立証している。ただし，実体経済力 GDPppは

₁.₅₂₆₂から₁.₅₁₆₉， ₁年間でわずか₀.₀₀₉₃（₉.₃円）の調整に過ぎず，短期

間では実体経済が為替の変動を受け難い事実を立証している。

　貿易契約は，資源・材料を仕入れて製品化し，貿易決済が完了するま
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で，長期間が必要であるので， ₁年程度の時間差があることを検証してい

る。≪通貨の価値が秒単位に変動する変動相場制は，貿易契約価格並びに

貿易決済価格に想定外の損益を与え，企業採算および実体経済を不安定す

る制度であることを立証しているのである≫

【fxrと GDPppから見た構造協議の理論的錯誤】

　1989年，【fxr1.3 796/GDPpp1.4997 ⊸ 1＝乖離－0.0801】，対ドル・円

は，プラザ合意年（fxr₂₃₈.₅₄円）以降，₁₃₇.₉₆円，その差₁₀₀円を超える

円高下にあって，米国の対日貿易赤字が拡大した。

　その原因は日本の閉鎖的市場（非関税障壁）にあるとし日米構造協議・

包括協議が始まる。しかしながら，日本の市場構造と通貨および為替問題

は別の理論で協議すべきである。

　対日貿易赤字は，実体経済をベースに GDPppで検証する限り戦後から

₁₉₈₇年までは円安であったので，為替理論上，対日貿易赤字は成立する

が，日本の市場が閉鎖的が対日赤字を原因とする理論は成立しない。赤字

の原因は，別にあるのである。それは，変動相場制は通貨の価値尺度の理

論値が不在に原因があったのである。

　変動相場制は，表Ⅰ-₃の通り，実体経済力GDPppに対して fxrの乖離が

円安ドル高によって対日貿易赤字が生じたことを検証している。この原因

は，変動相場制が，通貨と為替の本質に反する制度であるため，fxrが円高

に推移しても，実体経済力 GDPppをベースに分析すると fxr/GDPppの乖

離が円安・ドル高を示しており，対日貿易赤字が生じたことを検証している。

　この事実は，GDP平価理論が通貨の価値尺度としての理論値の重要性を

示唆しており，通貨の価値尺度としての有効性を立証している。

　換言すれば，₁₉₈₉年，GDPppの理論値に対する fxrは₈.₀₁％一桁の円高

に過ぎず，₁₉₈₇年までは，円安で推移してきたので，企業は内部留保に支

えられて輸出入のバランスが対米貿易黒字を形成したのであって，主たる

原因は，fxrが相場で決まるため，理論的根拠のある通貨の価値尺度が不在
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であり，「等価交換」が不可能であり，実体経済から乖離している理論であ

り，制度であることを検証している。

　この事実は，fxrが，変動相場制が通貨と為替の本質に反する理論であり

制度であることを立証している。

　GDP平価による分析ができなかった原因が，fxrが₂₃₈円台から₁₀₀円を

超える円高ドル安で対米貿易収支が黒字である事実は，日本の閉鎖的市場

（非関税障壁）があったとしても実体経済から判断して対日貿易赤字の原因

を市場閉鎖に帰することは為替理論上の錯誤である。

　1995年，年平均値は，【fxr0.9406/GDPpp1.4471⊸ 1＝乖離－0.3500】，戦

後初めて₃₅％円高，対円・ドルは【fxr₁.₀₆₃₂/GDPpp₀.₆₉₁₁⊸ ₁ ＝乖離

₀.₅₃₈₄】，₅₃.₈₄％ドル安となる。日米の経済力 GDPppは逆転したのであ

る。

　日本の実体経済は，失われた₁₀年或いは₂₀年と言われてきたが，円高

は，実体経済力を表す GDPppから判断する限り，表₁-₃の通り，₁₉₉₁年～

₉₇年の ₇ 年間，₁₅～₃₅％の円高が続いて企業採算を赤字にした。その結

果，₁₉₉₅年，日本政府は史上最高値の₃₅％の円高に耐え切れず，日米構造

協議を受け入れた。

　日本の経済社会は，終身雇用体制，年功序列賃金体系が崩壊し，非社員

が増加し始め，「競争原理」が機能する経済・社会体制に変革した。また，

量販店の受け入れに伴い，大店法をすると中小零細企業の小売店の倒産が

進み，駅前の商店街が寂れていった。さらに，投資銀行をはじめ都市銀行

₁₃行は，倒産・合併が進み，ついに ₃～ ₄行に収斂したのである。

【構造協議以降の GDPppと Fxrの変動の実態】

　1999年，年平均値は，【fxr1.1391/GDPpp1.1534⊸ 1＝乖離－0.0124】，

₁.₂₄％一桁の円高に収斂し，対円・ドルは【fxr₀.₈₇₇₉/GDPpp₀.₈₆₇₀⊸ ₁ ＝

乖離₀.₀₁₂₅】，₁.₂₅％ドル安となる。同年，（€/$）fxr₀.₉₃₈₆（₆.₁₄％）対ド

ル・ユーロ高で，念願の統一通貨ユーロが基軸通貨を目指して発足した。
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ドル・円，ユーロ・ポンドの連動トレンドに入る。

　2007年，年平均値は，【fxr1.1775/GDPpp0.8590⊸ 1＝0.3707乖離】主要

通貨の乖離率，対ドル円で₃₇.₀₇％実体経済に対して円安，対ドル・ユーロ

は．₁₈.₈₁％ユーロ安，対ドル・ポンドが₃.₉％ポンド安を記録していた。

　2008年，【fxr1.0336/GDPpp0.8349⊸ 1＝0.2380乖離】，₂₃.₈％円安に拡

大 し，対 円・ド ル は【fxr₀.₉₆₇₅/GDPpp₁.₁₉₇₇⊸ ₁ ＝ 乖 離－₀.₁₉₂₂】，

₁₉.₂₂％ドル高となる。ただし，米国が発行したサブプライマリーローンの

住宅債権がデフオルト（支払い不能）となり，₂₀₀₈年リーマンショックが

起こる。その対応策として，米国の fxrと GDPppの乖離が拡大し，ゼロ金

利政策および金融緩和政策が始まる。米国は，金融対策として，金融緩和

政策と低金利政策（₀.₂₅％）づつ段階的に引き下げを実行し，₂₀₁₆年から

出口政策として₀.₂₅％の利上げを ₉回実施し，政策金利が₂.₅％まで戻った

が，₂₀₁₈年末現在，米国のリーマンショックによる金融緩和政策はまだ終

了していない。金利引き上げの最終段階は，「資本の自己増殖」並びに金利

政策が機能し，政策金利が ₃％に達した時であろう。

　2012年，対ドル・円の年平均値は，【fxr0.7979/GDPpp0.7475⊸ 1＝乖離

0.0674】，₆.₇₄％円安となり，対円・ドルは【fxr1.2533/GDPpp1.3378⊸ 1＝

乖離－0.0632】，₆.₃₂％ドル高，一桁に収斂した。同年₁₂月の選挙で安倍政

権が樹立した。日本は₂₀₁₃年に異次元の金融緩和緩和政策に入り，マイナ

ス金利政策を実施したが，いまだに出口政策が見えないままである。

　変動相場制は，GDPppの実体経済をベースにして，₂₀₁₂年の fxrが

₆.₇₄％乖離していることは，乖離率が一桁であっても上場企業の純利益率

₃％前後の約 ₂倍を超える変動であることを検証している。従って，上記

のような二桁の円高が ₅年前後も続けば，優良企業の内部留保も底をつき，

₂₀％を越え通貨高になるとデフオルトに落ちる企業が出る。その結果，₁₀

年～₁₂年前後で経済変動が起きている。貿易収支均衡型の経済構造の重要

性を物語っている。
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3．　変動相場制下の fxrと GDPppの長期変動と乖離の検証

　1973年～2012年，変動相場制の₄₀年間のうち，米国ドルの fxr/GDPpp乖

離率が，₁₉₈₇～₂₀₀₀年の₁₄年間のドル安・円高を除き，残りの₃₆年間は一

貫してドル高円安で推移してきたことを検証している。ドル高で推移でき

た原因は，基軸通貨であるドル決済のシエアが全決済通貨の約₄₃％を占め

ているので，米国は，海外の市場であっても為替の影響を受けず，国内市

場と同じ取引決済効果があるのである。

　ただし，fxrと GDPppの乖離が拡大すると輸入物価等の影響を間接的に

受けて企業採算が悪化し，デフオルトや倒産などの異変が起こり，実体経

済に波及すると貿易戦争や金融ショックなど事件の引き金になる。

　ⅰ）1973～87年，変動相場制移行後，₁₉₈₅年プラザ合意で₅₆.₃％円安，

₃₆.₀₂％ドル高調整を行い，₁₉₈₇年平均で一桁の₃.₀₈％円高に収斂している。

　ⅱ）1989～1995年，日米構造協議がはじまると円高に振れ，₉₅年₃₅％円

高，₅₃.₈₄％ドル安で構造改革を受け入れ，₉₈年平均₂.₄₄％に収斂した。

　ⅲ）1999～2007年，統一通貨ユーロが発足した。リーマンショックの引

き金になった乖離率は，₀₇年平均₃₇.₀₇％円安，₂₇.₀₅％ドル高になり，翌

年リーマンショックが起きている。₂₀₁₀年平均一桁の₉.₃₄％に収斂した。

　ⅳ）2013～17年，アベノミックスの年平均乖離率₄₉.₁₁％円安および

₃₂.₅₆％ドル高は，ドル，ユーロ，ポンド，円が，同時に金融緩和並びにゼ

ロ（マイナス）金利政策を実施したので，ショックを免れてきたが，ま

だ，一桁に収斂する予測が全く立っていない。

　一方，リーマンショックから₁₀年を過ぎてもまだ，米国の金融緩和政策

が終了していない。ユーロ経済圏もまた，₂₀₁₈年金融政策が終了に入り，

日本も金融緩和政策を止めると円高が進行する。その過程で，日本発の

ショックがオリンピック終了後に起きる可能性が高いことを fxrと GDPpp

の乖離が教えている。

　変動相場制下における対ドル・円の変動の背景には，₁₉₈₅年プラザ合意

時代の山（円安）や₁₉₉₅年日米構造協議時代の谷（円高）を超え，₂₀₀₈年
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リーマンショックに揺れながら米国の金融緩和の山に続き，ギリシャ

ショックによるユーロの金融緩和に続き，アベノミックスによる fxr/

GDPppの乖離が₃₅％を超え，赤信号を点灯しているので，谷が来る。

　金融・経済ショックは，ほぼ₁₂年前後の周期で起きている。ショックが

起きる fxr/GDPppの乖離は，約₁₅％通貨高または対象国通貨安になると黄

色信号が点灯し，通貨高が₂₅％前後を超えると赤信号が点灯することを実

証してきた。

　次のショックは， ₅倍を超える異常な乖離の中国（第 ₂部Ⅲ参照）か，

先進国最大の財政悪化の日本，或いはドル高の米国かも知れない。また

は，EU離脱の英国か PIGS諸国を抱えるユーロであると思われる。政治が

貧しいのか，金融理論が故障或いは通貨と為替の本質に反する制度に問題

があるのか，判断は識者に委ねたい。

　この危険信号は，すでに，アメリカフアースト政策，英国の EU離脱，

ギリシャショック（ユーロショックは第 ₂部のⅠ参照），特に，対ドル・人

民元の fxr/GDPppの₅₀₀％を超える異常な乖離率は，米中貿易戦争や AIに

絡む知財権侵害か，または仮想通貨などによる金融ショックが，変動相場

制を崩壊させるかも知れない。

Ⅵ．2013～2017年，アベノミックスの検証

　2012年，（fxr0.7979/GDPpp0.7475⊸ 1＝乖離0.0674）6.74％一桁の円安

乖離であった。

　2017年，アベノミックスにより，【fxr₁.₁₂₁₇/GDPpp₀.₇₂₉₅⊸ ₁ ＝乖離

₀.₅₃₇₆】，₅₃.₇₆％円安に乖離し，対円・ドルは【（$/¥）fxr₀.₈₉₁₅/（$/¥）

GDPpp₁.₃₇₀₈⊸ ₁ ＝乖離－₀.₃₄₉₆】，₃₄.₉₆％ドル高乖離となり，ショック

危機寸前の赤信号が点灯している。アベノミックスによる₂₀₁₃～₂₀₁₇年の

₅年間の fxr，GDPppの変動およびその乖離率（表 ₂参照）は，次の通り

である。
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　アベノミックスの異次元の金融緩和政策の影響により， ₅年間の fxrの

平均値は₁₀₉.₁₁円，国内総生産額による GDPppは₇₃.₂₀円，同期間の年平

均乖離率₄₉.₁₁％，想定外の乖離率で推移している。

　2012年【fxr0.7979/GDPpp0.7475⊸ 1＝0.0674（乖離率6.74％円安）】を

基準に検証すると，₂₀₁₃～₂₀₁₇年までのアベノミックスのインフレタック

ス ₂％の期待に反して，₂₀₁₂年の fxrは₀.₇₉₇₉から ₅ 年間の平均値₁.₀₉₁₁

に対して₃₆.₇₅％円安に拡大，一方，GDPppは₀.₇₄₇₅から₀.₇₃₀₈，予想に

反して一桁の₂.₀₇％の円高に拡大した。fxr/GDPpp平均乖離率は₂₀₁₂年の

₆.₇₄％から ₅年間の平均乖離率は₄₉.₁₁％，実体経済に対して fxrはああ信

号が点灯しているのである。

　アベノミックスは，インフレタックス ₂％の期待を裏切り，実体経済力

GDPppが持続的デフレタックス₂.₀₇％を記録したことになる。ただし，貿

易企業は fxrが同期間年平均₃₆.₇₅％円安に助けられて輸出競争力をつけ，

₂₀₁₇年度の純利益₆︶ は過去最高益の ₅％台（概算₅.₂₇％）を付けている。

この事実は，fxrが金融緩和によって円安にオーバーシュートしたが，実体

経済は異次元の金融緩和に反応せず，インフレタックスの目標値である

₂％は ₅年を経過しても達成されず，金融緩和政策の目的とは全く逆に，

実体経済は₂.₀₇％デフレタックスに陥ったことを立証している。

₆） 日経新聞₁₃面 ₂ 年連続で利益率最高を更新「初の ₅％台」，₂₀₁₈年 ₅ 月₂₀日

（¥/$）fxr （¥/$）GDPpp fxr/（¥/$）GDPpp

₂₀₁₃ ₀.₉₇₆₀ ₀.₇₄₁₃ ₀.₃₁₆₅

₂₀₁₄ ₁.₀₅₉₅ ₀.₇₃₀₇ ₀.₄₄₉₈

₂₀₁₅ ₁.₂₁₀₄ ₀.₇₃₁₂ ₀.₆₅₅₅

₂₀₁₆ ₁.₀₈₇₉ ₀.₇₂₇₁ ₀.₄₉₆₂

₂₀₁₇ ₁.₁₂₁₇ ₀.₇₂₉₅ ₀.₅₃₇₆

₅ 年間平均値 ₁.₀₉₁₁ ₀.₇₃₂₀ ₀.₄₉₁₁
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　その原因は，貨幣数量説が需要・供給有限時代の金融緩和政策に対し

て，全く機能しなかった事実を立証している。金融緩和政策が需要：供給

有限時代に対応できる「貨幣理論」並びに「経済理論」の再構築が課題で

あろう。仮に，この理論が構築できないとすれば，国民は，想定外の債務

残高（GDPの ₂倍以上）を背負わされたことになる。筆者は，通貨の価値

尺度の“理論値”不在では，金融緩和による持続的インフレタックス ₂％

理論は成立しないと考えるが，可能なのであろうか。

　過剰流動性資金は，株式市場等金融市場に流入し，日経平均₁₈,₀₀₀円台

から₂₄,₀₀₀円台を記録したが，無限の上昇はあり得ず，正常値の水準に戻

る。さらに，金融緩和が出口政策に向かうと₂₀₁₂年時代の金融商品価格に

逆戻りする可能性を秘めている。

　需要：供給有限下の国では，金融緩和政策は機能し難く，GDPppは₇₃円

前後，年平均値，“₂.₀₇％円高デフレトレンド”で推移してきた事実に留意

すべきである。

　アベノミックスの異次元の金融緩和政策は，国債残高が，GDP比で米国

の ₂倍，ドイツの ₃倍に積み上がり，一般会計予算の₁/₃を国債費が占め，

プライマリーバランスを超える財政負担となっている。このため，ハイ

パーインフレが懸念されるが，発行された国債がインフレにより減価或い

はデフオルトになる可能性があれば，国債を買わなくなるので，ハイパー

インフレになる確率が急激に高まる。

　また，安定的な経済成長下では貨幣需要は増加するが，経済成長に伴う

貨幣需要が増加しない限りベースマネーの水準は元の均衡水準に戻る。た

だし，余剰通貨は，需要があれば内外の金融市場に流入するが，需要なき

資金は中央銀行に還流する。［需要は有限］と認識すべきである。

　ハイパーインフレの抑止は，財政再建計画を伴った国債発行は有効であ

るが，国債の海外依存度が高くなり，新発国債の発行が困難になった場合

或いは国家財政破綻の懸念が生じた場合，ハイパーインフレに入るだろう。

　これらの原因は，≪通貨の価値尺度となる為替の“理論値”不在≫が
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≪為替を不安定≫にし，さらに，≪通貨はグローバルに移動≫するので，

貿易・投資は通貨の価値尺度の“理論値”で実体経済を分析する必要があ

ることを立証している。

Ⅶ．対ドル・ポンドの fxrと GDPppの変動と乖離の検証

　金本位時代の英国ポンドは，産業革命以降，基軸通貨の地位を確立し，

国際金融センターとして長期にわたってそのメリットを享受し，高度化し

た経済・社会を構築してきた。世界大戦後，金本位制は固定相場制に代わ

り，基軸通貨の地位はポンドからドルに代わった。そのため，通貨の価値

尺度はドルの影響により，英国の経済・社会が変革し始める。

　1950年，年平均対ドル・ポンドは，【（£/$）fxr₀.₃₅₇₁/（£/$）GDPpp₀.₁₃₆₆

－ ₁ ＝₁.₆₁₅₁】乖離率₁₆₁.₅₁％である。基軸通貨であった（£/$）fxrの価

値尺度は ₁ドル＝₀.₃₅₇₁ポンドで均衡，GDPppは ₁ドル平価＝₀.₁₃₆₆ポン

ドで均衡，対ドル₁₆₁.₅₁％ポンド高の評価でスタートした。

　通貨の理論的価値尺度が不明な為替制度は，実体経済との乖離があって

も，理論的根拠のある通貨の価値尺度が不明であり，金に代わる兌換を保

証する財がないので，「見えざる手」が機能せず，実体経済の安定成長を不

安定にする原因になる。

　1968年，【（£/$）fxr₀.₄₁₆₇/（£/$）GDPpp₀.₁₈₂₉－ ₁ ＝₁.₂₇₈₅】fxrと実体

経済力 GDPppの乖離率が₁₂₇.₈₅％ポンド安に縮小した。

　1971 年，【（£/$）fxr₀.₄₁₀₈/（£/$）GDPpp₀.₁₉₃₉－ ₁ ＝₁.₁₇₀₄】乖 離 率

₁₁₇.₀₄％に縮小したが，ドルショックが起こる。

　1972 年，【（£/$）fxr₀.₃₉₈₇/（£/$）GDPpp₀.₁₈₉₃－ ₁ ＝₁.₀₅₅₉】乖 離 率

₁₀₅.₅₉％に縮小したがスミソニアン体制で調整ができず，変動相場制に移

行した。

　₁₉₅₀～₇₂年間，fxrが固定されているために ₁ドル＝₀.₃₅₇₁から₀.₃₉₈₇ポ

ンド，₀.₀₄₁₆，₄.₁₆％ポンド安の変動に過ぎなかった。しかしながら，実

体経済力を表す GDPppは， ₁ ドル＝₀.₁₃₆₆から₀.₁₈₉₃ポンド，₀.₀₅₂₇，
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₃₈.₅₈％ポンド安に推移し，GDPppに対する fxrの乖離率は₁₆₁.₅₁％から

₁₀₅.₅₉％ポンド安に縮小し，fxrをドルに固定した影響が GDPppのインフ

レ化に表れ，通貨の価値尺度不在の固定相場制下の fxrは，実体経済を歪

曲した事実を検証している。

　1973年，変動相場制は，【（£/$）fxr0.4078/（£/$）GDPpp0.2010－ 1＝

1.0291】，実体経済力 GDPppに対し fxrは，₁₀₂.₉₁％ポンド安に乖離して

スタートした。同年第 ₁次，₇₈年第 ₂次オイルショックが起こり，実体経

済はインフレ化する。

　1980年【fxr0.4299/GDPpp0.3334－ 1＝0.2893】GDPppに対し fxrは乖

離率₂₈.₉₃％通貨安に収斂した。この事実は，基軸通貨であったポンドの実

力が，₇₃年対ドル実体経済力 GDPpp₀.₂₀₁₀は，$GDPpp₁.₀₀₀₀に対し， ₁

ドル₇₉.₉％ポンド高から GDPpp₀.₃₃₃₄は対ドル₆₆.₆₆％ポンド高に均衡し

て推移していることを示している。

　しかしながら，fxrは₁₉₈₀年代に入るとレーガノミックスの強いドル政策

の影響が加わる。

　1985年，【fxr0.7714/GDPpp0.3549－ 1＝1.1736】乖離率₁₁₇.₃₆％，レー

ガノミックスのドル高政策の影響もあり，₈₀年の乖離率₂₈.₉₃％から ₅年間

で₈₈.₄₃％拡大し，プラザ合意に至る。₁₀₀％を超える乖離は，相場理論の

弊害であり，為替制度の本質に反する制度である。

　1988年，【fxr0.5614/GDPpp0.3926－ 1＝0.4299】，₈₅年プラザ合意の結

図 3．（£/$）fxr，GDPpp，fxr/GDPppの推移

0.0000

0.5000

1.0000

1.5000

2.0000

2.5000

3.0000

19
50

19
52

19
54

19
56

19
58

19
60

19
62

19
64

19
66

19
68

19
70

19
72

19
74

19
76

19
78

19
80

19
82

19
84

19
86

19
88

19
90

19
92

19
94

19
96

19
98

20
00

20
02

20
04

20
06

20
08

20
10

20
12

20
14

20
16

（￡/$）GDPpp （£/$）fxr (£/＄）fxr/GDPpp



神田：為替の安定により実体経済を安定成長させる GDP平価の検証

─　　─131

果，₁₁₇.₃₆％から₄₂.₉₉％に収斂した。実体経済は，₁₉₅₀年 GDPpp₀.₁₃₆₆

から₁₉₈₈年GDPpp₀.₃₉₂₆，ポンドの実力は ₁ドル＝₀.₃₉₂₆，対ドル・ポン

ドの実体経済の実力は約₆₀％ポンド高であるのである。また，前基軸通貨

であった（£/$）fxrは，同期間₀.₃₅₇₁から₀.₅₆₁₄，₅₇.₂₁％ポンド安（イン

フレ化）に推移した。fxrと実体経済のインフレ化が英国病と言われた所以

であろう。

　1998年，統一通貨ユーロ発足に際し，対ドル・ポンドは，【fxr0.6037/

GDPpp0.4595－ 1＝0.3138】同乖離率₃₁.₃₈％に縮小したが，ポンドの経

済力平価は ₁ドル＝₀.₄₅₉₅ポンド，米国の ₂倍の経済力を維持している。

　1999年，統一ユーロ発足年の対ドル・ポンドは【fxr₀.₆₁₈₀/GDPpp₀.₄₈₁₃

－ ₁ ＝₀.₂₈₄₀】₂₈.₄％に縮小した。

　₁₉₉₉年の対ドルユーロは【（€/$）fxr₀.₉₃₈₆/GDPpp₀.₆₅₃₆＝₀.₄₃₆₀】，

ユーロとポンドの fxrの乖離が₅₁.₉％，GDPppが₃₅.₈％であり，ポンドの

実力を立証している。また，基軸通貨ドルはユーロの価値を超えることが

できず，グラフの通り，ポンドとユーロが連動トレンドに入っている。そ

の結果，₁₉₉₉年以降，ポンドとユーロ並びにドルと円が本格的連動トレン

ドに入り， ₄ 通貨は連動トレンドを維持している（表Ⅲ-₃-₂．対ドル・

ユーロとポンドの fxrおよび GDPppの推移参照）。

　2007年，【fxr₀.₅₀₀₀/GDPpp₀.₅₁₉₅－ ₁ ＝－₀.₀₃₇₆】初めて一桁台に収

斂し，乖離率₃.₇₆％ポンド高，ポンドの実体経済力を表すGDPppと fxrが

初めてドルと均衡水準に達した。ただし，米国と英国の実体経済力格差

GDPpp₀.₅₁₉₅は未だに₄₈％存在する。

　2008年，リーマンショックが起きると再び対ドル・ポンド安に推移しは

じめる。

　2017年，対ドル・ポンド【fxr₀.₇₇₇₀/GDPpp₀.₅₁₅₆＝₀.₅₀₇₁】同乖離率

₅₀.₇₁％ポンド安に拡大した。同年，対ポンド・ドルは【（$/£）fxr₁.₂₈₇₀/

GDPpp₁.₉₃₉₆－ ₁ ＝⊸₀.₃₃₆₅】₃₃.₆₅％ドル高に拡大した。

　≪SDRに採用通貨の fxr/GDPppの乖離が，₂₀₁₇年₅₀％を超えるポンド
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安および₃₃％を超えるドル通貨高は危機水準≫に達していると判断すべき

である。「英国の EU離脱やアメリカフアースト政策」が，この平価理論の

理論的根拠の結果であると見なすことができる。赤信号の点灯は，企業ま

たは国家のリセッション≪金融ショックや財政破綻等≫を警戒する必要が

あるのである。

　ポンドは，₁₉₅₀～₂₀₁₇年間の GDPppは₀.₁₃₆₆→₀.₅₁₅₆，₂₇₇.₄₅％，fxr

は₀.₃₅₇₁→₀.₇₇₇₀，₁₁₇.₅₉％通貨の価値が下落（インフレ化）し，実体経

済GDPppに対し fxrの乖離は同₁₆₁.₅₁％から₅₀.₇₁％，₁/₃に収斂したが，

GDPpp₀.₅₁₅₆は約 ₂倍の対米経済力を維持していることに留意すべきであ

ろう。

　相場による通貨の価値尺度を無視した為替制度は，金融緩和政策が加わ

ると一層 fxrの不安定な変動となるので，実体経済を制御不能にする制度

であることを立証している。変動相場制は，世界経済にとって正しい制度

であると言えず，「等価交換」を原則とする為替理論に反する制度であるの

で，いつの日か，崩壊する運命にあると考える。

　ただし，GDP平価制に代われば，この fxr/GDPppの乖離が存在せず，

GDPppが為替平価になるので，経営および実体経済は GDP平価で安定す

る。その結果，為替の安定が「競争原理」を正常に機能させるので，世界

経済の安定成長を図ることが可能となり，計り知れないプラス効果を創出

できるであろう。

　『実践なき理論は空虚であるが，理論なき実践は危険である』―読み人知

らず―

【統計の環境整備】

　『統計は“真実”を語る』。統計の改ざんは，真実の改ざんである。統計

の誤差脱漏は止むを得ないとしても，日中欧の改ざんが問題化し，統計の

信ぴょう性が問われていることは間違いでしたでは済まされない問題である。

　統計は，企業の経営方針の決定並びに政府の経済政策の分析或いは為替
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市場，金融市場，商品市場では，経済統計を分析して実体経済の動向を見

極め，価格変動を検証し，投資等の方針を決定している。そのため，統計

の改ざんは，為替市場，金融商品市場，国際商品市場における通貨や商品

等の価格を改ざんすることになり，国際的犯罪行為となる。

　本論もまた，IMFの IFS統計を正しい統計として採用し，GDP平価の検

証或いは国際比較分析に活用してきた。統計は，国の実体経済を分析する

基礎データーであるので，統計が信用できない国は，国際決済通貨となる

資格がない国家である。従って，統計の改ざんは，国家的犯罪行為である

と見なさざるを得ない。

　貿易・投資の決済通貨として選ばれる通貨は，信用度の高い通貨であ

り，自国通貨で取引をすれば，為替の変動を直接受けず，その国の市場が

自国市場として拡大することになる。また，統計の改ざんの影響は，国家

の金融・経済政策の判断を誤る原因になり，想定外の不信を関係者や企業

並びに関係国家に与えることになる。

　国家は，信用を失墜するとその市場を失うことになり，その信用の回復

には何倍もの時間を懸けて誠意を示し，信用を回復する努力を必要とする

であろう。

　ギリシャは，₂₀₁₀年 ₁ 月欧州委員会が統計の不備を指摘したことが報道

され，VIX指数が₃₅％を超え，ギリシャショックの引き金になり，ユーロ

自体も下落した事実がある。ギリシャの国債を購入していた損害に対し，

ギリシャは何で償うのであろうか。リスクのあるギリシャ国債を買う人は

なくなるであろう（第 ₂部参照）。

　中国国務院は，₂₀₁₇年 ₆ 月統計の水増しが発覚し，₂₀₁₆年 GDP統計総

額₂.₇₅兆元（約₄₅兆円）を超える改ざんの事実を公表し，「統計法」実施条

例を施行し，改ざん者を処罰しているが，それで終わりであろうか。誤り

の原因と正しい数値を公表し，正しい経済の姿を示し，国の信用回復の誠

意を示す努力がなされても，正しい統計であると信じられるようになるま

でには，長い時間が掛かるであろう。（第 ₂部参照）日本における勤労統計
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の不適切な調査に端を発し，「基幹統計」₅₆のうち₂₂統計に誤りがあり，単

純ミス ₁，統計法違反₂₁の可能性があると日経新聞は報じている。その結

果，GDP統計に乖離が生じることになれば，GDP統計値が改ざんされた

ことになりGDPpp並びに fxrの変動に想定外の影響を与えることになるか

も知れない。G₇の中で最も財政赤字が多く，輸出産業構造の日本は，想定

外の影響を受けることになろう。

　本論は，IMFの最新の IFS統計を正しい統計として，通貨の価値尺度の

理論値となる GDP平価算定の基本データーを作成し，変動相場制の問題

点を分析し，検証してきた。世界各国の為替市場や金融市場では，その時

の統計値を正しいものとして，為替・金融商品取引等の参考にして売買を

行い，取引決済をしているので，“不適切な統計調査であった”では済まさ

れない。その改ざんが作為のある改ざんであれば，決して許されることは

ない。組織或いは国家のあり方を正す必要があり，国家並びに通貨の信用

にかかわる問題である。

　GDP統計等，経済統計に関する作成には，国際機関による「統計作成の

国際ルール」を定め，規定を守らない国およびその通貨には罰則規定を設

けて，国際決済通貨から排除するほどの重要課題であると考えられる。

　本論の表Ⅰ-₆⊸ ₁ および表Ⅰ-₇-₃は₂₀₁₁年と₂₀₁₄年の IMFの IFS統計に

よる米国と日本の GDP並びに人口統計の誤差をまとめたものである。ま

た，表Ⅳ-₁-₁の統計は，中国の統計年鑑と IMFの IFS統計の誤差をまとめ

たものであり，それぞれの影響度を表している。

　統計の調査手法および改ざんの問題は，本論の主旨ではないので，その

判断は専門家に委ねるが，IT時代に相応しい精緻な統計が，国際ルールに

よって作成され，正確で公正な統計によって，実体経済が明らかになり，

公平な「競争原理」が機能し，世界経済の安定成長が確立することを期待

したい。

　₆₀年以上前になるが，大学の講義で，「英国の統計が正確である。そのた

め，英国の信認が揺るぎ無いものとなっている」と教授が話されたことを
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昨日のように思い出す。「統計は真実を語る」統計でなければ，国家的犯罪

の道具と化すのである。

　「統計は実体経済を物語る」

　₁₉₆₇年，“固定相場制下で，日本の実体経済が米国と対等になった年の

fxrと GDPppの乖離は，【fxr₃.₆₀₀₀/GDPpp₁.₀₁₂₈⊸ ₁ ＝₂.₅₁₆₅】fxrが₃₆₀

円に固定された条件の下で，ドル・円為替が史上最大の₂₅₁.₆₅％の乖離率”

を記録した。このドルと主要通貨のこの乖離が固定相場制を崩壊した主た

る原因である。

　固定相場時代の日本の同乖離率₂₅₁％に対し，₂₀₁₇年，変動相場制下の中

国の乖離率はその ₂ 倍以上の₅₆₃％を超える異常な乖離率【fxr₆.₇₅₉₀/

GDPpp₁.₀₁₈₂⊸ ₁ ＝₅.₆₃₈₁】が生じている（第 ₂部Ⅴ項参照）。

　この原因をどう判断すればよいのであろうか。乖離率をどのように分析

し，結論とすればよいのであろうか。

　筆者は，上記の通り，赤信号が点灯していると想定しており，対応を誤

ると変動相場制崩壊を歴史が証明することになると考えている。

　変動相場制の理論的根拠のある通貨の価値尺度となる“理論値”の不在

の結果が，この統計に表れていると想定しているが，その判断は，読者並

びに為替の専門家に委ねたい。
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表Ⅰ．日米の GDP，人口の推移

日本GDP 日本人口 米国 GDP 米国人口
₁₉₅₀ ₀.₈₃₅₉ ₂₈₄₈ ₁.₅₂₂₇
₁₉₅₁ ₀.₈₄₉₆ ₃₂₈₇ ₁.₅₄₈₈
1952 62170 0.8625 3457 1.5755
₁₉₅₃ ₇₀₁₆₀ ₀.₈₇₄₅ ₃₆₄₆ ₁.₆₀₁₈
₁₉₅₄ ₇₇₉₇₀ ₀.₈₈₇₆ ₃₆₄₅ ₁.₆₃₀₃
₁₉₅₅ ₈₅₉₆₀ ₀.₈₉₈₂ ₃₉₇₃ ₁.₆₅₉₃
₁₉₅₆ ₈₇₀₆₀ ₀.₉₀₇₆ ₄₁₈₅ ₁.₆₈₉
₁₉₅₇ ₁₁₀₇₄₀ ₀.₉₁₅₆ ₄₄₀₅ ₁.₇₁₉₈
₁₉₅₈ ₁₁₅₈₁₀ ₀.₉₂₃₆ ₄₄₆₆ ₁.₇₄₈₈
₁₉₅₉ ₁₂₉₃₃₀ ₀.₉₃₂₉ ₄₈₄₀ ₁.₇₇₈₃
₁₉₆₀ ₁₅₅₀₄₀ ₀.₉₄₁₀ ₅₀₃₅ ₁.₈₀₆₈
₁₉₆₁ ₁₉₁₆₁₀ ₀.₉₄₉₅ ₅₂₀₂ ₁.₈₃₆₉
₁₉₆₂ ₂₁₂₅₂₀ ₀.₉₅₈₃ ₅₆₀₂ ₁.₈₆₅₄
₁₉₆₃ ₂₄₅₄₁₀ ₀.₉₆₈₁ ₅₉₁₁ ₁.₈₉₂₄
₁₉₆₄ ₂₉₀₁₄₀ ₀.₉₇₈₃ ₆₃₁₄ ₁.₉₁₈₉
₁₉₆₅ ₃₂₁₆₃₀ ₀.₉₈₈₈ ₆₈₃₄ ₁.₉₄₃
1966 374630 0.9979 7488 1.9656
1967 441790 1.0830 7918 1.9871
₁₉₆₈ ₅₂₇₅₃₀ ₁.₀₁₉₆ ₈₆₃₇ ₂.₀₀₇₁
₁₉₆₉ ₆₁₇₇₉₀ ₁.₀₃₁₇ ₉₃₁₁ ₂.₀₂₆₈
₁₉₇₀ ₇₃₆₅₉₀ ₁.₀₄₃₄ ₉₇₇₈ ₂.₀₄₈₈
₁₉₇₁ ₈₁₀₂₄₀ ₁.₀₅₆₉ ₁₁₂₈₆ ₂.₀₇₀₅
₁₉₇₂ ₉₂₃₉₄₀ ₁.₀₇₁₈ ₁₂₄₀₄ ₂.₀₈₈₅
1973 1124980 1.0870 13855 2.1041
₁₉₇₄ ₁₃₄₂₄₄₀ ₁.₁₀₁₆ ₁₅₀₁₀ ₂.₁₃₈₅
₁₉₇₅ ₁₄₈₃₂₇₀ ₁.₁₁₅₇ ₁₆₃₅₂ ₂.₁₅₉₇
₁₉₇₆ ₁₆₆₇₅₃₀ ₁.₁₂₇₇ ₁₈₂₃₉ ₂.₁₈₀₄
₁₉₇₇ ₁₈₅₆₂₂₀ ₁.₁₃₈₆ ₂₀₃₁₄ ₂.₂₀₂₄
₁₉₇₈ ₂₀₄₄₀₄₀ ₁.₁₄₉₀ ₂₂₉₅₉ ₂.₂₂₅₉
₁₉₇₉ ₂₂₁₅₄₇₀ ₁.₁₅₈₇ ₂₅₆₆₄ ₂.₂₅₀₆
₁₉₈₀ ₂₄₃₂₃₅₀ ₁.₁₆₈₁ ₂₇₉₅₆ ₂.₂₇₇₆
₁₉₈₁ ₂₆₁₀₂₈₀ ₁.₁₇₆₆ ₃₁₃₁₃ ₂.₂₉₉₄
₁₉₈₂ ₂₇₄₀₅₀₀ ₁.₁₈₄₈ ₃₂₅₉₂ ₂.₃₂₁₇
₁₉₈₃ ₂₈₅₅₇₉₀ ₁.₁₉₃₁ ₃₅₃₄₉ ₂.₃₄₃
₁₉₈₄ ₃₀₄₈₅₉₀ ₁.₂₀₀₈ ₃₉₃₂₇ ₂.₃₆₃₇
1985 3257920 1.2084 42130 2.3849
₁₉₈₆ ₃₄₀₉₄₈₀ ₁.₂₁₄₉ ₄₄₅₂₉ ₂.₄₀₆₈
₁₉₈₇ ₃₅₅₈₃₇₀ ₁.₂₂₀₉ ₄₇₄₂₅ ₂.₄₂₈₄
₁₉₈₈ ₃₈₁₅₇₉₀ ₁.₂₂₅₈ ₅₁₀₈₃ ₂.₄₅₀₆

₁₉₈₉ ₄₀₉₆₀₂₀ ₁.₂₃₀₇ ₅₄₈₉₁ ₂.₄₇₃₄
₁₉₉₀ ₄₄₁₉₁₅₀ ₁.₂₃₄₈ ₅₈₀₃₂ ₂.₄₉₉₅
₁₉₉₁ ₄₆₉₂₃₀₀ ₁.₂₃₉₇ ₅₉₈₆₂ ₂.₅₈₄
₁₉₉₂ ₄₈₁₅₈₂₀ ₁.₂₄₃₇ ₆₃₁₈₉ ₂.₆₁₁₉
₁₉₉₃ ₄₈₆₅₁₉₀ ₁.₂₄₇₅ ₆₆₄₂₃ ₂.₆₄₀₇
₁₉₉₄ ₄₉₁₈₃₅₀ ₁.₂₅₁₂ ₇₀₅₄₃ ₂.₆₆₉₉
1995 4977390 1.2547 74005 2.6995
₁₉₉₆ ₅₁₀₈₀₂₀ ₁.₂₅₈₂ ₇₈₁₃₂ ₂.₇₂₉₂
₁₉₉₇ ₅₂₁₈₆₂₀ ₁.₂₆₁₅ ₈₃₀₀₈ ₂.₇₅₉₃
₁₉₉₈ ₅₀₄₉₀₅₀ ₁.₂₆₂₉ ₈₇₉₃₅ ₂.₈₁₀₈
1999 4796290 1.2650 93535 2.8453
₂₀₀₀ ₅₀₉₈₆₀₀ ₁.₂₅₇₂ ₉₉₅₁₅ 2.825
₂₀₀₁ ₅₀₅₅₄₃₀ ₁.₂₅₈₉ ₁₀₂₈₆₂ ₂.₈₇₅₃
₂₀₀₂ ₄₉₉₁₄₇₀ ₁.₂₆₂₅ ₁₀₆₄₂₃ ₂.₉₀₂₇
₂₀₀₃ ₄₉₈₈₅₅₀ ₁.₂₆₅₂ ₁₁₅₁₀₇ ₂.₉₂₈₈
₂₀₀₄ ₅₀₃₇₂₅₀ ₁.₂₆₇₇ ₁₂₂₇₄₉ ₂.₉₅₄₉
₂₀₀₅ ₅₂₄₁₃₃₀ ₁.₂₈₃₄ ₁₃₀₉₃₇ ₂.₉₅₁₃
₂₀₀₆ ₅₂₆₈₈₀₀ ₁.₂₈₄₃ ₁₃₈₅₅₉ ₂.₉₇₈₃
₂₀₀₇ ₅₃₁₆₈₈₂ ₁.₂₈₅₁ ₁₄₄₇₇₆ ₃.₀₀₆
₂₀₀₈ ₅₂₀₇₁₅₇ ₁.₂₈₅₅ ₁₄₇₁₈₆ ₃.₀₃₃₇
₂₀₀₉ ₄₈₉₅₀₁₀ ₁.₂₈₅₇ ₁₄₄₁₈₇ ₃.₀₆₀₈
₂₀₁₀ ₅₀₀₃₅₃₉ ₁.₂₈₅₅ ₁₄₉₆₄₄ ₃.₀₈₆₄
₂₀₁₁ ₄₉₁₄₀₈₅ ₁.₂₈₅₁ ₁₅₅₁₇₉ ₃.₁₁₀₅
2012 4949572 1.2843 161553 3.1334
2013 ₅₀₃₁₇₅₆ ₁.₂₈₃₁ ₁₆₆₉₁₅ ₃.₁₅₅₄
2014 ₅₁₃₆₉₈₀ ₁.₂₈₁₆ ₁₇₄₂₇₆ ₃.₁₇₇₂
2015 ₅₃₁₉₈₅₈ ₁.₂₇₉₇ ₁₈₂₁₉₃ ₃.₁₉₉₃
2016 ₅₃₈₅₃₂₈ ₁.₂₇₇₅ ₁₈₇₀₇₂ ₃.₂₂₁₈
2017 5466083 1.2748 194854 3.2446

出所：① IFS統計₁₉₇₉ yearbookより₁₉₅₀－
₁₉₇₀年までの統計を採用

　　　② IFS統計₂₀₀₁ yearbookより₁₉₇₁－
₁₉₉₈年までの統計を採用

　　　③ IFS統計₂₀₁₁ yeabookより₁₉₉₉－
₂₀₀₃年までの統計を採用

　　　④ IFS統計₂₀₁₅ yeabookより₂₀₀₃－
₂₀₀₄年までの統計を採用

　　　⑤ IFS統計₂₀₁₇ yearbookより₂₀₀₅－
₂₀₁₆年までの統計を採用

　　　⑥ IFS統計₂₀₁₈ yearbookより₂₀₀₇－
₂₀₁₆年までの統計を採用
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日本 GDP 米国 GDP 日本人口 米国人口

2017年 
統計

2016年 
統計 誤差率 2018年 

統計
2016年 
統計 誤差率 2017年 

統計
2016年 
統計 誤差率 2018年 

統計
2016年 
統計 誤差率

₂₀₀₅ 5241330 ₅₀₃₉₀₃₀ 0.0401 130937 ₁₃₀₉₃₇ 0.0000 ₁.₂₈₃₄ ₁.₂₈₃₄ 0.0000 2.9513 ₂.₉₆₁₄ 0.0034

₂₀₀₆ 5268800 ₅₀₆₆₈₇₀ 0.0399 138559 ₁₃₈₅₅₉ 0.0000 ₁.₂₈₄₃ ₁.₂₈₄₃ 0.0000 2.9783 ₂.₉₈₈₆ 0.0035

₂₀₀₇ ₅₃₁₆₈₈₂ ₅₁₂₉₇₅₀ 0.0365 ₁₄₄₇₇₆ ₁₄₄₇₇₆ 0.0000 ₁.₂₈₅₁ ₁.₂₈₅₁ 0.0000 ₃.₀₀₆₀ ₃.₀₁₆₆ 0.0035

₂₀₀₈ ₅₂₀₇₁₅₇ ₅₀₁₂₀₉₀ 0.0389 ₁₄₇₁₈₆ ₁₄₇₁₈₆ 0.0000 ₁.₂₈₅₅ ₁.₂₈₅₅ 0.0000 ₃.₀₃₃₇ ₃.₀₄₄₇ 0.0036

₂₀₀₉ ₄₈₉₅₀₁₀ ₄₇₁₁₃₉₀ 0.0390 ₁₄₄₁₈₇ ₁₄₄₁₈₇ 0.0000 1.2857 ₁.₂₈₅₇ 0.0000 ₃.₀₆₀₈ ₃.₀₇₂₃ 0.0038

₂₀₁₀ ₅₀₀₃₅₃₉ ₄₈₂₃₈₄₀ 0.0373 ₁₄₉₆₄₄ ₁₄₉₆₄₄ 0.0000 ₁.₂₈₅₅ ₁.₂₈₅₅ 0.0000 ₃.₀₈₆₄ ₃.₀₉₈₈ 0.0040

₂₀₁₁ ₄₉₁₄₀₈₅ ₄₇₁₃₁₁₀ 0.0426 ₁₅₅₁₇₉ ₁₅₅₁₇₉ 0.0000 ₁.₂₈₅₁ ₁.₂₈₅₁ 0.0000 ₃.₁₁₀₅ ₃.₁₂₃₉ 0.0043

₂₀₁₂ ₄₉₄₉₅₇₂ ₄₇₅₁₁₀₀ 0.0418 ₁₆₁₅₅₃ ₁₆₁₅₅₃ 0.0000 ₁.₂₈₄₃ ₁.₂₈₄₃ 0.0000 ₃.₁₃₃₄ ₃.₁₄₈₀ 0.0047

₂₀₁₃ ₅₀₃₁₇₅₆ ₄₈₂₄₃₀₀ 0.0430 ₁₆₆₉₁₅ ₁₆₆₆₃₂ 0.0017 ₁.₂₈₃₁ ₁.₂₈₃₁ 0.0000 ₃.₁₅₅₄ ₃.₁₇₁₄ 0.0051

₂₀₁₄ ₅₁₃₆₉₈₀ ₄₈₉₆₂₃₀ 0.0492 ₁₇₄₂₇₆ ₁₇₃₄₈₁ 0.0046 ₁.₂₈₁₆ ₁.₂₈₃₁ 0.0012 ₃.₁₇₇₂ ₃.₁₉₄₅ 0.0054

₂₀₁₅ ₅₂₉₉₅₃₆ － － ₁₈₁₂₀₇ ₁₇₉₄₇₀ 0.0097 ₁.₂₇₉₇ ₁.₂₈₁₆ 0.0015 ₃.₁₉₉₃ ₃.₂₁₇₇ 0.0058

₂₀₁₆ ₅₃₆₉₆₅₃ － － ₁₈₆₂₄₅ － － ₁.₂₇₇₅ ₁.₂₇₉₇ － ₃.₂₂₁₈ － －

₂₀₁₇ － － － ₁₉₃₈₆₈ － － ₁.₂₇₄₈ ₁.₂₇₅₅ － ₃.₂₄₄₆ －

平均 
誤差 0.0408 0.0015 0.0013 0.0043

資料：IFS統計₂₀₁₆（₂₀₀₅～₂₀₁₄），₂₀₁₇年（₂₀₀₅～₂₀₀₆）および₂₀₁₈年（₂₀₀₇～₂₀₁₆）の yearbookより作
成

表Ⅰ-1-2．IMFの IFS統計，2018年版と2017年版の GDP並びに人口統計の誤差
の推移
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米国GDPph 日本GDPph $GDPph ¥GDPph

前年比 前年比

₁₉₅₀ ₁₈₇₀

₁₉₅₁ ₂₁₂₂

1952 2194 721 1.0000 ₁.₀₀₀₀

₁₉₅₃ ₂₂₇₆ ₈₀₂ ₀.₀₁₆₇ ₀.₁₁₃₀

₁₉₅₄ ₂₂₃₆ ₈₇₈ ₀.₀₁₇₈ ₀.₀₉₄₉

₁₉₅₅ ₂₃₉₄ ₉₅₇ ₀.₀₁₇₈ ₀.₀₈₉₅

₁₉₅₆ ₂₄₇₈ ₉₅₉ ₀.₀₁₇₉ ₀.₀₀₂₃

₁₉₅₇ ₂₅₆₁ ₁₂₀₉ ₀.₀₁₈₂ ₀.₂₆₀₉

₁₉₅₈ ₂₅₅₄ ₁₂₅₄ ₀.₀₁₆₉ ₀.₀₃₆₇

₁₉₅₉ ₂₇₂₂ ₁₃₈₆ ₀.₀₁₆₉ ₀.₁₀₅₆

₁₉₆₀ ₂₇₈₇ ₁₆₄₈ ₀.₀₁₆₀ ₀.₁₈₈₅

₁₉₆₁ ₂₈₃₂ ₂₀₁₈ ₀.₀₁₆₇ ₀.₂₂₄₈

₁₉₆₂ ₃₀₀₃ ₂₂₁₈ ₀.₀₁₅₅ ₀.₀₉₈₉

₁₉₆₃ ₃₁₂₄ ₂₅₃₅ ₀.₀₁₄₅ ₀.₁₄₃₁

₁₉₆₄ ₃₂₉₀ ₂₉₆₆ ₀.₀₁₄₀ ₀.₁₆₉₉

₁₉₆₅ ₃₅₁₇ ₃₂₅₃ ₀.₀₁₂₆ ₀.₀₉₆₈

1966 3810 3754 ₀.₀₁₁₆ ₀.₁₅₄₂

1967 3985 4079 ₀.₀₁₀₉ ₀.₀₈₆₆

₁₉₆₈ ₄₃₀₃ ₅₁₇₄ ₀.₀₁₀₁ ₀.₂₆₈₃

₁₉₆₉ ₄₅₉₄ ₅₉₈₈ ₀.₀₀₉₈ ₀.₁₅₇₄

₁₉₇₀ ₄₇₇₃ ₇₀₆₀ ₀.₀₁₀₉ ₀.₁₇₈₉

₁₉₇₁ ₅₄₅₁ ₇₆₆₆ ₀.₀₁₀₆ ₀.₀₈₅₉

₁₉₇₂ ₅₉₃₉ ₈₆₂₀ ₀.₀₀₈₇ ₀.₁₂₄₅

1973 6585 10349 ₀.₀₀₇₅ ₀.₂₀₀₆

₁₉₇₄ ₇₀₁₉ ₁₂₁₈₆ ₀.₀₁₆₃ ₀.₁₇₇₅

₁₉₇₅ ₇₅₇₁ ₁₃₂₉₅ ₀.₀₀₉₉ ₀.₀₉₀₉

₁₉₇₆ ₈₃₆₅ ₁₄₇₈₇ ₀.₀₀₉₆ ₀.₁₁₂₃

₁₉₇₇ ₉₂₂₄ ₁₆₃₀₃ ₀.₀₁₀₁ ₀.₁₀₂₅

₁₉₇₈ ₁₀₃₁₄ ₁₇₇₉₀ ₀.₀₁₀₇ ₀.₀₉₁₂

₁₉₇₉ ₁₁₄₀₃ ₁₉₁₂₀ ₀.₀₁₁₁ ₀.₀₇₄₈

₁₉₈₀ ₁₂₂₇₄ ₂₀₈₂₃ ₀.₀₁₂₀ ₀.₀₈₉₁

₁₉₈₁ ₁₃₆₁₈ ₂₂₁₈₅ ₀.₀₀₉₆ ₀.₀₆₅₄

₁₉₈₂ ₁₄₀₃₈ ₂₃₁₃₀ ₀.₀₀₉₇ ₀.₀₄₂₆

表Ⅰ-2．日米の ¥GDPph，$GDPphおよびその前年比の推移

₁₉₈₃ ₁₅₀₈₇ ₂₃₉₃₆ ₀.₀₀₉₂ ₀.₀₃₄₈

₁₉₈₄ ₁₆₆₃₈ ₂₅₃₈₈ ₀.₀₀₈₈ ₀.₀₆₀₇

1985 17665 26961 ₀.₀₀₉₀ ₀.₀₆₁₉

₁₉₈₆ ₁₈₅₀₁ ₂₈₀₆₄ ₀.₀₀₉₂ ₀.₀₄₀₉

₁₉₈₇ ₁₉₅₂₉ ₂₉₁₄₅ ₀.₀₀₉₀ ₀.₀₃₈₅

₁₉₈₈ ₂₀₈₄₅ ₃₁₁₂₉ ₀.₀₀₉₁ ₀.₀₆₈₁

₁₉₈₉ ₂₂₁₉₃ ₃₃₂₈₂ ₀.₀₀₉₃ ₀.₀₆₉₂

₁₉₉₀ ₂₃₂₁₇ ₃₅₇₈₈ ₀.₀₁₀₆ ₀.₀₇₅₃

₁₉₉₁ ₂₃₁₆₆ ₃₇₈₅₀ ₀.₀₃₃₈ ₀.₀₅₇₆

₁₉₉₂ ₂₄₁₉₃ ₃₈₇₂₂ ₀.₀₁₀₈ ₀.₀₂₃₀

₁₉₉₃ ₂₅₁₅₄ ₃₉₀₀₀ ₀.₀₁₁₀ ₀.₀₀₇₂

₁₉₉₄ ₂₆₄₂₂ ₃₉₃₀₉ ₀.₀₁₁₁ ₀.₀₀₇₉

1995 27414 39670 ₀.₀₁₁₁ ₀.₀₀₉₂

₁₉₉₆ ₂₈₆₂₈ ₄₀₅₉₈ ₀.₀₁₁₀ ₀.₀₂₃₄

₁₉₉₇ ₃₀₀₈₃ ₄₁₃₆₈ ₀.₀₁₁₀ ₀.₀₁₉₀

₁₉₉₈ ₃₁₂₈₅ ₃₉₉₈₀ ₀.₀₁₈₇ －₀.₀₃₃₆

1999 32874 37915 ₀.₀₁₂₃ －₀.₀₅₁₆

₂₀₀₀ ₃₅₂₂₇ ₄₀₅₅₅ （₀.₀₀₇₁） ₀.₀₆₉₆

₂₀₀₁ ₃₅₇₇₄ ₄₀₁₅₈ ₀.₀₁₇₈ －₀.₀₀₉₈

₂₀₀₂ ₃₆₆₆₃ ₃₉₅₃₆ ₀.₀₀₉₅ －₀.₀₁₅₅

₂₀₀₃ ₃₉₃₀₂ ₃₉₄₂₉ ₀.₀₀₉₀ －₀.₀₀₂₇

₂₀₀₄ ₄₁₅₄₁ ₃₉₇₃₅ ₀.₀₀₈₉ ₀.₀₀₇₈

₂₀₀₅ ₄₄₃₆₆ ₄₀₈₃₉ （₀.₀₀₁₂） ₀.₀₂₇₈

₂₀₀₆ ₄₆₅₂₃ ₄₁₀₂₅ ₀.₀₀₉₁ ₀.₀₀₄₅

₂₀₀₇ ₄₈₁₆₂ ₄₁₃₇₃ ₀.₀₀₉₃ ₀.₀₀₈₅

₂₀₀₈ ₄₈₅₁₇ ₄₀₅₀₇ ₀.₀₀₉₂ －₀.₀₂₀₉

₂₀₀₉ ₄₇₁₀₈ ₃₈₀₇₃ ₀.₀₀₈₉ －₀.₀₆₀₁

₂₀₁₀ ₄₈₄₈₅ ₃₈₉₂₃ ₀.₀₀₈₄ ₀.₀₂₂₃

₂₀₁₁ ₄₉₈₈₉ ₃₈₂₃₉ ₀.₀₀₇₈ －₀.₀₁₇₆

2012 51558 38539 ₀.₀₀₇₄ ₀.₀₀₇₈

2013 ₅₂₈₉₈ ₃₉₂₁₆ ₀.₀₀₇₀ ₀.₀₁₇₆

2014 ₅₄₈₅₂ ₄₀₀₈₃ ₀.₀₀₆₉ ₀.₀₂₂₁

2015 ₅₆₉₄₈ ₄₁₅₇₁ ₀.₀₀₇₀ ₀.₀₃₇₁

2016 ₅₈₀₆₄ ₄₂₁₅₅ ₀.₀₀₇₀ ₀.₀₁₄₁

2017 60055 43588 ₀.₀₀₇₁ ₀.₀₃₄₀
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表Ⅰ-3．対ドル・円の fxr，GDPppおよび fxr/GDPppの乖離率の推移

（¥/$）fxr （¥/$） 
GDPpp

（¥/$） 
fxr/GDPpp

（¥/$） 
GDPgap GDPpp fxr fxr/GDPpp

（$/¥） 
GDPpp

前年比 
乖離率

前年比 
乖離率

前年比 
変動率

1952 3.6100 3.0441 0.1859 0.3285 1.0000 1.0000 1.0000
1953 ₃.₆₀₀₀ 2.8371 0.2689 0.3525 （₀.₀₆₈₀） －₀.₀₀₂₈ ₀.₀₆₅₂
1954 ₃.₆₀₀₀ 2.5452 0.4144 0.3929 （₀.₁₀₂₉） ₀.₀₀₀₀ ₀.₁₀₂₉
1955 ₃.₆₀₀₀ 2.5019 0.4389 0.3997 （₀.₀₁₇₀） ₀.₀₀₀₀ ₀.₀₁₇₀
1956 ₃.₆₀₀₀ 2.5831 0.3937 0.3871 ₀.₀₃₂₅ ₀.₀₀₀₀ －₀.₀₃₂₅
1957 ₃.₆₀₀₀ 2.1177 0.6999 0.4722 （₀.₁₈₀₂） ₀.₀₀₀₀ ₀.₁₈₀₂
1958 ₃.₆₀₀₀ 2.0367 0.7676 0.4910 （₀.₀₃₈₃） ₀.₀₀₀₀ ₀.₀₃₈₃
1959 ₃.₆₀₀₀ 1.9633 0.8337 0.5094 （₀.₀₃₆₀） ₀.₀₀₀₀ ₀.₀₃₆₀
1960 ₃.₆₀₀₀ 1.6914 1.1285 0.5912 （₀.₁₃₈₅） ₀.₀₀₀₀ ₀.₁₃₈₅
1961 ₃.₆₀₀₀ 1.4033 1.5653 0.7126 （₀.₁₇₀₃） ₀.₀₀₀₀ ₀.₁₇₀₃
1962 ₃.₆₀₀₀ 1.3542 1.6585 0.7385 （₀.₀₃₅₀） ₀.₀₀₀₀ ₀.₀₃₅₀
1963 ₃.₆₀₀₀ 1.2322 1.9216 0.8116 （₀.₀₉₀₁） ₀.₀₀₀₀ ₀.₀₉₀₁
1964 ₃.₆₀₀₀ 1.1095 2.2448 0.9013 （₀.₀₉₉₆） ₀.₀₀₀₀ ₀.₀₉₉₆
1965 ₃.₆₀₀₀ 1.0813 2.3293 0.9248 （₀.₀₂₅₄） ₀.₀₀₀₀ ₀.₀₂₅₄
1966 3.6000 1.0147 2.5477 0.9855 （0.0616） 0.0000 0.0616
1967 3.6000 1.0237 2.5165 0.9768 0.0089 0.0000 －0.0089
1968 ₃.₆₀₀₀ 1.2023 1.9942 ₀.₈₃₁₇ ₀.₁₇₄₄ ₀.₀₀₀₀ －₀.₁₇₄₄
1969 ₃.₆₀₀₀ 1.3035 1.7619 ₀.₇₆₇₂ ₀.₀₈₄₁ ₀.₀₀₀₀ －₀.₀₈₄₁
1970 ₃.₆₀₀₀ 1.4792 1.4338 ₀.₆₇₆₀ ₀.₁₃₄₈ ₀.₀₀₀₀ －₀.₁₃₄₈
1971 ₃.₄₉₈₃ 1.4064 1.4874 ₀.₇₁₁₀ （₀.₀₄₉₂） －₀.₀₂₈₃ ₀.₀₂₀₉
1972 3.0311 1.4515 1.0883 ₀.₆₈₉₀ ₀.₀₃₂₀ －₀.₁₃₃₆ －₀.₁₆₅₆
1973 2.7170 1.5717 0.7287 0.6362 0.0829 －0.1036 －0.1865
1974 ₂.₉₂₀₈ 1.7362 0.6823 ₀.₅₇₆₀ ₀.₁₀₄₆ ₀.₀₇₅₀ －₀.₀₂₉₆
1975 ₂.₉₆₇₉ 1.7559 0.6903 ₀.₅₆₉₅ ₀.₀₁₁₃ ₀.₀₁₆₁ ₀.₀₀₄₈
1976 ₂.₉₆₅₅ 1.7677 0.6776 ₀.₅₆₅₇ ₀.₀₀₆₇ －₀.₀₀₀₈ －₀.₀₀₇₆
1977 ₂.₆₈₅₁ 1.7675 0.5192 ₀.₅₆₅₈ （₀.₀₀₀₁） －₀.₀₉₄₆ －₀.₀₉₄₄
1978 ₂.₁₀₄₄ 1.7247 0.2201 ₀.₅₇₉₈ （₀.₀₂₄₂） －₀.₂₁₆₃ －₀.₁₉₂₁
1979 ₂.₁₉₁₄ 1.6768 0.3069 ₀.₅₉₆₄ （₀.₀₂₇₈） ₀.₀₄₁₃ ₀.₀₆₉₂
1980 ₂.₂₆₇₄ 1.6965 0.3365 ₀.₅₈₉₅ ₀.₀₁₁₈ ₀.₀₃₄₇ ₀.₀₂₂₉
1981 ₂.₂₀₅₄ 1.6291 0.3538 ₀.₆₁₃₈ （₀.₀₃₉₇） －₀.₀₂₇₃ ₀.₀₁₂₄
1982 ₂.₄₉₀₈ 1.6477 0.5117 ₀.₆₀₆₉ ₀.₀₁₁₄ ₀.₁₂₉₄ ₀.₁₁₈₀
1983 ₂.₃₇₅₁ 1.5865 0.4971 ₀.₆₃₀₃ （₀.₀₃₇₁） －₀.₀₄₆₅ －₀.₀₀₉₃
1984 ₂.₃₇₅₂ 1.5259 0.5566 ₀.₆₅₅₃ （₀.₀₃₈₂） ₀.₀₀₀₀ ₀.₀₃₈₂
1985 2.3854 1.5262 0.5630 0.6552 0.0002 0.0043 0.0041
1986 ₁.₆₈₅₂ 1.5169 0.1110 ₀.₆₅₉₃ （₀.₀₀₆₁） －₀.₂₉₃₅ －₀.₂₈₇₄
1987 ₁.₄₄₆₄ 1.4924 （0.0308） ₀.₆₇₀₁ （₀.₀₁₆₁） －₀.₁₄₁₇ －₀.₁₂₅₆
1988 ₁.₂₈₁₅ 1.4933 （0.1419） ₀.₆₆₉₆ ₀.₀₀₀₆ －₀.₁₁₄₀ －₀.₁₁₄₆
1989 ₁.₃₇₉₆ 1.4997 （0.0801） ₀.₆₆₆₈ ₀.₀₀₄₃ ₀.₀₇₆₆ ₀.₀₇₂₃
1990 ₁.₄₄₇₉ 1.5414 （0.0607） ₀.₆₄₈₇ ₀.₀₂₇₈ ₀.₀₄₉₅ ₀.₀₂₁₇
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1991 ₁.₃₄₇₁ 1.6338 （0.1755） ₀.₆₁₂₁ ₀.₀₅₉₉ －₀.₀₆₉₆ －₀.₁₂₉₆
1992 ₁.₂₆₆₅ 1.6006 （0.2087） ₀.₆₂₄₈ （₀.₀₂₀₄） －₀.₀₅₉₈ －₀.₀₃₉₅
1993 ₁.₁₁₂₀ 1.5505 （0.2828） ₀.₆₄₅₀ （₀.₀₃₁₃） －₀.₁₂₂₀ －₀.₀₉₀₇
1994 1.0221 1.4878 （0.3130） ₀.₆₇₂₂ （₀.₀₄₀₄） －₀.₀₈₀₈ －₀.₀₄₀₄
1995 0.9406 1.4471 （0.3500） 0.6911 （0.0274） －0.0797 －0.0524
1996 ₁.₀₈₇₈ 1.4181 （0.2329） ₀.₇₀₅₂ （₀.₀₂₀₀） ₀.₁₅₆₅ ₀.₁₇₆₅
1997 ₁.₂₀₉₉ 1.3751 （0.1202） ₀.₇₂₇₂ （₀.₀₃₀₃） ₀.₁₁₂₂ ₀.₁₄₂₅
1998 ₁.₃₀₉₁ 1.2779 0.0244 ₀.₇₈₂₅ （₀.₀₇₀₇） ₀.₀₈₂₀ ₀.₁₅₂₇
1999 1.1391 1.1534 （0.0124） 0.8670 （0.0975） －0.1299 －0.0324
2000 ₁.₀₇₇₇ 1.1513 （0.0639） ₀.₈₆₈₆ （₀.₀₀₁₈） －₀.₀₅₃₉ －₀.₀₅₂₁
2001 ₁.₂₁₅₃ 1.1225 0.0827 ₀.₈₉₀₉ （₀.₀₂₅₀） ₀.₁₂₇₇ ₀.₁₅₂₆
2002 1.2539 1.0784 0.1628 ₀.₉₂₇₃ （₀.₀₃₉₃） ₀.₀₃₁₈ ₀.₀₇₁₁
2003 ₁.₁₅₉₃ 1.0032 0.1556 ₀.₉₉₆₈ （₀.₀₆₉₇） －₀.₀₇₅₄ －₀.₀₀₅₈
2004 ₁.₀₈₁₉ 0.9565 0.1311 ₁.₀₄₅₄ （₀.₀₄₆₅） －₀.₀₆₆₈ －₀.₀₂₀₂
2005 ₁.₁₀₂₂ 0.9205 0.1974 ₁.₀₈₆₃ （₀.₀₃₇₇） ₀.₀₁₈₈ ₀.₀₅₆₄
2006 ₁.₁₆₃₀ 0.8818 0.3189 ₁.₁₃₄₀ （₀.₀₄₂₀） ₀.₀₅₅₂ ₀.₀₉₇₂
2007 1.1775 0.8590 0.3707 1.1641 （0.0258） 0.0125 0.0383
2008 1.0336 0.8349 0.2380 1.1977 （0.0281） －0.1222 －0.0941
2009 0.9357 0.8082 0.1577 ₁.₂₃₇₃ （₀.₀₃₂₀） －₀.₀₉₄₇ －₀.₀₆₂₇
2010 ₀.₈₇₇₈ 0.8028 0.0934 ₁.₂₄₅₇ （₀.₀₀₆₇） －₀.₀₆₁₉ －₀.₀₅₅₂
2011 ₀.₇₉₈₁ 0.7665 0.0412 ₁.₃₀₄₇ （₀.₀₄₅₂） －₀.₀₉₀₈ －₀.₀₄₅₆
2012 0.7979 0.7475 0.0674 1.3378 （0.0248） －0.0002 0.0246
2013 0.9760 0.7413 0.3165 1.3489 （0.0082） 0.2232 0.2314
2014 1.0595 0.7307 0.4498 1.3685 （0.0143） 0.0855 0.0998
2015 1.2104 0.7300 0.6582 1.3699 （0.0010） 0.1425 0.1435
2016 1.0879 0.7260 0.4985 1.3774 （0.0055） －0.1012 －0.0958
2017 1.1217 0.7258 0.5454 1.3778 （0.0003） 0.0310 0.0313
52－72
平均値 ₂.₂₇₇₇ ₁.₄₈₂₂ ₁.₃₁₈₁ ₀.₆₅₀₀ ₀.₀₁₆₉ 0.0398 ₀.₀₇₀₅

73－85
平均値 ₂.₅₁₁₆ ₁.₆₆₂₅ ₀.₅₁₁₀ ₀.₆₀₃₁ ₀.₀₀₄₈ －0.0145 －₀.₀₁₉₂

86－98
平均値 ₁.₂₇₂₀ ₁.₄₈₇₃ （₀.₁₄₃₂） ₀.₆₇₅₀ （₀.₀₁₃₁） －0.0373 －₀.₀₂₄₂

99－12
平均値 ₁.₀₅₈₁ ₀.₉₃₄₈ ₀.₁₃₈₆ ₁.₀₉₃₁ （₀.₀₃₇₃） －0.0321 ₀.₀₀₅₂

13－17
平均値 ₁.₀₉₁₁ ₀.₇₃₀₈ ₀.₄₉₃₇ ₁.₃₆₈₅ （₀.₀₀₅₉） 0.0762 ₀.₀₈₂₁

86－12
平均値 ₁.₁₆₁₁ ₁.₂₀₀₈ ₀.₀₀₂₉ ₀.₈₉₁₈ －0.0280

注：日本は，₁₉₉₆年までは日米経済格差，₁₉₉₇年より実体経済力が米国と対等になったので，
GDPgapは₁₉₉₇年よりを【（$/¥）GDPpp】代わる。



神田：為替の安定により実体経済を安定成長させる GDP平価の検証

─　　─141

表Ⅰ-4．US$を基準とする SDRの 5通貨 $・¥・€・£の fxr/GDPpp乖離率の推移

（¥/$） 
fxr/GDPpp $GDPpp （mr・€/$） 

fxr/GDPpp
（£/$） 

fxr/GDPpp
（元/$） 

fxr/GDPpp
（€/$） 

fxr/GDPpp
1950 ₁.₀₀₀₀ ₃.₀₁₀₅ （₀.₆₁₇₆）
1951 ₁.₀₀₀₀ ₂.₇₆₄₆ （₀.₆₂₂₄）
1952 ₀.₁₈₅₉ ₁.₀₀₀₀ ₂.₄₃₂₄ （₀.₆₀₅₃）
1953 ₀.₂₆₈₉ ₁.₀₀₀₀ ₂.₃₄₁₄ （₀.₅₉₁₂）
1954 ₀.₄₁₄₄ ₁.₀₀₀₀ ₂.₀₇₈₉ （₀.₅₇₀₄）
1955 ₀.₄₃₈₉ ₁.₀₀₀₀ ₁.₉₁₂₉ （₀.₅₆₁₉）
1956 ₀.₃₉₃₇ ₁.₀₀₀₀ ₁.₇₇₁₆ （₀.₅₄₄₁）
1957 ₀.₆₉₉₉ ₁.₀₀₀₀ ₁.₆₆₇₀ （₀.₅₃₅₇）
1958 ₀.₇₆₇₆ ₁.₀₀₀₀ ₁.₅₁₈₁ （₀.₅₁₆₉）
1959 ₀.₈₃₃₇ ₁.₀₀₀₀ ₁.₅₀₅₄ （₀.₅₂₇₀）
1960 ₁.₁₂₈₅ ₁.₀₀₀₀ ₁.₁₄₂₁ （₀.₅₁₀₆）
1961 ₁.₅₆₅₃ ₁.₀₀₀₀ ₀.₉₃₅₇ （₀.₄₉₀₀）
1962 ₁.₆₅₈₅ ₁.₀₀₀₀ ₀.₈₉₁₉ （₀.₅₀₀₈）
1963 ₁.₉₂₁₆ ₁.₀₀₀₀ ₀.₈₇₆₆ （₀.₄₉₂₀）
1964 ₂.₂₄₄₈ ₁.₀₀₀₀ ₀.₈₁₆₃ （₀.₄₇₆₅）
1965 ₂.₃₂₉₃ ₁.₀₀₀₀ ₀.₇₉₅₉ （₀.₄₇₆₈）
1966 ₂.₅₄₇₇ ₁.₀₀₀₀ ₀.₈₄₅₉ （₀.₄₈₇₈）
1967 ₂.₅₁₆₅ ₁.₀₀₀₀ ₀.₉₁₀₇ （₀.₄₉₁₇）
1968 ₁.₉₉₄₂ ₁.₀₀₀₀ ₀.₉₁₃₁ （₀.₅₆₁₁）
1969 ₁.₇₆₁₉ ₁.₀₀₀₀ ₀.₇₆₂₅ （₀.₅₆₁₅）
1970 ₁.₄₃₃₈ ₁.₀₀₀₀ ₀.₅₆₂₂ （₀.₅₃₂₀）
1971 ₁.₄₈₇₄ ₁.₀₀₀₀ ₀.₅₆₄₂ （₀.₅₃₉₃）
1972 ₁.₀₈₈₃ ₁.₀₀₀₀ ₀.₄₁₉₂ （₀.₅₁₃₆）
1973 0.7287 1.0000 0.1888 （0.5072）
1974 ₀.₆₈₂₃ ₁.₀₀₀₀ ₀.₁₄₃₉ （₀.₅₀₁₈）
1975 ₀.₆₉₀₃ ₁.₀₀₀₀ ₀.₁₂₀₇ （₀.₄₄₆₁）
1976 ₀.₆₇₇₆ ₁.₀₀₀₀ ₀.₁₅₉₄ （₀.₅₁₇₄）
1977 ₀.₅₁₉₂ ₁.₀₀₀₀ ₀.₁₀₁₃ （₀.₅₀₇₁）
1978 ₀.₂₂₀₁ ₁.₀₀₀₀ （₀.₀₁₀₀） （₀.₄₄₀₇） ₀.₀₆₂₄
1979 ₀.₃₀₆₉ ₁.₀₀₀₀ （₀.₀₇₅₁） （₀.₃₄₂₇） ₀.₀₅₇₃
1980 ₀.₃₃₆₅ ₁.₀₀₀₀ （₀.₀₆₆₆） （₀.₂₂₄₄） ₀.₀₅₆₈
1981 ₀.₃₅₃₈ ₁.₀₀₀₀ ₀.₂₃₅₉ （₀.₃₃₀₇） ₀.₀₆₁₇
1982 ₀.₅₁₁₇ ₁.₀₀₀₀ ₀.₃₂₂₃ （₀.₃₈₆₇） ₀.₀₇₁₄
1983 ₀.₄₉₇₁ ₁.₀₀₀₀ ₀.₄₁₈₃ （₀.₄₆₀₀） ₀.₀₇₆₈
1984 ₀.₅₅₆₆ ₁.₀₀₀₀ ₀.₆₅₄₅ （₀.₅₃₉₃） ₀.₀₉₇₇
1985 0.5630 1.0000 0.7365 （0.5399） 0.1433
1986 ₀.₁₁₁₀ ₁.₀₀₀₀ ₀.₂₇₁₄ （₀.₄₆₇₅） ₀.₁₈₀₁
1987 （₀.₀₃₀₈） ₁.₀₀₀₀ ₀.₀₇₆₉ （₀.₃₈₂₅） ₀.₂₁₂₂
1988 （₀.₁₄₁₉） ₁.₀₀₀₀ ₀.₀₇₃₆ （₀.₃₀₀₇） ₀.₂₄₄₀
1989 （₀.₀₈₀₁） ₁.₀₀₀₀ ₀.₄₇₆₄ （₀.₃₃₈₈） ₀.₂₅₈₇
1990 （₀.₀₆₀₇） ₁.₀₀₀₀ ₀.₂₂₄₅ （₀.₂₅₇₂） ₀.₃₄₁₀
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1991 （₀.₁₇₅₅） ₁.₀₀₀₀ ₀.₀₄₆₆ （₀.₂₂₇₇） ₀.₄₃₇₅
1992 （0.2087） ₁.₀₀₀₀ （₀.₀₃₅₂） （₀.₂₃₄₉） ₀.₅₂₉₃
1993 （0.2828） ₁.₀₀₀₀ ₀.₀₄₃₆ （₀.₃₄₃₉） ₀.₆₈₈₁
1994 （0.3130） ₁.₀₀₀₀ ₀.₀₂₈₅ （₀.₃₂₇₃） 1.3213
1995 （0.3500） ₁.₀₀₀₀ （₀.₀₈₉₄） （₀.₂₉₈₆） ₁.₅₁₈₁
1996 （₀.₂₃₂₉） ₁.₀₀₀₀ （₀.₀₁₆₁） （₀.₂₉₈₆） ₁.₆₇₂₃
1997 （₀.₁₂₀₂） ₁.₀₀₀₀ ₀.₁₆₇₅ （₀.₂₅₇₀） ₁.₇₅₃₁
1998 ₀.₀₂₄₄ ₁.₀₀₀₀ ₀.₁₉₃₂ （₀.₂₃₈₈） ₁.₇₇₃₈
1999 （0.0124） 1.0000 0.2610 （0.2212） 1.7894 0.4360
2000 （₀.₀₆₃₉） ₁.₀₀₀₀ 0.5214 （₀.₂₈₆₆） ₁.₈₃₆₉ 0.6965
2001 0.0827 1.0000 0.5873 （0.3045） 1.9960 0.7445
2002 ₀.₁₆₂₈ ₁.₀₀₀₀ 0.5266 （₀.₂₅₈₄） ₂.₁₂₅₉ 0.6531
2003 ₀.₁₅₅₆ ₁.₀₀₀₀ 0.3566 （₀.₁₄₂₈） ₂.₃₀₁₁ 0.4448
2004 ₀.₁₃₁₁ ₁.₀₀₀₀ 0.2816 （0.0769） ₂.₅₅₃₄ 0.3450
2005 ₀.₁₉₇₄ ₁.₀₀₀₀ 0.3465 （0.0971） ₂.₈₁₅₄ 0.3922
2006 0.3189 ₁.₀₀₀₀ 0.3415 （0.0856） ₃.₀₄₁₈ 0.3831
2007 0.3707 ₁.₀₀₀₀ 0.1388 0.0390 ₃.₁₉₃₀ ₀.₁₈₈₄
2008 ₀.₂₃₈₀ ₁.₀₀₀₀ 0.0490 （0.0325） ₃.₄₀₃₉ ₀.₁₀₂₅
2009 ₀.₁₅₇₇ ₁.₀₀₀₀ 0.1159 （₀.₁₉₀₁） ₃.₇₄₃₃ ₀.₁₉₄₁
2010 ₀.₀₉₃₄ ₁.₀₀₀₀ 0.1477 （₀.₂₀₄₂） ₄.₂₄₁₄ ₀.₂₅₉₀
2011 ₀.₀₄₁₂ ₁.₀₀₀₀ 0.0743 （₀.₁₇₆₄） ₄.₆₃₄₂ ₀.₂₀₉₅
2012 0.0674 1.0000 0.1794 （0.1935） 4.8107 0.3486
2013 0.3165 ₁.₀₀₀₀ 0.1457 （0.1981） 5.0419 0.3269
1014 0.4498 ₁.₀₀₀₀ 0.1480 （₀.₁₅₁₀） 5.1885 0.3559
2015 0.6582 ₁.₀₀₀₀ 0.3711 （0.2204） 5.4231 0.6361
2016 0.4985 ₁.₀₀₀₀ 0.3614 （0.3003） 6.0897 0.6339
2017 0.5454 1.0000 0.3335 （0.3365） 6.6381 0.6001
52－72
平均値 ₁.₃₁₈₁ ₁.₀₀₀₀ ₁.₂₂₂₁ （₀.₅₂₇₉） － －

73－85
平均値 ₀.₅₁₁₀ ₁.₀₀₀₀ ₀.₂₂₅₄ （₀.₄₄₁₈） ₀.₀₇₈₄ －

86－98
平均値 －₀.₁₄₃₂ ₁.₀₀₀₀ ₀.₁₁₂₄ （₀.₃₀₅₇） ₀.₈₄₀₇ －

99－12
平均値 ₀.₁₃₈₆ ₁.₀₀₀₀ ₀.₂₈₀₅ （₀.₁₅₉₃） ₃.₀₃₄₇ ₀.₃₈₅₅

13－17
平均値 ₀.₄₉₃₇ ₁.₀₀₀₀ ₀.₂₇₁₉ （₀.₂₄₁₃） ₅.₆₇₆₂ ₀.₅₁₀₆

86－17
平均値 ₀.₀₀₂₉ ₁.₀₀₀₀ ₀.₁₉₉₆ （₀.₂₂₉₈） ₁.₉₇₈₄ ₀.₃₈₅₅

注：①上段は1966年までの実体経済力（¥/$）GDPpp及び GDPgapを表す。
　　　GDPgapは経済格差を GDPppは平価 GDPpp表す。
　　②下段は，1967年以降の GDPppおよび（$/¥）GDPppを表す。
　　　ただし，（$/¥）GDPppは対象国に対する基準国の平価を表す。
　　③GDPgapは新興国の経済格差を表し新興国のGDP平価はその逆数がGDPppとなる。
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表Ⅰ-5．日米の各種の物価指数による ppp並びに fxrと GDPppの推移
単位：円

cpi ppp wpi ppp expi ppp impi.ppp fxr GDPpp
1973 ₂₇₁.₇₀ ₂₇₁.₇₀ ₂₇₁.₇₀ ₂₇₁.₇₀ ₂₇₁.₇₀ 157.17
1974 ₃₀₁.₅₁ ₂₉₁.₆₄ ₂₈₄.₈₉ ₃₀₇.₃₆ ₂₉₂.₀₈ 173.62
1975 ₃₀₉.₇₃ ₂₇₄.₉₃ ₂₄₄.₁₇ ₃₀₃.₀₇ ₂₉₆.₇₉ 175.59
1976 ₃₁₉.₇₈ ₂₇₆.₇₇ ₂₃₄.₇₃ ₃₀₉.₃₄ ₂₉₆.₅₅ 176.77
1977 ₃₂₄.₇₉ ₂₆₉.₇₂ ₂₁₅.₉₂ ₂₇₂.₅₉ ₂₆₈.₅₁ 176.75
1978 ₃₁₄.₉₄ ₂₄₉.₀₇ ₁₈₈.₅₂ ₂₀₈.₄₀ ₂₁₀.₄₄ 172.47
1979 ₂₉₃.₅₄ ₂₃₂.₀₆ ₁₈₃.₉₆ ₂₂₄.₈₁ ₂₁₉.₁₄ 167.68
1980 ₂₇₈.₃₄ ₂₃₃.₈₄ ₁₇₅.₇₈ ₂₅₉.₄₇ ₂₂₆.₇₄ 169.65
1981 ₂₆₄.₇₉ ₂₁₇.₁₅ ₁₆₂.₈₉ ₂₅₀.₀₁ ₂₂₀.₅₄ 162.91
1982 ₂₅₆.₂₈ ₂₁₄.₀₅ ₁₆₇.₃₁ ₂₇₄.₁₀ ₂₄₉.₀₈ 164.77
1983 ₂₅₂.₈₈ ₂₁₀.₀₈ ₁₅₅.₈₁ ₂₆₃.₆₀ ₂₃₇.₅₁ 158.65
1984 ₂₄₇.₉₉ ₂₀₅.₂₁ ₁₅₄.₆₂ ₂₅₀.₃₈ ₂₃₇.₅₂ 152.59
1985 ₂₄₄.₃₂ ₂₀₄.₇₀ ₁₅₃.₅₀ ₂₅₀.₂₁ ₂₃₈.₅₄ 152.62
1986 ₂₄₁.₅₅ ₂₀₀.₈₂ ₁₂₉.₀₇ ₁₆₆.₂₈ ₁₆₈.₅₂ 151.69
1987 233.07 189.70 120.48 142.37 144.64 149.24
1988 ₂₂₅.₅₈ ₁₈₁.₃₂ ₁₁₀.₀₇ ₁₂₉.₅₅ ₁₂₈.₁₅ 149.33
1989 ₂₁₉.₉₀ ₁₇₅.₉₂ ₁₁₁.₈₁ ₁₃₅.₁₆ ₁₃₇.₉₆ 149.97
1990 ₂₁₅.₃₂ ₁₇₂.₅₃ ₁₁₃.₁₉ ₁₄₂.₂₄ ₁₄₄.₇₉ 154.14
1991 213.03 173.81 106.21 130.62 134.71 163.38
1992 ₂₁₀.₄₃ ₁₇₁.₄₁ ₁₀₂.₂₅ ₁₂₁.₇₂ ₁₂₆.₆₅ 160.06
1993 ₂₀₆.₉₃ ₁₆₆.₂₉  ₉₃.₆₀ ₁₀₉.₂₉ ₁₁₁.₂₀ 155.05
1994 ₂₀₃.₀₃ ₁₆₁.₃₅  ₈₉.₀₂ ₁₀₁.₅₇ ₁₀₂.₂₁ 148.78
1995 ₁₉₇.₃₅ ₁₅₄.₄₆  ₈₂.₉₂  ₉₇.₁₁ ₉₄.₀₆ 144.71
1996 ₁₉₁.₉₈ ₁₄₈.₅₇  ₈₆.₄₇ ₁₀₅.₄₇ ₁₀₈.₇₈ 141.81
1997 ₁₉₀.₉₈ ₁₄₉.₄₈  ₈₉.₁₉ ₁₁₆.₂₄ ₁₂₀.₉₉ 137.51
1998 189.05 151.05  93.56 117.56 130.91 127.79
1999 ₁₈₄.₅₃ ₁₄₇.₄₀  ₈₅.₁₁ ₁₀₅.₇₄ ₁₁₃.₉₁ 115.34
2000 ₁₇₇.₂₇ ₁₃₉.₅₁  ₇₉.₉₁ ₁₀₃.₉₅ ₁₀₇.₇₇ 114.82
2001 ₁₇₁.₂₀ ₁₃₆.₈₁  ₈₇.₁₉ ₁₁₄.₃₂ ₁₂₁.₅₃ 110.95
2002 ₁₆₇.₁₂ ₁₃₆.₉₁  ₈₇.₁₂ ₁₁₅.₅₂ ₁₂₅.₃₉ 106.79
2003 ₁₆₃.₀₆ ₁₃₆.₈₇  ₈₂.₂₆ ₁₁₁.₁₈ ₁₁₅.₉₃ 102.67
2004 ₁₅₈.₈₄ ₁₃₆.₈₉  ₇₈.₁₆ ₁₀₉.₆₇ ₁₀₈.₁₉  98.83
2005 ₁₅₃.₁₃ ₁₃₆.₈₅  ₇₇.₂₁ ₁₁₅.₃₈ ₁₁₀.₂₂  93.36
2006 ₁₄₈.₆₉ ₁₃₆.₈₇  ₇₆.₈₃ ₁₂₅.₂₇ ₁₁₆.₃₀  89.44
2007 ₁₄₄.₆₃ ₁₃₆.₈₈  ₇₄.₉₃ ₁₂₉.₃₁ ₁₁₇.₇₅  88.63
2008 ₁₄₁.₃₂ ₁₃₆.₈₁  ₆₆.₃₅ ₁₂₅.₈₈ ₁₀₃.₃₆  84.49
2009 ₁₃₉.₇₆ ₁₃₆.₈₃  ₆₂.₃₀ ₁₀₆.₁₈  ₉₃.₅₇  79.41
2010 ₁₃₆.₅₅ ₁₃₆.₈₉  ₅₇.₉₁ ₁₀₆.₃₇  ₈₇.₇₈  79.04
2011 136.55 127.58  52.39 103.11  79.81  76.65 
2012 129.29 125.88  51.18 102.54  79.79  74.75 
2013 127.85 126.57  57.32 118.74  97.60  74.13 
2014 129.26 129.49  59.47 125.04 105.95  73.22 
2015 130.14 136.36  64.30 123.57 121.04  73.46 
2016 128.36 135.25  60.23 106.93 108.79  72.93 

修道商学第₅₃巻第 ₂号，₂₀₁₃年 ₂ 月発行の表Ⅰ－ ₁参照および表 ₁－ ₂を転載。
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表Ⅰ-6．対ドル主要 5通貨の GDPppの推移

（mr・€/$） 
GDPpp

（£/$） 
GDPpp

（¥/$） 
GDPpp

（$） 
GDPpp

（元/$） 
GDPpp

₁₉₅₀ ₁.₀₄₆₀ ₀.₁₃₆₆ ₁.₀₀₀₀

₁₉₅₁ ₁.₁₁₄₃ ₀.₁₃₄₉ ₁.₀₀₀₀

₁₉₅₂ ₁.₂₂₃₆ ₀.₁₄₁₀ ₀.₃₂₈₅ ₁.₀₀₀₀

₁₉₅₃ ₁.₂₅₆₉ ₀.₁₄₆₀ ₀.₃₅₂₅ ₁.₀₀₀₀

₁₉₅₄ ₁.₃₆₄₁ ₀.₁₅₃₄ ₀.₃₉₂₉ ₁.₀₀₀₀

₁₉₅₅ ₁.₄₄₁₉ ₀.₁₅₆₅ ₀.₃₉₉₇ ₁.₀₀₀₀

₁₉₅₆ ₁.₅₁₅₃ ₀.₁₆₂₈ ₀.₃₈₇₁ ₁.₀₀₀₀

₁₉₅₇ ₁.₅₇₄₈ ₀.₁₆₅₈ ₀.₄₇₂₂ ₁.₀₀₀₀

₁₉₅₈ ₁.₆₆₇₉ ₀.₁₇₂₅ ₀.₄₉₁₀ ₁.₀₀₀₀

₁₉₅₉ ₁.₆₇₆₄ ₀.₁₆₈₉ ₀.₅₀₉₄ ₁.₀₀₀₀

₁₉₆₀ ₁.₉₆₀₆ ₀.₁₇₄₈ ₀.₅₉₁₂ ₁.₀₀₀₀

₁₉₆₁ ₂.₀₈₃₆ ₀.₁₈₂₁ ₀.₇₁₂₆ ₁.₀₀₀₀

₁₉₆₂ ₂.₁₁₄₃ ₀.₁₇₈₃ ₀.₇₃₈₅ ₁.₀₀₀₀

₁₉₆₃ ₂.₁₃₁₅ ₀.₁₈₁₄ ₀.₈₁₁₆ ₁.₀₀₀₀

₁₉₆₄ ₂.₂₀₂₃ ₀.₁₈₇₀ ₀.₉₀₁₃ ₁.₀₀₀₀

₁₉₆₅ ₂.₂₂₇₃ ₀.₁₈₆₉ ₀.₉₂₄₈ ₁.₀₀₀₀

₁₉₆₆ ₂.₁₆₇₀ ₀.₁₈₂₉ ₀.₉₈₅₅ ₁.₀₀₀₀

₁₉₆₇ ₂.₀₉₃₄ ₀.₁₈₃₇ ₁.₀₂₃₇ ₁.₀₀₀₀

₁₉₆₈ ₂.₀₉₀₉ ₀.₁₈₂₉ ₁.₂₀₂₃ ₁.₀₀₀₀

₁₉₆₉ ₂.₂₃₇₄ ₀.₁₈₂₇ ₁.₃₀₃₅ ₁.₀₀₀₀

₁₉₇₀ ₂.₃₄₂₈ ₀.₁₉₂₇ ₁.₄₇₉₂ ₁.₀₀₀₀

₁₉₇₁ ₂.₂₄₂₃ ₀.₁₈₉₃ ₁.₄₀₆₄ ₁.₀₀₀₀

₁₉₇₂ ₂.₂₄₆₇ ₀.₁₉₃₉ ₁.₄₅₁₅ ₁.₀₀₀₀

1973 2.2482 0.2010 1.5717 1.0000

₁₉₇₄ ₂.₂₆₂₂ ₀.₂₁₃₀ ₁.₇₃₆₂ ₁.₀₀₀₀

₁₉₇₅ ₂.₁₉₅₃ ₀.₂₄₉₃ ₁.₇₅₅₉ ₁.₀₀₀₀

₁₉₇₆ ₂.₁₇₁₉ ₀.₂₆₇₂ ₁.₇₆₇₇ ₁.₀₀₀₀

₁₉₇₇ ₂.₁₀₈₇ ₀.₂₈₂₄ ₁.₇₆₇₅ ₁.₀₀₀₀

₁₉₇₈ ₂.₀₂₈₈ ₀.₂₉₁₄ ₁.₇₂₄₇ ₁.₀₀₀₀ ₂₇.₂₃₇₅

₁₉₇₉ ₁.₉₈₁₇ ₀.₃₀₉₈ ₁.₆₇₆₈ ₁.₀₀₀₀ ₂₇.₃₇₈₈

₁₉₈₀ ₁.₉₄₇₄ ₀.₃₃₃₄ ₁.₆₉₆₅ ₁.₀₀₀₀ ₂₄.₇₇₈₃

₁₉₈₁ ₁.₈₂₈₇ ₀.₃₃₀₀ ₁.₆₂₉₁ ₁.₀₀₀₀ ₂₇.₈₀₆₀

₁₉₈₂ ₁.₈₃₅₁ ₀.₃₅₀₃ ₁.₆₄₇₇ ₁.₀₀₀₀ ₂₆.₇₇₀₈

₁₉₈₃ ₁.₈₀₀₂ ₀.₃₅₆₀ ₁.₅₈₆₅ ₁.₀₀₀₀ ₂₅.₉₆₃₈

₁₉₈₄ ₁.₇₂₀₁ ₀.₃₄₄₈ ₁.₅₂₅₉ ₁.₀₀₀₀ ₂₃.₉₆₉₂

1985 1.6954 0.3549 1.5262 1.0000 20.6830

₁₉₈₆ ₁.₇₀₈₀ ₀.₃₆₃₀ ₁.₅₁₆₉ ₁.₀₀₀₀ ₁₉.₃₅₉₀

₁₉₈₇ ₁.₆₆₉₀ ₀.₃₇₆₇ ₁.₄₉₂₄ ₁.₀₀₀₀ ₁₇.₇₁₃₃

₁₉₈₈ ₁.₆₃₅₈ ₀.₃₉₂₆ ₁.₄₉₃₃ ₁.₀₀₀₀ ₁₅.₃₉₁₂

₁₉₈₉ ₁.₂₇₃₄ ₀.₄₀₃₂ ₁.₄₉₉₇ ₁.₀₀₀₀ ₁₄.₇₁₂₁

₁₉₉₀ ₁.₃₁₉₅ ₀.₄₁₆₂ ₁.₅₄₁₄ ₁.₀₀₀₀ ₁₄.₁₈₁₄

₁₉₉₁ ₁.₅₈₅₇ ₀.₄₃₆₅ ₁.₆₃₃₈ ₁.₀₀₀₀ ₁₂.₂₉₃₅

₁₉₉₂ ₁.₆₁₈₇ ₀.₄₃₃₃ ₁.₆₀₀₆ ₁.₀₀₀₀ ₁₀.₅₂₃₃

₁₉₉₃ ₁.₅₈₄₃ ₀.₄₃₆₈ ₁.₅₅₀₅ ₁.₀₀₀₀ ₈.₄₅₄₇

₁₉₉₄ ₁.₅₇₇₉ ₀.₄₃₉₂ ₁.₄₈₇₈ ₁.₀₀₀₀ ₆.₅₈₂₃

₁₉₉₅ ₁.₅₇₃₇ ₀.₄₄₄₄ ₁.₄₄₇₁ ₁.₀₀₀₀ ₅.₅₅₁₆

₁₉₉₆ ₁.₅₂₉₄ ₀.₄₄₉₁ ₁.₄₁₈₁ ₁.₀₀₀₀ ₄.₉₉₅₂

₁₉₉₇ ₁.₄₈₅₃ ₀.₄₅₃₇ ₁.₃₇₅₁ ₁.₀₀₀₀ ₄.₇₆₄₃

₁₉₉₈ ₁.₄₇₄₈ ₀.₄₅₉₅ ₁.₂₇₇₉ ₁.₀₀₀₀ ₄.₇₀₁₂

1999 0.6536 0.4813 1.1534 1.0000 4.6734

₂₀₀₀ ₀.₆₃₉₈ ₀.₄₇₀₆ ₁.₁₅₁₃ ₁.₀₀₀₀ ₄.₅₅₅₈

2001 0.6406 0.4830 1.1225 1.0000 4.1638

₂₀₀₂ ₀.₆₄₂₈ ₀.₄₉₄₀ ₁.₀₇₈₄ ₁.₀₀₀₀ ₃.₉₁₃₇

₂₀₀₃ ₀.₆₁₃₂ ₀.₅₂₄₄ ₁.₀₀₃₂ ₁.₀₀₀₀ ₃.₇₃₉₃

₂₀₀₄ ₀.₅₉₈₈ ₀.₅₀₃₉ ₀.₉₅₆₅ ₁.₀₀₀₀ ₃.₃₇₇₅

₂₀₀₅ ₀.₅₇₇₆ ₀.₄₉₆₀ ₀.₉₂₀₅ ₁.₀₀₀₀ ₃.₁₃₆₈

₂₀₀₆ ₀.₅₇₆₃ ₀.₄₉₆₃ ₀.₈₈₁₈ ₁.₀₀₀₀ ₂.₈₂₇₁

₂₀₀₇ ₀.₆₁₄₈ ₀.₅₁₉₅ ₀.₈₅₉₀ ₁.₀₀₀₀ ₂.₃₆₉₇

2008 0.6192 0.5221 0.8349 1.0000 2.0387

₂₀₀₉ ₀.₆₀₂₈ ₀.₅₁₇₇ ₀.₈₀₈₂ ₁.₀₀₀₀ ₁.₈₂₀₄

₂₀₁₀ ₀.₅₉₉₇ ₀.₅₁₄₇ ₀.₈₀₂₈ ₁.₀₀₀₀ ₁.₆₀₅₃

₂₀₁₁ ₀.₅₉₄₈ ₀.₅₁₃₆ ₀.₇₆₆₅ ₁.₀₀₀₀ ₁.₄₀₃₇

₂₀₁₂ ₀.₅₇₇₁ ₀.₅₀₈₇ ₀.₇₄₇₅ ₁.₀₀₀₀ ₁.₃₁₀₆

2013 0.5676 0.5125 0.7413 1.0000 1.2253

₂₀₁₄ ₀.₅₅₅₉ ₀.₅₁₅₃ ₀.₇₃₀₇ ₁.₀₀₀₀ ₁.₁₇₈₂

₂₀₁₅ ₀.₅₅₁₁ ₀.₅₀₉₉ ₀.₇₃₀₀ ₁.₀₀₀₀ ₁.₁₃₁₈

₂₀₁₆ ₀.₅₅₃₃ ₀.₅₁₆₂ ₀.₇₂₆₀ ₁.₀₀₀₀ ₁.₀₈₇₁

₂₀₁₇ ₀.₅₅₄₃ ₀.₅₁₅₆ ₀.₇₂₅₈ ₁.₀₀₀₀ ₁.₀₁₈₂

注：は中国の対ドル・人民元は IMFの IFS統計₁₉₇₈
年からの統計を採用しで分析した。
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表Ⅰ-7．対ドル主要 4通貨の fxrの推移

（¥/$）fxr （£/$）fxr （mr・€/$）fxr 元/$fxr

₁₉₅₀ ₀.₃₅₇₁ ₄.₁₉₅₀

₁₉₅₁ ₀.₃₅₇₁ ₄.₁₉₅₀

₁₉₅₂ ₃.₆₀₀₀ ₀.₃₅₇₁ ₄.₂₀₀₀

₁₉₅₃ ₃.₆₀₀₀ ₀.₃₅₇₁ ₄.₂₀₀₀

₁₉₅₄ ₃.₆₀₀₀ ₀.₃₅₇₁ ₄.₂₀₀₀

₁₉₅₅ ₃.₆₀₀₀ ₀.₃₅₇₁ ₄.₂₀₀₀

₁₉₅₆ ₃.₆₀₀₀ ₀.₃₅₇₁ ₄.₂₀₀₀

₁₉₅₇ ₃.₆₀₀₀ ₀.₃₅₇₁ ₄.₂₀₀₀

₁₉₅₈ ₃.₆₀₀₀ ₀.₃₅₇₁ ₄.₂₀₀₀

₁₉₅₉ ₃.₆₀₀₀ ₀.₃₅₇₁ ₄.₂₀₀₀

₁₉₆₀ ₃.₆₀₀₀ ₀.₃₅₇₁ ₄.₂₀₀₀

₁₉₆₁ ₃.₆₀₀₀ ₀.₃₅₇₁ ₄.₀₃₃₃

₁₉₆₂ ₃.₆₀₀₀ ₀.₃₅₇₁ ₄.₀₀₀₀

₁₉₆₃ ₃.₆₀₀₀ ₀.₃₅₇₁ ₄.₀₀₀₀

₁₉₆₄ ₃.₆₀₀₀ ₀.₃₅₇₁ ₄.₀₀₀₀

₁₉₆₅ ₃.₆₀₀₀ ₀.₃₅₇₁ ₄.₀₀₀₀

₁₉₆₆ ₃.₆₀₀₀ ₀.₃₅₇₁ ₄.₀₀₀₀

₁₉₆₇ ₃.₆₀₀₀ ₀.₃₆₁₄ ₄.₀₀₀₀

₁₉₆₈ ₃.₆₀₀₀ ₀.₄₁₆₇ ₄.₀₀₀₀

₁₉₆₉ ₃.₆₀₀₀ ₀.₄₁₆₇ ₃.₉₄₃₃

₁₉₇₀ ₃.₆₀₀₀ ₀.₄₁₁₉ ₃.₆₆₀₀

₁₉₇₁ ₃.₄₉₈₃ ₀.₄₁₀₈ ₃.₅₀₇₄

₁₉₇₂ ₃.₀₃₁₁ ₀.₃₉₈₇ ₃.₁₈₈₆

1973 2.7170 0.4078 2.6726

₁₉₇₄ ₂.₉₂₀₈ ₀.₄₂₇₅ ₂.₅₈₇₈

₁₉₇₅ ₂.₉₆₇₉ ₀.₄₅₀₁ ₂.₄₆₀₃

₁₉₇₆ ₂.₉₆₅₅ ₀.₅₅₃₆ ₂.₅₁₈₀

₁₉₇₇ ₂.₆₈₅₁ ₀.₅₇₂₉ ₂.₃₂₂₂

₁₉₇₈ ₂.₁₀₄₄ ₀.₅₂₁₀ ₂.₀₀₈₆ ₁.₆₈₃₆

₁₉₇₉ ₂.₁₉₁₄ ₀.₄₇₁₃ ₁.₈₃₂₉ ₁.₅₅₅₀

₁₉₈₀ ₂.₂₆₇₄ ₀.₄₂₉₉ ₁.₈₁₇₇ ₁.₄₉₈₇

₁₉₈₁ ₂.₂₀₅₄ ₀.₄₉₃₁ ₂.₂₆₀₀ ₁.₇₀₄₅

₁₉₈₂ ₂.₄₉₀₈ ₀.₅₇₁₃ ₂.₄₂₆₆ ₁.₈₉₂₅

₁₉₈₃ ₂.₃₇₅₁ ₀.₆₅₉₂ ₂.₅₅₃₃ ₁.₉₇₅₇

₁₉₈₄ ₂.₃₇₅₂ ₀.₇₄₈₃ ₂.₈₄₅₉ ₂.₃₂₀₀

1985 2.3854 0.7714 2.9440 2.9367

₁₉₈₆ ₁.₆₈₅₂ ₀.₆₈₁₇ ₂.₁₇₁₅ ₃.₄₅₂₈

₁₉₈₇ ₁.₄₄₆₄ ₀.₆₁₀₂ ₁.₇₉₇₄ ₃.₇₂₂₁

₁₉₈₈ ₁.₂₈₁₅ ₀.₅₆₁₄ ₁.₇₅₆₂ ₃.₇₂₂₁

₁₉₈₉ ₁.₃₇₉₆ ₀.₆₀₉₉ ₁.₈₈₀₀ ₃.₇₆₅₁

₁₉₉₀ ₁.₄₄₇₉ ₀.₅₆₀₃ ₁.₆₁₅₇ ₄.₇₈₃₂

₁₉₉₁ ₁.₃₄₇₁ ₀.₅₆₅₂ ₁.₆₅₉₅ ₅.₃₂₃₄

₁₉₉₂ ₁.₂₆₆₅ ₀.₅₆₆₄ ₁.₅₆₁₇ ₅.₅₁₄₆

₁₉₉₃ ₁.₁₁₂₀ ₀.₆₆₅₈ ₁.₆₅₃₃ ₅.₇₆₂₀

₁₉₉₄ ₁.₀₂₂₁ ₀.₆₅₂₉ ₁.₆₂₂₈ ₈.₆₁₈₇

₁₉₉₅ ₀.₉₄₀₆ ₀.₆₃₃₅ ₁.₄₃₃₁ ₈.₃₅₁₄

₁₉₉₆ ₁.₀₈₇₈ ₀.₆₄₀₃ ₁.₅₀₄₈ ₈.₂₇₈₄

₁₉₉₇ ₁.₂₀₉₉ ₀.₆₁₀₆ ₁.₇₃₄₁ ₈.₂₇₇₁

₁₉₉₈ ₁.₃₀₉₁ ₀.₆₀₃₇ ₁.₇₅₉₇ ₈.₂₇₉₀

1999 1.1391 0.6180 0.9386 8.2783

₂₀₀₀ ₁.₀₇₇₇ ₀.₆₅₉₆ ₁.₀₈₅₄ ₈.₂₇₈₅

2001 1.2153 0.6944 1.1175 8.2771

₂₀₀₂ ₁.₂₅₃₉ ₀.₆₆₆₁ ₁.₀₆₂₆ ₈.₂₇₇₀

₂₀₀₃ ₁.₁₅₉₃ ₀.₆₁₁₈ ₀.₈₈₆₀ ₈.₂₇₇₀

₂₀₀₄ ₁.₀₈₁₉ ₀.₅₄₅₉ ₀.₈₀₅₄ ₈.₂₇₆₈

₂₀₀₅ ₁.₁₀₂₂ ₀.₅₄₉₃ ₀.₈₀₄₁ ₈.₁₉₄₃

₂₀₀₆ ₁.₁₆₃₀ ₀.₅₄₂₇ ₀.₇₉₇₁ ₇.₉₇₃₄

₂₀₀₇ ₁.₁₇₇₅ ₀.₅₀₀₀ ₀.₇₃₀₆ ₇.₆₀₇₅

2008 1.0336 0.5396 0.6827 6.9487

₂₀₀₉ ₀.₉₃₅₇ ₀.₆₃₉₂ ₀.₇₁₉₈ ₆.₈₃₁₄

₂₀₁₀ ₀.₈₇₇₈ ₀.₆₄₆₈ ₀.₇₅₅₀ ₆.₇₇₀₃

₂₀₁₁ ₀.₇₉₈₁ ₀.₆₂₃₆ ₀.₇₁₉₄ ₆.₄₆₁₅

₂₀₁₂ ₀.₇₉₇₉ ₀.₆₃₀₈ ₀.₇₇₈₃ ₆.₃₁₂₃

2013 0.9760 0.6392 0.7532 6.1958

₂₀₁₄ ₁.₀₅₉₅ ₀.₆₀₇₀ ₀.₇₅₃₇ ₆.₁₄₃₄

₂₀₁₅ ₁.₂₁₀₄ ₀.₆₅₄₀ ₀.₉₀₁₇ ₆.₂₂₇₅

₂₀₁₆ ₁.₀₈₇₉ ₀.₇₃₇₇ ₀.₉₀₄₀ ₆.₆₄₄₅

₂₀₁₇ ₁.₁₂₁₇ ₀.₇₇₇₀ ₀.₈₈₇₀ ₆.₇₅₉₀
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暦年 英国 GDP 英国総人口 英国 GDPph 同前年比 米国 GDPph 同前年比
1950 129.3 0.5062 ₂₅₅ ₁.₀₀₀₀ ₁₈₇₀ ₁.₀₀₀₀
1951 144.7 0.5056 ₂₈₆ ₀.₁₂₀₄ ₂₁₂₂ ₀.₁₃₄₇
₁₉₅₂ ₁₅₆.₉ ₀.₅₀₇₂ ₃₀₉ ₀.₀₈₀₉ ₂₁₉₄ ₀.₀₃₃₉
1953 169.0 0.5086 ₃₃₂ ₀.₀₇₄₂ ₂₂₇₆ ₀.₀₃₇₄
1954 178.2 0.5195 ₃₄₃ ₀.₀₃₂₃ ₂₂₃₆ －₀.₀₁₇₈
1955 191.8 0.5120 ₃₇₅ ₀.₀₉₂₁ ₂₃₉₄ ₀.₀₇₀₉
1956 207.4 0.5141 ₄₀₃ ₀.₀₇₆₉ ₂₄₇₈ ₀.₀₃₄₈
1957 219.3 0.5163 ₄₂₅ ₀.₀₅₂₉ ₂₅₆₁ ₀.₀₃₃₇
1958 228.4 0.5184 ₄₄₁ ₀.₀₃₇₃ ₂₅₅₄ －₀.₀₀₃₀
1959 240.5 0.5231 ₄₆₀ ₀.₀₄₃₅ ₂₇₂₂ ₀.₀₆₅₈
1960 255.0 0.5235 ₄₈₇ ₀.₀₅₉₅ ₂₇₈₇ ₀.₀₂₃₉
1961 272.4 0.5281 ₅₁₆ ₀.₀₅₈₉ ₂₈₃₂ ₀.₀₁₆₂
1962 285.2 0.5327 ₅₃₅ ₀.₀₃₇₉ ₃₀₀₃ ₀.₀₆₀₄
1963 303.4 0.5354 ₅₆₇ ₀.₀₅₈₅ ₃₁₂₄ ₀.₀₄₀₁
1964 331.3 0.5385 ₆₁₅ ₀.₀₈₅₇ ₃₂₉₀ ₀.₀₅₃₄
1965 356.1 0.5418 ₆₅₇ ₀.₀₆₈₃ ₃₅₁₇ ₀.₀₆₈₉
1966 379.8 0.5450 ₆₉₇ ₀.₀₆₀₃ ₃₈₁₀ ₀.₀₈₃₁
1967 401.2 0.5480 ₇₃₂ ₀.₀₅₀₆ ₃₉₈₅ ₀.₀₄₆₀
1968 433.2 0.5505 ₇₈₇ ₀.₀₇₄₉ ₄₃₀₃ ₀.₀₇₉₉
1969 463.9 0.5527 ₈₃₉ ₀.₀₆₆₆ ₄₅₉₄ ₀.₀₆₇₆
1970 509.8 0.5542 ₉₂₀ ₀.₀₉₆₀ ₄₇₇₃ ₀.₀₃₈₉
1971 573.7 0.5561 ₁₀₃₂ ₀.₁₂₁₅ ₅₄₅₁ ₀.₁₄₂₁
1972 642.6 0.5579 ₁₁₅₂ ₀.₁₁₆₅ ₅₉₃₉ ₀.₀₈₉₆
1973 739.9 0.5591 1323 0.1489 6585 0.1087
1974 836.1 0.5593 ₁₄₉₅ ₀.₁₂₉₆ ₇₀₁₉ ₀.₀₆₅₉
1975 1055.0 0.5589 ₁₈₈₈ ₀.₂₆₂₇ ₇₅₇₁ ₀.₀₇₈₇
1976 1249.2 0.5589 ₂₂₃₅ ₀.₁₈₄₁ ₈₃₆₅ ₀.₁₀₄₈
1977 1454.8 0.5585 ₂₆₀₅ ₀.₁₆₅₄ ₉₂₂₄ ₀.₁₀₂₆
1978 1678.1 0.5584 ₃₀₀₅ ₀.₁₅₃₇ ₁₀₃₁₄ ₀.₁₁₈₃
1979 1974.2 0.5588 ₃₅₃₃ ₀.₁₇₅₆ ₁₁₄₀₃ ₀.₁₀₅₆
1980 2305.3 0.5633 ₄₀₉₂ ₀.₁₅₈₄ ₁₂₂₇₄ ₀.₀₇₆₄
1981 2532.5 0.5635 ₄₄₉₄ ₀.₀₉₈₂ ₁₃₆₁₈ ₀.₁₀₉₅
1982 2769.4 0.5631 ₄₉₁₈ ₀.₀₉₄₃ ₁₄₀₃₈ ₀.₀₃₀₈
1983 3026.2 0.5635 ₅₃₇₀ ₀.₀₉₂₀ ₁₅₀₈₇ ₀.₀₇₄₇
1984 3241.5 0.5651 ₅₇₃₆ ₀.₀₆₈₁ ₁₆₆₃₈ ₀.₁₀₂₈
1985 3553.5 0.5668 6269 0.0930 17665 0.0618
1986 3818.2 0.5685 ₆₇₁₆ ₀.₀₇₁₃ ₁₈₅₀₁ ₀.₀₄₇₃
1987 4194.6 0.5701 ₇₃₅₈ ₀.₀₉₅₅ ₁₉₅₂₉ ₀.₀₅₅₆
1988 4677.6 0.5716 ₈₁₈₃ ₀.₁₁₂₂ ₂₀₈₄₅ ₀.₀₆₇₄
1989 5132.8 0.5736 ₈₉₄₈ ₀.₀₉₃₅ ₂₂₁₉₃ ₀.₀₆₄₆
1990 5562.2 0.5756 ₉₆₆₃ ₀.₀₇₉₉ ₂₃₂₁₇ ₀.₀₄₆₂
1991 5845.4 0.5781 ₁₀₁₁₁ ₀.₀₄₆₄ ₂₃₁₆₆ －₀.₀₀₂₂
1992 6081.7 0.5801 ₁₀₄₈₄ ₀.₀₃₆₈ ₂₄₁₉₃ ₀.₀₄₄₃
1993 6393.6 0.5819 ₁₀₉₈₇ ₀.₀₄₈₀ ₂₅₁₅₄ ₀.₀₃₉₇
1994 6775.9 0.5839 ₁₁₆₀₅ ₀.₀₅₆₂ ₂₆₄₂₂ ₀.₀₅₀₄
1995 7139.8 0.5861 12182 ₀.₀₄₉₇ 27414 ₀.₀₃₇₆
1996 7560.6 0.5880 ₁₂₈₅₈ ₀.₀₅₅₅ ₂₈₆₂₈ ₀.₀₄₄₃
1997 8054.0 0.5901 ₁₃₆₄₉ ₀.₀₆₁₅ ₃₀₀₈₃ ₀.₀₅₀₈

表Ⅱ-1．英国の GDP，人口，GDPphおよびその前年比伸び率の推移
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1998 8516.5 0.5924 ₁₄₃₇₆ ₀.₀₅₃₃ ₃₁₂₈₅ ₀.₀₃₉₉
1999 9287.3 0.5870 15822 0.1005 32874 0.0508
2000 9765.3 0.5891 ₁₆₅₇₇ ₀.₀₄₇₇ ₃₅₂₂₇ ₀.₀₇₁₆
2001 10218.3 0.5914 ₁₇₂₇₈ ₀.₀₄₂₃ ₃₅₇₇₄ ₀.₀₁₅₆
2002 10755.6 0.5939 ₁₈₁₁₀ ₀.₀₄₈₂ ₃₆₆₆₃ ₀.₀₂₄₉
2003 11905.3 0.5967 ₁₉₉₅₂ ₀.₁₀₁₇ ₃₈₀₄₄ ₀.₀₃₇₆
2004 12551.9 0.5996 ₂₀₉₃₄ ₀.₀₄₉₂ ₄₁₅₄₁ ₀.₀₉₁₉
2005 13266.6 0.6029 ₂₂₀₀₅ ₀.₀₅₁₂ 44366 ₀.₀₆₈₀
2006 14037.3 0.6080 ₂₃₀₈₈ ₀.₀₄₉₂ 46523 ₀.₀₄₈₆
2007 15365.7 0.6141 25021 0.0838 48162 0.0352
2008 ₁₅₇₂₄.₇ 0.6208 ₂₅₃₃₀ ₀.₀₁₂₃ 48517 ₀.₀₀₇₄
2009 ₁₅₂₉₅.₄ 0.6272 ₂₄₃₈₇ －₀.₀₃₇₂ 47108 －₀.₀₂₉₀
2010 ₁₅₇₉₈.₈ 0.6331 ₂₄₉₅₅ ₀.₀₂₃₃ 48485 ₀.₀₂₉₂
2011 ₁₆₃₅₀.₆ 0.6381 ₂₅₆₂₄ ₀.₀₂₆₈ 49889 ₀.₀₂₉₀
2012 16852.3 0.6425 26229 0.0236 51558 0.0335
2013 ₁₇₅₂₅.₅ 0.6464 ₂₇₁₁₂ ₀.₀₃₃₇ 52898 ₀.₀₂₆₀
2014 ₁₈₃₇₉.₆ 0.6502 ₂₈₂₆₈ ₀.₀₄₂₆ 54852 ₀.₀₃₆₉
2015 ₁₈₈₈₇ 0.6540 ₂₈₈₈₀ ₀.₀₂₁₇ 56948 ₀.₀₃₂₆
2016 ₁₉₆₃₃.₁ 0.6579 ₂₉₈₄₂ ₀.₀₃₃₃ 58064 ₀.₀₂₀₆
2017 20387.1 0.6618 30806 0.0323 60055 0.0336
52－72
平均乖離 572 ₀.₁₁₁₅ ₃₂₅₃ ₀.₀₉₅₇

73－85
平均乖離 3613 ₀.₁₄₀₃ ₁₁₅₂₃ ₀.₀₈₇₇

86－98
平均乖離 10548 ₀.₀₆₆₁ ₂₄₆₆₄ ₀.₀₄₅₁

99－12
平均乖離 21808 ₀.₀₄₄₅ ₄₃₁₉₅ ₀.₀₃₆₇

13－17
平均乖離 28981 ₀.₀₃₂₇ ₅₆₅₆₃ ₀.₀₃₁₀

86－12
平均乖離 16386 0.0549 34273 0.0407

出所：① IFS統計₁₉₇₉ yearbookより₁₉₅₀－₁₉₇₀年までの統計を採用
　　　② IFS統計₂₀₀₁ yearbookより₁₉₇₁－₁₉₉₈年までの統計を採用
　　　③ IFS統計₂₀₁₁ yearbookより₁₉₉₉－₂₀₀₃年までの統計を採用
　　　④ IFS統計₂₀₁₅ yearbookより₂₀₀₃－₂₀₀₄年までの統計を採用
　　　⑤ IFS統計₂₀₁₆ yearbookより₂₀₀₅－₂₀₀₆年までの統計を採用
　　　⑥ IFS統計₂₀₁₈ yearbookより₂₀₀₇－₂₀₁₇年までの統計を採用

英国 英国 英国 英国
2018年版 GDP 2016年版 GDP GDP統計誤差率 2017年版人口 2016年版人口 人口統計誤差率

2005 13266.6 ₁₃₂₆₆.₆ ₀.₀₀₀₀ 0.6029 ₀.₆₀₂₁ （₀.₀₀₁₃）
2006 14037.3 ₁₄₀₃₇.₃ ₀.₀₀₀₀ 0.6080 ₀.₆₀₆₅ （₀.₀₀₂₅）
2007 ₁₅₃₆₅.₇ ₁₄₈₀₉.₆ （₀.₀₃₆₂） 0.6141 ₀.₆₁₁₅ （₀.₀₀₄₂）
2008 ₁₅₇₂₄.₇ ₁₅₁₈₆.₃ （₀.₀₃₄₂） 0.6208 ₀.₆₁₆₉ （₀.₀₀₆₃）
2009 ₁₅₂₉₅.₄ ₁₄₈₂₁.₄ （₀.₀₃₁₀） 0.6272 ₀.₆₂₂₂ （₀.₀₀₈₀）
2010 ₁₅₇₉₈.₈ ₁₅₅₈₃.₇ （₀.₀₁₃₆） 0.6331 ₀.₆₂₇₂ （₀.₀₀₉₃）
2011 ₁₆₃₅₀.₆ ₁₆₁₇₆.₈ （₀.₀₁₀₆） 0.6381 ₀.₆₃₁₆ （₀.₀₁₀₂）
2012 ₁₆₈₅₂.₃ ₁₆₅₅₃.₈ （₀.₀₁₇₇） 0.6425 ₀.₆₃₅₇ （₀.₀₁₀₆）
2013 ₁₇₅₂₅.₅ ₁₇₁₃₁.₂ （₀.₀₂₂₅） 0.6464 ₀.₆₃₉₆ （₀.₀₁₀₅）
2014 ₁₈₃₇₉.₆ ₁₇₉₁₄.₉ （₀.₀₂₅₃） 0.6502 ₀.₆₄₃₃ （₀.₀₁₀₆）
2015 ₁₈₈₈₇ － － 0.6540 ₀.₆₄₇₂ （₀.₀₁₀₄）
2016 ₁₉₆₃₃.₁ － － 0.6579 － －
2017 20387.1 － － 0.6618 － －
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表Ⅱ-2．英国のGDPpp，fxr並びにその前年比および fxr/GDPppの乖離率の推移

（£/$） 
GDPpp

（£/$） 
fxr

（£/$） 
fxr/GDPpp

前年比 
伸び率

前年比 
伸び率

（£/$） 
GDPpp

（£/$） 
fxr

1950 0.1366 ₀.₃₅₇₁ ₁.₆₁₅₁

1951 ₀.₁₃₄₉ ₀.₃₅₇₁ ₁.₆₄₈₄

1952 ₀.₁₄₁₀ ₀.₃₅₇₁ ₁.₅₃₃₃ ₁.₀₀₀₀ ₁.₀₀₀₀

1953 ₀.₁₄₆₀ ₀.₃₅₇₁ ₁.₄₄₆₅ ₀.₀₃₅₅ ₀.₀₀₀₀

1954 ₀.₁₅₃₄ ₀.₃₅₇₁ ₁.₃₂₇₈ ₀.₀₅₁₀ ₀.₀₀₀₀

1955 ₀.₁₅₆₅ ₀.₃₅₇₁ ₁.₂₈₂₇ ₀.₀₁₉₇ ₀.₀₀₀₀

1956 ₀.₁₆₂₈ ₀.₃₅₇₁ ₁.₁₉₃₅ ₀.₀₄₀₇ ₀.₀₀₀₀

1957 ₀.₁₆₅₈ ₀.₃₅₇₁ ₁.₁₅₃₆ ₀.₀₁₈₅ ₀.₀₀₀₀

1958 ₀.₁₇₂₅ ₀.₃₅₇₁ ₁.₀₇₀₁ ₀.₀₄₀₄ ₀.₀₀₀₀

1959 ₀.₁₆₈₉ ₀.₃₅₇₁ ₁.₁₁₄₂ （₀.₀₂₀₉） ₀.₀₀₀₀

1960 ₀.₁₇₄₈ ₀.₃₅₇₁ ₁.₀₄₃₂ ₀.₀₃₄₈ ₀.₀₀₀₀

1961 ₀.₁₈₂₁ ₀.₃₅₇₁ ₀.₉₆₀₈ ₀.₀₄₂₀ ₀.₀₀₀₀

1962 ₀.₁₇₈₃ ₀.₃₅₇₁ ₁.₀₀₃₃ （₀.₀₂₁₂） ₀.₀₀₀₀

1963 ₀.₁₈₁₄ ₀.₃₅₇₁ ₀.₉₆₈₆ ₀.₀₁₇₆ ₀.₀₀₀₀

1964 ₀.₁₈₇₀ ₀.₃₅₇₁ ₀.₉₁₀₁ ₀.₀₃₀₆ ₀.₀₀₀₀

1065 ₀.₁₈₆₉ ₀.₃₅₇₁ ₀.₉₁₁₂ （₀.₀₀₀₆） ₀.₀₀₀₀

1966 ₀.₁₈₂₉ ₀.₃₅₇₁ ₀.₉₅₂₃ （₀.₀₂₁₁） ₀.₀₀₀₀

1967 ₀.₁₈₃₇ ₀.₃₆₁₄ ₀.₉₆₇₂ ₀.₀₀₄₄ ₀.₀₁₂₀

1968 ₀.₁₈₂₉ ₀.₄₁₆₇ ₁.₂₇₈₅ （₀.₀₀₄₇） ₀.₁₅₂₈

1969 ₀.₁₈₂₇ ₀.₄₁₆₇ ₁.₂₈₀₅ （₀.₀₀₀₉） ₀.₀₀₀₀

1970 ₀.₁₉₂₇ ₀.₄₁₁₉ ₁.₁₃₆₈ ₀.₀₅₅₀ －₀.₀₁₁₅

1971 ₀.₁₈₉₃ ₀.₄₁₀₈ 1.1704 （₀.₀₁₈₁）－₀.₀₀₂₆

1972 ₀.₁₉₃₉ ₀.₃₉₈₇ ₁.₀₅₅₉ ₀.₀₂₄₇ －₀.₀₂₉₄

1973 0.2010 0.4078 1.0291 0.0363 0.0228

1974 ₀.₂₁₃₀ ₀.₄₂₇₅ ₁.₀₀₇₄ ₀.₀₅₉₇ ₀.₀₄₈₄

1975 ₀.₂₄₉₃ ₀.₄₅₀₁ ₀.₈₀₅₃ ₀.₁₇₀₆ ₀.₀₅₂₈

1976 ₀.₂₆₇₂ ₀.₅₅₃₆ ₁.₀₇₂₁ ₀.₀₇₁₇ ₀.₂₃₀₁

1977 ₀.₂₈₂₄ ₀.₅₇₂₉ ₁.₀₂₈₆ ₀.₀₅₆₉ ₀.₀₃₄₈

1978 ₀.₂₉₁₄ ₀.₅₂₁₀ ₀.₇₈₈₁ ₀.₀₃₁₇ －₀.₀₉₀₆

1979 ₀.₃₀₉₈ ₀.₄₇₁₃ ₀.₅₂₁₃ ₀.₀₆₃₄ －₀.₀₉₅₃

1980 0.3334 ₀.₄₂₉₉ ₀.₂₈₉₃ ₀.₀₇₆₂ －₀.₀₈₈₀

1981 ₀.₃₃₀₀ ₀.₄₉₃₁ ₀.₄₉₄₂ （₀.₀₁₀₂） ₀.₁₄₇₁

1982 ₀.₃₅₀₃ ₀.₅₇₁₃ ₀.₆₃₀₆ ₀.₀₆₁₆ ₀.₁₅₈₅

1983 ₀.₃₅₆₀ ₀.₆₅₉₂ ₀.₈₅₁₉ ₀.₀₁₆₀ ₀.₁₅₃₉

1984 ₀.₃₄₄₈ ₀.₇₄₈₃ ₁.₁₇₀₆ （₀.₀₃₁₄） ₀.₁₃₅₂

1985 0.3549 0.7714 1.1736 0.0294 0.0309

1986 ₀.₃₆₃₀ ₀.₆₈₁₇ ₀.₈₇₇₈ ₀.₀₂₂₉ －₀.₁₁₆₄

1987 ₀.₃₇₆₇ ₀.₆₁₀₂ ₀.₆₁₉₆ ₀.₀₃₇₈ －₀.₁₀₄₉

1988 ₀.₃₉₂₆ ₀.₅₆₁₄ ₀.₄₂₉₉ ₀.₀₄₂₀ －₀.₀₈₀₀

1989 ₀.₄₀₃₂ ₀.₆₀₉₉ ₀.₅₁₂₅ ₀.₀₂₇₁ ₀.₀₈₆₄

1990 ₀.₄₁₆₂ ₀.₅₆₀₃ ₀.₃₄₆₂ ₀.₀₃₂₂ －₀.₀₈₁₂

1991 ₀.₄₃₆₅ ₀.₅₆₅₂ ₀.₂₉₄₉ ₀.₀₄₈₇ ₀.₀₀₈₆

1992 ₀.₄₃₃₃ ₀.₅₆₆₄ ₀.₃₀₇₁ （₀.₀₀₇₁） ₀.₀₀₂₂

1993 ₀.₄₃₆₈ ₀.₆₆₅₈ ₀.₅₂₄₂ ₀.₀₀₈₀ ₀.₁₇₅₄

1994 ₀.₄₃₉₂ ₀.₆₅₂₉ ₀.₄₈₆₆ ₀.₀₀₅₅ －₀.₀₁₉₃

1995 0.4444 ₀.₆₃₃₅ ₀.₄₂₅₇ ₀.₀₁₁₇ －₀.₀₂₉₇

1996 ₀.₄₄₉₁ ₀.₆₄₀₃ ₀.₄₂₅₇ ₀.₀₁₀₈ ₀.₀₁₀₈

1997 ₀.₄₅₃₇ ₀.₆₁₀₆ ₀.₃₄₅₉ ₀.₀₁₀₁ －₀.₀₄₆₄

1998 0.4595 0.6037 ₀.₃₁₃₈ ₀.₀₁₂₉ －₀.₀₁₁₃

1999 0.4813 0.6180 0.2840 0.0473 0.0236

2000 ₀.₄₇₀₆ ₀.₆₅₉₆ ₀.₄₀₁₇ （₀.₀₂₂₃） ₀.₀₆₇₃

2001 ₀.₄₈₃₀ ₀.₆₉₄₄ ₀.₄₃₇₇ ₀.₀₂₆₄ ₀.₀₅₂₈

2002 ₀.₄₉₄₀ ₀.₆₆₆₁ ₀.₃₄₈₅ ₀.₀₂₂₇ －₀.₀₄₀₈

2003 ₀.₅₂₄₄ ₀.₆₁₁₈ ₀.₁₆₆₆ ₀.₀₆₁₇ －₀.₀₈₁₄

2004 0.5039 ₀.₅₄₅₉ ₀.₀₈₃₃ （₀.₀₃₉₁）－₀.₁₀₇₈

2005 ₀.₄₉₆₀ ₀.₅₄₉₃ ₀.₁₀₇₆ （₀.₀₁₅₈） ₀.₀₀₆₃

2006 ₀.₄₉₆₃ ₀.₅₄₂₇ ₀.₀₉₃₆ ₀.₀₀₀₆ －₀.₀₁₂₀

2007 0.5195 0.5000（0.0376） 0.0469 －0.0787

2008 ₀.₅₂₂₁ ₀.₅₃₉₆ ₀.₀₃₃₆ ₀.₀₀₄₉ ₀.₀₇₉₂

2009 ₀.₅₁₇₇ ₀.₆₃₉₂ ₀.₂₃₄₇ （₀.₀₀₈₄） ₀.₁₈₄₅

2010 ₀.₅₁₄₇ ₀.₆₄₆₈ ₀.₂₅₆₇ （₀.₀₀₅₈） ₀.₀₁₁₉

2011 ₀.₅₁₃₆ ₀.₆₂₃₆ ₀.₂₁₄₁ （₀.₀₀₂₁）－₀.₀₃₅₉

2012 0.5087 0.6308 0.2399 （0.0095） 0.0115

2013 ₀.₅₁₂₅ ₀.₆₃₉₂ ₀.₂₄₇₁ ₀.₀₀₇₅ ₀.₀₁₃₃

2014 ₀.₅₁₅₃ ₀.₆₀₇₀ ₀.₁₇₇₉ ₀.₀₀₅₅ －₀.₀₅₀₃

2015 ₀.₅₀₉₉ ₀.₆₅₄₀ ₀.₂₈₉₇ （0.0159） ₀.₀₇₇₄

2016 ₀.₅₁₆₂ ₀.₇₃₇₇ 0.4354 0.0134 ₀.₁₂₈₀

2017 0.5156 0.7770 0.5147 （0.0019） 0.0532

52－72
平均値 ₀.₁₇₁₂ ₀.₃₆₉₀ ₁.₁₇₅₀ ₀.₀₆₃₂ ₀.₀₅₃₄

73－85
平均値 ₀.₂₉₈₇ ₀.₅₄₄₄ ₀.₈₃₅₅ ₀.₀₄₈₆ ₀.₀₅₇₀

86－98
平均値 ₀.₄₂₃₄ ₀.₆₁₂₄ ₀.₄₅₄₆ ₀.₀₂₀₂ －₀.₀₁₅₈

99－12
平均値 ₀.₅₀₃₃ ₀.₆₀₄₈ ₀.₂₀₄₆ ₀.₀₀₇₇ ₀.₀₀₅₈

13－17
平均値 ₀.₅₁₂₄ ₀.₆₈₃₀ ₀.₃₃₃₀ ₀.₀₀₁₇ ₀.₀₄₄₃

86－12
平均値 0.4648 0.6085 0.3250 0.0137 －0.0046
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表Ⅱ-3．対ドルポンド，ユーロ，円，元の fxr/GDPpp乖離率の推移

（£/$） 
fxr/GDPpp

（¥/$） 
fxr/GDPpp

（€/$） 
fx/GDPpp

$GDPpp
（元/$） 

fxr/GDPpp

1950 ₁.₆₁₅₁ ₃.₀₁₀₅ ₁.₀₀₀₀

1951 ₁.₆₄₈₄ ₂.₇₆₄₆ ₁.₀₀₀₀

1952 ₁.₅₃₃₃ ₀.₁₈₅₉ ₂.₄₃₂₄ ₁.₀₀₀₀

1953 ₁.₄₄₆₅ ₀.₂₆₈₉ ₂.₃₄₁₄ ₁.₀₀₀₀

1954 ₁.₃₂₇₈ ₀.₄₁₄₄ ₂.₀₇₈₉ ₁.₀₀₀₀

1955 ₁.₂₈₂₇ ₀.₄₃₈₉ ₁.₉₁₂₉ ₁.₀₀₀₀

1956 ₁.₁₉₃₅ ₀.₃₉₃₇ ₁.₇₇₁₆ ₁.₀₀₀₀

1957 ₁.₁₅₃₆ ₀.₆₉₉₉ ₁.₆₆₇₀ ₁.₀₀₀₀

1958 ₁.₀₇₀₁ ₀.₇₆₇₆ ₁.₅₁₈₁ ₁.₀₀₀₀

1959 ₁.₁₁₄₂ ₀.₈₃₃₇ ₁.₅₀₅₄ ₁.₀₀₀₀

1960 ₁.₀₄₃₂ ₁.₁₂₈₅ ₁.₁₄₂₁ ₁.₀₀₀₀

1961 ₀.₉₆₀₈ ₁.₅₆₅₃ ₀.₉₃₅₇ ₁.₀₀₀₀

1962 ₁.₀₀₃₃ ₁.₆₅₈₅ ₀.₈₉₁₉ ₁.₀₀₀₀

1963 ₀.₉₆₈₆ ₁.₉₂₁₆ ₀.₈₇₆₆ ₁.₀₀₀₀

1964 ₀.₉₁₀₁ ₂.₂₄₄₈ ₀.₈₁₆₃ ₁.₀₀₀₀

1065 ₀.₉₁₁₂ ₂.₃₂₉₃ ₀.₇₉₅₉ ₁.₀₀₀₀

1966 ₀.₉₅₂₃ ₂.₅₄₇₇ ₀.₈₄₅₉ ₁.₀₀₀₀

1967 ₀.₉₆₇₂ ₂.₅₁₆₅ ₀.₉₁₀₇ ₁.₀₀₀₀

1968 ₁.₂₇₈₅ ₁.₉₉₄₂ ₀.₉₁₃₁ ₁.₀₀₀₀

1969 ₁.₂₈₀₅ ₁.₇₆₁₉ ₀.₇₆₂₅ ₁.₀₀₀₀

1970 ₁.₁₃₆₈ ₁.₄₃₃₈ ₀.₅₆₂₂ ₁.₀₀₀₀

1971 ₁.₁₇₀₄ ₁.₄₈₇₄ ₀.₅₆₄₂ ₁.₀₀₀₀

1972 ₁.₀₅₅₉ ₁.₀₈₈₃ ₀.₄₁₉₂ ₁.₀₀₀₀

1973 1.0291 0.7287 0.1888 1.0000

1974 ₁.₀₀₇₄ ₀.₆₈₂₃ ₀.₁₄₃₉ ₁.₀₀₀₀

1975 ₀.₈₀₅₃ ₀.₆₉₀₃ ₀.₁₂₀₇ ₁.₀₀₀₀

1976 ₁.₀₇₂₁ ₀.₆₇₇₆ ₀.₁₅₉₄ ₁.₀₀₀₀

1977 ₁.₀₂₈₆ ₀.₅₁₉₂ ₀.₁₀₁₃ ₁.₀₀₀₀

1978 ₀.₇₈₈₁ ₀.₂₂₀₁ （0.0100）₁.₀₀₀₀ －₀.₉₃₈₂

1979 ₀.₅₂₁₃ ₀.₃₀₆₉ （0.0751）₁.₀₀₀₀ －₀.₉₄₃₂

1980 ₀.₂₈₉₃ ₀.₃₃₆₅ （0.0666）₁.₀₀₀₀ －₀.₉₃₉₅

1981 ₀.₄₉₄₂ ₀.₃₅₃₈ ₀.₂₃₅₉ ₁.₀₀₀₀ －₀.₉₃₈₇

1982 ₀.₆₃₀₆ ₀.₅₁₁₇ ₀.₃₂₂₃ ₁.₀₀₀₀ －₀.₉₂₉₃

1983 ₀.₈₅₁₉ ₀.₄₉₇₁ ₀.₄₁₈₃ ₁.₀₀₀₀ －₀.₉₂₃₉

1984 ₁.₁₇₀₆ ₀.₅₅₆₆ ₀.₆₅₄₅ ₁.₀₀₀₀ －₀.₉₀₃₂

1985 1.1736 0.5630 0.7365 1.0000 －0.8580

1986 ₀.₈₇₇₈ ₀.₁₁₁₀ ₀.₂₇₁₄ ₁.₀₀₀₀ －₀.₈₂₁₆

1987 ₀.₆₁₉₆ （₀.₀₃₀₈） ₀.₀₇₆₉ ₁.₀₀₀₀ －₀.₇₈₉₉

1988 ₀.₄₂₉₉ （₀.₁₄₁₉） ₀.₀₇₃₆ ₁.₀₀₀₀ －₀.₇₅₈₂

1989 ₀.₅₁₂₅ （₀.₀₈₀₁） ₀.₄₇₆₄ ₁.₀₀₀₀ －₀.₇₄₄₁

1990 ₀.₃₄₆₂ （₀.₀₆₀₇） ₀.₂₂₄₅ ₁.₀₀₀₀ －₀.₆₆₂₇

1991 ₀.₂₉₄₉ （₀.₁₇₅₅） ₀.₀₄₆₆ ₁.₀₀₀₀ －₀.₅₆₇₀

1992 ₀.₃₀₇₁ （₀.₂₀₈₇）（₀.₀₃₅₂）₁.₀₀₀₀ －₀.₄₇₆₀

1993 ₀.₅₂₄₂ （₀.₂₈₂₈） ₀.₀₄₃₆ ₁.₀₀₀₀ －₀.₃₁₈₅

1994 ₀.₄₈₆₆ （₀.₃₁₃₀） ₀.₀₂₈₅ ₁.₀₀₀₀ ₀.₃₀₉₄

1995 ₀.₄₂₅₇ （0.3500）（0.0894）₁.₀₀₀₀ 0.5043

1996 ₀.₄₂₅₇ （₀.₂₃₂₉）（₀.₀₁₆₁）₁.₀₀₀₀ ₀.₆₅₇₃

1997 ₀.₃₄₅₉ （₀.₁₂₀₂） ₀.₁₆₇₅ ₁.₀₀₀₀ ₀.₇₃₇₃

1998 ₀.₃₁₃₈ ₀.₀₂₄₄ ₀.₁₉₃₂ ₁.₀₀₀₀ ₀.₇₆₁₁

1999 0.2840 （0.0124） 0.4360 ₁.₀₀₀₀ 0.7713

2000 ₀.₄₀₁₇ （₀.₀₆₃₉） ₀.₆₉₆₅ ₁.₀₀₀₀ ₀.₈₁₇₁

2001 ₀.₄₃₇₇ ₀.₀₈₂₇ 0.7445 ₁.₀₀₀₀ 0.9879

2002 ₀.₃₄₈₅ ₀.₁₆₂₈ ₀.₆₅₃₁ ₁.₀₀₀₀ ₁.₁₁₄₉

2003 ₀.₁₆₆₆ ₀.₁₅₅₆ ₀.₄₄₄₈ ₁.₀₀₀₀ ₁.₂₁₃₅

2004 ₀.₀₈₃₃ ₀.₁₃₁₁ ₀.₃₄₅₀ ₁.₀₀₀₀ ₁.₄₅₀₆

2005 ₀.₁₀₇₆ ₀.₁₉₇₄ ₀.₃₉₂₂ ₁.₀₀₀₀ ₁.₆₁₂₃

2006 0.0936 0.3189 0.3831 ₁.₀₀₀₀ ₁.₈₂₀₄

2007（0.0376） 0.3707 0.1884 1.0000 2.2104

2008 ₀.₀₃₃₆ ₀.₂₃₈₀ ₀.₁₀₂₅ ₁.₀₀₀₀ 2.4084

2009 ₀.₂₃₄₇ ₀.₁₅₇₇ ₀.₁₉₄₁ ₁.₀₀₀₀ 2.7526

2010 ₀.₂₅₆₇ ₀.₀₉₃₄ ₀.₂₅₉₀ ₁.₀₀₀₀ 3.2175

2011 ₀.₂₁₄₁ ₀.₀₄₁₂ ₀.₂₀₉₅ ₁.₀₀₀₀ 3.6033

2012 0.2399 0.0674 0.3486 1.0000 3.8163

2013 ₀.₂₄₇₁ ₀.₃₁₆₅ ₀.₃₂₆₉ ₁.₀₀₀₀ 4.0564

2014 ₀.₁₇₇₉ ₀.₄₄₉₈ ₀.₃₅₅₉ ₁.₀₀₀₀ 4.2143

2015 ₀.₂₈₉₇ ₀.₆₅₈₂ ₀.₆₃₆₁ ₁.₀₀₀₀ 4.5023

2016 ₀.₄₃₅₄ ₀.₄₉₈₅ ₀.₆₃₃₉ ₁.₀₀₀₀ 5.1120

2017 0.5147 0.5454 0.6001 1.0000 5.6381

52－72
平均乖離 1.1315 1.3181 1.2221 1.0000 －

73－85
平均乖離 0.8355 0.5110 0.2254 1.0000 －0.9218

86－98
平均乖離 0.4546 （0.1432） 0.1124 1.0000 －0.1668

99－12
平均乖離 0.2046 0.1386 0.3855 1.0000 1.9855

13－17
平均乖離 0.3330 0.4937 0.5106 1.0000 4.7046

86－12
平均乖離 0.3250 0.0029 0.2540 1.0000 0.9492
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第 2部　統一通貨ユーロと人民元の実体経済格差の検証分析

Ⅰ．統一通貨ユーロ経済圏の fxrと GDPppの検証

1．　固定相場制下の対ドル・マルクの fxrとGDPppの変動と乖離の検証

　世界第 ₂次大戦で敗戦国となったドイツは，IMFの IFS統計によりGDP

平価を試算すると₁₉₅₀～₂₀₁₇年までの固定相場制および変動相場制下の対

ドル・マルクおよびユーロの fxr，GDPppおよび fxr/GDPppの乖離の推移

は図 ₄の通りでるある。

　₁₉₅₀年，ドイツの fxrが ₁ドル＝₄.₁₉₅₀マルクに固定されたが，国内総

生産による実体経済力GDPppは ₁ドル＝₁.₂₂₃₆であり，同乖離率₂₄₃.₂₄％

であった。敗戦国ドイツは，既に米国と対等の実力があり，₂₂.₃％，名目
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図 4．（MR・€/$）の fxr，GDPpp，fxr/GDPppの推移

出所：表Ⅲ-₂は，₁₉₅₀－₁₉₉₈年間はドイツの対ドル・マルク（MR/$）fxr，（MR/$）
GDPppおよび（MR/$）fxr/（MR/$）GDPpp乖離率，また，₁₉₉₉－₂₀₁₇年間は
対ドル・ユーロの（€/$）fxr，（€/$）GDPpp，および（€/$）fxr/（€/$）GDPpp乖離
率の推移を IMFの IFS統計より作成した。

注：①ユーロの GDPは IFSの EURO AREAの GDPを採用し，人口は参加国の IFS
の人口を採用し集計した。そのため，₂₀₁₇年のGDPに約₃₃億ユーロの誤差が
ある

　　②₁₉₉₈年まではドイツの GDPと人口から GDPpp作成した。fxrマルクの為替
レートである。

　　③₁₉₉₉年からはユーロ経済圏の GDPと人口から GDPpp作成した。
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GDPを維持していたことを IMF統計で試算した GDP平価が立証してい

る。一方，fxrが ₁ドル＝₄.₂マルクに固定されため，固定相場制は，通貨

の価値尺度不在のため，異常な乖離が生じ，fxr/GDPppの乖離率は

₂₄₃.₂₄％マルク安になり，ドイツの経済成長及び貿易競争力に想定外の価

格競争力を与えた結果になった。GDP平価等による分析概念がなかったた

めに，実体経済力と為替レートが乖離している事実に気付かなかったので

あろう。

　₁₉₅₂－₁₉₆₁年間で，GDPpp₁.₂₂₃₆から₂.₀₈₃₆，固定された fxr₄.₂₀₀₀か

ら₄.₀₃₃₃，安定した影響を受けて実体経済が₇₀.₂₈％名目経済成長を遂げ，

fxr/GDPの乖離が₆₁.₁₅％縮小したことを検証している。

　固定相場制下の米国は，ドイツの実体経済力が強いため，マルクをター

ゲットにした fxrの調整が続き，対ドル・マルクの fxrは，₁₉₆₁年₄₀₃₃₃，

₁₉₆₂年₄.₀₀₀₀，₁₉₆₉年₃.₉₄₃₃，₇₁年ドルショック年₃.₅₀₇₄（₂₅₀.₇₄％），₇₂

年のスミソニアン体制時は₃.₁₈₈₆（₂₁₈.₈₆％），断続的に調整の矢面に立た

されてきた。しかしながら，fxr/GDPpp乖離率は₉₃.₅₇％から₅₆.₄₂％に縮

小したが，実体経済力と通貨の価値尺度が不明のため正常な調整ができず，

金への兌換が進み，₁₉₇₁年₅₆.₄₂％でドルショックが起こり，₇₂年スミソニ

アン体制で₄₁.₉₂％に調整されたが，主要国は，変動相場制に移行したの

　　（MR/$）fxr　（MR/$）GDPpp　　乖離　　　　（¥/$）fxr　（¥/$）GDPpp　　乖離

1952年【fxr4.2000/GDPpp1.2236－ 1＝2.4324】：【fxr3.6100/GDPpp3.0441－ 1＝0.1859】

₁₉₆₁年【fxr₄.₀₃₃₃/GDPpp₂.₀₈₃₆－ ₁ ＝₀.₉₃₅₇】：【fxr₃.₆₀₀₀/GDPpp₁.₄₀₃₃－ ₁ ＝₁.₅₆₅₃】

₁₉₆₂年【fxr₄.₀₀₀₀/GDPpp₂.₁₁₄₃－ ₁ ＝₀.₈₉₁₉】：【fxr₃.₆₀₀₀/GDPpp₁.₃₅₄₂－ ₁ ＝₁.₆₅₈₅】

₁₉₆₇年【fxr₄.₀₀₀₀/GDPpp₂.₀₉₃₄－ ₁ ＝₀.₉₁₀₇】：【fxr₃.₆₀₀₀/GDPpp₁.₀₂₃₇－ ₁ ＝₂.₅₁₆₅】

₁₉₆₉年【fxr₃.₉₄₃₃/GDPpp₂.₂₃₇₄－ ₁ ＝₀.₇₆₂₅】：【fxr₃.₆₀₀₀/GDPpp₁.₃₀₃₅－ ₁ ＝₁.₇₆₁₉】

₁₉₇₁年【fxr₃.₅₀₇₄/GDPpp₂.₂₄₂₃－ ₁ ＝₀.₅₆₄₂】：【fxr₃.₄₉₈₃/GDPpp₁.₄₀₆₄－ ₁ ＝₁.₄₈₇₄】

₁₉₇₂年【fxr₃.₁₈₈₆/GDPpp₂.₂₄₆₇－ ₁ ＝₀.₄₁₉₂】：【fxr₃.₀₃₁₁/GDPpp₁.₄₅₁₅－ ₁ ＝₁.₀₈₈₃】

1973年【fxr2.6726/GDPpp2.2482－ 1＝0.1888】：【fxr2.7170/GDPpp1.5717－ 1＝0.7287】
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で，固定相場制が終焉したことを GDP平価理論による fxr/GDPppの乖離

が検証している。

　この間，対ドル・円は，₁₉₇₀年まで fxrは調整されず₃₆₀円のままであっ

た。₇₁年ドルショック₇₂年スミソニアン体制で調整されたが，₇₃年変動相

場制に移行した。

　これらの事実は，固定相場制が，通貨の価値尺度不在の非論理的制度で

あったために崩壊したことを立証している。

　変動相場制は，金に代わる通貨の価値尺度を「相場」で決めるため，通

貨の価値尺度 fxrが，各国の経済力 GDPppを超えてオーバーシュートす

る。即ち，理論的根拠に基づいて通貨の「等価交換」ができない為替制度

であるので，崩壊する要因を内包している。

　本論は，fxrの不安定な変動により，【fxr/GDPpp】の乖離が，企業経営

と実体経済の安定成長を阻害していることを検証する。

　理論的根拠に基づく通貨の価値尺度で「等価交換」ができる為替市場は

【fxr≒GDPpp】に収斂連動すべきであるが，収斂連動できない為替市場

は，【fxr≶GDPpp】が拡大し，公正な「市場原理」が機能しない制度とな

る。そのため，「人間の欲望」や「強者の論理」が fxr/GDPppの乖離を拡

大させ，金融ショックや貿易戦争などの原因になる。その結果が，固定相

場制終焉の原因となり，また，変動相場制を崩壊させる要因になることを

論証することにある。

2．　変動相場制下の対ドル・マルクの fxrおよび GDPppの変動と乖離

の検証

　1973年，【fxr2.6726/GDPpp2.2482－ 1＝0.1888】実体経済力平価GDPpp

に対して fxrは₁₈.₈₈％マルク安に収斂し，変動相場制に移行した。

　1978年，【fxr2.0086/GDPpp2.0288－ 1＝0.0100】，第 ₂次オイルショッ

クの影響を受けながらも，初めて乖離率 ₁％マルク高に収斂し均衡したこ

とを図表が検証している。
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　1985年，【fxr2.9440/GDPpp1.6954－ 1＝0.7365】，₁₉₈₀年代に入り，

レーガノミックスのドル高政策の影響は，fxrは₁₉₇₃年₂.₆₇₂₆から₁₉₈₅年

fxr₂.₉₄₄₀，₁₀.₁₅％マルク安で安定するなかで，GDPppは同₂.₂₄₈₂から

₁.₆₉₅₄，実体経済力は₂₄.₅₉％％調整されたが，同期間の fxr/GDPppの乖

離率は₁₈.₈₈％から₇₃.₆₅％マルク安（₄₂.₄₁％ドル高）に拡大したことを検

証している。一方，対ドル・円の乖離率は，₅₆.₃％であった。≪G5は，世

界経済の安定成長を図るためプラザ合意によりドル高調整した≫

　1987年，【fxr1.7974/GDPpp1.6690－ 1＝0.0769】プラザ合意の結果，

乖離率₇.₆₉％，一桁のマルク安に収斂・連動した。

　1989年，【fxr1.8800/GDPpp1.2734－ 1＝0.4764】ベルリンの壁が崩壊

し，実体経済は東ドイツの影響を受けて，GDPppに対する fxrは₄₇.₆₄％

マルク安に乖離した。

　1992年には【fxr1.5617/GDPpp1.6187ー 1＝－0.0352】同乖離率が一け

たの₃.₅₂％マルク高に収斂・連動し，fxrが₁₆.₉％マルク高，GDPppが

₂₇.₁₄％マルク安になり，東西統一ドイツの経済力が ₃年で正常化した実力

を立証している。

　1998年，【（MR/$）fxr1.7597/（MR/$）GDPpp1.4749⊸ 1＝0.1932】乖離

率₁₉.₃₂％，統一通貨ユーロ参加の前年の fxrは実体経済より₁₉.₃₂％マル

ク安であった。

3．　統一通貨ユーロの fxrと GDPppの変動と乖離の検証

　ユーロ参加条件は，財政赤字 GDPの ₃％以内，累積債務残高₆₀％以内，

インフレ率は参加国の最低のインフレ率の₁.₅％以内，長期金利が最低国の

₂％以内に対して fxrの変動が ₂年間₁₅％以内の変動幅を参加条件にして

いる。

　1999年，統一通貨ユーロは，【（€/$）fxr0.9386/（€/$）GDPpp0.6536－

1＝0.4360】乖離率₄₃.₆％対ドルユーロ安でスタートした。

　これに対し，fxrはマルク（MR/$）からユーロ（€/$）に代わるので，ドイ
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ツの実体経済力（D）は（MR/$）GDPppから（€/$）GDPppに代わり【（€/$）

fxr0.9386/（D/$）GDPpp0.7443－ 1＝0.2611】乖離率は₁₉₉₈年₁₉.₃₂％マ

ルク安から₁₉₉₉年統一通貨によって₂₆.₁₁％ユーロ安で発足した。

　ドイツ（DM/$）fxrは通貨の価値尺度が（€/$）fxrに代わると対ドル

【GDPpp】は表Ⅲ-₄-₄の通り変わり，乖離率も変わるので，ユーロ経済圏

内の実体経済力格差がユーロの通貨の価値尺度に統一されて，下記Ⅳ項の

通り，ユーロ経済圏内の実体経済力 GDPppの格差が生じるので，ユーロ

を基準にした貿易競争力並びに通貨の価値尺度の影響を受ける。

　2001年，ユーロ経済圏は【fxr1.1175/GDPpp0.6406－ 1＝0.7445】，統

一通貨ユーロによる調整機能が働き，「乖離率₇₄.₄₅％」対ドル・ユーロ

安，ただし，ドイツの実体経済は【fxr1.1175/GDPpp0.7040－ 1＝0.5873】

同「乖離率₅₈.₇₃％」，対ドル・ユーロ安の影響を受けると同時に，ユーロ

経済圏内平均乖離率に対し，₁₅.₇₂％高い影響を受けることになった。

　2008年，ユーロは【（€/$）fxr0.6827/GDPpp0.6103－ 1＝0.1737】fxr

は GDPppに対し発足年の₄₃.₆％マルク安から₁₀年を経過する過程で，

₁₇.₃₇％ユーロ安に安定したが，米国発のリーマンショックが起きる。

　2009年，ギリシャショックが起き，欧米の金融緩和政策で危機を乗り越

える（次項の「ギリシャショックの検証」参照）。

　2017年，対ドル・ユーロは【（€/$）fxr0.8870/GDPpp0.5543－ 1＝0.6001】

fxrはGDPppに対し₆₀.₀₁％ユーロ安，対ユーロ・ドルは【（$/€）fxr₁.₁₂₇₄/

（$/€）GDPpp₁.₈₀₃₉－ ₁ ＝－₀.₃₇₅₀】乖離率₃₇.₅％ドル高の危険水準に至

る。ただしドイツの実体経済は，【（€/$）fxr0.8870/GDPpp0.6660－ 1＝

0.3319】であり，ユーロ経済圏内平均乖離率に対し₂₆.₈₂％の乖離差があ

る。その原因は，米国のリーマンショック並びにユーロ経済圏のギリシャ

ショック，アベノミックスに対応するため，金融緩和政策に加えゼロ金利

からマイナス金利政策を実施してきた。しかしながら，リーマンショック

並びにギリシャショックの影響を受けた結果，ユーロ参加国平均の実体経

済力は低下し，₁₉₉₉年と₂₀₁₇年の（€/$）fxrおよび（€/$）GDPppは，為替
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レートは fxr₁.₀₀に対し，（€/$）fxr₀.₉₃₈₆から₀.₈₈₇₀に₅.₄₉₇％低下し，ま

た，GDP平価は$GDPpp₁.₀₀に対し（€/$）GDPpp は，₆₅.₃₆％から₅₅.₄₃％

に₁₅.₁₉％，対米実体経済力が低下したことを表している。

　ただし，この間，fxr/GDPpp の乖離率が，₄₃.₆％から₆₀.₀₁％に，

₃₇.₆₄％拡大し，fxrの異常な変動率の危険水準域に達し，日米欧の金融緩

和政策表（Ⅲ-₂の GDPpp参照）並びに低金利政策の影響により，過剰流

動性が増大した結果，世界経済の安定成長並びに関係国への影響が，危険

水準を支えていることを検証している。

　視点を変えると，≪ fxr/GDPppの乖離は，50％を超えるユーロ安，35％

を超えるドル高の赤信号が点灯するなか，日米欧の金融緩和政策による過

剰流動性に助けられて，ショックを免れている≫と言えよう。

【1999～2017年間のドイツとイタリアの検証】

　ユーロ経済圏内におけるドイツの人口₈₂₀₃万人で総人口の₂₈.₁₅％を占

め，経済力GDP₂₀₀₇₂は₃₂.₀₁％を占めるリーダー国である（表Ⅲ-₄-₁およ

び ₂参照）。

　ユーロ経済圏のリーダー国であるドイツの実体経済は，₁₉₉₉年，【（€/$）

fxr0.9386/（D/$）GDPpp0.7443－ 1＝0.2610】同乖離率は₂₆.₁％であるの

で，ドイツの経済力GDPppに対し，fxrの変動が₂₆.₁ ％乖離していること

になる。一方，ユーロ経済圏の経済力（€/$）GDPpp0.6536に対するドイツ

の実体経済力（D/$）GDPpp0.7443が₁₃.₈₈％ドイツの実体経済力が高いこ

とを検証している。

　本論は GDP平価による通貨の価値尺度が正しいとして，【fxr/GDPpp】

の乖離により fxrの変動の乖離率の実態を検証してきたが，視点を変える

と≪ユーロ参加国の fxrは統一通貨ユーロの変動に固定されていることに

なるので，【fxr/GDPpp】の乖離ではなく，fxrによる通貨の価値尺度が正

しいとすれば，ユーロ経済圏内では【GDPpp/fxr】の「逆相関関係」によ

る検証が成立する。各参加国の輸出価格競争力や金融商品の価値尺度を
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ユーロ fxrで裁定すると総生産価値の“理論値”であるGDPppの増減とし

て総生産価値の乖離率が検証できる≫

　従って，₁₉₉₉年のイタリアは，【（€/$）fxr0.9386/（D/$）GDPpp0.6005－

1＝0.5630】同乖離率₅₆.₃％であったが，イタリアの【GDPpp/fxr】は

₀.₆₀₀₅/₀.₉₃₈₆は－₃₆.₀₂％ GDPpp高であり，ドイツは同－₂₀.₇％ GDPpp

高であるので，両国の GDPpp の乖離の格差は【（－₂₀.₇％）－（－

₃₆.₀₂％）＝－₅₆.₇₂％】イタリアは対ドイツ₅₆.₇₂％実体経済力が弱いこと

になる。

　2017年，対ドル・ユーロは【（€/$）fxr0.8870/GDPpp0.5543－ 1＝0.6001】

fxrは GDPppに対し₆₀.₀₁％ユーロ安に乖離し，危機水準の乖離に達して

いる。ただし，ドイツは【（€/$）fxr0.8870/GDPpp0.6591－ 1＝0.3458】

fxrは GDPppに対し₃₄.₅₈％ユーロ安である。

　一方，イタリアは【（€/$）fxr0.8870/（I/$）GDPpp0.4844－ 1＝0.8311】

イタリアの実体経済力 GDPppは fxrに対し₈₃.₁₁％ユーロ安である。

　ただし，fxrの価値尺度が正しいとする変動相場制では，ドイツの

【GDPpp/fxr】は－₂₅.₆₉％GDPpp高に対し，イタリアは－₄₅.₃₉％，異常

な GDPpp高に拡大したことを「逆相関関係」が検証している。

　逆も真なりである。通貨の価値尺度を相場で決める fxrが正しいのであ

ろうか。または，本論の GDP平価の価値尺度であろうか。歴史が成否を

決めることになろう。

　“国家主権”を認め，通貨だけをユーロに統一したので，各国の実体経済

力GDPppに対する fxrの価値尺度が固定相場制のように統一通貨ユーロに

固定されるので，各国ごとに fxr/GDPppの乖離率が異なる。その結果，各

国のGDPppは（€/$）fxrの影響を受けて，各国の実体経済力GDPppを変革

し，ユーロ参加国別に fxr/GDPpp乖離率が増減することになる。≪（€/$）

fxrの変動は，ユーロ参加国 Zの実体経済（Z/$）GDPppに影響を与え，財

の価値尺度 GDPppはユーロに支配されることに留意すべきである≫



神田：為替の安定により実体経済を安定成長させる GDP平価の検証

─　　─157

4．　統一通貨ユーロ参加国の経済格差を分析

　₁₉₉₉年，統一通貨ユーロの第 ₁グループは ₈ヶ国並びに第 ₂グループは

₃か国，計₁₁か国で発足した。本論は，統一通貨ユーロ参加国の経済格差

を分析するために，₂₀₁₀年から本格化した後発の第 ₃グループを加えて実

体経済力を表す GDPppを基準に，為替変動の影響を検証する。

　【fxr/GDPpp】は，実体経済力 GDPppに対する fxrの乖離率を表してい

る。従って，ユーロに参加したことによって参加国 ℤの通貨が（€/$）fxrに

代わるので，為替の変動を（€/$）fxrに固定したことになる。その結果，

（€/$）fxrの変動による ℤGDPppの乖離が，貿易競争力を通じて，ℤ国の実

体経済力 ℤGDPppに影響を与えることになる。

　【（€/$）fxr/（Z/$）GDPpp】≶【（€/$fxr/（Z/$）GDPpp】の一定期間の乖離

は，ℤ国の実体経済力を基準に（€/$）fxrの変動率並びにその逆数 

【GDPpp/fxr】は（€/$）fxrを基準にした（Z/$）GDPppの変動を検証している。

　通貨は，経済・社会のコアに位置を占めているが，参加国は，国家に主

権があっても統一通貨ユーロの（€/$）fxrの変動に直接対応できない。ま

た，（€/$）fxrの変動が長期間，経過する過程で，参加国の実体経済力

GDPppに影響を与え，各国の実体経済力が変革することになる。

　統一通貨ユーロは，ユーロ経済圏の対象国（ℤ）の実体経済の対ドル・

ユーロの為替レート（€/$）fxrの影響を判断する場合は，（€/$）GDPppでは

なく，対象国の実体経済力（ℤ/$）GDPppで検証し，把握する必要がある。

　本論は，GDPppの算定を【ℤ国の実体経済の総体値 ℤGDPph÷米国の

実体経済の総体値 $GDPph＝（ℤ/$）GDPpp】で基軸通貨ドルを基準に国際

比較並びに（€/$）fxrを基準にユーロ経済圏内の各国との比較し検証してい

る（表Ⅲ-4-1～ 4参照）。

　（ℤ/$）GDPppの乖離は，米国の実体経済力$GDPpp ₁ に対する Z国の実

体経済力 ZGDPppである。また，ZGDPppの推移と各グループ平均GDPpp

或いはユーロ参加国平均（€/$）GDPppと比較して参加国の実体経済を検証

し分析することができる。
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　本項は，（€/$）fxrの変動の実態は ZGDPppを基準に検証し，その情報を

もとに，第 ₁，第 ₂，第 ₃の ₃グループに分けてその推移を分析し，平価

理論の有効性を論証することにある。ただし，本論は，対象国の ZGDPpp

を基準にした分析は表Ⅲ-₄-₁～ ₄ の通りであり，ドイツ，イタリア，ギリ

シャの事例以外は，各国別の解説を省略し，グループ別に解説する₇︶。

1）　第 1グループ 8ヵ国の検証

　1999年，統一通貨ユーロ参加₁₁ヶ国平均【fxr0.9386/GDPpp0.6536⊸ 1＝

0.4360】乖離率対ドル₄₃.₆％ユーロ安であった。

　1999年の 8ヵ国平均【fxr0.9386/GDPpp0.7313⊸ 1＝0.2835】乖離率同

₂₈.₃₅％ユーロ安である。ただし，ルクセンブルグのGDPppはドイツの₁.₇

倍前後と高い水準にあるが，人口が₅₈万人ドイツの₁₄₀分に ₁であり，EU

の金融センターとして高度成長しているので，ルクセンブルグを第 ₁ グ

ループに加えても第 ₁グループの平均 GDPppとの乖離は，₁₉年間で₀.₃％

未満の影響に過ぎないので第 ₁グループに入れている。

　2008年，第 ₁グループ平均【fxr0.6827/GDPpp0.8400⊸ 1＝－0.1873】

乖離率が₁₅.₁₄％から₁₈.₇₃％，対ドル・ユーロ高に拡大した。

　2017年，ユーロ経済圏₁₉か国平均【fxr0.8870/GDPpp0.5543 ⊸ 1＝

0.6001】乖離率は43.6％から60.01％へ対ドル・ユーロ安に拡大し，危機水

準に達していることを検証している。

　2017年， 8ヵ国平均【fxr0.8870/GDPpp0.8348⊸ 1＝0.0625】乖離率は

₁₅.₁₄％から₆.₂₅％へ対ドル・ユーロ安に収斂したことを検証している（表

Ⅲ-₃参照）。

　この₁₉年間，実体経済に変動があったものの上位 ₈か国の実体済力を表

す GDPppの変動は GDPpp₀.₈₁₅₂～GDPpp₀.₈₃₄₈へ，₂.₄％対ドル・ユー

ロ安で安定しており，fxrの変動は fxr₀.₉₃₈₆～fxr₀.₈₈₇₀へ，同₅.₅％対ド

₇） 表Ⅲ-₁-₁～表Ⅲ-₁-₄．₁₉₉₉-₂₀₁₇年ユーロ参加国の GDP，人口，GDPph，対
米・参加国別の GDPppの推移参照
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ル・ユーロ高に収斂し推移した結果，GDPppに対する fxr同乖離率は

₁₅.₁₄％から₆.₂₅％へ，ユーロ安に収斂し，実体経済は力強く，一桁の正常

な均衡値に収斂し安定している。

2）　第 2グループ 4ヵ国の検証

　第₂グループは，₂₀₀₁年よりギリシャが参加し，PIGSの₄か国になった。

　1999年，第 ₂ グループ ₃ ヵ国平均は【fxr0.9386/GDPpp0.4653⊸ 1＝

1.0172】乖離率実体経済力GDPppに対し fxrが101.72％大幅なユーロ安の

格差として表れている。

　また，実体経済力 GDPppは【$GDPpp₁.₀₀＝€ GDPpp₀.₄₆₅₃】ユーロ経

済圏内の第 ₁グループと第 ₂グループの実体経済力 GDPppの格差が₄₃％，

約 ₂倍近くある。

　2008年，ユーロ参加₁₃ヵ国平均【fxr₀.₆₈₂₇/GDPpp₀.₆₁₉₂－ ₁ ＝₀.₁₀₂₆】

乖離₁₀.₂₆％に収斂したが，第₁グループ平均【fxr₀.₆₈₂₇/GDPpp₀.₈₄₀₀⊸ ₁  

＝－₀.₁₈₇₃】乖離の率₁₈.₇₃％ユーロ高であり，第 ₂ グループの平均

【fxr₀.₆₈₂₇/GDPpp₀.₄₆₂₀⊸ ₁ ＝₀.₄₇₇₇】乖離₄₇.₇₇％である。従って，第

₁と第 ₂ グループの域内の実体経済力 GDPpp格差が₁₀年間で₅₅％（ ₂ 倍

以上）に乖離率格差が拡大したことになる。

　2017年，第 ₂ グループ平均【fxr0.8870/GDPpp0.3708⊸ 1＝1.3931】，

1999年乖離率₁₀₁.₇₂％から₁₃₉.₂₁％へ₁₉年間で₃₇.₄₉％拡大した。その結

果，第 ₁ グループの GDPpp0.8348と第 ₂ グループの GDPpp0.3708は

44.42％の格差がある。

　₂₀₁₇年，ユーロ経済圏平均【fxr0.8870/GDPpp0.5543⊸ 1＝0.6001】乖

離率₆₀.₀₁％，第 ₁グループ【fxr0.8870/GDPpp0.6591⊸ 1＝0.3458】乖離

率₃₄.₅₈％に対し，第 ₂ グループ平均【fxr0.8870/GDPpp0.4279⊸ 1＝

1.0730】乖離率₁₀₇.₃％，第 ₁ との格差は ₃ 倍以上に拡大している。この

ユーロ経済圏内の格差拡大の事実は，統一通貨有路により生じたと考えて

も過言ではない。
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【ギリシャショックの検証】

　₂₀₀₈年，ギリシャ gは【fxr0.6827/（g/$）GDPpp0.4362－ 1＝0.5651】

また，【$GDPpp1.00＝（g/$）GDPpp0.4362】米国の₁/₂以下の経済格差で

あり，fxrとギリシャの実体経済力 gGDPppに対する fxrの乖離が₅₆.₅₁％

であった。

　₂₀₀₉年，ギリシャは，政権交代により，財政赤字の隠ぺいが判明し，欧

州委員会によって統計の不備が指摘され，GDP比約 ₅％から₁₃.₆％に赤字

を訂正した。その結果，同年【$GDPpp₁.₀₀＝（g/$）GDPpp₀.₄₄₀₉】を頂点

に実体経済力（g/$）GDPppが低下し始め，₂₀₁₀年【（g/$）GDPpp₀.₄₀₈₄】，

ギリシャは，財政赤字に対応できず，国際格付機関がギリシャの格付けを

引き下げたので，国債がデフオルト不安から暴落した。その影響で，ユー

ロが下落し，同時に世界各国の株価も下落し，世界経済にギリシャショッ

クを引き起こした。その結果，同年，政権が交代し，IMFと欧州中央銀行

により第 ₁次支援₁₁₀₀億ユーロが行われ，さらに，₂₀₁₂年第 ₂次で₁₂₀₀億

ユーロを支援した。₁₂年実体経済力は【（g/$）GDPpp₀.₃₂₆₂】に低下した。

　₂₀₀₉年，ユーロ経済圏は【（€/$）fxr₀.₇₁₉₈/（€/$）GDPpp₀.₆₀₂₈－ ₁ ＝

₀.₁₉₄₁】，fxrは GDPppに対し₁₉.₄₁％ユーロ安に拡大した。一方，ギリ

シャの実体経済は【（€/$）fxr₀.₇₁₉₈/（g/$）GDPpp₀.₄₄₀₉－ ₁ ＝₀.₆₃₂₆】で

あった。

　同年，IMFと欧州中央銀行により第 ₁次支援として総額₁₁₀₀億ユーロを

決定，₂₀₁₂年，第 ₂次支援（総額₁₃₀₀億ユーロ）の資金を支援した。

　₂₀₁₀年，【（€/$）fxr₀.₇₅₅₀/（€/$）GDPpp₀.₅₉₉₇－ ₁＝₀.₂₅₉₀】fxrはGDPpp

に対し₂₅.₉％ユーロ安に拡大している。一方，ギリシャは【（€/$）

fxr₀.₇₅₅₀/（g/$）GDPpp₀.₄₀₈₄－ ₁ ＝₀.₈₄₈₇】乖離率は₆₃.₂₆％から₈₄.₈₇％

に拡大した。

　₂₀₁₅年，第₂グループ₄ヵ国平均【fxr₀.₉₀₁₇/GDPpp₀.₄₂₇₄－ ₁＝₁.₁₀₉₇】

であるが，ギリシャは【fxr₀.₉₀₁₇/（g/$）GDPpp₀.₂₇₆₉－ ₁ ＝₂.₂₅₆₄】グ

ループ平均乖離率に対し，ギリシャは ₂倍以上に拡大，実体経済力は₁₂年
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【（g/$）GDPpp₀.₃₂₆₂】から₁₅年【（g/$）GDPpp₀.₂₇₆₉】に低下した。

　同年 1月の選挙で最大野党の緊縮財政反対派の急進左派連合が勝利した

が，財政赤字対策を求める EUとの交渉が行き詰まり，赤字対策の正否を

問う国民投票（ユーロ圏残留を前提）を実施，反対が多数を占めた。

　同年 7月，ユーロ圏の首脳会談で，ギリシャが財政改革の具体策を法制

化することを条件に支援継続で合意し，₃年間で最大₈₆₀億ユーロの第 ₃次

支援を受け，危機が回避された。が，財政健全化を巡って，再びギリシャ

とユーロ圏が対立し，₂₀₁₆年₁₀月を最後に融資が見送られた。

　2017年 7月に₇₂億ユーロのギリシャ国債の償還期限を控え，同年 ₅月，

ギリシャ議会は，年金削減や増税を含む条件を受け入れて改革法案を可決

し，₈₅億ユーロの追加融資を受け，財政危機を回避できた。

　同年，ユーロ経済圏は【（€/$）fxr0.8870/GDPpp0.5543－ 1＝0.6001】，

2001年乖離率₇₄.₄₅％から₆₀.₀₁％に安定したが，ギリシャの実体経済は

【（€/$）fxr0.8870/GDPpp0.2657－ 1＝2.3384】乖離率は，₂₀₀₈年₅₆.₅₁％

から₂₀₁₇年₂₃₃.₈₄％に拡大し，ユーロ経済圏平均₆₀.₀₁％に対し約₃.₉倍に

拡大している。通貨を統一しても，国の信用を失墜した結果の悲惨な実態

を検証している。

　この事例は，第 ₂・第 ₃グループの抱える普遍的問題点となる可能性を

秘めている。

　変動相場制では，通貨の価値尺度の理論値が存在しないので，ユーロ圏

内の各国の実体経済格差の分析は，GDP平価 GDPppの算定による理論値

で検証してきたが，通貨の価値尺度となる理論値の不在は，企業並びに実

体経済の安定成長を阻害するので，想定外に経済・社会を不安定にする原

因となるのである。

　本論は，理論的根拠のある GDP平価の“理論値”GDPppによって，為

替が安定し，世界経済の安定成長が持続する制度に代わり，豊かで平和な

経済社会が実現することを期待している。
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【ユーロ経済圏とイタリアの事例】

　1998年，イタリア・リラは【（リラ/$）fxr17.3620/GDPpp11.6415－ 1＝

0.4914】同乖離率₄₉.₁₄％であった。

　1999年， ₂ グループの中で最も高い経済力を誇るイタリアは【（€/$）

fxr0.9386/（I/$）GDPpp0.6005－ 1＝0.5630】乖離₅₆.₃％になった。その

結果，前年のイタリア・リラは，統一ユーロに参加したことによって₁₉₉₈

年の実体経済力 GDPppに対する fxrの乖離率₄₉.₁₄％から₉₉年には₅₆.₃％

になり，ユーロ経済圏内におけるイタリアの対ドル実体経済力 GDPppに

対する fxrの乖離（fxr/GDPpp）が₁₂.₇％調整されたことになる。

　1999 年，統 一 通 貨 ユ ー ロ の 平 均 値 は，【（€/$）fxr0.9386/（I/$）

GDPpp0.6536－ 1＝0.4360】GDPpp₀.₆₅₃₆に対し，イタリアの実体経済

力 GDPpp₀.₆₀₀₅は₈.₁₂％格差があることを検証している。

　ユーロ経済圏内での fxr/GDPppの乖離の実態は次のことを検証している。

　2017年，ユーロ平均は，【（€/$）fxr0.8870/（€/$）GDPpp0.5543－ 1＝

0.6001】60.01％，ドイツ Dは【（€/$）fxr0.8870/（D/$）GDPpp0.6660－

1＝0.3318】33.18％であり，イタリア Iは，【（€/$）fxr0.8870/（I/$）GDPpp 

0.4844－ 1＝0.831183.11％である。

　イタリアは，ユーロに参加したために（€/$）fxrに固定されるので，₁₉年

間でユーロ経済圏の平均値より（€/$）fxr/GDPppの乖離差が₂₇.₇₅％，ドイ

ツより₄₉.₉₃％乖離したことになる。また，₁₉₉₉年の対ドル・リラの fxr/

GDPppの乖離＋₅₆.₃％，GDPpp/fxr－₃₀.₃₆％，₂₀₁₇年の乖離率は，fxr/

GDPppの乖離＋₈₃.₁₁％，GDPpp/fxrの乖離－₄₈.₃₅％である。GDPppを

基準にした乖離差は，₁₉年間で fxrが₂₆.₈₁％通貨安に変動を拡大したが，

通貨の価値基準値である fxrを基準にした GDPppの変動差は，－₁₈.₀₁％

GDPpp高に変動を拡大したことになる。

　仮に，通貨の価値尺度の理論値で変動する変動場制であれば，このよう

な為替の変動による経営並びに経済を撹乱させる原因がなくなる。

　₁₉₉₉年，GDPpp₀.₆₀₀₅とすると₂₀₁₇年（I/$）GDPppは₀.₄₈₄₄ではなく，
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（€/$）fxrの影響を全く受けない通貨の価値尺度 GDPpp平価で，為替が安

定するので，fxrによる不安定な変動で，イタリアの経済が安定成長が撹乱

されることが想定できよう。

　通貨は，財の計算単位であり媒介手段に過ぎないと定義したアダム・ス

ミスの理論（Ⅰ項 -₄参照）は，通貨に価値があるのではなく，財に価値が

あるので，通貨を金融商品として，“相場”で通貨の価値尺度を決めること

は，為替の本質に反している制度であることを再認識すべきである。

3）　第 3グループの 7ヵ国の検証

　第 ₃ グループは₂₀₀₇年スロベニアが参加し，₂₀₁₀年，キプロス，マル

タ，スロバキア，エストニアの ₄か国，₂₀₁₄年ラトビア，₂₀₁₅年リトアニ

アが参加した。 ₇か国が揃ったのは，₂₀₁₅年であるので，本分析は₂₀₁₇年

の fxrと GDPppで行う。

　₂₀₁₇ 年， ₇ ヵ国平均【fxr₀.₈₈₇₀/GDPpp₀.₂₉₇₃⊸ ₁ ＝₁.₉₈₃₅】乖離率

₁₉₈.₃₅％である。

　₂₀₁₇年，第 ₁グループ参加国 ₈ヵ国のGDPpp₀.₈₂₅₆を ₁とすると第 ₂グ

ループの ₄ ヵ国の GDPpp₀.₃₇₂₃は₄₅％，₁/₂以下の実体経済力 GDPpp格

差があり，第 ₃グループの ₇ヵ国はGDPpp₀.₂₉₇₃であるので，第 ₁グルー

プの₃₆.₅％，約₁/₃実体経済力格差である。第 ₃グループの分析には資料が

足りないので予測は控える。ただし，第 ₂グループの問題点と同様に，第

₃グループの経済格差及び所得格差が約 ₃倍に拡大している事実は，壮大

な構想を描く統一通貨ユーロの今後の問題点を浮き彫りにしている。

4）　統一通貨ユーロ参加国グループの問題点

　 ₁国内の経済力格差は，通常， ₂倍以上になると調整が困難になると考

えられるが，ユーロは₁₉の“主権”を認めた独立国家が一つの通貨を使用

するので，上記検証の通り，fxrが各国の実体経済に及ぼす影響が大きいの

である。
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　統一通貨ユーロは，ドルに代わる基軸通貨構想の壮大な期待に反して，

上記 ₁）から ₃）の経済格差によって所得格差が起こる。従って，主権を

認めた国家間の経済格差の調整は困難を極めると思われる。このまま放置

すれば，離脱する国家が出る可能性を否定することができないと判断する。

仮に，連邦制の合意が成立したとしても，第 ₂・第 ₃グループの経済力格

差を一定の水準， ₂倍以内に引き上げることは，主権を放棄し，連邦制が

成立したとして参加国に長期にわたる優遇措置を与える努力が必要であり，

その過程で多くの問題が続出するので，困難を極めよう。

　ユーロと云う通貨の価値尺度で統一したために，表Ⅲ-₄-₄は，₁₉年間で

参加国の実体経済力格差が GDPppに明確に現れた事実を検証している。

　ユーロ経済圏内の ₃グループ間で ₃倍を超える経済格差及び所得格差が

存在するので，経済格差，所得格差或いは貧富の格差を解消することが，

統一通貨の安定のための使命となるであろう。また，通貨を統一している

限り，中央銀行はギリシャショックのように世界に対する通貨の責任を免

れることができず，ショック等の事件が起きる度にその責任を背負うこと

になるので，ユーロ経済圏の安定成長は困難になるであろう。また，その

過程で，ギリシャやイタリーの事例検証のように統一通貨参加国の経済・

社会がその影響を受け，予想外の危機に直面する可能性を秘めている。

　“基軸通貨”のメリット目指すユーロは，ユーロで取引をする限り，その

市場はユーロ経済圏の市場と同じように為替の変動の影響を受けることが

なく，商行為が可能となるメリットが約束されている。しかしながら，経

済圏内の経済格差が拡大し，そのメリットを受けられない国家に亀裂が入

ると国際通貨としてのユーロは信認を失うことになる。

　統一通貨ユーロは，ドルに代わる基軸通貨を目指して発足したが，この

壮大な「基軸通貨構想」は，国家主権を認めたことが原因となり，何れか

の国で財政悪化や金融ショックなどが生じるたびに通貨ユーロの信用が失

墜し，その度にユーロ離脱或いは統一通貨ユーロ崩壊の危機に直面するこ

とになろう。
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Ⅱ．対ドル・人民元の fxrと GDPppの変動と乖離の検証

　1970年，ジエトロ本部秘書室勤務時代，役員会議室で財界人による日中

経済発展のため L/T（李承晩：高崎）貿易の研究が行われていたことを思

い出す。

　1978年，鄧小平は，「白い猫（共産主義国）も黒い猫（資本主義国）もネ

ズミを捕る猫は良い猫である」と説明して「競争原理」・「資本の原理」を

導入し，改革開放政策を実施した。その背景には，前年，新日鉄稲山会長

訪中に際し，鋼鉄建設協力の要請を受け，同年，鄧小平副総理が同社の君

津製鉄所を視察し，宝山鉄工所の設立，₁₉₈₅年 ₁ 号高炉に火入れ式が行わ

れた。「鉄は国家なり」中国の近代化の幕開けの歴史である。

　本論は，改革開放から₂₀₁₇年までの対人民元の fxr並びにGDPppの動向

を IMFの IFS統計により検証する。

1．　中国の fxrと GDPppの変動の検証

1）　鄧小平による改革開放時の通貨と為替の検証

　₁₉₇₈年の中国の実体経済力を IMFの IFS統計で GDP平価により検証す

ると人民元（以下 RMBまたは元という）の価値尺度 fxr並びに実体経済力

の価値尺度 GDPppおよびその乖離率の推移は次の通りである。

図5-1．対ドル RMBの fxr，GDPppとその乖離率の推移
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　1978年【RMBGDPph382/$GDPph10314＝（RMB/$）GDPgap0.0371】 

$GDPpp₁.₀₀₀₀に対する（RMB/$）GDPgap₀.₀₃₇₁（以下，（RMB/$）を省略 

する）は，米国の実体経済力と比較して中国の経済力は₃.₇₁％に過ぎない

ことを検証している。

　中国の実体経済力 GDPppは GDPgapのクロスレートであるので，【1/

GDPgap0.0371＝GDPpp27.2375】は，₁ドル平価GDPpp₁＝GDPpp₂₇.₂₃₇₅ 

元であるので，その乖離は【fxr1.6836/GDPpp27.2375－ 1＝－0.9382】

乖離率₉₃.₈₂％人民元高に乖離しており，貿易取引は通貨高のため採算が合

わないことを検証している。

　GDP平価理論から判断すると，【GDPpp＝fxr】であれば，米国と対等の

実体経済力を有する国家である。しかしながら，₁₉₇₈年の中国の実体経済

力が，【$GDPpp1ドル＝（RMB）GDPpp27.2375元】，米国の約₂₇分の ₁の

経済力であった。

　その結果，fxrで₉₃.₈₂％人民元高により輸出競争力がなく，中国が必要

とする輸入財は，共産主義国への輸出規制品目であるので商談は成立しな

い。思想による国家体制の相違？，通貨の価値尺度を無視して，国家の威

信を重視？したために，fxrの価値尺度が異常な人民元高になっていたので

あろう。

　GDP平価の価値尺度から判断すると，中国の GDPppに対して fxrの通

貨高が，国際競争力を失い，共産主義国家体制を維持できなくなっていた

図5-2．1994年以降の fxr，GDPpp，fxr/GDPpp拡大の推移
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ことを示唆している。国家が自らの努力で自国通貨の信認を回復する以外

に方法がないことを検証している。

2）　WTO加盟準備への通貨と為替の検証

　1994年，改革開放政策が功を奏し，【fxr8.6187/GDPpp6.5227⊸ 1＝乖離

率0.3213】，fxrが初めて乖離率₃₂.₁₃％元安に調整され，GDPppに収斂し

た。中国は，さらなる経済活性化のためにWTO加盟を目指す政策を掲げ

た。

　2001年，念願のWTO加盟を果たし【fxr8.2771/GDPpp4.1184⊸ 1＝乖

離率1.0098】実体経済より fxrが₁₀₀.₉₈％元安に乖離した。₁₉₇₈年，改革

開放時とは真逆の「輸出競争力」を維持する人民元安政策を実施してきた

ことを検証している。ただし，共産主義体制を維持してきた一党独裁政治

の不吉な予感が，fxr/GDPppとの乖離，即ち，為替レート fxr₈.₂₇₇₁に対

し，実体経済力GDPpp₄.₁₁₈₄，乖離率₁₀₀.₉₈％ ₂倍の乖離に表れている。

3）　WTO加盟後の検証

　2005年，【fxr8.1943/GDPpp3.0969⊸ 1＝1.6460】乖離率₁₆₄.₆％，₄年間

でさらに₆₀％を超える人民元安が拡大している。その原因は，ドルペッグ

制から複数通貨のバスケット制に為替政策を切り替えた年である。ただし，

変動相場制は，通貨の価値尺度となる“理論値”が存在しないため，fxrの

理論的根拠となる価値尺度の判断ができ難い結果であるが，₁₀₀％を超える

乖離率は貿易・投資関係国の通貨高になるので，取引相手国並びに第 ₃国

の経済にダメージを与えることになる。輸入国は，安い商品輸入できる

が，競合国の経済はダメージを受けるので，自国主義政策は，善悪の是非

に拘わらず，世界経済の安定成長を阻害する政策になるので，長期間続け

ば，国家の信認を失う結果を招くことになる。

　2008年，【fxr6.9487/GDPpp2.0387⊸1=2.4084】乖離は，₂₄₀.₈₄％に拡大

している事実を検証している。リーマンショックに際し，中国は，金利を
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引き下げ，内需拡大政策を執り，世界経済の安定を支えたことは評価に値

するが，それでもなお，₂₄₀％を超える人民元安はどう考えたらよいのであ

ろうか。GDPppの価値尺度の重要性が理解できるであろう。

　2012年，【fxr6.3123/GDPpp1.3121⊸ 1＝3.8107】₃₈₁.₀₇％に拡大した事

実は，₂₀₀₁年WTO加盟から乖離率がさらに₂.₅倍に拡大したのである。そ

の主たる原因は，₂₀₀₁年GDPpp₄.₁₁₈₄から₁₂年₁.₃₁₂₁，対米実体経済力格

差 GDPppが大幅に縮小し，対米経済力が₃₁.₂₁％に均衡した事実を検証し

ている。それにも拘らず，fxrは₈.₁₉₄₃から₆.₃₁₂₃に₂₃％しか調整されず，

₂₀₁₂年の fxr/GDPppの乖離は₃₈₁.₀₇％人民元安に乖離が拡大している。

　その背景は，中国は世界の工場と言われ，安い輸出品の生産は，国民の

犠牲により成り立つのであり，低賃金労働で，長時間労働，朝 ₉時から夜

₉時の₁₂時間労働で週 ₆日勤務を「₉₉₆」労働の造語となり，労働者の体力

の限界，人間の尊厳を冒す別名である。

　貿易・投資は，国家と通貨が信認されることによって取引決済通貨が選

好され，さらに，異常な通貨安政策は世界の類似品生産企業を淘汰させる

不公正貿易となる。自国民の労働者を犠牲にし，国家の利益だけを考える

規制管理政策は公正貿易取引を侵害することになり，信用を失うことにな

る。

　何れの国においても，自国通貨の使用を規制し，輸出価格を抑える手段

として，通貨と為替の規制管理を行うと，低価格競争になり，荷重労働と

なるので，貧富の格差を増幅し，経済成長の阻害要因になる。為替を管理

して，外貨を獲得しても，それを生産する労働者が豊かにならないので，

世界平和が実現しない。共産主義の目的に反する国家である。

4）　中国の通貨と為替の規制管理に関する問題点

　2017年，【fxr6.7590/GDPpp1.0234⊸ 1＝5.6045】，₂₀₀₁年WTO加盟年の

乖離率₁₀₀.₉₈％から₂₀₁₇年₅₆₀.₄₅％，₅.₆倍を超える通貨安に拡大した。

IMFの IFS統計が正しいとすれば，実体経済力 GDPpp₁.₀₂₃₄の数値は，



神田：為替の安定により実体経済を安定成長させる GDP平価の検証

─　　─169

米国の$GDPpp₁.₀₀₀₀に対して人民元（RMB/$）GDPpp₁.₀₂₃₄に均衡して

おり，乖離率₂.₃₄％である。この事実は，米中の実体経済力格差が₂.₃₄％

に過ぎず，中国の実体経済が既に米国と対等の経済力を備えていることを

検証している。

　本論は，先進国間では，【fxr1.5000/GDPpp1.0000⊸ 1＝₀.₅】乖離率₅₀％

を超える乖離は，赤信号が点灯していることを検証してきた。従って，こ

の乖離率₅₆₀.₄₅％の人民元安は，ショックの引き金になる乖離率である。

　₂₀₁₆年₁₀月 ₁ 日，IMFの SDR通貨に選ばれた人民元は，先進国通貨で

あり，人民元の規制管理を先進国並みに自由化する義務と責任を果たすべ

き通貨である。

　中国は，通貨と為替の規制管理を止め，人民元自由化すると世界の投資

家並びにヘッジフアンドは人民元買いに入るであろう。仮に，₁ドル＝₆.₇

元で人民元を₁₀₀万ドル＝₆₇₀万元買い， ₁ドル＝₁.₅₀₀₀元で売り戻せば，

投資額₆₇₀万元／₁.₅ドル＝₄₄₆.₆万ドルとなり，投資額₁₀₀万ドルで₃₄₆.₆万

ドルの差益を生むドラマが演じられることになる。

　中国の異常な人民元安₅₆₀.₄₅％の規制管理政策と「一帯一路」政策を考

え合わせるとき，中国の政策は貿易・投資による覇権国家政策としか考え

られない数値である。

　IMFの SDRに選ばれた通貨は，為替を自由化する義務と責任があるの

で，中国は規制管理を先進国並みに自由化するとき，中国の貿易は，それ

によって約₅₀₀％の貿易競争力を失うことになる。対外投資資金は債権債務

に₅₀₀％の負荷を掛けることになろう。

　関係国の経済・財政収支が破壊されかねない乖離率であり，「中国発の金

融ショック」並びに「世界経済不況」誘発の原因になることに留意すべき

である。

　何れ『中国の規制管理による損益勘定は，清算するときが来る』であろ

う。そのとき，『中国の対応は，中国の将来を左右し，人民元の信用は乖離

の大きさのため失墜する』のみならず，“デフオルト”を招く可能性がある
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かも知れない。

　規制管理により₅₀₀％を超える異常な人民元安政策は，国際信義に反する

行為と指摘できないのは，貨の価値尺度となる“理論値”が存在しない変

動相場制に原因があるのか，変動相場制が正しいと仮定すると fxrとGDPpp

の乖離が説明できない為替制度にある。また，IMFの統計が間違っている

ことに原因があるのかも知れない。

　統計が正しいとすれば，fxrと GDPppの乖離を起こし，不安定に変動す

る変動相場制に原因がある。

　筆者は，≪実体経済力平価GDPppと為替レート fxrの相関関係を理論的

根拠のある“理論値”によって検証できない変動相場制に欠陥がある≫と

考えざるを得ないのである。

　IMFの目的である為替の安定によって，世界経済の安定成長を図るため

には，『通貨の価値尺度は，理論的根拠のある“理論値”によって「等価交

換」できる制度に改革する必要性がある。』≪通貨の価値尺度の理論値が存

在すれば，主権国家であっても規制管理できず，理論値によって為替が安

定し，経済の安定成長が軌道に乗り，人類の豊かな生活と世界平和への礎

になろう≫。

5）　IMF並びにWTOのルールの遵守の義務と責任

　IMFの SDRのバスケットに入った人民元は，先進国通貨の仲間入りを

したので，WTO並びに IMFの精神を遵守する義務がある。仮に，通貨並

びに為替の規制・管理を続けるならば，WTO並びに IMFのルールに反す

ることになる。

　中国は，すでに貿易収支並びに外貨準備高世界 ₁であり，統計が正しい

とすれば，₂₀₁₇年 GDPppが米国と対等の経済力であるので，この異常な

乖離は国際貿易・投資の公正な「競争原理」を乱し，世界経済の安定成長

の秩序を破壊し，為替市場を危機に陥れ，人類の幸せを脅かす，アンフエ

アな行為を行う国家であると考えるのは筆者だけであろうか。
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　仮に，GDP平価制に代われば，fxrは GDPppの均衡値【GDPpp＝fxr】

に通貨の価値尺度の“理論値”によって均衡し，その“理論値”で通貨の

「等価交換」が行われるので，企業採算の限界率を犯すような為替の変動は

理論的に存在せず，GDP平価によって，経営並びに経済の安定成長が持続

することになる。

2．　対ドル・円と人民元の fxr/GDPppの乖離値の比較検証

　中国の実体経済並びに為替政策の転換期である₁₉₇₈年，₁₉₉₄年，₂₀₀₁

年，₂₀₁₇年の対ドル・円と元の fxr/GDPppの乖離率の値は次の通りであ

る。

　①₁₉₇₈年基準の円の fxr/GDPpp乖離率₂₂.₀₁％円安，また，改革開放時

の人民元は，乖離率₉₃.₇₅％異常な元高である。日本は第 ₂次オイルショッ

ク時代，中国は改革開放年の実体経済力を表している。

　②₁₉₉₄年基準の円の乖離率₃₁.₃₀％円高，人民元は₃₂.₁₃％乖離，初めて

元安に転換した年であり，WTO加盟政策実行に移行した年である。日本

は，日米構造協議により，対ドル・円高が₃₀％台になり，日本的慣習が崩

壊寸前の時代であった。

　③₂₀₀₁年基準の円の乖離率₈.₂₇％円安，国際的競争原理を受け入れて，

為替が安定した時期である。中国WTO加盟年，₁₀₀.₉₈％元安，日本の₁₂

倍の乖離率に拡大した。統一通貨ユーロ ₃ 年目，$・¥・€・£の fxrが

　　　　　ドル・円　　　　　　　乖離　：　　ドル・元　　　　　　　　乖離

₁₉₇₈年，fxr₂.₁₀₄₄/GDPpp₁.₇₂₄₇⊸ ₁ ＝₀.₂₂₀₁：fxr₁.₆₈₃₆/GDPpp₂₆.₉₈₈₂⊸ ₁ ＝⊸₀.₉₃₇₅

₁₉₉₄年，fxr₁.₀₂₂₁/GDPpp₁.₄₈₇₈⊸ ₁ ＝₀.₃₁₃₀：fxr₈.₆₁₈₇/GDPpp₆.₅₂₂₆⊸ ₁ ＝₀.₃₂₁₄

₂₀₀₁年，fxr₁.₂₁₅₃/GDPpp₀.₈₉₀₉⊸ ₁ ＝₀.₀₈₂₇：fxr₈.₂₇₇₁/GDPpp₄.₁₁₈₄⊸ ₁ ＝₁.₀₀₉₈

₂₀₁₂年，fxr₀.₇₉₇₉/GDPpp₀.₇₄₇₅⊸ ₁ ＝₀.₀₆₇₄：fxr₆.₃₁₂₃/GDPpp₁.₃₁₂₁⊸ ₁ ＝₃.₈₁₀₇

₂₀₁₇年，fxr₁.₁₂₁₇/GDPpp₀.₇₂₅₈⊸ ₁ ＝₀.₅₄₅₄：fxr₆.₇₅₉₀/GDPpp₁.₀₂₃₄⊸ ₁ ＝₅.₆₀₄₅
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GDPppに連動のなか，人民元はWTOに加盟したが，為替規制管理によっ

て₁₀₀.₉₈％人民元安に乖離が拡大する。

　④₂₀₁₂年₁₂月安倍政権樹立。対ドル円の乖離率₆.₇₄％収斂し均衡した。

中国は，為替規制管理によって，日本の₅₆倍に相当する₃₈₁.₀₇％の異常な

乖離に拡大した。

　⑤₂₀₁₇年，アベノミックスによる異次元の金融緩和の結果，対ドル円の

乖離率₅₄.₄₅％円安に対し，中国は規制・菅理によって₅₆₀.₄₅％，約₁₀倍の

人民元安に誘導している。

　IMFの SDRに選ばれた主要国の金融政策は，日本が異次元金融緩和 ₅

年目。米国は₂₀₁₄年金融緩和修了および₁₅年出口政策に入り政策金利の段

階的引き上げ ₃年目。ユーロは₂₀₁₈年金融緩和終了を検討中。中国は通貨

と為替の規制管理並びに「一帯一路」政策を実行中である。

　₁₉₇₈年を基準にして，₄₀年間を経た日本の fxrは₁₉₇₈年₂.₁₀₄₄（₂₁₀.₄₄

円）から，₂₀₁₇年₁.₁₂₁₇（₁₁₂.₁₇円）₅₃.₃％，₄₀年間で年平均対ドル円は

₁.₃₃％円高デフレで推移し，GDPppは同₁.₇₂₄₇（₁₇₂.₄₇円）から₀.₇₂₅₈

（₇₂.₅₈円）₃₉.₅₉円，₄₀年間で年平均対ドル円は₀.₉₉％円高デフレで推移し

た。

　一方，同期間の中国の同期間の実体経済を表す GDPpp₂₆.₉₈₈₂，米国

GDPpp₁.₀₀₀₀，ほぼ₂₇分の ₁の経済格差から経済成長を遂げ，₂₀₁₇年，中

国の実体経済力GDPpp₁.₀₂₃₄，₂.₃₄％ほぼ米国と対等になっている。しか

しながら，WTO加盟後の₂₀₀₁～₂₀₁₇年間人民元の実体経済力GDPppに対

し，fxrは規制管理によって収斂連動トレンドが全く見られず，通貨と為替

の規制管理によって GDPppと fxrの乖離が₅₆₀％を超える元安の非常事態

になっている。

　中国の目的は，「一帯一路」政策実現のためか或いは貿易・投資の競争力

を維持するためか，その両立のために通貨と為替の規制管理を続けた結果

であろう。IMF並びに主要国は，中国人民元の fxrの異常な乖離に気付か

ないのが不思議でならない。
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　≪中国の fxrと GDPppの乖離はすでに₅₆₀％を超えており，赤信号が点

灯している。ショック起きるまで，気付かないのかも知れない。≫

　なお，主要通貨国間では，fxr/GDPppの乖離が拡大して「通貨高₃₀％前

後を超えると実体経済が危機水準に入っていることを検証してきた。その

影響は，企業の利益率 ₅％並び世界経済の成長率 ₃％を超える fxr/GDPpp

の乖離は，企業の存亡の限界水準に入ることになる。その結果，企業倒産

並びに失業などが起こり，時間差を経て実体経済は大不況なる」危険水準

に入ることになろう。

　人民元は，IMFの SDRのバスケットに入る先進国通貨の仲間入りをし

たが，WTO並びに IMFの精神を無視し，通貨並びに為替の規制・管理を

続けるのは，人民元安による輸出競争力および「一帯一路」政策を実行す

るための手段と想定せざるを得ない。中国は，すでに貿易収支並びに外貨

準備高世界 ₁であり，統計が正しいとすれば，₂₀₁₇年 GDPppが米国と対

等の水準にあるので，この異常な乖離は国際貿易・投資の公正な「競争原

理」を乱し，世界経済の安定成長を危機に陥れ，人類の幸せを脅かす，国

際ルールに反するアンフエアな行為であると考えるのは筆者だけであろう

か。

　ただし，GDP平価制に代われば，fxrはGDPppの均衡値【GDPpp＝fxr】

即ち，通貨の価値尺度の“理論値”に均衡する。また，GDP平価になれ

ば，理論的に規制管理ができなくなる。また，“理論値”が公認されれば，

その“理論値”で通貨の「等価交換」が行われる。fxrの不安定な変動がな

く，経営が撹乱しないので，企業採算の限界率を犯すような為替の変動は

理論的に存在せず，GDP平価によって為替は安定し，経営並びに経済の安

定成長が持続することになる。

　変動相場制は，上記の通り，『公正な通貨の価値尺度となる“理論値”が

存在しない』ことが欠陥であり，貿易・投資契約または経済政策に対し

て，為替の変動が債権・債務に負荷を掛けることになる。また，通貨の価

値尺度となる“理論値の”不存在は，『強者の論理』を利することになり，
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経済格差を助長し，弱者の所得格差を拡大させるので，経済の安定成長を

阻害する要因となる。

　経済のコアに位置を占める通貨と為替の本質は，通貨の価値尺度となる

理論値で「等価交換」することにあるが，変動相場制は理論的根拠のある

通貨の“理論値”が不在であるので，通貨の「等価交換」が不可能な制度

は重大な欠陥がある制度である。

3．　中国の地域格差の検証

　中国国内の経済格差を fxrとGDPppの視点で分析すると表Ⅵ-₃の通りで

ある。中国の全地域平均を代表する広東，経済力の最も高い上海と北京，

経済格差の大きい貴州などの ₃グループに分けて，GDP・人口・GDPph・

GDPgap・GDPppの推移から次の事実が検証できる（注：統計は中国統計

年鑑から引用）。

　中国の全経済圏を ₃グループに分類し，基準となる地域を①沿海部にあ

る先進経済圏の上海や首都北京の地域，②中堅グループは中国の平均値や

生産基地などを代表する広東省等，③後進地域の代表として内陸部にある

地域の貴州省を取り上げて検証する。

　第 1グループの 8地区の特別市と省の GDPgap：₁₉₇₈年，北京 GDPgap 

₂.₁₅₉₇，上海 GDPgap₂.₁₂₀₃，天津 GDPgap₁.₉₉₃₈，江蘇 GDPgap₁.₇₈₉₉， 

浙江 GDPgap₁.₅₃₁₆，福建 GDPgap₁.₃₇₇₂，山東 GDPgap₁.₂₁₄₉，広東

上海 
GDP

上海 
人口

上海 
GDPph

米国 
GDPph

上海 
GDPgap

上海 
GDPpp 元/$fxr 元/$fxr 

/GDPpp

₁₉₇₈ ₂₇₂.₈ ₀.₁₀₉₈ ₂₄₈₄ ₁₀₃₁₄ ₀.₂₄₀₈ ₄.₁₅₂₄ ₁.₆₈₃₆ ₀.₄₀₅₅

₂₀₀₁ ₅₂₁₀ ₀.₁₆₆₈ ₃₁₂₃₅ ₃₅₇₇₄ ₀.₈₇₃₁ ₁.₁₄₅₃ ₈.₂₇₇₁ ₇.₂₂₇₀

₂₀₁₇ ₃₀₆₃₃ ₀.₂₄₁₈ ₁₂₆₆₈₇ ₅₉₇₅₁ ₀.₄₇₁₆ ₂.₁₂₀₃ ₆.₇₅₉₀ ₃.₁₈₇₈

₂₀₁₇/ 
₂₀₀₁増減 ₅.₈₇₉₇ ₁.₄₄₉₆ ₄.₀₅₅₉ ₁.₆₇₀₂ ₀.₅₄₀₁ ₁.₈₅₁₃ ₀.₈₁₆₆ ₀.₄₄₁₁

注：①₂₀₁₇/₂₀₀₁の比率は，₂₀₀₁年の数値と₂₀₁₇年の数値の乖離を示す。
　　②（RMB/$）fxr/GDPppは，上海の実体経済力に対する対米乖離率。



神田：為替の安定により実体経済を安定成長させる GDP平価の検証

─　　─175

GDPgap₁.₃₄₄₂が北京の₁/₂以内の ₈地区である（人口₄₄,₉₁₈万人）。

　1978年，上海は【fxr1.6836/GDPpp4.1522⊸ 1＝⊸0.5946】対米経済力は

₁/₄の新興国並であったが，中国の中で実体経済力No. ₁ の商都であった。

　2004年【fxr8.2768/GDPpp1.0590 ⊸ 1＝6.8157】$GDPpp₁に（上海/$）

GDPpp₁.₀₅₉₀がクロスし，米国対等の実体経済力に成長した。

　2017年，【fxr6.7596/GDPpp2.1203⊸ 1＝2.1878】米国の実体経済力の名

目 GDPppの ₂倍を超える経済力を付けた。

　【首都北京市の経済成長の検証】：₁₉₇₈年，首都北京市の GDPphは₁₂₄₈，

上海の GDPphは₂₄₈₅であり，北京は上海の₁/₂の経済力であった。

　2005年，fxr/GDPppが均衡し，米国並みの実体経済力に成長した。

　2017年，【fxr6.7596/GDPpp2.1597⊸ 1＝2.1297】，北京 GDPph₁₂₉,₀₄₂

は上海 GDPph₁₂₆,₆₈₇を超え逆転し，上海を若干上回る実体経済力を備え

ている。

　第 ₁グループのその他の地区は天津 GDPgap，江蘇 GDPgapを除いては

北京の₃/₄～₁/₂以内の沿海部に面した地域であり，経済特区で発展した地

域が多い。

　第 2グループの17地区の特別市と省のGDPgap：中国 GDPgap₀.₉₈₂₁，

内蒙古 GDPgap₁.₀₆₅₂，重慶 GDPgap₁.₀₅₇₂，湖北 GDPgap₁.₀₀₆₀，河北

GDPgap₀.₇₅₇₀，遼寧 GDPgap₀.₈₉₆₇，吉林 GDPgap₀.₉₂₂₂，安微 GDPgap 

₀.₇₂₂₉，江西 GDPgap₀.₇₂₂₄，河南 GDPgap₀.₇₈₀₀，湖南 GDPgap₀.₈₂₇₁，

China  
GDP

China  
population

China  
GDPph

US  
GDPph

China  
GDPgap

China  
GDPpp

（RMB/$） 
fxr

（RMB/$）fxr 
/GDPpp

₁₉₇₈ ₃₆₄₅ ₉.₆₇₈₇ ₃₇₇ ₁₀₃₁₄ ₀.₀₃₆₅ ₂₇.₃₈₆₉ ₁.₆₈₃₆ ₀.₀₆₁₅

₂₀₀₁ ₁₀₉₆₅₅ ₁₂.₇₆₂₇ ₈₅₉₂ ₃₅₇₇₄ ₀.₂₄₀₂ ₄.₁₆₃₇ ₈.₂₇₇₁ ₀.₉₈₇₉

₂₀₁₇ ₈₂₇₁₂₂ ₁₄.₀₉₅₀ ₅₈₆₈₂ ₆₀₀₅₅ ₀.₉₇₇₁ ₁.₀₂₃₄ ₆.₇₅₉₀ ₅.₆₀₄₅

₂₀₁₇/ 
₂₀₀₁増減 ₇.₅₄₂₉ ₁.₁₀₄₄ ₆.₈₂₉₈ ₁.₆₇₈₇ ₄.₀₆₇₉ ₀.₂₄₅₈ ₀.₈₁₆₆ ₅.₆₇₃₁

注：前記表と同じ。
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海南 GDPgap₀.₈₀₆₅，四川 GDPgap₀.₇₄₅₅，陜西 GDPgap₀.₉₅₅₇，青海

GDPgap₀.₇₃₄₆，寧夏 GDPgap₀.₈₄₅₀，新ウイグル₀.₇₄₄₉の₁₇地区の省は，

GDPgap₁.₀₈₀₀～₀.₇₂₀₀以内，北京の₁/₂以下の地区である（総人口₇₀,₃₇₀

万人）。

　1978年，中国平均の実体経済力は GDPgap₀.₀₃₇₁，広東省の GDPgap 

₀.₀₃₅₆と，ほぼ対等であった。広東省は，上海の工場として発展してきた。

　2011年，広東省のGDPgap₁.₀₁₅₃は $GDPpp₁にクロスし，米国の実体経

済力に均衡・発展したことを検証している。

　2017年，中国全体の実体経済力は，【fxr6.5796/GDPpp1.0234⊸ 1＝

5.6045】，なお，中国のGDPgap₀.₉₇₇₁は新興国の実体経済力であるが，理

論上は₂.₂₉％成長すれば，米国の実体経済力と対等であるので，IMFは

₂₀₁₆年 SDRに人民元を加えた。₂₀₁₈年には対等の経済力を達成しているで

あろう。ただし，fxrと実体経済力 GDPppとの乖離率は₅₆₀.₄₅％，異常な

乖離率の実態は変わらない。これらの地域の多くは，内陸・山間部と沿海

部の中間に位置している地域である。

　2017年，広東省は【fxr6.5796/GDPpp1.3442⊸ 1＝4.0283】，米国の経済

力 GDPppを₃₄.₄₂％および中国平均を₃₆.₂₄％上回る実力を備えている。

　第 3 グループの 7 地区の省の GDPgap：山西₀.₇₅₇₀，黒竜江省 GDP 

gap₀.₇₀₂₄，西 蔵 GDPgap₀.₆₅₁₀，広 西 GDPgap₀.₆₃₄₆，貴 州 GDPgap 

₀.₆₃₃₀，雲南 GDPgap₀.₅₇₀₉，甘粛 GDPgap₀.₄₇₅₄の ₇ 地区の省は，北京

の₁/₃～₁/₄の地区である（総人口₂₃,₇₂₀万人）。

貴州 
GDP

貴州 
人口

貴州 
GDPph

米国 
GDPph

GDPgap GDPpp fxr
fxr/ 

GDPpp

₁₉₇₈ ₄₇ ₀.₂₆₈₆ ₁₇₄ ₁₀₃₁₄ ₀.₀₁₆₈ ₅₉.₄₂₆₆ ₁.₆₈₃₆ ₀.₀₂₈₃

₂₀₀₁ ₁₀₈₅ ₀.₃₇₉₉ ₂₈₅₆ ₃₅₇₇₄ ₀.₀₇₉₈ ₁₂.₅₂₅₉ ₈.₂₇₇₁ ₀.₆₆₀₈

₂₀₁₇ ₁₃₅₄₁ ₀.₃₅₈₀ ₃₇₈₂₄ ₅₉₇₅₁ ₀.₆₃₃₀ ₁.₅₇₉₇ ₆.₇₅₉₀ ₄.₂₇₈₇

₂₀₁₇/ 
₂₀₀₁増減 ₁₂₄₈.₀₂ ₀.₉₄₂₄ ₉.₈₀₈₄ ₆₇.₀₂ ₇.₉₃₂₃ ₀.₁₂₆₁ ₀.₈₁₆₆ ₆.₄₇₅₀
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　1978年，後進経済圏を代表する貴州省は【fxr1.6836/GDPpp59.4266⊸ 1  

＝⊸0.9717】，貴州省の実体経済力を表す GDPpp₅₉.₄₂₆₆（GDPgap₀.₀₁₆₈）

は，米国の経済力の約₆₀分の ₁ である。また，経済格差 GDPgap₀.₀₁₆₈

は，中国の国内で最も経済力のある上海の GDPgap₀.₂₄₀₈の約₁/₁₄に過ぎ

ず，中国平均の経済格差は約₁/₂足らず（₄₆％）であることを表している。

　2017年，貴州省は【fxr6.5796/GDPpp1.5797⊸ 1＝3.2786】，₁₉₇₈年米国

の経済力比 GDPgap₀.₀₁₆₈，₁.₆₈％であったが₄₀年間で GDPgap₀.₆₃₃₀

は，対米経済力の約₃₇倍経済成長を遂げたことを検証している。なお，国

内では，₇₈年の上海の実体経済力 GDPgap₀.₂₄₀₈との比較では僅か ₇％に

過ぎなかったが，₁₇年には GDPpp₁.₅₇₉₇に成長，上海 GDPpp₂.₁₂₀₃の約

₇₅％，₄₀年間で約₃₈倍成長したことを検証している。

　また，₇₈年貴州省の GDPgap₀.₀₁₆₈は，中国平均 GDPpp₀.₀₃₇₁の₁/₂以

下（₄₅.₂₈％）の経済力に過ぎなかったが，₁₇年には中国の平均

GDPgap₀.₉₈₂₁，貴州省 GDPgap₀.₆₃₃₀となり，実体経済力は中国の平均

GDPgapの約₂/₃（₆₄.₅％）の水準に成長し，後進地域の成長が目覚ましい

ことを検証している。

　しかしながら，山間部～内陸部に位置する最も経済格差の低い甘粛省の

GDPgap₀.₄₇₅₄は，中国平均₀.₉₈₂₁の₄₈.₄％，₁/₂以下であり，最もGDPpp

の高い首都北京₂.₁₅₉₇の₂₂％，₁/₄以下であることを検証している。

　1978年までの中国は人口が₉.₆₂₅₉億人，₅₀を超える民族が共存し，同一

労働・同一賃金の共産主義国家であったが，2017年現在，人口は₁₄.₀₉₅億

人，中国は改革開放により，市場原理，競争原理が導入され，素晴らしい

経済成長を遂げ，国内格差は縮小してきた。

　しかしながら，₂₀₁₇年現在，上記検証の通り，北京と甘粛省の地域格差

が ₄倍を超えており，これからの経済格差の是正は困難を極めるであろう。

共産主義国家時代に比較して，経済格差が ₄倍を超えている事実は，通貨

と為替を規制管理し，国内の不公平・不平等を是認した結果の経済成長で

ある。そのため，特に，経済格差低い内陸部で紛争やテロなどが起き易
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く，対応を誤ると国家が分裂のする危機に直面する可能性があろう。

　権力で人間の自由を抑えると人権が犯され始めるので，共産主義思想に

反する。また，人間としての尊厳を守るためには，経済力のバランスの合

う地域或いは同一民族がまとまる機運が起こるかも知れない。

4．　fxrと GDPppの乖離と SDRの関係

　人民元は IMFの SDRのバスケットに入り，国際通貨として認められ，

しだいに通貨と為替取引の自由化が要請されるので，その過程で，fxr/

GDPppの乖離の是正が国際問題化することになろう。是正しないとすれ

ば，SDR通貨としての資格が問われることになり，信用できない国家にな

る。その結果，貿易・投資関係の信認を失墜することになろう。

　「一帯一路」政策および外貨獲得政策は，通貨と為替の規制・管理によっ

て，基軸通貨の地位と経済圏の拡大によって目的を果すとすれば，覇権国

家のイメージが強く，世界経済の安定成長を支えるに相応しい SDRに選ば

れた通貨の資格に欠けることになり，信用できる通貨となり得ない。何れ

の国においても，自国通貨の使用を規制し，他国通貨で取引をして外貨を

獲得しても，それを生産する労働者が豊かになれない。輸出価格を抑える

手段として，通貨と為替の規制管理を行うと，荷重労働となり，貧富の格

差を増幅し，経済成長の阻害要因になろう。

　IMFは，国際通貨としての資格条件の是非を検討し，SDRのバスケット

に入れる通貨の資格条件の「国際ルール」を定めるべきであろう。

　人民元が，国際通貨としての資格を果すとすれば，実体経済力GDPppに

対し，【fxr≒GDPpp】に収斂し連動する力学が働くであろう。従って，

「fxr/GDPppの乖離が図Ⅳ-₂の通り₅₆₀.₄₅％，通貨安政策を実行する人民

元を SDRのバスケットに加えた事実は，IMFの“識見”を疑わざるを得

ない」と筆者は考えるが間違いであろうか。

　アダム・スミスが真実の富である国内総生産（GDP）を基軸にした全財

を通貨の価値尺度として為替を安定させる必要があろう。
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　国家の政策は，国際的信用が重要である。通貨と為替の自由化を無視し

た異常な規制・管理行為は，関係国の貿易・投資を経由してその国の経済

並びに財政を直撃するので，公正原則に反する政策であろう。

　通貨の「価値尺度」の理論値によって，【fxr≒GDPpp】に収斂・連動す

る為替制度が，GDP平価以外にあれば，その理論が世界経済の安定成長を

図る理論であり，世界経済の安定成長を確立する基礎条件となろう。「公正

の原則」の中で「自由競争」が行われ，世界経済が発展することによって

人類の生活が豊かになり，平和を実現する基本条件が整うことに留意すべ

きである。

　変動相場制は，通貨の価値尺度不在の制度である。理論的根拠のある通

貨の価値尺度の“理論値”不在が，これまで検証してきた通り，世界経済

の安定成長を不可能にする理論となり，国家間の不公正な経済格差を拡大

する原因となる制度である。この影響の大きさに気付かないまま放置する

と，関係国の実体経済は，規制管理による通貨並びに為替の不公正な価値

尺度の影響を受け，各国通貨と公正な「等価交換」を不可能にし，競争に

敗れた国家は，優良企業の倒産や想定外の失業などの被害を受け，その結

果，世界経済を想定外の大不況に巻き込む可能性を秘めているのである。

Ⅲ．SDR採用通貨の資格と人民元

　SDRは，IMF加盟国の外貨準備高を補完する国際決済の準備資産として

創設されている。SDRの価値は，純金₀.₈₈₈₆₇₁グラム＝ ₁米ドルでスター

トしたが，₁₉₇₃年のブレトン・ウッズ体制の崩壊に伴い，SDRは主要通貨

のバスケット方式に再定義された₈︶。

1．　SDR採用通貨人民元の実態

　₂₀₁₆年₁₀月 ₁ 日，SDRのバスケットの中身は，米ドル，ユーロ，日本円

₈） 修道商学第₅₅巻第 ₂号第 ₂部 SDRによる国際通貨の価値尺度が国際統一通貨の
役割を果たす。
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及びスターリング・ポンドに人民元を加え， ₅通貨で構成された。

　IMFは，各国の外貨準備高，各通貨の外国為替市場での売買高，及び各

通貨建ての銀行の対外負債と国債債券の総額を加重平均し，各構成通貨の

比重は，≪米ドルが₄₁.₇₃％，ユーロが₃₀.₉₃％，RMBが₁₀.₉₂％，日本円

が₈.₃₃％，英ポンドが₈.₀₉％≫となった。これら比重は，人民元を加える

ために，新規 SDRのバスケットを構成する各通貨の比重として，今後 ₅年

間の SDR₁の基準値として固定されている。

　上記比重は，変動相場制下での均衡為替レートおよび SDRの基準値とな

り，fxrの変動にも影響を与えるが，人民元₅₀₀％を超える乖離は正しい値

であるのか。為替の安定を図る「通貨の価値尺度」の理論値としては，有

効であるのか，疑問が残る。

　IMFの IFS統計から算定した中国の一人当たりの GDPph₅₈₆₈₂元，米国

の同 GDPph₆₀₀₅₅ドル，「一物一価の法則」で算定した平価 GDPpp₁.₀₂₃₄

元（₂.₃₄％の乖離率）に均衡している。従って，実体経済力を示すGDP平

価が正しいとすれば，理論上 fxrは【 ₁ドル＝₁.₀₂₃₄元】となるが，現実

の fxrは【 ₁ドル＝₆.₅₇₉₀元】であり，この異常な乖離率₅₆₀.₄₅％の解が

通貨の需要供給の理論値として説明できるのであろうか。

　₁₉₆₇年，固定相場制下で，ドル円の GDP平価は奇しくも【 ₁ ドル＝

₁.₀₂₃₇円】fxr₃₆₀円，乖離率₂₅₁.₆₅％であった。日本の実体経済力は，現

在の中国と同様に，オリンピック並びに万国博開催の実力を備えた時期で

あった。

　₂₀₁₇年，人民元は，固定相場制ではなく，変動相場制下での【fxr/

GDPpp】乖離率₅₆₀％の原因は，通貨と為替の規制管理以外に乖離の原因

があるとは考えられない。

　中国はすでに貿易収支並びに外貨準備高世界 ₁であり，IFS統計が正し

いとすれば GDPppが米国と対等の経済力を保持している。

　また，₂₀₁₆年の BISの調査では，ドル₄₄％，ユーロ₁₆％，円₁₁％，ポン

ド₁₁％であり，人民元は ₂％に過ぎない決済比率は，中国が，人民元の流
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通を規制してきた結果であり，SDRの資格条件に欠けていたのではなかろ

うか。

　しかしながら，GDP平価は，両国の実体経済力 GDPppが一桁であり，

何れの国も先進国並みに成長した事実を検証しているのである。

　IMFが，中国の経済成長を認めて人民元を SDRの通貨に選んだことは

GDPpp₁.₀₂₃₄の事実を認めた結果であろう。

　筆者は，中国が人民元並びに為替を規制管理し，人民元安に誘導してき

た結果として，₅₆₀.₄₅％の乖離が生じたことを検証している。この判断が

正しいとすれば，国際通貨として認められた SDR通貨人民元は，自由化す

べき義務と責任を果たすべきである。

　人民元は，SDR通貨として，通貨と為替の規制管理を自由化する義務を

果たすことになれば，【fxr$1.0000＝6.759元】が【$GDPpp1.0000＝（元/$） 

GDPpp1.0234】に均衡する“力学”が働き，fxrは ₁ドル＝₁.₀₂₃₄元を目

指して人民元買いが進行すると想定され，何れの日か，正常値に回帰す

る。その過程で，（元/$）fxr₅₆₀.₄₅％の人民元安乖離が縮小・均衡するの

で，中国の輸出競争力が低下し，外貨保有高は減少し始めると同時に，中

国の「一帯一路」政策は，投資関係国の債権債務に負荷が掛かるので，最

悪の場合，関係国の負債に実質 ₅倍の負荷が掛かり，ショックの原因にな

ろう。世界経済の安定成長のためには，ショックを避けねばならない。

　人民元は，ドルと対等の実力である。世界各国は，中国が SDR通貨の使

命を果たし，世界経済を安定成長に導く理念と政策を見守っている。

　その理念と政策が，世界経済を安定成長に導き，人類を豊かにし，平和

を実現する理念と政策であれば，基軸通貨の地位を得るであろう。

　上記の fxrの変動と乖離の予測は，『通貨の価値尺度不在の変動相場制の

原因による結果の乖離率』である。

　「金本位」に代る「GDP平価本位」の理論値が，通貨の価値尺度として

機能したときの為替理論並びに制度を想定して検証した結果である。

　『GDP平価は，アダム・スミスの「見えざる手」の役割を担う可能性を
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秘めている。即ち，理論的根拠のある通貨の価値尺度となる GDPppの理

論値が存在するので，「見えざる手」が機能し，国家の通貨と為替の規制管

理を不可能にし，公正な GDPppの理論値で「等価交換」を可能にする。』

2．　SDR通貨人民元の義務と責任と問題点

　IMFは，世界経済の安定成長を図るために設立された国際機関であるの

で，SDRに選ぶ通貨は，為替を安定させる通貨であり，先進国として自由

化の義務と責任を果たす実力を有する通貨であるべきである。

　IMFの IFSの統計に掲載されている ₁SDRに対する各通貨のレートは，

次の通りである。

　$SDRは₁.₄₂₄₀（₄₂.₄％安），£SDRは₁.₀₅₄₀（₅.₄％ポンド安），€ SDR

は₁.₁₈₇₀（₁₈.₇％ユーロ安），¥SDRは₁.₆₀₇₉（₆₀.₇₉％円安）であるが，

RMBSDRは9.2730であり，827.3％人民元安である。

　人民元を除く ₄通貨の価値尺度は，すべて対 SDR₆₀％台の範囲内の乖離

であるが，【SDR1.0000＝RMBSDR9.2730】は，₈₂₇.₃％人民元安の乖離で

あり，円と人民元の価値が₅.₇₆₇倍，人民元安を表している。

　GDP平価₁.₀₂₃元に対する変動相場制による fxr₆.₅₇₉₀元，【fxr/GDPpp】

の₅₆₀％の乖離，IMFの SDRによる RMBSDR9.2730の原因は，❶規制管

理の影響なのか，或いは，❷需要供給理論による“相場”で通貨の価値を

決める理論に原因があるのか。または❸統計に問題があるのか。何れにし

ても，この異常な歪みが世界経済を撹乱し，阻害するであろう。

　本論は，通貨が「等価交換」ができない為替制度は，通貨と為替の本質

に反する理論であり，制度であることを論証してきた。相場理論が正しい

とすれば，GDP平価理論が誤りになり，上記の矛盾が解決しない。為替の

規制管理が問題であれば自由化の義務が生じることになる。

　これらの問題が原因となる変動相場制は，為替の安定を期し難い制度で

ある。その結果，IMFの目的である為替の安定により世界経済の安定成長

が不可能になる。何れにしても，為替が安定する理論および制度を再定義
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し，為替制度を改革する必要があるのではなかろうか。

　不安定な為替の変動は， ₃％通貨高に変動すると上場企業の輸出に対す

る純利益が無くなり，₁₀％変動すると企業の営業利益が，₂₀％通貨高に変

動すると企業の存亡に影響する。この事実を無視して，為替安定の理論は

成立しない。

　₂₀₁₇年，IMFの IFSの統計に掲載されている SDRのバスケット通貨の

対ドル為替レート fxr，各国の実体経済力を表す対ドル平価 ＂GDPpp＂ およ

びその乖離は，次の通りである。

　上記表は，本論で検証してきた通り，全通貨に赤信号が点滅している

が，特に異常な人民元安が米中貿易戦争の原因を象徴している。

　₂₀₁₇年，実体経済力を表す通貨の価値尺度 GDPppは，【 1 ドル＝

（RMB/$）GDPpp1.0234】であるので，人民元を SDR通貨国並に自由化す

れば fxrは，理論上【GDPpp1.0234】を基軸に連動することにより，米中

戦争は解決するであろう。

　GDPppに対すある fxrの変動の範囲は，₆₀％通貨安で算定すると

【$fxr1.0000≒（RMB/$）fxr1.6300】程度の乖離となり，【fxr6.7590】が ₄倍

以上の人民元安を【fxr1.6300】を目標に調整することになろう。

　需要供給により相場で決まる為替制度は，自国通貨の需要供給を国家が

規制管理し，通貨安政策を実行することによって，関係国の通貨は高くな

る。為替制度を武器として輸出競争力を奪い，実体経済を不況にするアン

フェアな国家政策になる。この政策が長期間続くと対象国の企業および経

済を破壊する貿易戦争，或いは投資戦力として用いると対象国市場を掌握

（€/$）fxr0.8870/（€/$）GDPpp0.5543：乖離率60.01％ユーロ安・37.5％ドル高，

（£/$）fxr0.7770/（£/$）GDPpp0.5156：乖離率50.71％ポンド安・33.65％ドル高，

（¥/$）fxr1.0879/（¥/$）GDPpp0.7258：乖離率54.54％円安・35.29％ドル高，

（RMB/$）fxr6.5796/（RMB/$）GDPpp1.0182：乖離率563.81％元安・84.94％ドル高，
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する武器となる。

　人民元【（元/$）fxr6.5796/（元/$）GDPpp1.0234：乖離率56045％人民元

安】は，規制管理政策による戦略目的であるとすれば解が成立する。

　人民元の価値は，相場によって【fxr6.5796】および【SDR9.2730】が成

立したことになるが，GDPを基軸にした平価【GDPpp1.0234】の事実に

対する乖離は，変動相場制を破壊する行為である。

　需要供給理論による相場が正しいとすれば，【GDPpp1.0234】の理論値

から判断して，通貨と為替の本質を無視した変動相場制が，世界経済を破

壊する恐怖を感じる。

　人民元の正しい価値を質すこと並びに規制管理が為替理論およびその制

度に及ぼす影響を検証することが変動相場制を正す基本条件である。

　視点を変えると，BISの為替の取引量が ₂％に過ぎない人民元

【fxr6.5796】を SDR通貨に選んだことが理解できない。

　その結果，秒単位に変動する相場理論で通貨の価値が【fxr6.5796】およ

び【SDR9.2730】の通貨安が成立することが通貨の「価値尺度」として正

しい尺度として正当化され，IFS統計から平価理論で算定したGDP平価の

理論値【GDPpp1.0234】が間違った通貨の価値尺度になるかも知れない。

　この理論的矛盾は何れが正しいのであろうか。

　₂₀世紀までは新興国のショックであったが，₂₁世紀に入り，通貨と為替

の本質に反した通貨の価値尺度不在が原因で，fxrは異常な乖離となり，主

要通貨がショックを起こしている事実を GDP平価理論で検証してきた。

　この事実は，変動相場制の末期的症状期を表している。

　IMFは，通貨と為替の本質に反する非論理的相場理論を正しいと認めて

きたが，₂₁世紀に入り，SDR通貨国でショックが起き始め，変動相場制の

末期的症状を表している。

　世界経済の安定成長を図るために，為替を安定させる理論と制度の確立

を急ぐ必要があることを示唆している。

　変動相場制下では，貿易収支をはじめ経常収支はゼロサムである。輸出
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競争力の強い国は，貿易収支黒字，通貨安政策を好むが国民の生活を貧し

くする。他方，貿易収支赤字国は，通貨高政策の維持により，国民の生活

を豊かにするが，赤字が拡大すると財政収支を圧迫することになる。

　経常収支は，バランスを維持することが最良の政策となる。

　本論は，相場で決まる為替レート ＂fxr＂ が，「金本位」に代わる全財を通

貨の価値尺度とする「GDP平価本位」により，通貨の価値尺度を安定させ

る制度の一助になることを願っている。

　GDP平価など，理論的根拠のある通貨の価値尺度が存在すれば，アダ

ム・スミスの「見えざる手」が機能し，通貨と為替の規制管理を無効に

し，公正な価値尺度で「等価交換」を可能にする』であろう。

　理論的根拠不在の変動相場制は，理論的根拠のある通貨の“理論値”で

「等価交換」する為替制度に改めない限り，金融・経済ショックの原因とな

り，国民の生活を破壊し，人類の平和を脅かすことになろう。

Ⅳ．SDRによる通貨の価値理論の問題点

1．　SDRによる通貨の価値尺度の矛盾

　初めに，fxrをベースにした SDRの変動とその乖離の推移並びに変動相

場制の fxrおよび GDP平価の GDPppの変動とその乖離の推移をグラフで

検証する。

　IMFの IFS統計の各通貨の SDRレートは，バスケット方式で ₅ 大通貨

の比重から SDR₁.₀₀₀₀を算定し，それを基準にして，各国通貨の SDRレー

トを掲載している。

　この各国の SDRレートは，変動相場制下の各国通貨の価値尺度の“理論

値”であると見なすことができ，SDRの ₅通貨がどのように変動している

かを図が示している。

1）　IMFの SDR1対する 5大通貨の SDRレートの検証

　IMFが IFS統計に掲載している SDRレートは，主要 ₅通貨を SDRのバ
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スケットに入れて加重平均し，【SDR1.0000】を決めている。

　この SDR₁.₀₀₀₀に対する主要通貨の SDRレートの推移は，図 6の通り

人民元を除き連動している。ただし，₂₀₁₅年までの人民元は SDRに選ばれ

た通貨ではない。

　GDP平価の視点で判断すると SDRの問題点は相場で決まった $，￡，

€，¥，RMBの fxrを SDRのバスケットに入れて加重平均し，SDRレート

を決めることに問題がある。

　その問題の原因は，SDRレートが相場で決まる fxrを基準にして SDR通

貨の価値尺度を決めているので，SDRには「等価交換」の価値尺度となる

理論値が存在しない。

　理論値不在の fxrをバスケットに入れて SDRを決めていることに理論値

不在の問題があるのである。そのため，$SDRレートと fxrは連動している

が，両者とも不安定に変動し，しばしばオーバーシュートする。そのた

め，通貨の理論的根拠のある“理論値”が存在せず，通貨と為替の本質に

反することになる。

2）　対ドル SDR1に対する主要通貨の SDRの推移

　米国の【$SDR1.0000】をベースにした各通貨の SDRレートは，図₆-₂の

通り推移しているが，人民元の乖離が問題である。

図 6．SDR1に対する 5通貨の SDRレートの推移
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3）　対ドル各通貨の GDPppレートの推移

　金一財の価値尺度に代えて全財を価値尺度とする実体経済力平価

【GDPpp】の対ドル ₅通貨の推移は図 7の通り推移している。

　なお，中国人民元の RMBGDPppの乖離が大きいので， ₄通貨の乖離の

実態を明確にするため，中国がWTOに加盟した₂₀₀₁年以降の推移は，図

7-2の通り収斂している。

　特に，₂₀₁₁年以降，中国の実体経済力を表す RMBGDPppは，顕著にド

ルの $GDPpp₁に収斂・連動しはじめ，₂₀₁₇年では RMBGDPpp₁.₀₂₃₄とな

り，米国との経済力が対等になっていることを検証している。

図6-2．対ドル各通貨の SDRレートの推移
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4）　対ドル各通貨の fxrレートの推移

　中国がWTO加盟以降の ₅通貨の【fxr】の推移は，図 8の通りである。

　中国の fxrは，GDPppと異なり，米国の fxrに収斂・連動せず， ₅倍を

超える異常な乖離で推移している。IMFの統計が正しいとすれば，中国の

実体経済力は，図₇-₂の GDPppの通り，他の ₃通貨並みに収斂し，連動す

べきであるが，元 fxrが乖離して推移する原因が，理論的に説明できない。

　通貨と為替の規制管理の実態がそのまま fxrの乖離に現れていると考え

ざるを得ないことになる。とすれば，乖離している通貨を SDRの通貨に採

用することは為替の安定を阻害することになる。

図7-2．対ドル 4通貨の GDPppレートの推移
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図 8．対ドル各通貨の fxrレートの推移
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5）　対ドル各通貨の【fxr/GDPpp＝乖離率】の推移

　1950～2017年間の「ドルを基軸にした各通貨の【fxr/GDPpp】の乖離率

の推移」は，図 9のとおりである。特に，変動相場制移行後の各通貨は人

民元を除き，連動トレンドにある。

　1978年，中国は，改革開放体制移行後 fxrは実体経済力 GDPppに対し

₁₉₉₄年まで人民元高「fxr/GDPpp＜ ₁」であったことをグラフは示してい

る。

　1994年，通貨と為替の規制管理を実施し，その成果が，「fxr/GDPpp＞

₁」の乖離率が元安に切り代わった。

　また，中国は自国経済を発展させるために，WTO加盟に向けて，経済

体制を整えた。

　2001年，WTO加盟を果たしたが，通貨と為替の規制管理のコントロー

ルをつづけ，₂₀₀₂年には乖離が ₂倍を超え，fxr/GDPppの乖離が非論理的

に乖離率を拡大してきたことを検証している。

　2010年には，ついに ₄倍を超え，₂₀₁₇年 ₆ 倍を超える異常な乖離拡大に

なっている。他方，変動相場制下の他の ₄通貨は，fxr/GDPpp＜ ₁の範囲

内で連動トレンドで推移している。

図 9．対ドル ¥・£・€・DM/€・元の乖離率の推移
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　2017年，人民元は対ドルの乖離は【fxr6.7590/GDPpp1.0182⊸ 1＝5.6381】

₅₆₃.₈₁％の異常な乖離率に達した。

　₂₀₁₆年以降，SDR通貨に選ばれた人民元は，乖離を一層拡大しており，

乖離の拡大は，為替の変動を一層オーバーシュートさせるので，グローバ

ル経済下では，経営の安定と世界経済の安定成長を阻害する通貨となる。

6）　対ドル各通貨の SDR/GDPppの乖離率の推移

　GDPppをベースにした IMFの対ドル【SDR/GDPpp】に対する乖離率

の推移は，図10の通りである。

　GDPppは実体経済力を通貨の価値尺度の理論値としているので，₄通貨

は連動しているが，人民元は乖離して変動している。

　₁₉₇₈～₁₉₉₃年までの人民元の乖離は大幅な人民元高であり，中国がWTO

加盟を決意した₁₉₉₄～₂₀₀₀年までの人民元はそれに相応しい変動をしてい

る。但し，₂₀₀₁年WTO加盟後の人民元は，異常とも言える人民元安に推

移し，₂₀₁₇年には ₄通貨の SDR/GDPppとの乖離が ₅倍を超えるオーバー

シュートし，₅₃₆.₃₁％に達したことを検証している。

　この図₁₀の SDR/GDPppの乖離は，図 ₉の₁₉₉₄年以降の fxr/GDPppの乖

図10．対ドル各通貨の SDR/GDPppレートの乖離率の推移
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離とトレンドは同じであり，変動相場制の問題点を示唆している。

　本論は，通貨の価値尺度は，理論的根拠のある理論値で，通貨を「等価

交換」することが通貨と為替の本質であることを論証してきた。言い換え

れば，通貨は，財の媒介手段に過ぎないので，金融商品のように相場で為

替取引きする変動相場制は，通貨と為替の本質に反する制度であることを

検証してきた。

7）　 5通貨の SDR/fxrの乖離率の推移の疑問

　IMFは，fxrを基軸に SDRを算定しているので，fxrに対する SDRの乖

離は ₅通貨とともに連動し，正しい通貨の価値尺度となっている。

　 5通貨の【SDR/fxr】の乖離率の推移は，図11の乖離が正しいとすれ

ば，変動相場制は通貨と為替の本質に反しないことになり，図 ₅～図 ₉の

人民元の乖離が明確になる GDP平価理論が成立しないことになる。

　₂₀世紀までは，新興国によるショックであったが，₂₁世紀に入って，

SDRに採用された通貨がショックの原因になり，通貨と為替の本質に適う

理論と制度が求められている。

　本論が，IMFの目的とする為替の安定による世界経済の安定成長を図る

理論の一里塚になることを期待して，GDP平価理論を提示している。

　IMFは，₂₀₁₅年，通貨構成比重を算出する新たな計算式を採用し，各国

図11．対ドル各通貨の SDR/fxrレートの乖離率の推移
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の輸出額に加えて，各国の外貨準備高，外国為替市場での関連通貨の売買

高，及び関連通貨建ての銀行の対外負債と国際債券の総額を等しく加重平

均して，米ドル₄₁.₇₃％，ユーロ₃₀.₉₃％，RMB₁₀.₉₂％，日本円₈.₃₃％，

英ポンド₈.₀₉％と公表している。

　この比重は，IMFの各通貨の SDR，為替レート fxrをベースに加重平均

の比重を新基準に SDRレートを決めているので，対ドル各通貨の SDR/fxr

レートの乖離は，図11の通り，収斂し連動して推移している。

　し か し な が ら，中 国 の 実 体 経 済 力 を 表 す 中 国 の GDPpp は

【$GDPpp1.00＝RMBGDPpp1.0234】先進国並みの経済水準であるので，

IMFの統計が正しいとすれば，これまで検証した対 $・¥・￡・€の fxrと

同様に（RMB/$）fxrも（RMB/$）GDPppに収斂連動すべきであるが，₅₀₀％

を超える異常な乖離になっている。

　一方，現実は，図₁₁以外の各図が【$fxr1.00＝（RMB/$）$6.7590】約 ₅

倍以上乖離を示しており，連動しない事実を示している。この乖離に対す

る理論的根拠となる解がないのである。

　特に，₂₀₀₁年，WTO加盟を果たすと中国の GDPppに対する SDRは急

速に乖離し始め，₄通貨の SDR/GDPppとの乖離が ₅倍を超えるオーバー

シュートをし，₂₀₁₇年には人民元の SDR/GDPppの乖離率が₅₃₉.₅₄％に達

している事実を検証している。

2．　「世界統一通貨の夢と期待」

　単一通貨，または，世界統一通貨の実現は，第一段階として GDPppを

SDRのバスケットに入れることによって，為替レートを安定させる。

GDPppで構成する SDRによって，為替は，理論的根拠のある通貨の価値

尺度となり，SDRの理論値で「等価交換」できる為替市場が実現する。そ

の結果，全財の価格が為替相場による変動を受けないので，為替がGDP平

価で安定すると同時に，企業経営が安定するので，公正な「競争原理」が

機能し，経済の安定成長が促進され，知的生産財に溢れる豊かな生活が実
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現し，平和の素地が確立するであろう。

　変動相場制下の fxrは，相場により決まるため，アフタリオンの心理的

投機要因の介入により，オーバーシュートするので，経営並びに実体経済

は不安定になる。相場理論を排除し，GDP平価などの「平価本位」に代え

ない限り，理論的根拠のある通貨の価値尺度で「等価交換」ができず，為

替レートは安定しないので，為替の安定は砂上の楼閣となる。

　₂₀₁₇年の IFS統計によると SDR₁.₀₀（表Ⅳ-₄-₁参照）に対し，ドル SDR

は₁.₄₂₄₀（₄₂.₄％ドル安），ポンド SDRは₁.₀₅₄₀（₅.₄％ポンド安），ユー

ロ SDRは₁.₁₈₇₀（₁₈.₇％ユーロ安），円 SDRは₁.₆₀₇₉（₆₀.₇₉％円安）で

あるが，それに対し，人民元RMB SDRは₉.₂₇₃₀（₈₂₇.₃％人民元安）であ

る。SDR₁.₀₀との乖離が ₈倍以上ある人民元は，SDRの資格条件を備えて

いると言えるのであろうか。この乖離が世界経済の安定成長に災いをもた

らす可能性を秘めていると思われる。

　GDP平価で検証すると米国の一人当たりの GDPは₆₀₀₅₅ドル，日本の

GDPphは₄₃₅₈₈円，「一物一価則」により ₁ ドル＝₇₂.₅₈円に対し，為替

レート fxrは，同年 ₁ドル＝₁₁₂.₁₇円（₁₂.₁₇％円安），fxr/GDPpp乖離率

₅₄.₅₄％である。

　一方，中国の人口は₁₄.₀₉₅億人，米国の人口₃.₂₄₄₆億人，₄.₃倍以上であ

り，中国の GDPph₅₈₆₈₂元，米国の GDPph₆₀₀₅₅ドルはほぼ均衡してお

り，GDPppは ₁ドル＝₁.₀₁₈₂元である。しかしながら，人民元 fxrは ₁ド

ル＝₆.₇₅₉₀元であり，fxr/GDPppの乖離率は563.81％元安に拡大している

のである。この異常な乖離の実態を正当化する解があるのであろうか。

　統計は，真実を物語っているのではなかろうか。

　本論は，金本位の金一財の兌換制から，全財を通貨の価値尺度とする国

内総生産から算定した GDP平価で「等価交換」できる為替制度に代える

ことによって，為替の安定による世界経済の安定成長に寄与することが，

IMFの目的に適い，国民の豊かな生活により世界平和の素地が確立するこ

とを期待したい。
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【結 論 と 期 待】

　本論は，IMFの設立目的である為替の安定により，世界経済の安定を図

るために，GDP平価理論による為替制度で為替を安定させることを検証し

てきた。

　本論は，通貨と為替の本質を再確認し，実体経済力を表す GDPppを通

貨の価値尺度の理論値として【fxr/GDPpp】の乖離から fxrの変動の実態

を検証した結果，変動相場制の問題点が明確になり，【GDP平価理論の要

旨】が結論になった。その課題は次の通りである。

　 1．本論が検証してきたように，通貨の価値尺度不在の変動相場制は，

fxrが秒単位に不安定に変動し，オーバーシュートする事実が，為替の本質

である「等価交換」を不可能にし，通貨と為替の本質に反することを立証

している。

　 2．貿易取引は，契約から決済まで ₃か月から ₆ヵ月のタイムラグがあ

り，契約時の fxrと決済時の fxrのレートが異なるので，L/C取引であって

も為替先物予約をしない限り，契約と異なる fxrで決済せざるを得ない。

その結果，契約金額と決済金額が異なる事実は，「等価交換」が成立しない

為替制度であり，商慣習並びに為替の本質に反する制度であることを立証

している。

　 3．本論は，GDPをベースに「GDPpp平価」を算定し，fxrと GDPpp

の乖離は，実体経済からの fxrの不安定な変動率を検証してきた。

　この fxrの不安定な変動率は，₅％を超えると企業の採算を不安定にし，

₁₀％を超えると営業利益が無くなり，₂₀％を超えると実体経済を撹乱し，

阻害してきた事実を検証してきた。

　 4．為替の変動は，約₃₅％の通貨高に至る過程で，fxrの輸出価格競争原

理が働き，優良企業であっても fxrの影響を受け，fxrの変動が原因となっ

て企業は自然淘汰され，その結果，金融ショックや経済構造変革が起きる

景気変動・経済不況となって表れる。この間，約₁₂年周期であるが，実体
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経済下の通貨高の限界水準（約₃₅％）を超えるとショックが起こり，

GDPppに対して fxrが一桁台に収斂・均衡し，正常化する期間は ₁～ ₃年

程度である。

　仮に，GDP平価制に代われば，為替レートは GDPppの理論値で「等価

交換」が行われる。ただし，GDPppの理論値は，理論上，国内の財の価格

と「等価」であるが，図 ₂の exi pppの曲線が，国内価格 cpi ppp に対し，

大幅な低指数であるので，GDPppに移行する過程で，fxrの水準レートを

参考に全通貨が GDPppで「等価交換」されるので，GDPppに国内価格が

安定する。その結果，輸出入価格（サービスを含む）の再調整が課題とな

る。

　本論の検証の結果，「金本位」時代の金兌換制に代わり，理論的根拠のあ

る財の代替価値となる「GDP平価本位」に代われば，各通貨の「等価交

換」が可能になるので，「見えざる手」が機能することになろう。

　換言すれば，GDP平価制は，通貨の「価値尺度」となる GDPppの理論

値は，国家や為替の専門家或いはヘッジフアンドなどの投資家による為替

操作や国家による規制管理を不可能にする理論であり為替制度ある。金

融・経済政策は，金利によって調整されることになる。

　 5．変動相場制下では，世界市場に占める通貨のシエアによって，fxrの

影響度が変わる。基軸通貨ドルのシエアは約₄₅％を占めており，世界市場

の約₁/₂は，自国市場と同じであるので，不安定な為替変動の影響を直接受

けない。そのため，fxrの影響は間接的影響となる。また，日本円のシエア

は，約₁₀％程度であるので，₉₀％は fxrの変動の影響を直接受ける。即ち，

各通貨の市場シエアによって，影響度が異なるので，基軸通貨を目指して

統一通貨ユーロ（Ⅳ項）並びに「一帯一路」政策による中国人民元の政策

（Ⅴ項）が実行されてきた。

　自国通貨による日本の輸出決済比率は₃₅％程度，ドイツが₇₇％，日本の

₂倍であり，日本の輸入決済に比率は₂₀％，ドイツは₅₅％，日本の ₂倍以
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上である₉︶。この事実は，相手の立場に譲歩して長期取引を前提にする日

本的商慣習を表している。GDP平価は fxrの不安定な変動がなく，常に各

通貨と「等価交換」であるので，経営および経済は安定成長する。優れた

財（サービスを含む）の取引は，持続的に販売が可能である。

　≪ GDP平価制は，exi pppも impi pppも GDPppに連動し，貿易価

格も投資資金も実体経済力平価に均衡する為替制度に代わるのである。≫

　 6．GDPpp平価制では，為替変動はゼロであるので，価格体制の整備に

よって価格採算が安定し，経常収支が安定するので，公正な「競争原理」

が機能し，実体経済が安定成長の軌道に乗る基礎条件が整う。

　₂₀₁₇年のGDPppは₇₂.₅₈円であるが，上場企業の fxr採算レートは₁₀₅～

₁₁₀円でり，乖離率₄₄.₆₇％円高が想定される。が，GDP平価による輸出入

価格は，各国の実体経済力平価であるので，輸出入価格の見直し調整に

よって GDPpp曲線と「等価」の水準で取引をすることが可能になると予

想される。

　各国は，国内価格に連動する公正な取引価格の基礎条件を整えることが

重要課題になろう。

　 7．GDPppは，為替が GDPppの理論値で安定し，「等価交換」となる

ので，企業採算を安定させ，実体経済（GDP）の安定成長を持続する基礎

条件となる。知的生産財の研究・開発による貿易戦略の再検討がキーワー

ドになり，その結果，IMFの目的とする「世界経済の安定成長」が実現する。

　変動相場制が現状のまま続けば，各国の経済社会のコアに位置を占める

通貨と為替の本質に反する理論であり制度である。「等価交換」できる為替

制度の本質に戻らない限り，為替の変動が，貿易・経済戦争や金融ショッ

ク等の引き金となり，IMFの設立目的とする為替の安定による世界経済の

安定成長を図ることは期待できないことを検証している。

　 8．アベノミックスの変動率が増幅する実態は次表の通りである。

₉） 修道商学第₅₉巻第 ₁号表₈-₁および₈-₂参照。
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　₂₀₁₂年，前政権の年平均 fxr₇₉.₇₉円から₂₀₁₃年，アベノミックス制策

は，異次元の金融緩和に加えて，ゼロ・マイナス金利政策を併用してきた

ので，表は前記の実態を裏付けている。

　この事実は，ドルは勿論のことポンド，ユーロも同じように変動トレン

ドにある。

　 9．本論は，「金本位」による金一財の価値から全財である GDPppを通

貨の「価値尺度とする「GDP本位」により，為替が安定することを検証し

た，換言すれば，GDPppは実体経済力を表わしているので，fxrに対する

GDPppの乖離が，fxrの不安定性並びに GDPppの安定性を立証している。

金融経済政策の原点に GDPが位置を占め，各種の金融・経済政策が策定

されている。

　10．財の需要は，無限の時代が終わり，有限の時代に代わっている。そ

の原因は，法の定めがない限り，通貨の発行が無限に可能であるので，優

良企業は無限に財を生産・供給が可能になる「需要：供給有限時代」に代

わったからである。そのため，経済成長の要因は，主に①人口の増減，②

知的財の研究開発による付加価値商品の生産，③輸出の増減によって決ま

る。

　11．「財の需要・供給有限時代」の金融理論は，異次元の金融緩和を行っ

てもインフレターゲットが機能しないことを検証している。「需要・供給有

fxr GDPpp fxr GDPpp fxr/GDPpp

円 円 前年％ 前年％ 乖離率

₂₀₁₂年 ₇₉.₇₉ ₇₄.₇₅ ₁ ₁ ₆.₇₄

₂₀₁₃年 ₉₇.₀₆ ₇₄.₁₃ ₂₂.₉安 ₀.₈₂ ₃₁.₆₅

₂₀₁₄年 ₁₀₅.₉₅ ₇₃.₀₇ ₈.₅₅安 ₀.₁₄ ₄₄.₉₈

₂₀₁₅年 ₁₂₁.₀₄ ₇₃.₀₀ ₁₄.₂₅安 ₀.₁ ₆₅.₈₂

₂₀₁₆年 ₁₀₈.₇₉ ₇₂.₆₀ ₁₀.₁₂高 ₀.₆₅ ₄₉.₈₅

₂₀₁₇年 ₁₁₂.₁₇ ₇₂.₅₈ ₃.₁安 ₀.₀₃ ₅₄.₅₄
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限時代」の貨幣理論の見直しが必要であろう。

　需要・供給有限時代は，過剰流動性および「資本の自己増殖」を下回る

金利政策は，企業間の「競争原理」によって企業の採算を直撃するので，

経済はデフレ現象になり，インフレターゲットは実現し難いことを認識す

べきである。

　12．変動相場制下では，金融緩和による過剰流動性は，「強者の論理」

で，短期的利益を求めて他国に流出すると流入国の金利並びに為替差益を

吸い上げ，流出することになり，当該国経済の安定成長を阻害する要因と

なる可能性を秘めている。従って，世界経済の安定成長を図るためには，

過剰流動性に対するグローバルな視点での「国際ルール」の必要性を検証

している。

　13．「資本の自己増殖」に必要な金利は，₂％を下回ると資本主義が崩壊

することになる。金融緩和政策並びにゼロ金利（マイナス金利を含む）政

策を実施すると通貨の流動性は膨張し，実体経済はその影響を受け，経済

対策とショック対策の表裏一体の危険を孕んだ政策に変貌する。

　以上の結論から，固定相場制は，「金・ドル平価制」であったが，ドルと

他通貨の交換価値を固定したので，関係国の実体経済成長に伴って，【fxr/

GDPpp】の乖離拡大し，ドルショックを招き崩壊した。

　変動相場制は，“相場”によって【fxr/GDPpp】の乖離が拡大することを

検証しているので，通貨の価値尺度を安定させる理論と制度に代えない限

り，崩壊することになろう。

　≪ GDP平価は，fxrが GDPppに均衡し，為替の変動がなくなり，「等

価交換」ができる制度である。≫

　歴史は，それを実証することになると考えている。

　筆者は，人間の英知によって，理論的根拠のある通貨の“理論値”で

「等価交換」できる為替制度が確立し，企業の安定経営が可能となり，経済

の安定成長が軌道に乗る。その結果，アフリカが経済成長を遂げる過程で

地球上の各国内の経済・社会構造は『地産・地消』化が進むことになり，
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労働の機会が公平平等に最大化する過程で，各国の経済格差或いは所得格

差が縮小する基礎条件が確立する。

　そして，豊かで平和な経済社会の基礎が整い，単一通貨が流通する夢と

期待の道しるべになることを願って本論を提示した。

お　わ　り　に

　筆者は，ジエトロ時代に中小企業の貿易相談を通して，為替の変動が，

貿易採算を困難にし，企業の存立を危機に晒すことを実感してきた。経営

者は，「円高であろうと円安であろうと，我々は為替が安定するのであれば

対応できる。何とか安定させることができないのか」という質問を受け，

頭から離れなくなったことが本論文の執筆の動機である。

　通貨の価値尺度が相場によって秒単位に変動することにしだいに疑問を

抱き，実体経済に与える悪影響に矛盾を感じるようになった。

　国の経済力を象徴すべき通貨の価値が秒単位に変動する為替市場に非論

理性を感じ，変動相場制は，何れ金融ショックなどにより終焉の道をたど

る。歴史はそれを証明することになる。それに対応できる次世代の為替理

論を模索し続けてきた。

　その結果，金に代わる貨幣の価値尺度を金一財から，全財を対象とする

各国のGDPphの“総体値”を「一物一価の法則」で通貨の価値尺度の“理

論値”とする GDP平価に辿り着いた。その過程で，学会をはじめ，多く

の先生方のご助言をいただいた。

　日本貿易学会並びにアジア市場経済学会で GDP平価理論の研究報告で，

コメンテイターを引き受けて頂いた和光大学名誉教授，元東海銀行国際金

融室長，現代用語の基礎知識「国際金融」編の執筆者三宅輝幸先生並びに

前同志社女子大学教授，元（財）国際通貨研究所主任研究員　田口奉童先

生のコメントをいただき，拙論が間違っていないと信じることができた。

　日経新聞₂₀₁₁年₁₂月 ₅ 日「核心」欄の記事の中で，『通貨この厄介なも

の』，“変動相場制も，固定相場制も，単一通貨も一長一短，理想の通貨制
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度を求めるのは『青い鳥』探しかもしれない，土谷英夫氏の論説に触発さ

れ，“相場”で通貨の価値を決める為替市場には，理論的根拠のある通貨の

価値尺度の“理論値”が不在であること，それが実体経済に影響すること

が確信に代わり，GDP平価の重要性を確信した（修道商学第₅₅巻 ₂ 号）。

　精緻な統計作成の環境整備について，アジア市場経済学会顧問，拓殖大

学教授，元伊藤忠商事理事，森岡正憲先生からご指摘をいただいた。

　国家の経済力および信用度のバロメーターとなる『國際資金循環』につ

いては，統計の専門家である本大学の張南先生の資料をいただき作成した

（修道商学第₅₉巻 ₁ 号）。

　広島経済大学名誉教授，中川榮治先生から「アダム・スミスの価値尺度

論」欧米文献の分析―基本諸問題を巡って―（上）（下）などの資料並びに

「アダム・スミスの貨幣の価値尺度」のご助言をいただき，GDP平価によ

る価値尺度理論と結びついた。

　この他，多くの学会員および親友各位のご助言に対して感謝の意をお伝

えする。

　本論が，IMFの設立目的である「為替の安定により世界経済の安定成長

を図る」ための解を模索してきた。そのために，通貨と為替の本質を正

し，金に代わる通貨の価値尺度の“理論値”不在が，為替の不安定な変動

の原因であることを検証し，GDP平価の有効性を論証してきた。

　通貨の価値尺度となる公正な「理論値」で「等価交換」ができる新しい

為替制度並びに総需要有限下における需要供給理論および新貨幣理論のた

めに，そして，GDP平価による為替の安定が人類の平和のための制度の礎

になることを願っている。
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表Ⅲ-1．1950-1998ドイツ，1999-2017年ユーロ経済圏の GDP，人口，GDPphの
推移

GDP 人口 dm・
€GDPph

米国
GDPph

1950 ₉₇₈ ₀.₄₉₉₉ ₁₉₅₆ ₁₈₇₀
1951 ₁₁₉₅ ₀.₅₀₅₃ ₂₃₆₅ ₂₁₂₂
1952 ₁₃₆₅ ₀.₅₀₈₄ ₂₆₈₅ ₂₁₉₄
1953 ₁₄₇₀ ₀.₅₁₃₈ ₂₈₆₁ ₂₂₇₆
1954 ₁₅₈₂ ₀.₅₁₈₇ ₃₀₅₀ ₂₂₃₆
1955 ₁₈₀₈ ₀.₅₂₃₇ ₃₄₅₂ ₂₃₉₄
1956 ₁₉₉₀ ₀.₅₃ ₃₇₅₅ ₂₄₇₈
1957 ₂₁₆₄ ₀.₅₃₆₅ ₄₀₃₄ ₂₅₆₁
1958 ₂₃₁₂ ₀.₅₄₂₈ ₄₂₅₉ ₂₅₅₄
1959 ₂₅₀₄ ₀.₅₄₈₈ ₄₅₆₃ ₂₇₂₂
1960 ₃₀₂₈ ₀.₅₅₄₂ ₅₄₆₄ ₂₇₈₇
1961 ₃₃₁₈ ₀.₅₆₂₃ ₅₉₀₁ ₂₈₃₂
1962 ₃₆₀₉ ₀.₅₆₈₄ ₆₃₄₉ ₃₀₀₃
1963 ₃₈₂₅ ₀.₅₇₄₅ ₆₆₅₈ ₃₁₂₄
1964 ₄₂₀₃ ₀.₅₈ ₇₂₄₇ ₃₂₉₀
1965 ₄₅₉₃ ₀.₅₈₆₃ ₇₈₃₄ ₃₅₁₇
1966 ₄₈₈₃ ₀.₅₉₁₅ ₈₂₅₅ ₃₈₁₀
1967 ₄₉₄₅ ₀.₅₉₂₈ ₈₃₄₂ ₃₉₈₅
1968 ₅₃₄₉ ₀.₅₉₄₅ ₈₉₉₇ ₄₃₀₃
1969 ₆₁₆₈ ₀.₆₀₀₁ ₁₀₂₇₈ ₄₅₉₄
1970 ₆₇₈₈ ₀.₆₀₇₁ ₁₁₁₈₁ ₄₇₇₃
1971 ₇₄₉₁ ₀.₆₁₂₉ ₁₂₂₂₂ ₅₄₅₁
1972 ₈₂₂₉ ₀.₆₁₆₇ ₁₃₃₄₄ ₅₉₃₉
1973 ₉₁₇₄ ₀.₆₁₉₇ ₁₄₈₀₄ ₆₅₈₅
1974 ₉₈₅₁ ₀.₆₂₀₄ ₁₅₈₇₈ ₇₀₁₉
1975 ₁₀₂₇₇ ₀.₆₁₈₃ ₁₆₆₂₁ ₇₅₇₁
1976 ₁₁₁₇₅ ₀.₆₁₅₁ ₁₈₁₆₈ ₈₃₆₅
1977 ₁₁₉₄₂ ₀.₆₁₄ ₁₉₄₅₀ ₉₂₂₄
1978 ₁₂₈₃₀ ₀.₆₁₃₁ ₂₀₉₂₆ ₁₀₃₁₄
1979 ₁₃₈₈₄ ₀.₆₁₄₄ ₂₂₅₉₈ ₁₁₄₀₃
1980 ₁₄₇₁₀ ₀.₆₁₅₄ ₂₃₉₀₃ ₁₂₂₇₄
1981 ₁₅₃₅₅ ₀.₆₁₆₆ ₂₄₉₀₃ ₁₃₆₁₈
1982 ₁₅₈₆₉ ₀.₆₁₆ ₂₅₇₆₁ ₁₄₀₃₈
1983 ₁₆₆₇₁ ₀.₆₁₃₈ ₂₇₁₆₀ ₁₅₀₈₇
1984 ₁₇₄₉₅ ₀.₆₁₁₃ ₂₈₆₁₉ ₁₆₆₃₈
1985 ₁₈₂₆₀ ₀.₆₀₉₇ ₂₉₉₄₉ ₁₇₆₆₅
1986 ₁₉₂₇₉ ₀.₆₁₀₁ ₃₁₆₀₀ ₁₈₅₀₁
1987 ₁₉₉₁₂ ₀.₆₁₀₉ ₃₂₅₉₅ ₁₉₅₂₉
1988 ₂₀₉₄₃ ₀.₆₁₄₂ ₃₄₀₉₈ ₂₀₈₄₅
1989 ₂₂₂₃₅ ₀.₇₈₆₈ ₂₈₂₆₀ ₂₂₁₉₃
1990 ₂₄₃₁₂ ₀.₇₉₃₆ ₃₀₆₃₅ ₂₃₂₁₇
1991 ₂₉₃₈₀ ₀.₇₉₉₈ ₃₆₇₃₄ ₂₃₁₆₆
1992 ₃₁₅₅₂ ₀.₈₀₅₇ ₃₉₁₆₁ ₂₄₁₉₃
1993 ₃₂₃₅₄ ₀.₈₁₁₉ ₃₉₈₅₀ ₂₅₁₅₄

1994 ₃₃₉₄₄ ₀.₈₁₄₂ ₄₁₆₉₀ ₂₆₄₂₂
1995 ₃₅₂₃₀ ₀.₈₁₆₆ ₄₃₁₄₂ ₂₇₄₁₄
1996 ₃₅₈₆₀ ₀.₈₁₉ ₄₃₇₈₅ ₂₈₆₂₈
1997 ₃₆₆₆₆ ₀.₈₂₀₆ ₄₄₆₈₂ ₃₀₀₈₃
1998 37842 0.8202 ₄₆₁₃₈ 31285
1999 20072 0.8203 24469 32874
2000 ₂₀₆₂₈ ₀.₈₂₀₈ ₂₅₁₃₂ ₃₅₂₂₇
2001 ₂₁₀₅₁ ₀.₈₃₅₈ ₂₅₁₈₇ ₃₅₇₇₄
2002 ₂₁₃₅₈ ₀.₈₃₆₉ ₂₅₅₂₀ ₃₆₆₆₃
2003 ₂₁₅₀₈ ₀.₈₃₇₉ ₂₅₆₆₉ ₃₉₃₀₂
2004 ₂₁₈₉₀ ₀.₈₃₈₅ ₂₆₁₀₆ ₄₁₅₄₁
2005 ₂₂₂₁₃ ₀.₈₃₈₄ ₂₆₄₉₅ ₄₄₃₆₆
2006 ₂₃₁₄₈ ₀.₈₃₇₄ ₂₇₆₄₃ ₄₆₅₂₃
2007 ₂₅₁₃₂ ₀.₈₁₃₄ ₃₀₈₉₇ ₄₈₁₆₂
2008 25617 0.8113 ₃₁₅₇₅ 48517
2009 ₂₄₆₀₃ ₀.₈₀₉₇ ₃₀₃₈₅ ₄₇₁₀₈
2010 ₂₅₈₀₁ ₀.₈₀₈₉ ₃₁₈₉₆ ₄₈₄₈₅
2011 ₂₇₀₃₁ ₀.₈₀₉₁ ₃₃₄₀₉ ₄₉₈₈₉
2012 27583 0.8107 ₃₄₀₂₄ 51558
2013 ₂₈₂₆₂ ₀.₈₁₂₇ ₃₄₇₇₅ ₅₂₈₉₈
2014 29325 ₀.₈₁₄₃ ₃₆₀₁₃ ₅₄₈₅₂
2015 30437 ₀.₈₁₇₁ ₃₇₂₅₀ ₅₆₉₄₈
2016 ₃₁₄₄₁ ₀.₈₁₉₁ ₃₈₃₈₅ ₅₈₀₆₄
2017 32634 0.8211 ₃₉₇₄₄ ₆₀₀₅₅
出所：① IFS統計₁₉₇₉ yearbookより₁₉₅₀－

₁₉₇₀年までの統計を採用
　　　② IFS統計₂₀₀₁ yearbookより₁₉₇₁－

₁₉₉₈年までの統計を採用
　　　③ IFS統計₂₀₁₁ yearbookより₁₉₉₉－

₂₀₀₁年までの統計を採用
　　　④ IFS統計₂₀₁₅ yearbookより₂₀₀₂－

₂₀₀₄年までの統計を採用
　　　⑤ IFS統計₂₀₁₇ yearbookより₂₀₀₅－

₂₀₁₆年までの統計を採用
　　　⑥ IFS統計₂₀₁₈ yearbookより₂₀₀₇－

₂₀₁₇年までの統計を採用
注：①ユーロの GDPは IFSの EURO AREA

のGDPを採用し，人口は参加国の IFS
の人口を採用し集計した。そのため，
₂₀₁₇年の GDPに＋₃₃億ユーロの誤差
がある。

　　②₁₉₉₈年まではドイツの GDPと人口か
ら GDPpp作成した。Fxrマルクの為
替レートである。

　　③₁₉₉₉年からはユーロ経済圏の GDPと
人口から GDPpp作成した。

　　　　また，Fxrは統一通貨ユーロの為替
レートであるである。
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表Ⅲ-2．1950-1998ドイツマルクおよび1999-2017年ユーロによるドイツの fxr，
GDPppおよびその乖離率の推移

（mr・€/$） 
GDPpp

（mr・€/$） 
fxr

（mr・€/$） 
fxr/GDPpp

GDPpp 
前年比

1950 ₁.₀₄₆₀ ₄.₁₉₅₀ ₃.₀₁₀₅ ₁.₀₀₀₀
1951 ₁.₁₁₄₃ ₄.₁₉₅₀ ₂.₇₆₄₆ ₀.₀₆₅₃
1952 ₁.₂₂₃₆ ₄.₂₀₀₀ ₂.₄₃₂₄ ₀.₀₉₈₁
1953 ₁.₂₅₆₉ ₄.₂₀₀₀ ₂.₃₄₁₄ ₀.₀₂₇₂
1954 ₁.₃₆₄₁ ₄.₂₀₀₀ ₂.₀₇₈₉ ₀.₀₈₅₃
1955 ₁.₄₄₁₉ ₄.₂₀₀₀ ₁.₉₁₂₉ ₀.₀₅₇₀
1956 ₁.₅₁₅₃ ₄.₂₀₀₀ ₁.₇₇₁₆ ₀.₀₅₁₀
1957 ₁.₅₇₄₈ ₄.₂₀₀₀ ₁.₆₆₇₀ ₀.₀₃₉₂
1958 ₁.₆₆₇₉ ₄.₂₀₀₀ ₁.₅₁₈₁ ₀.₀₅₉₁
1959 ₁.₆₇₆₄ ₄.₂₀₀₀ ₁.₅₀₅₄ ₀.₀₀₅₁
1960 ₁.₉₆₀₆ ₄.₂₀₀₀ ₁.₁₄₂₁ ₀.₁₆₉₆
1961 ₂.₀₈₃₆ ₄.₀₃₃₃ ₀.₉₃₅₇ ₀.₀₆₂₇
1962 ₂.₁₁₄₃ ₄.₀₀₀₀ ₀.₈₉₁₉ ₀.₀₁₄₇
1963 ₂.₁₃₁₅ ₄.₀₀₀₀ ₀.₈₇₆₆ ₀.₀₀₈₂
1964 ₂.₂₀₂₃ ₄.₀₀₀₀ ₀.₈₁₆₃ ₀.₀₃₃₂
1965 ₂.₂₂₇₃ ₄.₀₀₀₀ ₀.₇₉₅₉ ₀.₀₁₁₃
1966 ₂.₁₆₇₀ ₄.₀₀₀₀ ₀.₈₄₅₉ （₀.₀₂₇₁）
1967 ₂.₀₉₃₄ ₄.₀₀₀₀ ₀.₉₁₀₇ （₀.₀₃₃₉）
1968 ₂.₀₉₀₉ ₄.₀₀₀₀ ₀.₉₁₃₁ （₀.₀₀₁₂）
1969 ₂.₂₃₇₄ ₃.₉₄₃₃ ₀.₇₆₂₅ ₀.₀₇₀₁
1970 ₂.₃₄₂₈ ₃.₆₆₀₀ ₀.₅₆₂₂ ₀.₀₄₇₁
1971 ₂.₂₄₂₃ ₃.₅₀₇₄ ₀.₅₆₄₂ （₀.₀₄₂₉）
1972 ₂.₂₄₆₇ ₃.₁₈₈₆ ₀.₄₁₉₂ ₀.₀₀₂₀
1973 ₂.₂₄₈₂ ₂.₆₇₂₆ ₀.₁₈₈₈ 0.0007
1974 ₂.₂₆₂₂ ₂.₅₈₇₈ ₀.₁₄₃₉ ₀.₀₀₆₂
1975 ₂.₁₉₅₃ ₂.₄₆₀₃ ₀.₁₂₀₇ （₀.₀₂₉₆）
1976 ₂.₁₇₁₉ ₂.₅₁₈₀ ₀.₁₅₉₄ （₀.₀₁₀₇）
1977 ₂.₁₀₈₇ ₂.₃₂₂₂ ₀.₁₀₁₃ （₀.₀₂₉₁）
1978 ₂.₀₂₈₈ ₂.₀₀₈₆ （₀.₀₁₀₀）（₀.₀₃₇₉）
1979 ₁.₉₈₁₇ ₁.₈₃₂₉ （₀.₀₇₅₁）（₀.₀₂₃₂）
1980 ₁.₉₄₇₄ ₁.₈₁₇₇ （₀.₀₆₆₆）（₀.₀₁₇₃）
1981 ₁.₈₂₈₇ ₂.₂₆₀₀ ₀.₂₃₅₉ （₀.₀₆₁₀）
1982 ₁.₈₃₅₁ ₂.₄₂₆₆ ₀.₃₂₂₃ ₀.₀₀₃₅
1983 ₁.₈₀₀₂ ₂.₅₅₃₃ ₀.₄₁₈₃ （₀.₀₁₉₀）
1984 ₁.₇₂₀₁ ₂.₈₄₅₉ ₀.₆₅₄₅ （₀.₀₄₄₅）
1985 ₁.₆₉₅₄ ₂.₉₄₄₀ ₀.₇₃₆₅ （0.0144）
1986 ₁.₇₀₈₀ ₂.₁₇₁₅ ₀.₂₇₁₄ ₀.₀₀₇₄
1987 ₁.₆₆₉₀ ₁.₇₉₇₄ ₀.₀₇₆₉ （₀.₀₂₂₈）
1988 ₁.₆₃₅₈ ₁.₇₅₆₂ ₀.₀₇₃₆ （₀.₀₁₉₉）
1989 ₁.₂₇₃₄ ₁.₈₈₀₀ ₀.₄₇₆₄ （₀.₂₂₁₅）
1990 ₁.₃₁₉₅ ₁.₆₁₅₇ ₀.₂₂₄₅ ₀.₀₃₆₂
1991 ₁.₅₈₅₇ ₁.₆₅₉₅ ₀.₀₄₆₆ ₀.₂₀₁₇
1992 ₁.₆₁₈₇ ₁.₅₆₁₇ （₀.₀₃₅₂） ₀.₀₂₀₈
1993 ₁.₅₈₄₃ ₁.₆₅₃₃ ₀.₀₄₃₆ （₀.₀₂₁₃）
1994 ₁.₅₇₇₉ ₁.₆₂₂₈ ₀.₀₂₈₅ （₀.₀₀₄₀）
1995 ₁.₅₇₃₇ ₁.₄₃₃₁ （₀.₀₈₉₄）（0.0026）

1996 ₁.₅₂₉₄ ₁.₅₀₄₈ （₀.₀₁₆₁）（₀.₀₂₈₁）
1997 ₁.₄₈₅₃ ₁.₇₃₄₁ ₀.₁₆₇₅ （₀.₀₂₈₉）
1998 1.4748 1.7597 0.1932 （₀.₀₀₇₁）
1999 0.7443 0.9386 0.2610 （0.4953）
2000 ₀.₇₁₃₄ ₁.₀₈₅₄ ₀.₅₂₁₄ （₀.₀₄₁₅）
2001 ₀.₇₀₄₀ ₁.₁₁₇₅ ₀.₅₈₇₃ （₀.₀₁₃₂）
2002 ₀.₆₉₆₁ ₁.₀₆₂₆ ₀.₅₂₆₆ （₀.₀₁₁₃）
2003 ₀.₆₅₃₁ ₀.₈₈₆₀ ₀.₃₅₆₆ （₀.₀₆₁₇）
2004 ₀.₆₂₈₄ ₀.₈₀₅₄ ₀.₂₈₁₆ （₀.₀₃₇₈）
2005 ₀.₅₉₇₂ ₀.₈₀₄₁ ₀.₃₄₆₅ （₀.₀₄₉₇）
2006 ₀.₅₉₄₂ ₀.₇₉₇₁ ₀.₃₄₁₅ （₀.₀₀₅₀）
2007 ₀.₆₄₁₅ ₀.₇₃₀₆ ₀.₁₃₈₈ 0.0797
2008 0.6508 0.6827 0.0490 0.0145
2009 ₀.₆₄₅₀ ₀.₇₁₉₈ ₀.₁₁₅₉ （₀.₀₀₈₉）
2010 ₀.₆₅₇₉ ₀.₇₅₅₀ ₀.₁₄₇₇ ₀.₀₁₉₉
2011 ₀.₆₆₉₇ ₀.₇₁₉₄ ₀.₀₇₄₃ ₀.₀₁₇₉
2012 0.6599 0.7783 0.1794 （0.0146）
2013 ₀.₆₅₇₄ ₀.₇₅₃₂ ₀.₁₄₅₇ （₀.₀₀₃₈）
2014 ₀.₆₅₆₅ ₀.₇₅₃₇ ₀.₁₄₈₀ （0.0013）
2015 ₀.₆₅₄₁ ₀.₉₀₁₇ ₀.₃₇₈₅ （₀.₀₀₃₇）
2016 ₀.₆₆₁₁ ₀.₉₀₄₀ ₀.₃₆₇₅ ₀.₀₁₀₆
2017 0.6618 0.8870 0.3403 0.0011
52－72
平均値 1.8270 4.0227 1.3669 0.0783

73－85
平均値 ₁.₉₈₆₄ ₂.₄₀₃₈ ₀.₂₂₅₄ （₀.₀₂₁₂）

86－95
平均値 ₁.₅₅₄₆ ₁.₇₁₅₁ ₀.₁₁₁₇ （₀.₀₀₂₆）

96－99
平均値 ₁.₃₀₈₅ ₁.₄₈₄₃ ₀.₁₅₁₄ （₀.₁₃₉₈）

00－08
平均値 ₀.₆₅₃₂ ₀.₈₈₅₇ ₀.₃₄₉₉ （₀.₀₁₄₀）

09－12
平均値 ₀.₆₅₈₁ ₀.₇₄₃₁ ₀.₁₂₉₃ ₀.₀₀₃₆

13－17
平均値 0.6582 0.8399 0.2760 0.0006
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表Ⅲ-3．1999-2017年ユーロ経済圏の GDP，人口，GDPphの推移

表Ⅲ-3-2．1999-2017年ユーロ経済圏の fxr，GDPpp，fxr/GDPppの推移

GDP 人口 （€/$）GDPph 米国 GDPph
1999 62606 2.9136 21488 32874
2000 ₆₅₈₉₀ ₂.₉₂₃₅ ₂₂₅₃₈ ₃₅₂₂₇
2001 ₇₀₁₉₅ ₃.₀₆₃ ₂₂₉₁₇ ₃₅₇₇₄
2002 ₇₂₆₀₄ ₃.₀₈₀₇ ₂₃₅₆₇ ₃₆₆₆₃
2003 ₇₄₇₁₂ ₃.₁₀₀₀ ₂₄₁₀₁ ₃₉₃₀₂
2004 ₇₇₆₀₀ ₃.₁₁₉₇ ₂₄₈₇₄ ₄₁₅₄₁
2005 ₈₀₄₃₃ ₃.₁₃₈₉ ₂₅₆₂₅ ₄₄₃₆₆
2006 ₈₄₅₉₇ ₃.₁₅₅₂ ₂₆₈₁₂ ₄₆₅₂₃
2007 ₉₄₀₇₃ ₃.₁₇₇₂ ₂₉₆₀₉ ₄₈₁₆₂
2008 96300 3.2053 30044 48517
2009 ₉₂₈₈₃ ₃.₂₇₁ ₂₈₃₉₆ ₄₇₁₀₈
2010 ₉₅₃₈₈ ₃.₂₈₀₆ ₂₉₀₇₆ ₄₈₄₈₅
2011 ₉₇₉₅₆ ₃.₃₀₁₁ ₂₉₆₇₄ ₄₉₈₈₉
2012 98380 3.3064 29754 51558
2013 ₉₉₃₉₀ ₃.₃₁₀₁ ₃₀₀₂₆ ₅₂₈₉₈
2014 101642 ₃.₃₃₃₆ ₃₀₄₉₀ ₅₄₈₅₂
2015 105107 ₃.₃₆₇₁ ₃₁₂₁₆ ₅₆₉₄₈
2016 ₁₀₇₈₂₇ ₃.₃₇₁₄ ₃₁₉₈₃ ₅₈₀₆₄
2017 111732 3.3733 33122 60055

（€/$）GDPpp （€/$）fxr （mr・€/$） 
fxr/GDPpp

GDPpp前年比

1999 0.6536 0.9386 0.4360 1.0000
2000 ₀.₆₃₉₈ ₁.₀₈₅₄ ₀.₆₉₆₅ （₀.₀₂₁₂）
2001 ₀.₆₄₀₆ ₁.₁₁₇₅ ₀.₇₄₄₅ ₀.₀₀₁₂
2002 ₀.₆₄₂₈ ₁.₀₆₂₆ ₀.₆₅₃₁ ₀.₀₀₃₄
2003 ₀.₆₁₃₂ ₀.₈₈₆₀ ₀.₄₄₄₈ （₀.₀₄₆₀）
2004 ₀.₅₉₈₈ ₀.₈₀₅₄ ₀.₃₄₅₀ （₀.₀₂₃₅）
2005 ₀.₅₇₇₆ ₀.₈₀₄₁ ₀.₃₉₂₂ （₀.₀₃₅₄）
2006 ₀.₅₇₆₃ ₀.₇₉₇₁ ₀.₃₈₃₁ （₀.₀₀₂₂）
2007 ₀.₆₁₄₈ ₀.₇₃₀₆ ₀.₁₈₈₄ 0.0667
2008 0.6192 0.6827 0.1025 0.0073
2009 ₀.₆₀₂₈ ₀.₇₁₉₈ ₀.₁₉₄₁ （₀.₀₂₆₆）
2010 ₀.₅₉₉₇ ₀.₇₅₅₀ ₀.₂₅₉₀ （₀.₀₀₅₁）
2011 ₀.₅₉₄₈ ₀.₇₁₉₄ ₀.₂₀₉₅ （₀.₀₀₈₂）
2012 0.5771 0.7783 0.3486 （0.0298）
2013 ₀.₅₆₇₆ ₀.₇₅₃₂ ₀.₃₂₆₉ （₀.₀₁₆₄）
2014 ₀.₅₅₅₉ ₀.₇₅₃₇ ₀.₃₅₅₉ （0.0207）
2015 ₀.₅₄₈₁ ₀.₉₀₁₇ ₀.₆₄₅₀ （₀.₀₁₃₉）
2016 ₀.₅₅₀₈ ₀.₉₀₄₀ ₀.₆₄₁₂ ₀.₀₀₄₉
2017 0.5515 0.8870 0.6082 0.0013
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表Ⅲ-4-1．1999-2017年ユーロ参加国の人口の推移

参加国 1999年 ₂₀₀₀年 ₂₀₀₁年 ₂₀₀₂年 ₂₀₀₃年 ₂₀₀₄年 ₂₀₀₅年 ₂₀₀₆年 ₂₀₀₇年 2008年 2009年 ₂₀₁₀年 ₂₀₁₁年 2012年 ₂₀₁₃年 ₂₀₁₄年 ₂₀₁₅年 ₂₀₁₆年 2017年 参加年

ドイツ 0.8203 ₀.₈₂₀₈ ₀.₈₃₅₈ ₀.₈₃₆₉ ₀.₈₃₇₉ ₀.₈₃₈₅ ₀.₈₃₈₄ ₀.₈₃₇₄ ₀.₈₁₃₄ 0.8113 0.8097 ₀.₈₀₈₉ ₀.₈₀₉₃ 0.8107 ₀.₈₁₂₇ ₀.₈₁₄₉ ₀.₈₁₇₁ ₀.₈₁₉₁ 0.8211 1999年

フランス 0.5885 ₀.₅₉₁₃ ₀.₅₉₆₀ ₀.₆₀₀₅ ₀.₆₀₅₃ ₀.₆₁₀₀ ₀.₆₁₄₄ ₀.₆₁₈₅ ₀.₆₁₉₆ 0.6233 0.6269 ₀.₆₃₀₃ ₀.₆₃₃₄ 0.6364 ₀.₆₃₉₂ ₀.₆₄₁₉ ₀.₆₄₄₆ ₀.₆₄₇₂ 0.6498 1999年

オーストリア 0.0799 ₀.₀₈₀₁ ₀.₀₈₀₅ ₀.₀₈₀₈ ₀.₀₈₁₄ ₀.₀₈₁₉ ₀.₀₈₂₄ ₀.₀₈₂₈ ₀.₀₈₃₁ 0.0834 0.0837 ₀.₀₈₄₁ ₀.₀₈₄₆ 0.0852 ₀.₀₈₅₈ ₀.₀₈₆₃ ₀.₀₈₆₈ ₀.₀₈₇₁ 0.0874 1999年

オランダ 0.1583 ₀.₁₅₉₂ ₀.₁₅₉₅ ₀.₁₆₀₄ ₀.₁₆₁₃ ₀.₁₆₂₂ ₀.₁₆₃₀ ₀.₁₆₃₈ ₀.₁₆₅₁ 0.1657 0.1663 ₀.₁₆₆₈ ₀.₁₆₇₄ 0.1679 ₀.₁₆₈₄ ₀.₁₆₈₉ ₀.₁₆₉₄ ₀.₁₆₉₉ 0.1704 1999年

ベルギー 0.1017 ₀.₁₀₁₉ ₀.₁₀₃₀ ₀.₁₀₃₄ ₀.₁₀₃₈ ₀.₁₀₄₄ ₀.₁₀₅₉ ₀.₁₀₅₉ ₀.₁₀₇₀ 0.1078 0.1086 ₀.₁₀₉₄ ₀.₁₁₀₁ 0.1108 ₀.₁₁₁₅ ₀.₁₁₂₂ ₀.₁₁₂₉ ₀.₁₁₃₆ 0.1143 1999年

ルクセンブルグ 0.0043 ₀.₀₀₄₄ ₀.₀₀₄₄ ₀.₀₀₄₅ ₀.₀₀₄₅ ₀.₀₀₄₅ ₀.₀₀₄₆ ₀.₀₀₄₇ ₀.₀₀₄₈ 0.0049 0.0050 ₀.₀₀₅₁ ₀.₀₀₅₂ 0.0053 ₀.₀₀₅₄ ₀.₀₀₅₆ ₀.₀₀₅₇ ₀.₀₀₅₈ 0.0058 1999年

アイルランド 0.0375 ₀.₀₃₈₀ ₀.₀₃₈₇ ₀.₀₃₉₄ ₀.₀₄₀₁ ₀.₀₄₀₉ ₀.₀₄₁₆ ₀.₀₄₂₃ ₀.₀₄₄₀ 0.0449 0.0457 ₀.₀₄₆₃ ₀.₀₄₆₆ 0.0468 ₀.₀₄₆₈ ₀.₀₄₆₉ ₀.₀₄₇₀ ₀.₀₄₇₃ 0.0476 1999年

フインランド 0.0516 ₀.₀₅₁₇ ₀.₀₅₁₉ ₀.₀₅₂₀ ₀.₀₅₂₁ ₀.₀₅₂₃ ₀.₀₅₂₅ ₀.₀₅₂₇ ₀.₀₅₃₀ 0.0532 0.0534 ₀.₀₅₃₇ ₀.₀₅₃₉ 0.0541 ₀.₀₅₄₄ ₀.₀₅₄₆ ₀.₀₅₄₈ ₀.₀₅₅₀ 0.0520 1999年

8ヵ国小計 1.8421 1.8474 1.8698 1.8779 1.8864 1.8947 1.9028 1.9081 1.8900 1.8945 1.8993 1.9046 1.9105 1.9172 1.9242 1.9313 ₁.₉₃₈₃ 1.9450 1.9484 平均人口

スロベニア － － － － － － － ₀.₀₂₀₁ 0.0202 0.0204 ₀.₀₂₀₅ ₀.₀₂₀₆ 0.0207 ₀.₀₂₀₆ ₀.₀₂₀₇ ₀.₀₂₀₇ ₀.₀₂₀₈ 0.0208 2007年

キプロス － － － － － － － － － 0.0108 0.0110 ₀.₀₁₁₁ ₀.₀₁₁₂ 0.0114 ₀.₀₁₁₄ ₀.₀₁₁₅ ₀.₀₁₁₆ ₀.₀₁₁₇ 0.0118 2008年

マルタ － － － － － － － － － 0.0041 0.0041 ₀.₀₀₄₂ ₀.₀₀₄₂ 0.0042 ₀.₀₀₄₂ ₀.₀₀₄₂ ₀.₀₀₄₃ ₀.₀₀₄₃ 0.0043 2008年

スロバキア － － － － － － － － － － 0.0540 ₀.₀₅₄₀ ₀.₀₅₄₁ 0.0542 ₀.₀₅₄₃ ₀.₀₅₄₁ ₀.₀₅₄₄ ₀.₀₅₄₄ 0.0545 2009年

エストニア － － － － － － － － － － － － ₀.₀₁₃₃ 0.0132 ₀.₀₁₃₂ ₀.₀₁₃₂ ₀.₀₁₃₂ ₀.₀₁₃₁ 0.0131 2011年

ラトビア － － － － － － － － － － － － － － － ₀.₀₂₀₂ ₀.₀₁₉₉ ₀.₀₁₉₇ 0.0195 2014年

リトアニア － － － － － － － － － － － － － － － － ₀.₀₂₉₃ ₀.₀₂₉₁ 0.0289 2015年

7ヶ国小計 － － － － － － － － 0.0201 0.0351 0.0895 0.0898 0.1034 0.1037 0.1037 0.1239 ₀.₁₅₃₄ 0.1531 0.1529 平均人口

スペイン 0.3994 ₀.₄₀₂₆ ₀.₄₀₇₆ ₀.₄₁₃₅ ₀.₄₂₀₂ ₀.₄₂₇₁ ₀.₄₃₃₉ ₀.₄₄₀₄ ₀.₄₅₃₉ 0.4600 0.4648 ₀.₄₆₇₉ ₀.₄₆₉₁ 0.4686 ₀.₄₆₇₀ ₀.₄₆₅₂ ₀.₄₆₄₀ ₀.₄₆₃₅ 0.4635 1999年

イタリア 0.5703 ₀.₅₇₁₂ ₀.₅₇₂₀ ₀.₅₇₅₀ ₀.₅₇₈₇ ₀.₅₈₂₇ ₀.₅₈₆₇ ₀.₅₉₀₈ ₀.₅₉₃₁ 0.5950 0.5964 ₀.₅₉₇₃ ₀.₅₉₇₆ 0.5973 ₀.₅₉₆₇ ₀.₅₉₅₉ ₀.₅₉₅₀ ₀.₅₉₄₃ 0.5936 1999年

ポルトガル 0.1018 ₀.₁₀₂₃ ₀.₁₀₃₅ ₀.₁₀₄₀ ₀.₁₀₄₄ ₀.₁₀₄₈ ₀.₁₀₅₁ ₀.₁₀₅₄ ₀.₁₀₆₃ 0.1065 0.1066 ₀.₁₀₆₅ ₀.₁₀₆₃ 0.1058 ₀.₁₀₅₃ ₀.₁₀₄₇ ₀.₁₀₄₂ ₀.₁₀₃₇ 0.1033 1999年

ギリシャ － － ₀.₁₁₀₁ ₀.₁₁₀₃ ₀.₁₁₀₃ ₀.₁₁₀₄ ₀.₁₁₀₄ ₀.₁₁₀₅ ₀.₁₁₃₈ 0.1142 0.1144 ₀.₁₁₄₅ ₀.₁₁₄₂ 0.1138 ₀.₁₁₃₂ ₀.₁₁₂₆ ₀.₁₁₂₂ ₀.₁₁₁₈ 0.1116 2001年

4ヵ国小計 1.0715 1.0761 1.1932 1.2028 1.2136 1.2250 1.2361 1.2471 1.2671 1.2757 1.2822 1.2862 1.2872 1.2855 1.2822 1.2784 ₁.₂₇₅₄ 1.2733 1.2720 平均人口

€圏総人口 2.9136 2.9235 3.0630 3.0807 3.1000 3.1197 3.1389 3.1552 3.1772 3.2053 3.2710 3.2806 3.3011 3.3064 3.3101 3.3336 ₃.₃₆₇₁ 3.3714 3.3733 19か国

出所：IMFの IFS統計₂₀₁₃ yearbook及び₂₀₁₈年（₂₀₀₇～₂₀₁₇）yearbookより各国のGDP
並びに総人口を採用して集計した。

注：①エストニアは₂₀₁₁年，ラトビア₂₀₁₄年リトアニアは₂₀₁₅年よりユーロ統一通貨に参
加した。

　　②ユーロ圏の GDPユーロ建て（億ユーロ）と人口（億人）は IFS統計の各国別の
GDPと人口を採用した。
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参加国 1999年 ₂₀₀₀年 ₂₀₀₁年 ₂₀₀₂年 ₂₀₀₃年 ₂₀₀₄年 ₂₀₀₅年 ₂₀₀₆年 ₂₀₀₇年 2008年 2009年 ₂₀₁₀年 ₂₀₁₁年 2012年 ₂₀₁₃年 ₂₀₁₄年 ₂₀₁₅年 ₂₀₁₆年 2017年 参加年

ドイツ 0.8203 ₀.₈₂₀₈ ₀.₈₃₅₈ ₀.₈₃₆₉ ₀.₈₃₇₉ ₀.₈₃₈₅ ₀.₈₃₈₄ ₀.₈₃₇₄ ₀.₈₁₃₄ 0.8113 0.8097 ₀.₈₀₈₉ ₀.₈₀₉₃ 0.8107 ₀.₈₁₂₇ ₀.₈₁₄₉ ₀.₈₁₇₁ ₀.₈₁₉₁ 0.8211 1999年

フランス 0.5885 ₀.₅₉₁₃ ₀.₅₉₆₀ ₀.₆₀₀₅ ₀.₆₀₅₃ ₀.₆₁₀₀ ₀.₆₁₄₄ ₀.₆₁₈₅ ₀.₆₁₉₆ 0.6233 0.6269 ₀.₆₃₀₃ ₀.₆₃₃₄ 0.6364 ₀.₆₃₉₂ ₀.₆₄₁₉ ₀.₆₄₄₆ ₀.₆₄₇₂ 0.6498 1999年

オーストリア 0.0799 ₀.₀₈₀₁ ₀.₀₈₀₅ ₀.₀₈₀₈ ₀.₀₈₁₄ ₀.₀₈₁₉ ₀.₀₈₂₄ ₀.₀₈₂₈ ₀.₀₈₃₁ 0.0834 0.0837 ₀.₀₈₄₁ ₀.₀₈₄₆ 0.0852 ₀.₀₈₅₈ ₀.₀₈₆₃ ₀.₀₈₆₈ ₀.₀₈₇₁ 0.0874 1999年

オランダ 0.1583 ₀.₁₅₉₂ ₀.₁₅₉₅ ₀.₁₆₀₄ ₀.₁₆₁₃ ₀.₁₆₂₂ ₀.₁₆₃₀ ₀.₁₆₃₈ ₀.₁₆₅₁ 0.1657 0.1663 ₀.₁₆₆₈ ₀.₁₆₇₄ 0.1679 ₀.₁₆₈₄ ₀.₁₆₈₉ ₀.₁₆₉₄ ₀.₁₆₉₉ 0.1704 1999年

ベルギー 0.1017 ₀.₁₀₁₉ ₀.₁₀₃₀ ₀.₁₀₃₄ ₀.₁₀₃₈ ₀.₁₀₄₄ ₀.₁₀₅₉ ₀.₁₀₅₉ ₀.₁₀₇₀ 0.1078 0.1086 ₀.₁₀₉₄ ₀.₁₁₀₁ 0.1108 ₀.₁₁₁₅ ₀.₁₁₂₂ ₀.₁₁₂₉ ₀.₁₁₃₆ 0.1143 1999年

ルクセンブルグ 0.0043 ₀.₀₀₄₄ ₀.₀₀₄₄ ₀.₀₀₄₅ ₀.₀₀₄₅ ₀.₀₀₄₅ ₀.₀₀₄₆ ₀.₀₀₄₇ ₀.₀₀₄₈ 0.0049 0.0050 ₀.₀₀₅₁ ₀.₀₀₅₂ 0.0053 ₀.₀₀₅₄ ₀.₀₀₅₆ ₀.₀₀₅₇ ₀.₀₀₅₈ 0.0058 1999年

アイルランド 0.0375 ₀.₀₃₈₀ ₀.₀₃₈₇ ₀.₀₃₉₄ ₀.₀₄₀₁ ₀.₀₄₀₉ ₀.₀₄₁₆ ₀.₀₄₂₃ ₀.₀₄₄₀ 0.0449 0.0457 ₀.₀₄₆₃ ₀.₀₄₆₆ 0.0468 ₀.₀₄₆₈ ₀.₀₄₆₉ ₀.₀₄₇₀ ₀.₀₄₇₃ 0.0476 1999年

フインランド 0.0516 ₀.₀₅₁₇ ₀.₀₅₁₉ ₀.₀₅₂₀ ₀.₀₅₂₁ ₀.₀₅₂₃ ₀.₀₅₂₅ ₀.₀₅₂₇ ₀.₀₅₃₀ 0.0532 0.0534 ₀.₀₅₃₇ ₀.₀₅₃₉ 0.0541 ₀.₀₅₄₄ ₀.₀₅₄₆ ₀.₀₅₄₈ ₀.₀₅₅₀ 0.0520 1999年

8ヵ国小計 1.8421 1.8474 1.8698 1.8779 1.8864 1.8947 1.9028 1.9081 1.8900 1.8945 1.8993 1.9046 1.9105 1.9172 1.9242 1.9313 ₁.₉₃₈₃ 1.9450 1.9484 平均人口

スロベニア － － － － － － － ₀.₀₂₀₁ 0.0202 0.0204 ₀.₀₂₀₅ ₀.₀₂₀₆ 0.0207 ₀.₀₂₀₆ ₀.₀₂₀₇ ₀.₀₂₀₇ ₀.₀₂₀₈ 0.0208 2007年

キプロス － － － － － － － － － 0.0108 0.0110 ₀.₀₁₁₁ ₀.₀₁₁₂ 0.0114 ₀.₀₁₁₄ ₀.₀₁₁₅ ₀.₀₁₁₆ ₀.₀₁₁₇ 0.0118 2008年

マルタ － － － － － － － － － 0.0041 0.0041 ₀.₀₀₄₂ ₀.₀₀₄₂ 0.0042 ₀.₀₀₄₂ ₀.₀₀₄₂ ₀.₀₀₄₃ ₀.₀₀₄₃ 0.0043 2008年

スロバキア － － － － － － － － － － 0.0540 ₀.₀₅₄₀ ₀.₀₅₄₁ 0.0542 ₀.₀₅₄₃ ₀.₀₅₄₁ ₀.₀₅₄₄ ₀.₀₅₄₄ 0.0545 2009年

エストニア － － － － － － － － － － － － ₀.₀₁₃₃ 0.0132 ₀.₀₁₃₂ ₀.₀₁₃₂ ₀.₀₁₃₂ ₀.₀₁₃₁ 0.0131 2011年

ラトビア － － － － － － － － － － － － － － － ₀.₀₂₀₂ ₀.₀₁₉₉ ₀.₀₁₉₇ 0.0195 2014年

リトアニア － － － － － － － － － － － － － － － － ₀.₀₂₉₃ ₀.₀₂₉₁ 0.0289 2015年

7ヶ国小計 － － － － － － － － 0.0201 0.0351 0.0895 0.0898 0.1034 0.1037 0.1037 0.1239 ₀.₁₅₃₄ 0.1531 0.1529 平均人口

スペイン 0.3994 ₀.₄₀₂₆ ₀.₄₀₇₆ ₀.₄₁₃₅ ₀.₄₂₀₂ ₀.₄₂₇₁ ₀.₄₃₃₉ ₀.₄₄₀₄ ₀.₄₅₃₉ 0.4600 0.4648 ₀.₄₆₇₉ ₀.₄₆₉₁ 0.4686 ₀.₄₆₇₀ ₀.₄₆₅₂ ₀.₄₆₄₀ ₀.₄₆₃₅ 0.4635 1999年

イタリア 0.5703 ₀.₅₇₁₂ ₀.₅₇₂₀ ₀.₅₇₅₀ ₀.₅₇₈₇ ₀.₅₈₂₇ ₀.₅₈₆₇ ₀.₅₉₀₈ ₀.₅₉₃₁ 0.5950 0.5964 ₀.₅₉₇₃ ₀.₅₉₇₆ 0.5973 ₀.₅₉₆₇ ₀.₅₉₅₉ ₀.₅₉₅₀ ₀.₅₉₄₃ 0.5936 1999年

ポルトガル 0.1018 ₀.₁₀₂₃ ₀.₁₀₃₅ ₀.₁₀₄₀ ₀.₁₀₄₄ ₀.₁₀₄₈ ₀.₁₀₅₁ ₀.₁₀₅₄ ₀.₁₀₆₃ 0.1065 0.1066 ₀.₁₀₆₅ ₀.₁₀₆₃ 0.1058 ₀.₁₀₅₃ ₀.₁₀₄₇ ₀.₁₀₄₂ ₀.₁₀₃₇ 0.1033 1999年

ギリシャ － － ₀.₁₁₀₁ ₀.₁₁₀₃ ₀.₁₁₀₃ ₀.₁₁₀₄ ₀.₁₁₀₄ ₀.₁₁₀₅ ₀.₁₁₃₈ 0.1142 0.1144 ₀.₁₁₄₅ ₀.₁₁₄₂ 0.1138 ₀.₁₁₃₂ ₀.₁₁₂₆ ₀.₁₁₂₂ ₀.₁₁₁₈ 0.1116 2001年

4ヵ国小計 1.0715 1.0761 1.1932 1.2028 1.2136 1.2250 1.2361 1.2471 1.2671 1.2757 1.2822 1.2862 1.2872 1.2855 1.2822 1.2784 ₁.₂₇₅₄ 1.2733 1.2720 平均人口

€圏総人口 2.9136 2.9235 3.0630 3.0807 3.1000 3.1197 3.1389 3.1552 3.1772 3.2053 3.2710 3.2806 3.3011 3.3064 3.3101 3.3336 ₃.₃₆₇₁ 3.3714 3.3733 19か国

出所：IMFの IFS統計₂₀₁₃ yearbook及び₂₀₁₈年（₂₀₀₇～₂₀₁₇）yearbookより各国のGDP
並びに総人口を採用して集計した。

注：①エストニアは₂₀₁₁年，ラトビア₂₀₁₄年リトアニアは₂₀₁₅年よりユーロ統一通貨に参
加した。

　　②ユーロ圏の GDPユーロ建て（億ユーロ）と人口（億人）は IFS統計の各国別の
GDPと人口を採用した。

単位：億人
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表Ⅲ-4-2．1999-2017年ユーロ参加国の GDPの推移

参加国 1999年 2000年 2001年 2002年 2003年 2004年 2005年 2006年 2007年 2008年 2009年 2010年 2011年 2012年 2013年 2014年 ₂₀₁₅年 2016年 2017年 参加年

ドイツ 20072 ₂₀₆₂₈ ₂₁₀₅₁ ₂₁₃₅₈ ₂₁₅₀₈ ₂₁₈₉₀ ₂₂₂₁₃ ₂₃₁₄₈ ₂₅₁₆₆ 25583 24584 ₂₅₇₄₇ ₂₆₉₉₃ 27595 ₂₈₃₀₈ ₂₉₃₇₀ ₃₀₄₁₀ ₃₁₃₈₈ 32673 1999年

フランス 13660 ₁₄₄₁₃ ₁₄₉₆₄ ₁₅₄₃₈ ₁₅₈₉₀ ₁₆₅₃₂ ₁₇₁₆₁ ₁₇₉₉₃ ₁₉₄₆₈ 19946 19391 ₁₉₉₇₁ ₂₀₅₈₅ 20871 ₂₁₁₅₉ ₂₁₄₉₂ ₂₁₉₄₀ ₂₂₂₇₂ 22895 1999年

オーストリア 1980 ₂₀₇₅ ₂₁₄₂ ₂₂₀₅ ₂₂₃₃ ₂₃₄₇ ₂₄₅₂ ₂₅₉₀ ₂₈₄₄ 2927 2879 ₂₉₅₉ ₃₁₀₃ 3186 ₃₂₃₈ ₃₃₃₂ ₃₄₄₆ ₃₅₃₅ 3702 1999年

オランダ 3862 ₄₁₈₀ ₄₄₈₃ ₄₆₅₈ ₄₇₇₅ ₄₉₀₈ ₅₁₃₇ ₅₄₀₈ ₆₁₃₃ 6392 6176 ₆₃₁₄ ₆₂₄₈ 6450 ₆₅₂₈ ₆₆₃₁ ₆₈₃₅ ₇₀₂₅ 7317 1999年

ベルギー 2386 ₂₅₂₂ ₂₅₉₈ ₂₆₈₆ ₂₇₆₂ ₂₉₁₃ ₃₀₃₄ ₃₁₈₈ ₃₄₄₇ 3541 3488 ₃₆₅₁ ₃₇₉₁ 3875 ₃₉₂₃ ₄₀₀₃ ₄₁₀₄ ₄₂₃₀ 4385 1999年

ルクセンブルグ 199 ₂₂₀ ₂₂₆ ₂₄₀ ₂₅₈ ₂₇₄ ₃₀₃ ₃₃₉ ₃₇₂ 381 370 ₄₀₁ ₄₃₂ 441 ₄₆₅ ₅₀₀ ₅₂₁ ₅₃₀ 554 1999年

アイルランド 904 ₁₀₅₀ ₁₁₇₆ ₁₃₀₉ ₁₄₀₈ ₁₅₀₂ ₁₆₃₀ ₁₇₇₇ ₁₉₇₃ 1878 1701 ₁₆₇₆ ₁₇₁₉ 1754 ₁₈₀₀ ₁₉₄₂ ₂₆₁₅ ₂₇₅₁ 2962 1999年

フインランド 1222 ₁₃₂₁ ₁₃₉₃ ₁₄₃₇ ₁₄₅₅ ₁₅₂₃ ₁₅₇₄ ₁₆₅₈ ₁₈₆₆ 1937 1810 ₁₈₇₁ ₁₉₆₉ 1998 ₂₀₃₃ ₂₀₅₅ ₂₀₉₆ ₂₁₅₈ 2243 1999年

小計 44285 46409 48033 49331 50289 51889 53504 56101 61269 62585 60399 62590 64840 66170 67454 69325 ₇₁₉₆₇ 73889 76731 平均GDP

スロベニア ₃₅₃ 379 361 ₃₆₁ ₃₆₉ 361 ₃₆₃ ₃₇₆ ₃₈₇ ₄₀₃ 434 2007年

キプロス － － － － － － － － － 190 187 ₁₉₃ ₁₉₇ 195 ₁₈₁ ₁₇₆ ₁₇₇ ₁₈₂ 192 2008年

マルタ － － － － － － － － － 61 61 ₆₆ ₆₈ 72 ₇₆ ₈₄ ₉₃ ₉₉ 111 2008年

スロバキア － － － － － － － － － － 640 ₆₇₆ ₇₀₆ 727 ₇₄₂ ₇₆₁ ₇₈₉ ₈₁₂ 850 2009年

エストニア － － － － － － － － － － － － ₁₆₇ 179 ₁₈₉ ₁₉₈ ₂₀₃ ₂₁₁ 230 2011年

ラトビア － － － － － － － － － － － － － － － ₂₃₇ ₂₄₃ ₂₄₉ 268 2014年

リトアニア － － － － － － － － － － － － － － － － ₃₇₄ ₃₈₆ 419 2015年

小計 － － － － － － － － 346 630 1249 1296 1507 1534 1551 1832 ₂₂₆₆ 2342 2504 平均GDP

スペイン 5800 ₆₃₀₀ ₆₈₀₀ ₇₂₉₀ ₇₈₃₀ ₈₄₁₀ ₉₀₉₀ ₉₈₆₀ ₁₀₈₀₈ 11162 10791 ₁₀₈₀₉ ₁₀₇₀₄ 10398 ₁₀₂₅₇ ₁₀₃₇₈ ₁₀₈₀₀ ₁₁₁₈₅ 11637 1999年

イタリア 11259 ₁₁₉₁₈ ₁₂₅₅₇ ₁₃₀₁₈ ₁₃₄₂₇ ₁₃₉₆₃ ₁₄₃₇₁ ₁₄₉₄₈ ₁₆₀₉₃ 16319 15717 ₁₆₀₂₈ ₁₆₃₈₀ 16133 ₁₆₀₄₃ ₁₆₂₂₆ ₁₆₅₁₄ ₁₆₈₁₆ 17181 1999年

ポルトガル 1184 ₁₁₇₀ ₁₃₄₅ ₁₄₀₆ ₁₄₃₅ ₁₄₉₃ ₁₅₄₃ ₁₆₀₉ ₁₇₅₅ 1789 1754 ₁₇₉₉ ₁₇₆₂ 1684 ₁₇₀₃ ₁₇₃₁ ₁₇₉₈ ₁₈₅₅ 1931 1999年

ギリシャ － － ₁₄₆₄ ₁₅₆₆ ₁₇₂₄ ₁₈₅₃ ₁₉₃₀ ₂₀₈₆ ₂₃₂₈ 2417 2376 ₂₂₆₇ ₂₀₇₃ 1914 ₁₈₀₅ ₁₇₈₄ ₁₇₆₀ ₁₇₃₉ 1772 2001年

小計 18243 19388 22166 23280 24416 25719 26934 28503 30984 31687 30638 30903 30919 30129 29808 30119 ₃₀₈₇₂ 31595 32521 平均GDP

€圏総 GDP 62528 65797 70199 72611 74705 77608 80438 84604 92599 94902 92286 94789 97266 97833 98813 101276 ₁₀₅₁₀₅ 107826 111756 19か国

出所：IMFの IFS統計₂₀₁₃ yearbook及び₂₀₁₄年 ₈ 月号より各国の GDPを採用。
注：ユーロ総 GDPは euro area ₁₆₃の₉₉b.cの GDPを採用した。
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参加国 1999年 2000年 2001年 2002年 2003年 2004年 2005年 2006年 2007年 2008年 2009年 2010年 2011年 2012年 2013年 2014年 ₂₀₁₅年 2016年 2017年 参加年

ドイツ 20072 ₂₀₆₂₈ ₂₁₀₅₁ ₂₁₃₅₈ ₂₁₅₀₈ ₂₁₈₉₀ ₂₂₂₁₃ ₂₃₁₄₈ ₂₅₁₆₆ 25583 24584 ₂₅₇₄₇ ₂₆₉₉₃ 27595 ₂₈₃₀₈ ₂₉₃₇₀ ₃₀₄₁₀ ₃₁₃₈₈ 32673 1999年

フランス 13660 ₁₄₄₁₃ ₁₄₉₆₄ ₁₅₄₃₈ ₁₅₈₉₀ ₁₆₅₃₂ ₁₇₁₆₁ ₁₇₉₉₃ ₁₉₄₆₈ 19946 19391 ₁₉₉₇₁ ₂₀₅₈₅ 20871 ₂₁₁₅₉ ₂₁₄₉₂ ₂₁₉₄₀ ₂₂₂₇₂ 22895 1999年

オーストリア 1980 ₂₀₇₅ ₂₁₄₂ ₂₂₀₅ ₂₂₃₃ ₂₃₄₇ ₂₄₅₂ ₂₅₉₀ ₂₈₄₄ 2927 2879 ₂₉₅₉ ₃₁₀₃ 3186 ₃₂₃₈ ₃₃₃₂ ₃₄₄₆ ₃₅₃₅ 3702 1999年

オランダ 3862 ₄₁₈₀ ₄₄₈₃ ₄₆₅₈ ₄₇₇₅ ₄₉₀₈ ₅₁₃₇ ₅₄₀₈ ₆₁₃₃ 6392 6176 ₆₃₁₄ ₆₂₄₈ 6450 ₆₅₂₈ ₆₆₃₁ ₆₈₃₅ ₇₀₂₅ 7317 1999年

ベルギー 2386 ₂₅₂₂ ₂₅₉₈ ₂₆₈₆ ₂₇₆₂ ₂₉₁₃ ₃₀₃₄ ₃₁₈₈ ₃₄₄₇ 3541 3488 ₃₆₅₁ ₃₇₉₁ 3875 ₃₉₂₃ ₄₀₀₃ ₄₁₀₄ ₄₂₃₀ 4385 1999年

ルクセンブルグ 199 ₂₂₀ ₂₂₆ ₂₄₀ ₂₅₈ ₂₇₄ ₃₀₃ ₃₃₉ ₃₇₂ 381 370 ₄₀₁ ₄₃₂ 441 ₄₆₅ ₅₀₀ ₅₂₁ ₅₃₀ 554 1999年

アイルランド 904 ₁₀₅₀ ₁₁₇₆ ₁₃₀₉ ₁₄₀₈ ₁₅₀₂ ₁₆₃₀ ₁₇₇₇ ₁₉₇₃ 1878 1701 ₁₆₇₆ ₁₇₁₉ 1754 ₁₈₀₀ ₁₉₄₂ ₂₆₁₅ ₂₇₅₁ 2962 1999年

フインランド 1222 ₁₃₂₁ ₁₃₉₃ ₁₄₃₇ ₁₄₅₅ ₁₅₂₃ ₁₅₇₄ ₁₆₅₈ ₁₈₆₆ 1937 1810 ₁₈₇₁ ₁₉₆₉ 1998 ₂₀₃₃ ₂₀₅₅ ₂₀₉₆ ₂₁₅₈ 2243 1999年

小計 44285 46409 48033 49331 50289 51889 53504 56101 61269 62585 60399 62590 64840 66170 67454 69325 ₇₁₉₆₇ 73889 76731 平均GDP

スロベニア ₃₅₃ 379 361 ₃₆₁ ₃₆₉ 361 ₃₆₃ ₃₇₆ ₃₈₇ ₄₀₃ 434 2007年

キプロス － － － － － － － － － 190 187 ₁₉₃ ₁₉₇ 195 ₁₈₁ ₁₇₆ ₁₇₇ ₁₈₂ 192 2008年

マルタ － － － － － － － － － 61 61 ₆₆ ₆₈ 72 ₇₆ ₈₄ ₉₃ ₉₉ 111 2008年

スロバキア － － － － － － － － － － 640 ₆₇₆ ₇₀₆ 727 ₇₄₂ ₇₆₁ ₇₈₉ ₈₁₂ 850 2009年

エストニア － － － － － － － － － － － － ₁₆₇ 179 ₁₈₉ ₁₉₈ ₂₀₃ ₂₁₁ 230 2011年

ラトビア － － － － － － － － － － － － － － － ₂₃₇ ₂₄₃ ₂₄₉ 268 2014年

リトアニア － － － － － － － － － － － － － － － － ₃₇₄ ₃₈₆ 419 2015年

小計 － － － － － － － － 346 630 1249 1296 1507 1534 1551 1832 ₂₂₆₆ 2342 2504 平均GDP

スペイン 5800 ₆₃₀₀ ₆₈₀₀ ₇₂₉₀ ₇₈₃₀ ₈₄₁₀ ₉₀₉₀ ₉₈₆₀ ₁₀₈₀₈ 11162 10791 ₁₀₈₀₉ ₁₀₇₀₄ 10398 ₁₀₂₅₇ ₁₀₃₇₈ ₁₀₈₀₀ ₁₁₁₈₅ 11637 1999年

イタリア 11259 ₁₁₉₁₈ ₁₂₅₅₇ ₁₃₀₁₈ ₁₃₄₂₇ ₁₃₉₆₃ ₁₄₃₇₁ ₁₄₉₄₈ ₁₆₀₉₃ 16319 15717 ₁₆₀₂₈ ₁₆₃₈₀ 16133 ₁₆₀₄₃ ₁₆₂₂₆ ₁₆₅₁₄ ₁₆₈₁₆ 17181 1999年

ポルトガル 1184 ₁₁₇₀ ₁₃₄₅ ₁₄₀₆ ₁₄₃₅ ₁₄₉₃ ₁₅₄₃ ₁₆₀₉ ₁₇₅₅ 1789 1754 ₁₇₉₉ ₁₇₆₂ 1684 ₁₇₀₃ ₁₇₃₁ ₁₇₉₈ ₁₈₅₅ 1931 1999年

ギリシャ － － ₁₄₆₄ ₁₅₆₆ ₁₇₂₄ ₁₈₅₃ ₁₉₃₀ ₂₀₈₆ ₂₃₂₈ 2417 2376 ₂₂₆₇ ₂₀₇₃ 1914 ₁₈₀₅ ₁₇₈₄ ₁₇₆₀ ₁₇₃₉ 1772 2001年

小計 18243 19388 22166 23280 24416 25719 26934 28503 30984 31687 30638 30903 30919 30129 29808 30119 ₃₀₈₇₂ 31595 32521 平均GDP

€圏総 GDP 62528 65797 70199 72611 74705 77608 80438 84604 92599 94902 92286 94789 97266 97833 98813 101276 ₁₀₅₁₀₅ 107826 111756 19か国

出所：IMFの IFS統計₂₀₁₃ yearbook及び₂₀₁₄年 ₈ 月号より各国の GDPを採用。
注：ユーロ総 GDPは euro area ₁₆₃の₉₉b.cの GDPを採用した。

単位：億ユーロ
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表Ⅲ-4-3．1999-2017年ユーロ参加国の€GDPphの推移と米国の $GDPphの推移

参加国 1999年 2000年 2001年 2002年 2003年 2004年 2005年 2006年 ₂₀₀₇年 2008年 2009年 2010年 2011年 2012年 2013年 2014年 ₂₀₁₅年 2016年 2017年

ドイツ 24469 ₂₅₁₃₂ ₂₅₁₈₇ ₂₅₅₂₀ ₂₅₆₆₉ ₂₆₁₀₆ ₂₆₄₉₅ ₂₇₆₄₃ ₃₀₉₃₉ 31533 30362 ₃₁₈₃₀ ₃₃₃₅₄ 34038 ₃₄₈₃₂ ₃₆₀₄₁ ₃₇₂₁₇ ₃₈₃₂₀ 39792

フランス 23212 ₂₄₃₇₅ ₂₅₁₀₇ ₂₅₇₀₉ ₂₆₂₅₁ ₂₇₁₀₂ ₂₇₉₃₁ ₂₉₀₉₁ ₃₁₄₂₀ 32001 30932 ₃₁₆₈₅ ₃₂₄₉₉ 32795 ₃₃₁₀₂ ₃₃₄₈₂ ₃₄₀₃₇ ₃₄₄₁₃ 35234

オーストリア 24781 ₂₅₉₀₅ ₂₆₆₀₉ ₂₇₂₉₀ ₂₇₄₃₂ ₂₈₆₅₇ ₂₉₇₅₇ ₃₁₂₈₀ ₃₄₂₂₄ 35096 34397 ₃₅₁₈₄ ₃₆₆₇₈ 37394 ₃₇₇₃₉ ₃₈₆₁₀ ₃₉₇₀₀ ₄₀₅₈₆ 42357

オランダ 24397 ₂₆₂₅₆ ₂₈₁₀₇ ₂₉₀₄₀ ₂₉₆₀₃ ₃₀₂₅₉ ₃₁₅₁₅ ₃₃₀₁₆ ₃₇₁₄₇ 38576 37138 ₃₇₈₅₄ ₃₇₃₂₄ 38416 ₃₈₇₆₅ ₃₉₂₆₀ ₄₀₃₄₈ ₄₁₃₄₈ 42940

ベルギー 23461 ₂₄₇₅₀ ₂₅₂₂₃ ₂₅₉₇₇ ₂₆₆₀₉ ₂₇₉₀₂ ₂₈₆₅₀ ₃₀₁₀₄ ₃₂₂₁₅ 32848 32118 ₃₃₃₇₃ ₃₄₄₃₂ 34973 ₃₅₁₈₄ ₃₅₆₇₇ ₃₆₃₅₁ ₃₇₂₃₆ 38364

ルクセンブルグ 46279 ₅₀₀₀₀ ₅₁₃₆₄ ₅₃₃₃₃ ₅₇₃₃₃ ₆₀₈₈₉ ₆₅₈₇₀ ₇₂₁₂₈ ₇₇₅₀₀ 77755 74000 ₇₈₆₂₇ ₈₃₀₇₇ 83208 ₈₆₁₁₁ ₈₉₂₈₆ ₉₁₄₀₄ ₉₁₃₆₂ 94991

アイルランド 24102 ₂₇₆₃₆ ₃₀₃₉₉ ₃₃₂₂₃ ₃₅₁₁₂ ₃₆₇₂₄ ₃₉₁₈₃ ₄₂₀₀₉ ₄₄₈₄₁ 41826 37221 ₃₆₁₉₉ ₃₆₈₈₈ 37479 ₃₈₄₆₂ ₄₁₄₀₇ ₅₅₆₃₈ ₅₈₁₆₁ 62227

フインランド 23686 ₂₅₅₅₃ ₂₆₈₄₀ ₂₇₆₃₅ ₂₇₉₂₇ ₂₉₁₂₀ ₂₉₉₈₁ ₃₁₄₆₁ ₃₅₂₀₈ 36410 33895 ₃₄₈₄₂ ₃₆₅₃₁ 36932 ₃₇₃₇₁ ₃₇₆₃₇ ₃₈₂₄₈ ₃₉₂₃₆ 43135

計 24041 25121 25689 26269 26659 27386 28119 29401 32417 33035 31801 32863 33939 34514 35056 35896 ₃₇₁₂₉ 37989 39381

スロベニア － － － － － － － ₁₇₅₆₂ 18762 17696 ₁₇₆₁₀ ₁₇₉₁₃ 17440 ₁₇₆₂₁ ₁₈₁₆₄ ₁₈₆₉₆ ₁₉₃₇₅ 20865

キプロス － － － － － － － － － － ₁₇₃₈₇ ₁₇₅₈₉ 17105 ₁₅₈₇₇ ₁₅₃₀₄ ₁₅₂₅₉ ₁₅₅₅₆ 16271

マルタ － － － － － － － － － － － ₁₅₇₁₄ ₁₆₁₉₀ 17143 ₁₈₀₉₅ ₂₀₀₀₀ ₂₁₆₂₈ ₂₃₀₂₃ 25814

スロバキア － － － － － － － － － － － ₁₂₅₁₉ ₁₃₀₅₀ 13413 ₁₃₆₆₅ ₁₄₀₆₇ ₁₄₅₀₄ ₁₄₉₂₆ 15596

エストニア － － － － － － － － － － － － ₁₂₅₅₆ 13561 ₁₄₃₁₈ ₁₅₀₀₀ ₁₅₃₇₉ ₁₆₁₀₇ 17557

ラトビア － － － － － － － － － － － － － － － ₁₁₇₃₃ ₁₂₂₁₁ ₁₂₆₄₀ 13744

リトアニア － － － － － － － － － － － － － － － － ₁₂₇₆₅ ₁₃₂₆₅ 14498

計 － － － － － － － － 17214 17949 13955 14432 14574 14793 14957 14786 ₁₄₇₇₂ 15297 16377

スペイン 14522 ₁₅₆₄₈ ₁₆₆₈₃ ₁₇₆₃₀ ₁₈₆₃₄ ₁₉₆₉₁ ₂₀₉₅₀ ₂₂₃₈₉ ₂₃₈₁₁ 24265 23216 ₂₃₁₀₁ ₂₂₈₁₈ 22190 ₂₁₉₆₄ ₂₂₃₀₉ ₂₃₂₇₆ ₂₄₁₃₂ 25107

イタリア 19742 ₂₀₈₆₅ ₂₁₉₅₃ ₂₂₆₄₀ ₂₃₂₀₂ ₂₃₉₆₃ ₂₄₄₉₅ ₂₅₃₀₁ ₂₇₁₃₄ 27427 26353 ₂₆₈₃₄ ₂₇₄₁₀ 27010 ₂₆₈₈₆ ₂₇₂₂₉ ₂₇₇₅₅ ₂₈₂₉₅ 28944

ポルトガル 11628 ₁₁₄₃₈ ₁₂₉₉₅ ₁₃₅₁₉ ₁₃₇₄₅ ₁₄₂₄₆ ₁₄₆₈₁ ₁₅₂₆₆ ₁₆₅₁₀ 16798 16454 ₁₆₈₉₂ ₁₆₅₇₆ 15917 ₁₆₁₇₃ ₁₆₅₃₃ ₁₇₂₅₅ ₁₇₈₈₈ 18693

ギリシャ － － ₁₃₂₉₇ ₁₄₁₉₈ ₁₅₆₃₀ ₁₆₇₈₄ ₁₇₄₈₂ ₁₈₈₇₈ ₂₀₄₅₇ 21165 20769 ₁₉₇₉₉ ₁₈₁₅₂ 16819 ₁₅₉₄₅ ₁₅₈₄₄ ₁₅₆₈₆ ₁₅₅₅₅ 15878

計 17025 18017 18577 19355 20119 20995 21789 22855 24453 24839 23895 24027 24020 23438 23248 23560 ₂₄₂₀₆ 24813 25567

€GDPph 21461 22506 22919 23570 24098 24877 25626 26814 29145 29608 28213 28894 29465 29589 29852 30380 ₃₁₂₁₅ 31983 33129

$GDPph 32874 35227 35774 36663 39302 41541 44366 46523 48162 48517 47108 48485 49889 51558 52898 54852 ₅₆₆₄₀ 57808 59751

（€/$）GDPpp 0.6528 0.6389 0.6406 0.6429 0.6132 0.5989 0.5776 0.5764 0.6051 0.6103 0.5989 0.5959 0.5906 0.5739 0.5643 0.5539 ₀.₅₅₁₁ 0.5533 0.5545

注：GDPphは【GDPph＝GDP/総人口】で算定した。
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参加国 1999年 2000年 2001年 2002年 2003年 2004年 2005年 2006年 ₂₀₀₇年 2008年 2009年 2010年 2011年 2012年 2013年 2014年 ₂₀₁₅年 2016年 2017年

ドイツ 24469 ₂₅₁₃₂ ₂₅₁₈₇ ₂₅₅₂₀ ₂₅₆₆₉ ₂₆₁₀₆ ₂₆₄₉₅ ₂₇₆₄₃ ₃₀₉₃₉ 31533 30362 ₃₁₈₃₀ ₃₃₃₅₄ 34038 ₃₄₈₃₂ ₃₆₀₄₁ ₃₇₂₁₇ ₃₈₃₂₀ 39792

フランス 23212 ₂₄₃₇₅ ₂₅₁₀₇ ₂₅₇₀₉ ₂₆₂₅₁ ₂₇₁₀₂ ₂₇₉₃₁ ₂₉₀₉₁ ₃₁₄₂₀ 32001 30932 ₃₁₆₈₅ ₃₂₄₉₉ 32795 ₃₃₁₀₂ ₃₃₄₈₂ ₃₄₀₃₇ ₃₄₄₁₃ 35234

オーストリア 24781 ₂₅₉₀₅ ₂₆₆₀₉ ₂₇₂₉₀ ₂₇₄₃₂ ₂₈₆₅₇ ₂₉₇₅₇ ₃₁₂₈₀ ₃₄₂₂₄ 35096 34397 ₃₅₁₈₄ ₃₆₆₇₈ 37394 ₃₇₇₃₉ ₃₈₆₁₀ ₃₉₇₀₀ ₄₀₅₈₆ 42357

オランダ 24397 ₂₆₂₅₆ ₂₈₁₀₇ ₂₉₀₄₀ ₂₉₆₀₃ ₃₀₂₅₉ ₃₁₅₁₅ ₃₃₀₁₆ ₃₇₁₄₇ 38576 37138 ₃₇₈₅₄ ₃₇₃₂₄ 38416 ₃₈₇₆₅ ₃₉₂₆₀ ₄₀₃₄₈ ₄₁₃₄₈ 42940

ベルギー 23461 ₂₄₇₅₀ ₂₅₂₂₃ ₂₅₉₇₇ ₂₆₆₀₉ ₂₇₉₀₂ ₂₈₆₅₀ ₃₀₁₀₄ ₃₂₂₁₅ 32848 32118 ₃₃₃₇₃ ₃₄₄₃₂ 34973 ₃₅₁₈₄ ₃₅₆₇₇ ₃₆₃₅₁ ₃₇₂₃₆ 38364

ルクセンブルグ 46279 ₅₀₀₀₀ ₅₁₃₆₄ ₅₃₃₃₃ ₅₇₃₃₃ ₆₀₈₈₉ ₆₅₈₇₀ ₇₂₁₂₈ ₇₇₅₀₀ 77755 74000 ₇₈₆₂₇ ₈₃₀₇₇ 83208 ₈₆₁₁₁ ₈₉₂₈₆ ₉₁₄₀₄ ₉₁₃₆₂ 94991

アイルランド 24102 ₂₇₆₃₆ ₃₀₃₉₉ ₃₃₂₂₃ ₃₅₁₁₂ ₃₆₇₂₄ ₃₉₁₈₃ ₄₂₀₀₉ ₄₄₈₄₁ 41826 37221 ₃₆₁₉₉ ₃₆₈₈₈ 37479 ₃₈₄₆₂ ₄₁₄₀₇ ₅₅₆₃₈ ₅₈₁₆₁ 62227

フインランド 23686 ₂₅₅₅₃ ₂₆₈₄₀ ₂₇₆₃₅ ₂₇₉₂₇ ₂₉₁₂₀ ₂₉₉₈₁ ₃₁₄₆₁ ₃₅₂₀₈ 36410 33895 ₃₄₈₄₂ ₃₆₅₃₁ 36932 ₃₇₃₇₁ ₃₇₆₃₇ ₃₈₂₄₈ ₃₉₂₃₆ 43135

計 24041 25121 25689 26269 26659 27386 28119 29401 32417 33035 31801 32863 33939 34514 35056 35896 ₃₇₁₂₉ 37989 39381

スロベニア － － － － － － － ₁₇₅₆₂ 18762 17696 ₁₇₆₁₀ ₁₇₉₁₃ 17440 ₁₇₆₂₁ ₁₈₁₆₄ ₁₈₆₉₆ ₁₉₃₇₅ 20865

キプロス － － － － － － － － － － ₁₇₃₈₇ ₁₇₅₈₉ 17105 ₁₅₈₇₇ ₁₅₃₀₄ ₁₅₂₅₉ ₁₅₅₅₆ 16271

マルタ － － － － － － － － － － － ₁₅₇₁₄ ₁₆₁₉₀ 17143 ₁₈₀₉₅ ₂₀₀₀₀ ₂₁₆₂₈ ₂₃₀₂₃ 25814

スロバキア － － － － － － － － － － － ₁₂₅₁₉ ₁₃₀₅₀ 13413 ₁₃₆₆₅ ₁₄₀₆₇ ₁₄₅₀₄ ₁₄₉₂₆ 15596

エストニア － － － － － － － － － － － － ₁₂₅₅₆ 13561 ₁₄₃₁₈ ₁₅₀₀₀ ₁₅₃₇₉ ₁₆₁₀₇ 17557

ラトビア － － － － － － － － － － － － － － － ₁₁₇₃₃ ₁₂₂₁₁ ₁₂₆₄₀ 13744

リトアニア － － － － － － － － － － － － － － － － ₁₂₇₆₅ ₁₃₂₆₅ 14498

計 － － － － － － － － 17214 17949 13955 14432 14574 14793 14957 14786 ₁₄₇₇₂ 15297 16377

スペイン 14522 ₁₅₆₄₈ ₁₆₆₈₃ ₁₇₆₃₀ ₁₈₆₃₄ ₁₉₆₉₁ ₂₀₉₅₀ ₂₂₃₈₉ ₂₃₈₁₁ 24265 23216 ₂₃₁₀₁ ₂₂₈₁₈ 22190 ₂₁₉₆₄ ₂₂₃₀₉ ₂₃₂₇₆ ₂₄₁₃₂ 25107

イタリア 19742 ₂₀₈₆₅ ₂₁₉₅₃ ₂₂₆₄₀ ₂₃₂₀₂ ₂₃₉₆₃ ₂₄₄₉₅ ₂₅₃₀₁ ₂₇₁₃₄ 27427 26353 ₂₆₈₃₄ ₂₇₄₁₀ 27010 ₂₆₈₈₆ ₂₇₂₂₉ ₂₇₇₅₅ ₂₈₂₉₅ 28944

ポルトガル 11628 ₁₁₄₃₈ ₁₂₉₉₅ ₁₃₅₁₉ ₁₃₇₄₅ ₁₄₂₄₆ ₁₄₆₈₁ ₁₅₂₆₆ ₁₆₅₁₀ 16798 16454 ₁₆₈₉₂ ₁₆₅₇₆ 15917 ₁₆₁₇₃ ₁₆₅₃₃ ₁₇₂₅₅ ₁₇₈₈₈ 18693

ギリシャ － － ₁₃₂₉₇ ₁₄₁₉₈ ₁₅₆₃₀ ₁₆₇₈₄ ₁₇₄₈₂ ₁₈₈₇₈ ₂₀₄₅₇ 21165 20769 ₁₉₇₉₉ ₁₈₁₅₂ 16819 ₁₅₉₄₅ ₁₅₈₄₄ ₁₅₆₈₆ ₁₅₅₅₅ 15878

計 17025 18017 18577 19355 20119 20995 21789 22855 24453 24839 23895 24027 24020 23438 23248 23560 ₂₄₂₀₆ 24813 25567

€GDPph 21461 22506 22919 23570 24098 24877 25626 26814 29145 29608 28213 28894 29465 29589 29852 30380 ₃₁₂₁₅ 31983 33129

$GDPph 32874 35227 35774 36663 39302 41541 44366 46523 48162 48517 47108 48485 49889 51558 52898 54852 ₅₆₆₄₀ 57808 59751

（€/$）GDPpp 0.6528 0.6389 0.6406 0.6429 0.6132 0.5989 0.5776 0.5764 0.6051 0.6103 0.5989 0.5959 0.5906 0.5739 0.5643 0.5539 ₀.₅₅₁₁ 0.5533 0.5545

注：GDPphは【GDPph＝GDP/総人口】で算定した。
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表Ⅲ-4-4．1999-2017年ユーロ参加国の GDPppの推移

参加国 1999年 ₂₀₀₀年 ₂₀₀₁年 ₂₀₀₂年 ₂₀₀₃年 ₂₀₀₄年 ₂₀₀₅年 ₂₀₀₆年 ₂₀₀₇年 2008年 ₂₀₀₉年 ₂₀₁₀年 ₂₀₁₁年 2012年 ₂₀₁₃年 ₂₀₁₄年 ₂₀₁₅年 ₂₀₁₆年 2017年 17年 fxr/ 
GDPpp

ドイツ 0.7443 ₀.₇₁₃₄ ₀.₇₀₄₀ 0.6961 ₀.₆₅₃₁ ₀.₆₂₈₄ ₀.₅₉₇₂ ₀.₅₉₄₂ ₀.₆₄₂₄ 0.6499 ₀.₆₄₄₅ ₀.₆₅₆₅ ₀.₆₆₈₆ 0.6602 ₀.₆₅₈₅ ₀.₆₅₇₁ ₀.₆₅₇₁ ₀.₆₆₂₉ 0.6660 0.3319

フランス 0.7061 ₀.₆₉₂₀ ₀.₇₀₁₈ 0.7012 ₀.₆₆₇₉ ₀.₆₅₂₄ ₀.₆₂₉₆ ₀.₆₂₅₃ ₀.₆₅₂₄ 0.6596 ₀.₆₅₆₆ ₀.₆₅₃₅ ₀.₆₅₁₄ 0.6361 ₀.₆₂₅₈ ₀.₆₁₀₄ ₀.₆₀₀₉ ₀.₅₉₅₃ 0.5897 0.5042

オーストリア 0.7538 ₀.₇₃₅₄ ₀.₇₄₃₈ ₀.₇₄₄₃ ₀.₆₉₈₀ ₀.₆₈₉₈ ₀.₆₇₀₇ ₀.₆₇₂₄ ₀.₇₁₀₆ 0.7234 ₀.₇₃₀₂ ₀.₇₂₅₇ ₀.₇₃₅₂ 0.7253 ₀.₇₁₃₄ ₀.₇₀₃₉ ₀.₇₀₀₉ ₀.₇₀₂₁ 0.7089 0.2512

オランダ 0.7421 ₀.₇₄₅₄ ₀.₇₈₅₇ ₀.₇₉₂₁ ₀.₇₅₃₂ ₀.₇₂₈₄ ₀.₇₁₀₄ ₀.₇₀₉₇ ₀.₇₇₁₃ 0.7951 ₀.₇₈₈₄ ₀.₇₈₀₇ ₀.₇₄₈₁ 0.7451 ₀.₇₃₂₈ ₀.₇₁₅₇ ₀.₇₁₂₄ ₀.₇₁₅₃ 0.7187 0.2343

ベルギー 0.7137 ₀.₇₀₂₆ ₀.₇₀₅₁ ₀.₇₀₈₅ ₀.₆₇₇₀ ₀.₆₇₁₇ ₀.₆₄₅₈ ₀.₆₄₇₁ ₀.₆₆₈₉ 0.6770 ₀.₆₈₁₈ ₀.₆₈₈₃ ₀.₆₉₀₂ 0.6783 ₀.₆₆₅₁ ₀.₆₅₀₄ ₀.₆₄₁₈ ₀.₆₄₄₁ 0.6421 0.3815

ルクセンブルグ 1.4078 1.4194 1.4358 1.4547 1.4588 1.4658 1.4847 1.5504 1.6092 1.6026 1.5709 1.6217 1.6652 1.6139 1.6279 1.6278 1.6138 1.5804 1.5898 －0.4421

アイルランド 0.7332 ₀.₇₈₄₅ ₀.₈₄₉₇ ₀.₉₀₆₂ ₀.₈₉₃₄ ₀.₈₈₄₀ ₀.₈₈₃₂ ₀.₉₀₃₀ ₀.₉₃₁₀ 0.8621 ₀.₇₉₀₁ ₀.₇₄₆₆ ₀.₇₃₉₄ 0.7269 ₀.₇₂₇₁ ₀.₇₅₄₉ ₀.₉₈₂₃ ₁.₀₀₆₁ 1.0414 －0.1483

フインランド 0.7205 ₀.₇₂₅₄ ₀.₇₅₀₃ ₀.₇₅₃₇ ₀.₇₁₀₆ ₀.₇₀₁₀ ₀.₆₇₅₈ ₀.₆₇₆₃ ₀.₇₃₁₀ 0.7505 ₀.₇₁₉₅ ₀.₇₁₈₆ ₀.₇₃₂₂ 0.7163 ₀.₇₀₆₅ ₀.₆₈₆₂ ₀.₆₇₅₃ ₀.₆₇₈₇ 0.7219 0.2287

小計 0.7313 0.7131 0.7181 0.7165 0.6783 0.6593 0.6338 0.6320 0.6731 0.6809 0.6751 0.6778 0.6803 0.6694 0.6627 0.6544 0.6555 0.6572 0.6591 0.3458

スロベニア 6.5215 ₀.₈₁₄₈ － － － － － － ₀.₃₆₄₆ 0.3867 ₀.₃₇₅₇ ₀.₃₆₃₂ ₀.₃₅₉₁ 0.3382 ₀.₃₃₃₁ ₀.₃₃₁₂ ₀.₃₃₀₁ ₀.₃₃₅₂ 0.3492 1.5401

キプロス 0.8152 － － － － － － － － － ₀.₃₅₈₆ ₀.₃₅₂₆ 0.3318 ₀.₃₀₀₁ ₀.₂₇₉₀ ₀.₂₆₉₄ ₀.₂₆₉₁ 0.2723 2.2572

マルタ － － － － － － － － － － － ₀.₃₂₄₁ ₀.₃₂₄₅ 0.3325 ₀.₃₄₂₁ ₀.₃₆₄₆ ₀.₃₈₁₈ ₀.₃₉₈₃ 0.4320 1.0531

スロバキア － － － － － － － － － － － ₀.₂₅₈₂ ₀.₂₆₁₆ 0.2602 ₀.₂₅₈₃ ₀.₂₅₆₄ ₀.₂₅₆₁ ₀.₂₅₈₂ 0.2610 2.3982

エストニア － － － － － － － － － － － － ₀.₂₅₁₇ 0.2630 ₀.₂₇₀₇ ₀.₂₇₃₅ ₀.₂₇₁₅ ₀.₂₇₈₆ 0.2938 2.0186

ラトビア － － － － － － － － － － － － － － － ₀.₂₁₃₉ ₀.₂₁₅₆ ₀.₂₁₈₆ 0.2300 2.8563

リトアニア ー － － － － － － － － － － － － － － － ₀.₂₂₅₄ ₀.₂₂₉₅ 0.2426 2.6555

小計 － － － － － － － － 0.3574 0.3699 0.2962 0.2977 0.2921 0.2869 0.2827 0.2696 0.2608 0.2646 0.2741 2.2362

スペイン 0.4417 ₀.₄₄₄₂ ₀.₄₆₆₃ ₀.₄₈₀₉ ₀.₄₇₄₁ ₀.₄₇₄₀ ₀.₄₇₂₂ ₀.₄₈₁₂ ₀.₄₉₄₄ 0.5001 ₀.₄₉₂₈ ₀.₄₇₆₅ ₀.₄₅₇₄ 0.4304 ₀.₄₁₅₂ 0.4067 ₀.₄₁₀₉ ₀.₄₁₇₄ 0.4202 1.1109

イタリア 0.6005 ₀.₅₉₂₃ ₀.₆₁₃₆ ₀.₆₁₇₅ ₀.₅₉₀₄ ₀.₅₇₆₈ ₀.₅₅₂₁ ₀.₅₄₃₈ ₀.₅₆₃₄ 0.5653 ₀.₅₅₉₄ ₀.₅₅₃₅ ₀.₅₄₉₄ 0.5239 ₀.₅₀₈₃ ₀.₄₉₆₄ ₀.₄₉₀₀ ₀.₄₈₉₅ 0.4844 0.8311

ポルトガル 0.3537 ₀.₃₂₄₇ ₀.₃₆₃₃ ₀.₃₆₈₇ ₀.₃₄₉₇ ₀.₃₄₂₉ ₀.₃₃₀₉ ₀.₃₂₈₁ ₀.₃₄₂₈ 0.3462 0.3493 ₀.₃₄₈₄ ₀.₃₃₂₃ 0.3087 ₀.₃₀₅₇ 0.3014 ₀.₃₀₄₆ ₀.₃₀₉₄ 0.3129 1.8352

ギリシャ － － ₀.₃₇₁₇ ₀.₃₈₇₂ ₀.₃₉₇₇ ₀.₄₀₄₀ ₀.₃₉₄₀ ₀.₄₀₅₈ ₀.₄₂₄₈ 0.4362 0.4409 ₀.₄₀₈₄ ₀.₃₆₃₉ 0.3262 ₀.₃₀₁₄ ₀.₂₈₈₈ ₀.₂₇₆₉ ₀.₂₆₉₁ 0.2657 2.3379

小計 0.5179 0.5115 0.5193 0.5279 0.5119 0.5054 0.4911 0.4913 0.5077 0.5120 0.5072 0.4955 0.4815 0.4546 0.4395 0.4295 0.4274 0.4292 0.4279 1.0730

ユーロ圏 GDPpp 0.6528 0.6389 0.6406 0.6429 0.6132 0.5989 0.5776 0.5764 0.6051 0.6103 0.5989 0.5959 0.5906 0.5739 0.5643 0.5539 0.5511 0.5533 0.5545 0.5998

（€/$）fxr 0.9386 1.0854 1.1175 1.0626 0.8860 0.8054 0.8051 0.7971 0.7306 0.6827 0.7198 0.7550 0.7194 0.7783 0.7532 0.7537 0.9017 0.9040 0.8870 －

G₁.fxr/GDPpp 0.2835 0.5220 0.5562 0.4830 0.3062 0.2217 0.2703 0.2613 0.0854 0.0026 0.0663 0.1139 0.0575 0.1627 0.1366 0.1517 0.3755 0.3756 0.3458 1.5650

G₂.fxr/GDPpp 0.8123 1.1222 1.1520 1.0129 0.7308 0.5936 0.6393 0.6225 0.4390 0.3335 0.4191 0.5236 0.4941 0.7121 0.7139 0.7548 1.1099 1.1061 1.0730 －0.1733

G₃.fxr/GDPpp － － － － － － － － 1.0441 0.8454 1.4298 1.5364 1.4625 1.7127 1.6639 1.7960 2.4574 2.4162 2.2362 －0.6034

（€/$）.fxr/GDPpp 0.4378 0.6988 0.7443 0.6529 0.4450 0.3449 0.3938 0.3830 0.2073 0.1187 0.2018 0.2669 0.2181 0.3562 0.3347 0.3608 0.6361 0.6340 0.5998 0.4789

資料：₂₀₀₇年～₂₀₁₇年の米国 GDPphは，IMFの IFS統計₂₀₁₈年版 yearbookにより作成した。
注：① GDPphは【GDPph＝GDP/総人口】，GDPppは【GDPpp＝GDP/総人口】で算定した。
　　②各国の対ドル・ユーロの fxr/GDPpp乖離率の fxrは，₂₀₁₇年（€/$）fxr₀.₈₈₇₀で算定した。
　　③₂₀₁₇年ユーロ圏内の各国の経済格差は，₂₀₁₇年各国の【（€/$）GDPpp/（€/$）GDPpp₀.₅₅₄₅（€/$）】で各

国の格差率を算定した。
　　④₂₀₁₇年， ₃グループ内の経済格差は，【各国の GDPpp/各グループ内の GDPpp平均値】で算定した。
　　⑤ユーロ経済圏の平均 GDPppは，各行統計の集計上，表Ⅲ-₂の GDPppと₀.₀数％の誤差がるので，論

文は，表Ⅲ-₂の GDPppを使用している。
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参加国 1999年 ₂₀₀₀年 ₂₀₀₁年 ₂₀₀₂年 ₂₀₀₃年 ₂₀₀₄年 ₂₀₀₅年 ₂₀₀₆年 ₂₀₀₇年 2008年 ₂₀₀₉年 ₂₀₁₀年 ₂₀₁₁年 2012年 ₂₀₁₃年 ₂₀₁₄年 ₂₀₁₅年 ₂₀₁₆年 2017年 17年 fxr/ 
GDPpp

ドイツ 0.7443 ₀.₇₁₃₄ ₀.₇₀₄₀ 0.6961 ₀.₆₅₃₁ ₀.₆₂₈₄ ₀.₅₉₇₂ ₀.₅₉₄₂ ₀.₆₄₂₄ 0.6499 ₀.₆₄₄₅ ₀.₆₅₆₅ ₀.₆₆₈₆ 0.6602 ₀.₆₅₈₅ ₀.₆₅₇₁ ₀.₆₅₇₁ ₀.₆₆₂₉ 0.6660 0.3319

フランス 0.7061 ₀.₆₉₂₀ ₀.₇₀₁₈ 0.7012 ₀.₆₆₇₉ ₀.₆₅₂₄ ₀.₆₂₉₆ ₀.₆₂₅₃ ₀.₆₅₂₄ 0.6596 ₀.₆₅₆₆ ₀.₆₅₃₅ ₀.₆₅₁₄ 0.6361 ₀.₆₂₅₈ ₀.₆₁₀₄ ₀.₆₀₀₉ ₀.₅₉₅₃ 0.5897 0.5042

オーストリア 0.7538 ₀.₇₃₅₄ ₀.₇₄₃₈ ₀.₇₄₄₃ ₀.₆₉₈₀ ₀.₆₈₉₈ ₀.₆₇₀₇ ₀.₆₇₂₄ ₀.₇₁₀₆ 0.7234 ₀.₇₃₀₂ ₀.₇₂₅₇ ₀.₇₃₅₂ 0.7253 ₀.₇₁₃₄ ₀.₇₀₃₉ ₀.₇₀₀₉ ₀.₇₀₂₁ 0.7089 0.2512

オランダ 0.7421 ₀.₇₄₅₄ ₀.₇₈₅₇ ₀.₇₉₂₁ ₀.₇₅₃₂ ₀.₇₂₈₄ ₀.₇₁₀₄ ₀.₇₀₉₇ ₀.₇₇₁₃ 0.7951 ₀.₇₈₈₄ ₀.₇₈₀₇ ₀.₇₄₈₁ 0.7451 ₀.₇₃₂₈ ₀.₇₁₅₇ ₀.₇₁₂₄ ₀.₇₁₅₃ 0.7187 0.2343

ベルギー 0.7137 ₀.₇₀₂₆ ₀.₇₀₅₁ ₀.₇₀₈₅ ₀.₆₇₇₀ ₀.₆₇₁₇ ₀.₆₄₅₈ ₀.₆₄₇₁ ₀.₆₆₈₉ 0.6770 ₀.₆₈₁₈ ₀.₆₈₈₃ ₀.₆₉₀₂ 0.6783 ₀.₆₆₅₁ ₀.₆₅₀₄ ₀.₆₄₁₈ ₀.₆₄₄₁ 0.6421 0.3815

ルクセンブルグ 1.4078 1.4194 1.4358 1.4547 1.4588 1.4658 1.4847 1.5504 1.6092 1.6026 1.5709 1.6217 1.6652 1.6139 1.6279 1.6278 1.6138 1.5804 1.5898 －0.4421

アイルランド 0.7332 ₀.₇₈₄₅ ₀.₈₄₉₇ ₀.₉₀₆₂ ₀.₈₉₃₄ ₀.₈₈₄₀ ₀.₈₈₃₂ ₀.₉₀₃₀ ₀.₉₃₁₀ 0.8621 ₀.₇₉₀₁ ₀.₇₄₆₆ ₀.₇₃₉₄ 0.7269 ₀.₇₂₇₁ ₀.₇₅₄₉ ₀.₉₈₂₃ ₁.₀₀₆₁ 1.0414 －0.1483

フインランド 0.7205 ₀.₇₂₅₄ ₀.₇₅₀₃ ₀.₇₅₃₇ ₀.₇₁₀₆ ₀.₇₀₁₀ ₀.₆₇₅₈ ₀.₆₇₆₃ ₀.₇₃₁₀ 0.7505 ₀.₇₁₉₅ ₀.₇₁₈₆ ₀.₇₃₂₂ 0.7163 ₀.₇₀₆₅ ₀.₆₈₆₂ ₀.₆₇₅₃ ₀.₆₇₈₇ 0.7219 0.2287

小計 0.7313 0.7131 0.7181 0.7165 0.6783 0.6593 0.6338 0.6320 0.6731 0.6809 0.6751 0.6778 0.6803 0.6694 0.6627 0.6544 0.6555 0.6572 0.6591 0.3458

スロベニア 6.5215 ₀.₈₁₄₈ － － － － － － ₀.₃₆₄₆ 0.3867 ₀.₃₇₅₇ ₀.₃₆₃₂ ₀.₃₅₉₁ 0.3382 ₀.₃₃₃₁ ₀.₃₃₁₂ ₀.₃₃₀₁ ₀.₃₃₅₂ 0.3492 1.5401

キプロス 0.8152 － － － － － － － － － ₀.₃₅₈₆ ₀.₃₅₂₆ 0.3318 ₀.₃₀₀₁ ₀.₂₇₉₀ ₀.₂₆₉₄ ₀.₂₆₉₁ 0.2723 2.2572

マルタ － － － － － － － － － － － ₀.₃₂₄₁ ₀.₃₂₄₅ 0.3325 ₀.₃₄₂₁ ₀.₃₆₄₆ ₀.₃₈₁₈ ₀.₃₉₈₃ 0.4320 1.0531

スロバキア － － － － － － － － － － － ₀.₂₅₈₂ ₀.₂₆₁₆ 0.2602 ₀.₂₅₈₃ ₀.₂₅₆₄ ₀.₂₅₆₁ ₀.₂₅₈₂ 0.2610 2.3982

エストニア － － － － － － － － － － － － ₀.₂₅₁₇ 0.2630 ₀.₂₇₀₇ ₀.₂₇₃₅ ₀.₂₇₁₅ ₀.₂₇₈₆ 0.2938 2.0186

ラトビア － － － － － － － － － － － － － － － ₀.₂₁₃₉ ₀.₂₁₅₆ ₀.₂₁₈₆ 0.2300 2.8563

リトアニア ー － － － － － － － － － － － － － － － ₀.₂₂₅₄ ₀.₂₂₉₅ 0.2426 2.6555

小計 － － － － － － － － 0.3574 0.3699 0.2962 0.2977 0.2921 0.2869 0.2827 0.2696 0.2608 0.2646 0.2741 2.2362

スペイン 0.4417 ₀.₄₄₄₂ ₀.₄₆₆₃ ₀.₄₈₀₉ ₀.₄₇₄₁ ₀.₄₇₄₀ ₀.₄₇₂₂ ₀.₄₈₁₂ ₀.₄₉₄₄ 0.5001 ₀.₄₉₂₈ ₀.₄₇₆₅ ₀.₄₅₇₄ 0.4304 ₀.₄₁₅₂ 0.4067 ₀.₄₁₀₉ ₀.₄₁₇₄ 0.4202 1.1109

イタリア 0.6005 ₀.₅₉₂₃ ₀.₆₁₃₆ ₀.₆₁₇₅ ₀.₅₉₀₄ ₀.₅₇₆₈ ₀.₅₅₂₁ ₀.₅₄₃₈ ₀.₅₆₃₄ 0.5653 ₀.₅₅₉₄ ₀.₅₅₃₅ ₀.₅₄₉₄ 0.5239 ₀.₅₀₈₃ ₀.₄₉₆₄ ₀.₄₉₀₀ ₀.₄₈₉₅ 0.4844 0.8311

ポルトガル 0.3537 ₀.₃₂₄₇ ₀.₃₆₃₃ ₀.₃₆₈₇ ₀.₃₄₉₇ ₀.₃₄₂₉ ₀.₃₃₀₉ ₀.₃₂₈₁ ₀.₃₄₂₈ 0.3462 0.3493 ₀.₃₄₈₄ ₀.₃₃₂₃ 0.3087 ₀.₃₀₅₇ 0.3014 ₀.₃₀₄₆ ₀.₃₀₉₄ 0.3129 1.8352

ギリシャ － － ₀.₃₇₁₇ ₀.₃₈₇₂ ₀.₃₉₇₇ ₀.₄₀₄₀ ₀.₃₉₄₀ ₀.₄₀₅₈ ₀.₄₂₄₈ 0.4362 0.4409 ₀.₄₀₈₄ ₀.₃₆₃₉ 0.3262 ₀.₃₀₁₄ ₀.₂₈₈₈ ₀.₂₇₆₉ ₀.₂₆₉₁ 0.2657 2.3379

小計 0.5179 0.5115 0.5193 0.5279 0.5119 0.5054 0.4911 0.4913 0.5077 0.5120 0.5072 0.4955 0.4815 0.4546 0.4395 0.4295 0.4274 0.4292 0.4279 1.0730

ユーロ圏 GDPpp 0.6528 0.6389 0.6406 0.6429 0.6132 0.5989 0.5776 0.5764 0.6051 0.6103 0.5989 0.5959 0.5906 0.5739 0.5643 0.5539 0.5511 0.5533 0.5545 0.5998

（€/$）fxr 0.9386 1.0854 1.1175 1.0626 0.8860 0.8054 0.8051 0.7971 0.7306 0.6827 0.7198 0.7550 0.7194 0.7783 0.7532 0.7537 0.9017 0.9040 0.8870 －

G₁.fxr/GDPpp 0.2835 0.5220 0.5562 0.4830 0.3062 0.2217 0.2703 0.2613 0.0854 0.0026 0.0663 0.1139 0.0575 0.1627 0.1366 0.1517 0.3755 0.3756 0.3458 1.5650

G₂.fxr/GDPpp 0.8123 1.1222 1.1520 1.0129 0.7308 0.5936 0.6393 0.6225 0.4390 0.3335 0.4191 0.5236 0.4941 0.7121 0.7139 0.7548 1.1099 1.1061 1.0730 －0.1733

G₃.fxr/GDPpp － － － － － － － － 1.0441 0.8454 1.4298 1.5364 1.4625 1.7127 1.6639 1.7960 2.4574 2.4162 2.2362 －0.6034

（€/$）.fxr/GDPpp 0.4378 0.6988 0.7443 0.6529 0.4450 0.3449 0.3938 0.3830 0.2073 0.1187 0.2018 0.2669 0.2181 0.3562 0.3347 0.3608 0.6361 0.6340 0.5998 0.4789

資料：₂₀₀₇年～₂₀₁₇年の米国 GDPphは，IMFの IFS統計₂₀₁₈年版 yearbookにより作成した。
注：① GDPphは【GDPph＝GDP/総人口】，GDPppは【GDPpp＝GDP/総人口】で算定した。
　　②各国の対ドル・ユーロの fxr/GDPpp乖離率の fxrは，₂₀₁₇年（€/$）fxr₀.₈₈₇₀で算定した。
　　③₂₀₁₇年ユーロ圏内の各国の経済格差は，₂₀₁₇年各国の【（€/$）GDPpp/（€/$）GDPpp₀.₅₅₄₅（€/$）】で各

国の格差率を算定した。
　　④₂₀₁₇年， ₃グループ内の経済格差は，【各国の GDPpp/各グループ内の GDPpp平均値】で算定した。
　　⑤ユーロ経済圏の平均 GDPppは，各行統計の集計上，表Ⅲ-₂の GDPppと₀.₀数％の誤差がるので，論

文は，表Ⅲ-₂の GDPppを使用している。



修道商学　第 60 巻　第 1号

─　　─212

表Ⅳ-1．中国の GDP・人口・GDPph・のおよび米国の GDPphの推移
単位：GDP億元，人口億人

2018 IFS 
中国 GDP

2018中国 
統計年鑑

IFS 
中国人口

IFS中国元 
GDPph

米国 
GDPph

1978 3645 ₃₆₇₈.₇ 9.6259 379 ₁₀₃₁₄

1979 4063 ₄₁₀₀.₅ 9.7542 416 ₁₁₄₀₃

1980 4890 ₄₅₈₇.₆ 9.8705 495 ₁₂₂₇₄

1981 4901 ₄₉₃₅.₈ 10.0072 490 ₁₃₆₁₈

1982 5331 ₅₃₇₃.₄ 10.1654 524 ₁₄₀₃₈

1983 5986 ₆₀₂₀.₉ 10.3008 581 ₁₅₀₈₇

1984 7244 ₇₂₇₈.₅ 10.4357 694 ₁₆₆₃₈

1985 9041 ₉₀₉₈.₉ 10.5851 854 ₁₇₆₆₅

1986 10274 ₁₀₃₇₆.₂ 10.7507 956 ₁₈₅₀₁

1987 12051 ₁₂₁₇₄.₆ 10.9300 1103 ₁₉₅₂₉

1988 15037 ₁₅₁₈₀.₄ 11.1026 1354 ₂₀₈₄₅

1989 17001 ₁₇₁₇₉.₇ 11.2704 1508 ₂₂₁₉₃

1990 18718 ₁₈₈₇₂.₉ 11.4333 1637 ₂₃₂₁₇

1991 21826 ₂₂₀₀₅.₆ 11.5823 1884 ₂₃₁₆₆

1992 26937 ₂₇₁₉₄.₅ 11.7171 2299 ₂₄₁₉₃

1993 35260 ₃₅₆₇₃.₂ 11.8517 2975 ₂₅₁₅₄

1994 48109 ₄₈₆₃₇.₅ 11.9850 4014 26422

1995 59811 ₆₁₃₃₉.₉ 12.1121 4938 ₂₇₄₁₄

1996 70143 ₇₁₈₁₃.₆ 12.2389 5731 ₂₈₆₂₈

1997 78061 ₇₉₇₁₅.₀ 12.3626 6314 ₃₀₀₈₃

1998 83024 ₈₅₁₉₅.₅ 12.4761 6655 ₃₁₂₈₅

1999 88479 ₉₀₅₆₄.₄ 12.5786 7034 ₃₂₈₇₄

2000 98001 ₁₀₀₂₈₀.₁ 12.6743 7732 ₃₅₂₂₇

2001 109655 ₁₁₀₈₆₃.₁ 12.7627 8592 35774

2002 120333 ₁₂₁₇₁₇.₄ 12.8453 9368 ₃₆₆₆₃

2003 135823 ₁₃₇₄₂₂.₀ 12.9227 10510 ₃₉₃₀₂

2004 159878 ₁₆₁₈₄₀.₂ 12.9988 12299 ₄₁₅₄₁

2005 184937 ₁₈₇₃₁₈.₉ 13.0756 14144 ₄₄₃₆₆

2006 216314 ₂₁₉₄₃₈.₅ 13.1448 16456 ₄₆₅₂₃

2007 271699 ₂₇₀₂₃₂.₃ 13.3680 20325 ₄₈₁₆₂

2008 319936 ₃₁₉₅₁₅.₅ 13.4440 23798 ₄₈₅₁₇

2009 349883 ₃₄₉₀₈₁.₄ 13.5210 25877 ₄₇₁₀₈

2010 410708 ₄₁₃₀₃₀.₃ 13.5980 30204 ₄₈₄₈₅

2011 486038 ₄₈₉₃₀₀.₆ 13.6750 35542 ₄₉₈₈₉

2012 540989 ₅₄₀₃₆₇.₄ 13.7520 39339 51558

2013 596963 ₅₉₅₂₄₄.₄ 13.8280 43171 ₅₂₈₉₈

2014 647182 ₆₄₃₉₇₄.₀ 13.9010 46557 ₅₄₈₅₂

2015 699109 689052.1 13.9700 50044 ₅₆₆₄₀

2016 746315 ₇₄₃₅₈₅.₅ 14.0350 53175 ₅₇₈₀₈

2017 827121.7 827121.7 14.0950 58682 59751

出所：① IMFの IFS₂₀₀₂，₂₀₁₃，₂₀₁₆，₂₀₁₈ Year-
book及び中国統計年鑑₂₀₁₃，₂₀₁₈の統計よ
り作成した。

　　　②http://searchina.ne.jp/business/₀₀₂₂₀₀.html
　　　③http://www.stat.go.jp/data/jinsui/tsuki/

index₁₆.htm
注：①GDPph（一人当たりのGDP）＝GDP÷人口で

算定した。
　　②GDPgap＝新興国・地域GDPph÷米国GDPph。
　　③ GDPppp＝₁÷GDPgap。新興国 GDPgap＜ ₁
　　④ GDPphの算定は IFS統計を用いて算定して

いる。
　　⑤GDPの誤差をチェックするために中国統計年

鑑₂₀₁₈年版の GDP統計を参考までに掲載し
た。
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表Ⅳ-2．対ドル中国人民元のGDPgap・GDPppおよび fxr/GDPpp乖離率の推移

GDPgap
（元/$） 
GDPpp

（元/$）fxr

1978 0.0367 27.2375 ₁.₆₈₃₆

1979 0.0365 27.3788 ₁.₅₅₅₀

1980 0.0404 24.7783 ₁.₄₉₈₇

1981 0.0360 27.8060 ₁.₇₀₄₅

1982 0.0374 26.7708 ₁.₈₉₂₅

1983 0.0385 25.9638 ₁.₉₇₅₇

1984 0.0417 23.9692 ₂.₃₂₀₀

1985 0.0483 20.6830 ₂.₉₃₆₇

1986 0.0517 19.3590 ₃.₄₅₂₈

1987 0.0565 17.7133 ₃.₇₂₂₁

1988 0.0650 15.3912 ₃.₇₂₂₁

1989 0.0680 14.7121 ₃.₇₆₅₁

1990 0.0705 14.1814 ₄.₇₈₃₂

1991 0.0813 12.2935 ₅.₃₂₃₄

1992 0.0950 10.5233 ₅.₅₁₄₆

1993 0.1183 8.4547 ₅.₇₆₂₀

1994 0.1519 6.5823 8.6187

1995 0.1801 5.5516 ₈.₃₅₁₄

1996 0.2002 4.9952 ₈.₂₇₈₄

1997 0.2099 4.7643 ₈.₂₇₇₁

1998 0.2127 4.7012 ₈.₂₇₉₀

1999 0.2140 4.6734 ₈.₂₇₈₃

2000 0.2195 4.5558 ₈.₂₇₈₅

2001 0.2402 4.1638 8.2771

2002 0.2555 3.9137 ₈.₂₇₇₀

2003 0.2674 3.7393 ₈.₂₇₇₀

2004 0.2961 3.3775 ₈.₂₇₆₈

2005 0.3188 3.1368 8.1943

2006 0.3537 2.8271 ₇.₉₇₃₄

2007 0.4220 2.3697 ₇.₆₀₇₅

2008 0.4905 2.0387 6.9487

2009 0.5493 1.8204 ₆.₈₃₁₄

2010 0.6229 1.6053 ₆.₇₇₀₃

2011 0.7124 1.4037 ₆.₄₆₁₅

2012 0.7630 1.3106 6.3123

2013 0.8161 1.2253 ₆.₁₉₅₈

2014 0.8488 1.1782 ₆.₁₄₃₄

2015 0.8835 1.1318 6.2275

2016 0.9199 1.0871 6.6445

2017 0.9821 1.0182 6.7590

1978－85
平均値 0.04 25.57 1.95

1986－93
平均値 0.08 14.08 4.51

1994－01
平均値 0.20 5.00 8.33

2013－17
平均値 0.89 1.13 6.39

2001－17
平均値
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表Ⅳ-3．対中国人民元・ドルの fxr・GDPppおよび fxr/GDPppの乖離の推移

（元/$）fxr/ 
GDPpp

（元/$）fxr 
前年比率

（元/$）GDPpp 
前年比率

fxr/ 
GDPgap－₁

1978 （0.9382） 1.0000 1.0000 ₄₄.₈₅₇₁

1979 （0.9432）（0.0764） 0.0052 ₄₁.₅₇₄₀

1980 （0.9395）（0.0362）（0.0950） ₃₆.₁₃₅₃

1981 （0.9387） 0.1373 0.1222 ₄₆.₃₉₅₃

1982 （0.9293） 0.1103 （0.0372） ₄₉.₆₆₃₇

1983 （0.9239） 0.0440 （0.0301） ₅₀.₂₉₆₇

1984 （0.9032） 0.1743 （0.0768） ₅₄.₆₀₈₆

1985 （0.8580） 0.2658 （0.1371） ₅₉.₇₃₉₉

1986 （0.8216） 0.1757 （0.0640） ₆₅.₈₄₂₈

1987 （0.7899） 0.0780 （0.0850） ₆₄.₉₃₀₅

1988 （0.7582） 0.0000 （0.1311） ₅₆.₂₈₇₇

1989 （0.7441） 0.0116 （0.0441） ₅₄.₃₉₂₅

1990 （0.6627） 0.2704 （0.0361） ₆₆.₈₃₂₅

1991 （0.5670） 0.1129 （0.1331） ₆₄.₄₄₃₂

1992 （0.4760） 0.0359 （0.1440） ₅₇.₀₃₁₇

1993 （0.3185） 0.0449 （0.1966） ₄₇.₇₁₅₉

1994 0.3094 0.4958 （0.2215） ₅₅.₇₃₀₅

1995 0.5043 （0.0310）（0.1566） ₄₅.₃₆₃₈

1996 0.6573 （0.0087）（0.1002） ₄₀.₃₅₂₄

1997 0.7373 （0.0002）（0.0462） ₃₈.₄₃₄₄

1998 0.7611 0.0002 （0.0132） ₃₇.₉₂₀₉

1999 0.7713 （0.0001）（0.0059） ₃₇.₆₈₈₂

2000 0.8171 0.0000 （0.0252） ₃₆.₇₁₅₁

2001 0.9879 （0.0002）（0.0861） ₃₃.₄₆₃₉

2002 1.1149 （0.0000）（0.0600） ₃₁.₃₉₄₁

2003 1.2135 0.0000 （0.0446） ₂₉.₉₅₀₃

2004 1.4506 （0.0000）（0.0968） ₂₆.₉₅₄₅

2005 1.6123 （0.0100）（0.0713） ₂₄.₇₀₃₉

2006 1.8204 （0.0270）（0.0987） ₂₁.₅₄₁₃

2007 2.2104 （0.0459）（0.1618） ₁₇.₀₂₇₂

2008 2.4084 （0.0866）（0.1397） ₁₃.₁₆₆₅

2009 2.7526 （0.0169）（0.1071） ₁₁.₄₃₆₂

2010 3.2175 （0.0089）（0.1182） ₉.₈₆₈₂

2011 3.6033 （0.0456）（0.1256） ₈.₀₆₉₇

2012 3.8163 （0.0231）（0.0663） ₇.₂₇₃₀

2013 4.0564 （0.0185）（0.0651） ₆.₅₉₁₉

2014 4.2143 （0.0085）（0.0385） ₆.₂₃₈₀

2015 4.5023 0.0137 （0.0394） ₆.₀₄₈₃

2016 5.1120 0.0670 （0.0395） ₆.₂₂₃₃

2017 5.6381 0.0172 （0.0634） ₅.₈₈₂₁
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表Ⅳ-4-1．上海の GDP・人口・GDPph・GDPgap・GDPppの推移

上海 GDP 上海人口 上海 GDPph 上海（元/$）
GDPgap

上海（元/$）
GDPpp

上海 fxr/
GDPpp

1978 ₂₇₂.₈ ₀.₁₀₉₈ 2,484.0 0.2408 4.1524 （0.5945）
1979 ₂₈₆.₄ ₀.₁₁₃₂ 2,530.0 0.2219 4.5072 （0.6550）
1980 ₃₁₁.₉ ₀.₁₁₄₇ 2,720.3 0.2216 4.5121 （0.6678）
1981 ₃₂₄.₈ ₀.₁₁₆₃ 2,792.8 0.2051 4.8761 （0.6504）
1982 ₃₃₇.₁ ₀.₁₁₈₁ 2,855.3 0.2034 4.9165 （0.6151）
1983 ₃₅₁.₈ ₀.₁₁₉₄ 2,946.5 0.1953 5.1204 （0.6141）
1984 ₃₉₀.₉ ₀.₁₂₀₅ 3,244.2 0.1950 5.1286 （0.5476）
1985 ₄₆₆.₈ ₀.₁₂₁₇ 3,836.2 0.2172 4.6049 （0.3623）
1986 ₄₉₀.₈ ₀.₁₂₃₂ 3,984.0 0.2153 4.6439 （0.2565）
1987 ₅₄₅.₅ ₀.₁₂₅₀ 4,363.7 0.2234 4.4754 （0.1683）
1988 ₆₄₈.₃ ₀.₁₂₆₂ 5,137.1 0.2464 4.0578 （0.0827）
1989 ₆₉₆.₅ ₀.₁₂₇₇ 5,454.5 0.2458 4.0687 （0.0746）
1990 ₇₈₁.₇ ₀.₁₂₈₃ 6,092.4 0.2624 3.8109 0.2551
1991 ₈₉₃.₈ ₀.₁₂₈₇ 6,944.6 0.2998 3.3359 0.5958
1992 ₁,₁₁₄.₃ ₀.₁₂₈₉ 8,644.8 0.3573 2.7985 0.9705
1993 ₁,₅₁₉.₂ ₀.₁₂₉₅ 11,731.5 0.4664 2.1441 1.6874
1994 1,990.9 0.1299 15,326.1 0.5801 1.7240 3.9994
1995 ₂,₄₉₉.₄ ₀.₁₃₀₁ 19,211.6 0.7008 1.4270 4.8526
1996 ₂,₉₅₇.₆ ₀.₁₃₀₄ 22,680.6 0.7922 1.2622 5.5585
1997 ₃,₄₃₈.₈ ₀.₁₃₀₆ 26,330.7 0.8753 1.1425 6.2447
1998 ₃,₈₀₁.₁ ₀.₁₃₀₇ 29,082.6 0.9296 1.0757 6.6962
1999 ₄,₁₈₈.₇ ₀.₁₃₁₃ 31,902.0 0.9704 1.0305 7.0336
2000 ₄,₇₇₁.₂ ₀.₁₆₀₉ 29,653.0 0.8418 1.1880 5.9687
2001 5,210.1 0.1668 31,235.7 0.8731 1.1453 6.2270
2002 ₅,₇₄₁.₀ ₀.₁₇₁₃ 33,514.5 0.9141 1.0940 6.5661
2003 ₆,₆₉₄.₂ ₀.₁₇₆₆ 37,906.2 0.9645 1.0368 6.9831
2004 ₈,₀₇₂.₈ ₀.₁₈₃₅ 43,993.6 1.0590 0.9442 6.8153
2005 ₉,₂₄₇.₇ ₀.₁₈₉₀ 48,929.4 1.1029 0.9067 6.4300
2006 ₁₀,₅₇₂.₂ ₀.₁₉₆₄ 53,830.1 1.1571 0.8643 5.8910
2007 ₁₂,₄₉₄.₀ ₀.₂₀₆₄ 60,533.0 1.2569 0.7956 5.0528
2008 ₁₄,₀₆₉.₉ ₀.₂₁₄₁ 65,716.3 1.3545 0.7383 4.1301
2009 ₁₅,₀₄₆.₅ ₀.₂₂₁₀ 68,083.5 1.4453 0.6919 3.7267
2010 ₁₇,₁₆₆.₀ ₀.₂₃₀₃ 74,537.5 1.5373 0.6505 3.4039
2011 ₁₉,₁₉₅.₇ ₀.₂₃₄₇ 81,788.2 1.6394 0.6100 2.9414
2012 ₂₀,₁₈₁.₇ ₀.₂₃₈₀ 84,797.1 1.6447 0.6080 2.8380
2013 ₂₁,₈₁₈.₂ ₀.₂₄₁₅ 90,344.5 1.7079 0.5855 2.6277
2014 ₂₃,₅₆₇.₇ ₀.₂₄₂₆ 97,146.3 1.7711 0.5646 2.4688
2015 ₂₅,₁₂₃.₅ ₀.₂₄₁₅ 104,031.1 1.8367 0.5444 2.3906
2016 ₂₈,₁₇₈.₇ ₀.₂₄₂₀ 116,440.9 2.0143 0.4965 2.2987
2017 30,633.0 0.2418 126,687.3 2.1203 0.4716 2.1878
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表Ⅳ-4-2．広東の GDP・人口・GDPph・GDPgap・GDPppの推移

広東 GDP 広東人口 広東 GDPph 広東（元/$）
GDPgap

広東（元/$）
GDPpp

広東 fxr/
GDPpp

1978 ₁₈₅.₈₅ ₀.₅₀₆₄ ₃₆₇ ₀.₀₃₅₆ 28.1047 （0.9401）
1979 ₂₀₉.₃₄ ₀.₅₁₄₁ ₄₀₇ ₀.₀₃₅₇ 28.0041 （0.9445）
1980 ₂₄₉.₆₅ ₀.₅₂₂₈ ₄₇₈ ₀.₀₃₈₉ 25.7041 （0.9417）
1981 ₂₉₀.₄₀ ₀.₅₃₂₄ ₅₄₅ ₀.₀₄₀₁ 24.9662 （0.9317）
1982 ₃₃₉.₉₂ ₀.₅₄₁₅ ₆₂₈ ₀.₀₄₄₇ 22.3628 （0.9154）
1983 ₃₆₈.₇₅ ₀.₅₄₉₄ ₆₇₁ ₀.₀₄₄₅ 22.4782 （0.9121）
1984 ₄₅₈.₇₄ ₀.₅₅₇₇ ₈₂₃ ₀.₀₄₉₄ 20.2270 （0.8853）
1985 ₅₇₇.₃₈ ₀.₅₆₅₆ ₁₀₂₁ ₀.₀₅₇₈ 17.3049 （0.8303）
1986 ₆₆₇.₅₃ ₀.₅₇₄₁ ₁₁₆₃ ₀.₀₆₂₈ 15.9118 （0.7830）
1987 ₈₄₆.₆₉ ₀.₅₈₃₂ ₁₄₅₂ ₀.₀₇₄₃ 13.4518 （0.7233）
1988 ₁₁₅₅.₃₇ ₀.₅₉₂₈ ₁₉₄₉ ₀.₀₉₃₅ 10.6953 （0.6520）
1989 ₁₃₈₁.₃₉ ₀.₆₀₂₅ ₂₂₉₃ ₀.₁₀₃₃ 9.6794 （0.6110）
1990 ₁₅₅₉.₀₃ ₀.₆₂₄₆ ₂₄₉₆ ₀.₁₀₇₅ 9.3017 （0.4858）
1991 ₁₈₉₃.₃₀ ₀.₆₃₄₉ ₂₉₈₂ ₀.₁₂₈₇ 7.7686 （0.3148）
1992 ₂₄₄₇.₅₄ ₀.₆₄₆₃ ₃₇₈₇ ₀.₁₅₆₅ 6.3884 （0.1368）
1993 ₃₄₃₁.₈₆ ₀.₆₅₈₂ ₅₂₁₄ ₀.₂₀₇₃ 4.8242 0.1944
1994 4516.63 0.6692 6749 0.2554 3.9147 1.2016
1995 ₅₇₃₃.₉₇ ₀.₆₇₈₉ ₈₄₄₆ ₀.₃₀₈₁ 3.2458 1.5729
1996 ₆₅₁₉.₁₄ ₀.₆₈₉₇ ₉₄₅₂ ₀.₃₃₀₂ 3.0288 1.7333
1997 ₇₃₁₅.₅₁ ₀.₇₀₁₄ ₁₀₄₃₀ ₀.₃₄₆₇ 2.8843 1.8697
1998 ₇₉₁₉.₁₂ ₀.₇₁₁₆ ₁₁₁₂₉ ₀.₃₅₅₇ 2.8112 1.9450
1999 ₈₄₆₄.₃₁ ₀.₇₂₇₀ ₁₁₆₄₃ ₀.₃₅₄₂ 2.8235 1.9319
2000 ₉₆₆₂.₂₃ ₀.₈₆₄₂ ₁₁₁₈₁ ₀.₃₁₇₄ 3.1507 1.6275
2001 10647.71 0.8733 12192 0.3408 2.9341 1.8210
2002 ₁₃₅₀₂.₄₀ ₀.₈₈₄₂ ₁₅₂₇₁ ₀.₄₁₆₅ 2.4009 2.4475
2003 ₁₅₈₄₄.₆₀ ₀.₈₉₆₃ ₁₇₆₇₈ ₀.₄₄₉₈ 2.2232 2.7230
2004 ₁₈₈₆₄.₆₀ ₀.₉₁₁₁ ₂₀₇₀₅ ₀.₄₉₈₄ 2.0063 3.1254
2005 ₂₂₃₆₆.₅₀ ₀.₉₁₉₄ ₂₄₃₂₇ ₀.₅₄₈₃ 1.8237 3.4932
2006 ₂₆₁₅₇.₅₀ ₀.₉₄₄₂ ₂₇₇₀₃ ₀.₅₉₅₅ 1.6793 3.7480
2007 ₃₁₇₇₇.₀₁ ₀.₉₆₆₀ ₃₂₈₉₅ ₀.₆₈₃₀ 1.4641 4.1960
2008 ₃₆₇₉₆.₇₁ ₀.₉₈₉₃ ₃₇₁₉₅ ₀.₇₆₆₆ 1.3044 4.3271
2009 ₃₉₄₈₂.₅₆ ₁.₀₁₃₀ ₃₈₉₇₆ ₀.₈₂₇₄ 1.2086 4.6522
2010 ₄₆₀₁₃.₀₆ ₁.₀₄₄₁ ₄₄₀₇₀ 0.9089 1.1002 5.1537
2011 ₅₃₂₁₀.₂₈ ₁.₀₅₀₅ ₅₀₆₅₂ 1.0153 ₀.₉₈₄₉ 5.3641
2012 ₅₇₀₆₇.₉₂ ₁.₀₅₉₄ ₅₃₈₆₈ 1.0448 ₀.₉₅₇₁ 5.0416
2013 ₆₂₄₇₄.₇₉ ₁.₀₆₄₄ ₅₈₆₉₅ 1.1096 ₀.₉₀₁₂ 4.5839
2014 ₆₇₈₀₉.₈₅ ₁.₀₇₂₄ ₆₃₂₃₂ 1.1528 ₀.₈₆₇₅ 4.3292
2015 ₇₂₈₁₂.₅₅ ₁.₀₈₄₉ ₆₇₁₁₅ 1.1849 ₀.₈₄₃₉ 4.2555
2016 ₈₀₈₅₄.₉₁ ₁.₀₉₉₉ ₇₃₅₁₁ 1.2716 ₀.₇₈₆₄ 4.2251
2017 89705.23 1.1169 ₈₀₃₁₆ 1.3442 ₀.₇₄₃₉ 4.0283
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表Ⅳ-4-3．北京の GDP・人口・GDPph・GDPgap・GDPppの推移

北京 GDP 北京人口 北京 GDPph 北京（元/$）
GDPgap

北京（元/$）
GDPpp

北京 fxr/
GDPpp

1978 ₁₀₈.₈₄ ₀.₀₈₇₂ 1,248 ₀.₁₂₁₀ 8.2637 （0.7963）
1979 ₁₂₀.₁₁ ₀.₀₈₉₇ ₁,₃₃₉ ₀.₁₁₇₄ 8.5161 （0.8174）
1980 ₁₃₉.₀₇ ₀.₀₉₀₄ ₁,₅₃₈ ₀.₁₂₅₃ 7.9787 （0.8122）
1981 ₁₃₉.₂₀ ₀.₀₉₁₉ ₁,₅₁₅ ₀.₁₁₁₂ 8.9906 （0.8104）
1982 ₁₅₄.₉₄ ₀.₀₉₃₆ ₁,₆₅₅ ₀.₁₁₇₉ 8.4804 （0.7768）
1983 ₁₈₃.₁₃ ₀.₀₉₅₄ ₁,₉₂₀ ₀.₁₂₇₂ 7.8595 （0.7486）
1984 ₂₁₆.₆₁ ₀.₀₉₆₇ ₂,₂₄₀ ₀.₁₃₄₆ 7.4276 （0.6876）
1985 ₂₅₇.₁₂ ₀.₀₉₈₉ ₂,₆₀₀ ₀.₁₄₇₂ 6.7949 （0.5678）
1986 ₂₈₄.₈₆ ₀.₁₀₃₂ ₂,₇₆₀ ₀.₁₄₉₂ 6.7027 （0.4849）
1987 ₃₂₆.₈₂ ₀.₁₀₆₇ ₃,₀₆₃ ₀.₁₅₆₈ 6.3759 （0.4162）
1988 ₄₁₀.₂₂ ₀.₁₀₈₁ ₃,₇₉₅ ₀.₁₈₂₀ 5.4930 （0.3224）
1989 ₄₅₅.₉₆ ₀.₁₀₈₆ ₄,₁₉₉ ₀.₁₈₉₂ 5.2858 （0.2877）
1990 ₅₀₀.₈₂ ₀.₁₁₀₄ ₄,₅₃₆ ₀.₁₉₅₄ 5.1180 （0.0654）
1991 ₅₉₈.₈₉ ₀.₁₀₉₄ ₅,₄₇₄ ₀.₂₃₆₃ 4.2318 0.2579
1992 ₇₀₉.₁₀ ₀.₁₁₀₂ ₆,₄₃₅ ₀.₂₆₆₀ 3.7598 0.4667
1993 ₈₈₆.₂₀ ₀.₁₁₁₂ ₇,₉₆₉ ₀.₃₁₆₈ 3.1563 0.8256
1994 1145.30 0.1125 10,180 0.3853 2.5953 2.3209
1995 ₁₅₀₇.₇₀ ₀.₁₂₅₁ ₁₂,₀₅₁ ₀.₄₃₉₆ 2.2749 2.6712
1996 ₁₇₈₉.₂₀ ₀.₁₂₅₉ ₁₄,₂₀₇ ₀.₄₉₆₃ 2.0151 3.1082
1997 ₂₀₇₇.₁₀ ₀.₁₂₄₀ ₁₆,₇₅₁ ₀.₅₅₆₈ 1.7959 3.6089
1998 ₂₃₇₇.₂₀ ₀.₁₂₄₆ ₁₉,₀₈₅ ₀.₆₁₀₀ 1.6392 4.0505
1999 ₂₆₇₈.₈₀ ₀.₁₂₅₇ ₂₁,₃₀₈ ₀.₆₄₈₂ 1.5428 4.3658
2000 ₃₁₆₁.₇₀ ₀.₁₃₆₄ ₂₃,₁₈₆ ₀.₆₅₈₂ 1.5193 4.4490
2001 3708.00 0.1385 26,771 0.7483 1.3363 5.1939
2002 ₄₃₁₅.₀₀ ₀.₁₄₂₃ ₃₀,₃₁₉ ₀.₈₂₇₀ 1.2093 5.8447
2003 ₅₀₀₇.₂₀ ₀.₁₄₅₆ ₃₄,₃₈₁ ₀.₈₇₄₈ 1.1431 6.2406
2004 ₆₀₃₃.₂₀ ₀.₁₄₉₃ ₄₀,₄₁₈ 0.9730 1.0278 7.0531
2005 ₆₉₆₉.₅₀ ₀.₁₅₃₈ ₄₅,₃₁₅ 1.0214 0.9790 7.0226
2006 ₈₁₁₇.₈₀ ₀.₁₆₀₁ ₅₀,₇₀₅ 1.0899 0.9175 6.3158
2007 ₉₈₄₆.₈₀ ₀.₁₆₇₆ ₅₈,₇₅₂ 1.2199 0.8198 5.2363
2008 ₁₁₁₁₅.₀₀ ₀.₁₇₇₁ ₆₂,₇₆₁ 1.2936 0.7730 4.3716
2009 ₁₂₁₅₃.₀₀ ₀.₁₈₆₀ ₆₅,₃₃₉ 1.3870 0.7210 3.9253
2010 ₁₄₁₁₃.₆₀ ₀.₁₉₆₂ ₇₁,₉₃₅ 1.4837 0.6740 3.5633
2011 ₁₆₂₅₁.₉₃ ₀.₂₀₁₉ ₈₀,₄₉₅ 1.6135 0.6198 3.0047
2012 ₁₇₈₇₉.₄₀ ₀.₂₀₆₉ ₈₆,₄₁₆ 1.6761 0.5966 2.7661
2013 ₁₉₈₀₀.₈₁ ₀.₂₁₁₅ ₉₃,₆₂₁ 1.7698 0.5650 2.5008
2014 ₂₁₃₃₀.₈₃ ₀.₂₁₅₂ ₉₉,₁₂₁ 1.8071 0.5534 2.3997
2015 ₂₃₀₁₄.₅₉ ₀.₂₁₇₁ ₁₀₆,₀₀₉ 1.8716 0.5343 2.3273
2016 ₂₅₆₆₉.₁₃ ₀.₂₁₇₃ ₁₁₈,₁₂₈ 2.0435 0.4894 2.2516
2017 28014.94 0.2171 129,042 2.1597 0.4630 2.1297
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表Ⅳ-4-4．貴州の GDP・人口・GDPph・GDPgap・GDPppの推移

貴州 GDP 貴州人口 貴州 GDPph 貴州（元/$）
GDPgap

貴州（元/$）
GDPpp

貴州 fxr/
GDPpp

1978 ₄₆.₆₂ ₀.₂₆₈₆ ₁₇₄ ₀.₀₁₆₈ 59.4266 （0.9717）
1979 ₅₅.₂₈ ₀.₂₇₃₁ ₂₀₂ ₀.₀₁₇₈ 56.3352 （0.9724）
1980 ₆₀.₂₆ ₀.₂₇₇₇ ₂₁₇ ₀.₀₁₇₇ 56.5645 （0.9735）
1981 ₆₇.₈₉ ₀.₂₈₂₇ ₂₄₀ ₀.₀₁₇₆ 56.7061 （0.9699）
1982 ₇₉.₃₉ ₀.₂₈₇₅ ₂₇₆ ₀.₀₁₉₇ 50.8367 （0.9628）
1983 ₈₇.₃₈ ₀.₂₉₀₂ ₃₀₁ ₀.₀₂₀₀ 50.1061 （0.9606）
1984 ₁₀₈.₂₇ ₀.₂₉₃₂ ₃₆₉ ₀.₀₂₂₂ 45.0562 （0.9485）
1985 ₁₂₃.₉₂ ₀.₂₉₇₂ ₄₁₇ ₀.₀₂₃₆ 42.3671 （0.9307）
1986 ₁₃₅.₉₇ ₀.₃₀₂₆ ₄₄₉ ₀.₀₂₄₃ 41.1745 （0.9161）
1987 ₁₆₅.₅₀ ₀.₃₀₇₃ ₅₃₉ ₀.₀₂₇₆ 36.2620 （0.8974）
1988 ₂₁₁.₇₉ ₀.₃₁₂₇ ₆₇₇ ₀.₀₃₂₅ 30.7770 （0.8791）
1989 ₂₃₅.₈₄ ₀.₃₁₇₁ ₇₄₄ ₀.₀₃₃₅ 29.8391 （0.8738）
1990 ₂₆₀.₁₄ ₀.₃₂₆₈ ₇₉₆ ₀.₀₃₄₃ 29.1668 （0.8360）
1991 ₂₉₅.₉₀ ₀.₃₃₁₅ ₈₉₃ ₀.₀₃₈₅ 25.9536 （0.7949）
1992 ₃₃₉.₉₁ ₀.₃₃₆₁ ₁,₀₁₁ ₀.₀₄₁₈ 23.9216 （0.7695）
1993 ₄₁₆.₀₇ ₀.₃₄₀₉ ₁,₂₂₁ ₀.₀₄₈₅ 20.6091 （0.7204）
1994 521.17 0.3458 1,507 0.0570 17.5309 （0.5084）
1995 ₆₃₀.₀₇ ₀.₃₅₀₈ ₁,₇₉₆ ₀.₀₆₅₅ 15.2633 （0.4528）
1996 ₇₁₃.₇₀ ₀.₃₅₅₅ ₂,₀₀₈ ₀.₀₇₀₁ 14.2599 （0.4195）
1997 ₇₉₂.₉₈ ₀.₃₆₀₆ ₂,₁₉₉ ₀.₀₇₃₁ 13.6800 （0.3949）
1998 ₈₄₁.₈₈ ₀.₃₆₅₈ ₂,₃₀₁ ₀.₀₇₃₆ 13.5933 （0.3910）
1999 ₉₁₁.₈₆ ₀.₃₇₁₀ ₂,₄₅₈ ₀.₀₇₄₈ 13.3749 （0.3811）
2000 ₉₉₃.₅₃ ₀.₃₅₂₅ ₂,₈₁₉ ₀.₀₈₀₀ 12.4982 （0.3376）
2001 1,084.90 0.3799 2,856 0.0798 12.5271 （0.3393）
2002 ₁,₂₄₃.₄₀ ₀.₃₈₃₇ ₃,₂₄₁ ₀.₀₈₈₄ 11.3140 （0.2684）
2003 ₁,₄₂₄.₁₀ ₀.₃₈₇₀ ₃,₆₈₀ ₀.₀₉₃₆ 10.6803 （0.2250）
2004 ₁,₆₇₇.₈₀ ₀.₃₉₄₀ ₄,₂₅₈ ₀.₁₀₂₅ 9.7551 （0.1515）
2005 ₁,₉₇₉.₁₀ ₀.₃₇₃₀ ₅,₃₀₆ ₀.₁₁₉₆ 8.3616 （0.0200）
2006 ₂,₂₇₀.₈₉ ₀.₃₆₉₀ ₆,₁₅₄ ₀.₁₃₂₃ 7.5596 0.0547
2007 ₂,₇₄₁.₉₀ ₀.₃₆₃₂ ₇,₅₄₉ ₀.₁₅₆₇ 6.3797 0.1924
2008 ₃,₅₆₁.₅₆ ₀.₃₅₉₆ ₉,₉₀₄ ₀.₂₀₄₁ 4.8986 0.4185
2009 ₃,₉₁₂.₆₈ ₀.₃₅₃₇ ₁₁,₀₆₂ ₀.₂₃₄₈ 4.2585 0.6042
2010 ₄,₆₀₂.₁₆ ₀.₃₄₇₉ ₁₃,₂₂₈ ₀.₂₇₂₈ 3.6652 0.8472
2011 ₅,₇₀₁.₈₄ ₀.₃₄₆₉ ₁₆,₄₃₇ ₀.₃₂₉₅ 3.0352 1.1288
2012 ₆,₈₅₂.₂₀ ₀.₃₄₈₄ ₁₉,₆₆₈ ₀.₃₈₁₅ 2.6215 1.4079
2013 ₈,₀₈₆.₈₆ ₀.₃₅₀₂ ₂₃,₀₉₂ ₀.₄₃₆₅ 2.2907 1.7047
2014 ₉,₂₆₆.₃₉ ₀.₃₅₀₈ ₂₆,₄₁₅ ₀.₄₈₁₆ 2.0765 1.9585
2015 ₁₀,₅₀₂.₅₆ ₀.₃₅₃₀ ₂₉,₇₅₂ ₀.₅₂₅₃ 1.9037 2.2713
2016 ₁₁,₇₇₆.₇₃ ₀.₃₅₅₅ ₃₃,₁₂₇ ₀.₅₇₃₁ 1.7450 2.8077
2017 13,540.83 0.3580 37,824 0.6330 1.5797 3.2786
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表Ⅳ-5．中国・上海・貴州・北京・広東の GDPppと fxrの推移

（元/$） 
GDPpp

上海 
GDPpp

広東 
GDPpp

北京 
GDPpp

貴州 
GDPpp （元/$）fxr

1978 26.988 4.152 28.103 8.263 59.4266 1.6836
1979 ₂₇.₁₂₅₃ ₄.₅₀₇₁ ₂₈.₀₀₃₆ ₈.₅₁₅₉ 56.3343 ₁.₅₅₅₀
1980 ₂₆.₄₀₈₃ ₄.₅₁₂₀ ₂₅.₇₀₃₄ ₇.₉₇₈₅ 56.5631 ₁.₄₉₈₇
1981 ₂₇.₆₂₅₉ ₄.₈₇₆₉ ₂₄.₉₇₀₀ ₈.₉₉₁₉ 56.7149 ₁.₇₀₄₅
1982 ₂₆.₅₂₂₀ ₄.₉₁₆₅ ₂₂.₃₆₂₈ ₈.₄₈₀₄ 50.8367 ₁.₈₉₂₅
1983 ₂₅.₇₁₃₇ ₅.₁₂₀₃ ₂₂.₄₇₈₁ ₇.₈₅₉₄ 50.1058 ₁.₉₇₅₇
1984 ₂₃.₇₃₈₆ ₅.₁₂₈₆ ₂₀.₂₂₇₂ ₇.₄₂₇₆ 45.0564 ₂.₃₂₀₀
1985 ₂₀.₄₉₄₇ ₄.₆₀₄₈ ₁₇.₃₀₄₆ ₆.₇₉₄₈ 42.3663 ₂.₉₃₆₇
1986 ₁₉.₁₇₀₂ ₄.₆₄₃₈ ₁₅.₉₁₁₅ ₆.₇₀₂₆ 41.1738 ₃.₄₅₂₈
1987 ₁₇.₅₄₄₁ ₄.₄₇₅₄ ₁₃.₄₅₁₆ ₆.₃₇₅₈ 36.2614 ₃.₇₂₂₁
1988 ₁₅.₂₅₁₆ ₄.₀₅₇₇ ₁₀.₆₉₅₂ ₅.₄₉₃₀ 30.7769 ₃.₇₂₂₁
1989 ₁₄.₅₅₁₉ ₄.₀₆₈₇ ₉.₆₇₉₆ ₅.₂₈₅₉ 29.8397 ₃.₇₆₅₁
1990 ₁₄.₀₂₇₅ ₃.₈₁₀₈ ₉.₃₀₁₅ ₅.₁₁₇₉ 29.1663 ₄.₇₈₃₂
1991 ₁₂.₁₆₈₃ ₃.₃₃₅₈ ₇.₇₆₈₅ ₄.₂₃₁₈ 25.9531 ₅.₃₂₃₄
1992 ₁₀.₄₁₈₆ ₂.₇₉₈₅ ₆.₃₈₈₄ ₃.₇₅₉₈ 23.9218 ₅.₅₁₄₆
1993 ₈.₃₇₄₃ ₂.₁₄₄₁ ₄.₈₂₄₃ ₃.₁₅₆₃ 20.6095 ₅.₇₆₂₀
1994 6.5227 1.7240 3.9148 2.5954 17.5312 8.6187
1995 ₅.₅₀₁₃ ₁.₄₂₆₉ ₃.₂₄₅₈ ₂.₂₇₄₈ 15.2631 ₈.₃₅₁₄
1996 ₄.₉₅₀₂ ₁.₂₆₂₂ ₃.₀₂₈₇ ₂.₀₁₅₁ 14.2598 ₈.₂₇₈₄
1997 ₄.₇₂₁₅ ₁.₁₄₃₀ ₂.₈₈₅₆ ₁.₇₉₆₇ 13.6859 ₈.₂₇₇₁
1998 ₄.₆₆₇₄ ₁.₀₇₈₂ ₂.₈₁₇₇ ₁.₆₄₃₀ 13.6247 ₈.₂₇₉₀
1999 ₄.₆₂₆₄ ₁.₀₃₀₃ ₂.₈₂₃₁ ₁.₅₄₂₆ 13.3731 ₈.₂₇₈₃
2000 ₄.₅₀₆₈ ₁.₁₈₈₀ ₃.₁₅₀₇ ₁.₅₁₉₃ 12.4982 ₈.₂₇₈₅
2001 4.1469 1.1532 2.9545 1.3456 12.6140 8.2771
2002 ₃.₈₉₃₄ ₁.₁₀₀₈ ₂.₄₁₅₉ ₁.₂₁₆₈ 11.3845 ₈.₂₇₇₀
2003 ₃.₅₉₇₀ 1.0091 ₂.₁₆₃₈ ₁.₁₁₂₆ 10.3948 ₈.₂₇₇₀
2004 ₃.₂₄₁₅ 1.0901 ₁.₉₄₉₂ 1.0015 9.4774 ₈.₂₇₆₈
2005 ₂.₉₁₀₅ 1.1735 ₁.₇₁₄₀ 1.0868 7.8584 ₈.₁₉₄₃
2006 ₂.₆₂₁₃ 1.2301 ₁.₅₇₉₆ 1.1587 7.1105 ₇.₉₇₃₄
2007 ₂.₃₈₂₅ 1.2569 ₁.₄₆₄₁ 1.2199 6.3797 ₇.₆₀₇₅
2008 ₂.₀₄₁₄ 1.3545 ₁.₃₀₄₄ 1.2936 4.8986 ₆.₉₄₈₇
2009 ₁.₈₂₅₀ 1.4453 ₁.₂₀₈₆ 1.3870 4.2585 ₆.₈₃₁₄
2010 ₁.₅₉₆₂ 1.5373 ₁.₁₀₀₂ 1.4837 3.6652 ₆.₇₇₀₃
2011 ₁.₃₉₄₃ 1.6394 1.0153 1.6135 3.0352 ₆.₄₆₁₅
2012 ₁.₃₁₂₁ 1.6447 1.0448 1.6761 2.6215 6.3123
2013 ₁.₂₂₈₉ 1.7079 1.1096 1.7698 2.2907 ₆.₁₉₅₈
2014 ₁.₁₈₄₁ 1.7711 1.1528 1.8071 2.0765 ₆.₁₄₃₄
2015 ₁.₁₄₈₃ 1.8367 1.1849 1.8716 1.9037 ₆.₂₂₇₅
2016 ₁.₀₉₁₁ 2.0143 1.2716 2.0435 1.7450 6.6445
2017 1.0182 2.1203 1.3442 2.1597 1.5797 6.7590
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表Ⅳ-6．中国・上海・貴州・北京・広東の GDPppと fxrの乖離の推移

中国 
乖離率

上海 
乖離率

貴州 
乖離率

北京 
乖離率

広東 
乖離率

$GDPpp 
1.0000 （元/$）fxr

1978 0.0624 （0.5945）（0.9717）（0.7963）（0.9401） 1.0000 1.6836
1979 0.0573 （₀.₆₅₅₀）（₀.₉₇₂₄）（₀.₈₁₇₄）（₀.₉₄₄₅） ₁.₀₀₀₀ ₁.₅₅₅₀
1980 0.0568 （₀.₆₆₇₈）（₀.₉₇₃₅）（₀.₈₁₂₂）（₀.₉₄₁₇） ₁.₀₀₀₀ ₁.₄₉₈₇
1981 ₀.₀₆₁₃ （₀.₆₅₀₅）（₀.₉₆₉₉）（₀.₈₁₀₄）（₀.₉₃₁₇） ₁.₀₀₀₀ ₁.₇₀₄₅
1982 ₀.₀₇₀₇ （₀.₆₁₅₁）（₀.₉₆₂₈）（₀.₇₇₆₈）（₀.₉₁₅₄） ₁.₀₀₀₀ ₁.₈₉₂₅
1983 ₀.₀₇₆₁ （₀.₆₁₄₁）（₀.₉₆₀₆）（₀.₇₄₈₆）（₀.₉₁₂₁） ₁.₀₀₀₀ ₁.₉₇₅₇
1984 ₀.₀₉₆₈ （₀.₅₄₇₆）（₀.₉₄₈₅）（₀.₆₈₇₇）（₀.₈₈₅₃） ₁.₀₀₀₀ ₂.₃₂₀₀
1985 ₀.₁₄₂₀ （₀.₃₆₂₃）（₀.₉₃₀₇）（₀.₅₆₇₈）（₀.₈₃₀₃） ₁.₀₀₀₀ ₂.₉₃₆₇
1986 ₀.₁₇₈₄ （₀.₂₅₆₅）（₀.₉₁₆₁）（₀.₄₈₄₉）（₀.₇₈₃₀） ₁.₀₀₀₀ ₃.₄₅₂₈
1987 ₀.₂₁₀₁ （₀.₁₆₈₃）（₀.₈₉₇₄）（₀.₄₁₆₂）（₀.₇₂₃₃） ₁.₀₀₀₀ ₃.₇₂₂₁
1988 ₀.₂₄₁₈ （₀.₀₈₂₇）（₀.₈₇₉₁）（₀.₃₂₂₄）（₀.₆₅₂₀） ₁.₀₀₀₀ ₃.₇₂₂₁
1989 ₀.₂₅₅₉ （₀.₀₇₄₆）（₀.₈₇₃₈）（₀.₂₈₇₇）（₀.₆₁₁₀） ₁.₀₀₀₀ ₃.₇₆₅₁
1990 ₀.₃₃₇₃ ₀.₂₅₅₂ （₀.₈₃₆₀）（₀.₀₆₅₄）（₀.₄₈₅₈） ₁.₀₀₀₀ ₄.₇₈₃₂
1991 ₀.₄₃₃₀ ₀.₅₉₅₈ （₀.₇₉₄₉） ₀.₂₅₈₀ （₀.₃₁₄₇） ₁.₀₀₀₀ ₅.₃₂₃₄
1992 ₀.₅₂₄₀ 0.9705 （₀.₇₆₉₅） ₀.₄₆₆₇ （₀.₁₃₆₈） ₁.₀₀₀₀ ₅.₅₁₄₆
1993 0.6815 1.6873 （₀.₇₂₀₄） 0.8255 0.1944 ₁.₀₀₀₀ ₅.₇₆₂₀
1994 1.3094 3.9993 （0.5084） 2.3208 1.2016 1.0000 8.6187
1995 ₁.₅₀₄₃ ₄.₈₅₂₆ （₀.₄₅₂₈） ₂.₆₇₁₂ ₁.₅₇₃₀ ₁.₀₀₀₀ ₈.₃₅₁₄
1996 ₁.₆₅₇₃ ₅.₅₅₈₆ （₀.₄₁₉₅） ₃.₁₀₈₂ ₁.₇₃₃₃ ₁.₀₀₀₀ ₈.₂₇₈₄
1997 ₁.₇₃₆₆ ₆.₂₄₁₆ （₀.₃₉₅₂） ₃.₆₀₆₉ ₁.₈₆₈₅ ₁.₀₀₀₀ ₈.₂₇₇₁
1998 ₁.₇₅₇₀ ₆.₆₇₈₅ （₀.₃₉₂₄） ₄.₀₃₈₈ ₁.₉₃₈₂ ₁.₀₀₀₀ ₈.₂₇₉₀
1999 ₁.₇₇₁₆ ₇.₀₃₄₇ （₀.₃₈₁₀） ₄.₃₆₆₅ ₁.₉₃₂₃ ₁.₀₀₀₀ ₈.₂₇₈₃
2000 ₁.₈₁₇₁ ₅.₉₆₈₇ （₀.₃₃₇₆） ₄.₄₄₉₀ ₁.₆₂₇₅ ₁.₀₀₀₀ ₈.₂₇₈₅
2001 1.9742 6.1772 （0.3438） 5.1513 1.8015 1.0000 8.2771
2002 ₂.₁₀₁₇ ₆.₅₁₉₂ （₀.₂₇₃₀） ₅.₈₀₂₃ ₂.₄₂₆₁ ₁.₀₀₀₀ ₈.₂₇₇₀
2003 ₂.₂₇₄₃ ₇.₂₀₂₃ （₀.₂₀₃₇） ₆.₄₃₉₅ ₂.₈₂₅₂ ₁.₀₀₀₀ ₈.₂₇₇₀
2004 ₂.₅₂₂₄ ₆.₅₉₂₉ （₀.₁₂₆₇） ₇.₂₆₄₆ ₃.₂₄₆₃ ₁.₀₀₀₀ ₈.₂₇₆₈
2005 ₂.₇₇₉₆ ₅.₉₈₂₉ ₀.₀₄₂₇ ₆.₅₃₉₈ ₃.₇₈₀₉ ₁.₀₀₀₀ ₈.₁₉₄₃
2006 ₂.₉₉₈₅ ₅.₄₈₁₇ ₀.₁₂₁₄ ₅.₈₈₁₂ ₄.₀₄₇₈ ₁.₀₀₀₀ ₇.₉₇₃₄
2007 ₃.₂₁₀₄ ₅.₀₅₂₈ ₀.₁₉₂₄ ₅.₂₃₆₃ ₄.₁₉₆₀ ₁.₀₀₀₀ ₇.₆₀₇₅
2008 ₃.₄₀₈₄ ₄.₁₃₀₁ ₀.₄₁₈₅ ₄.₃₇₁₆ ₄.₃₂₇₁ ₁.₀₀₀₀ ₆.₉₄₈₇
2009 ₃.₇₅₂₆ ₃.₇₂₆₇ ₀.₆₀₄₂ ₃.₉₂₅₃ ₄.₆₅₂₂ ₁.₀₀₀₀ ₆.₈₃₁₄
2010 ₄.₂₁₇₅ ₃.₄₀₃₉ 0.8472 ₃.₅₆₃₃ ₅.₁₅₃₇ ₁.₀₀₀₀ ₆.₇₇₀₃
2011 ₄.₆₀₃₃ ₂.₉₄₁₄ 1.1288 ₃.₀₀₄₇ ₅.₃₆₄₁ ₁.₀₀₀₀ ₆.₄₆₁₅
2012 ₄.₈₁₆₃ ₂.₈₃₈₀ ₁.₄₀₇₉ ₂.₇₆₆₁ ₅.₀₄₁₆ ₁.₀₀₀₀ ₆.₃₁₂₃
2013 ₅.₀₅₆₄ ₂.₆₂₇₇ ₁.₇₀₄₇ ₂.₅₀₀₈ ₄.₅₈₃₉ ₁.₀₀₀₀ ₆.₁₉₅₈
2014 ₅.₂₁₄₃ ₂.₄₆₈₈ ₁.₉₅₈₅ ₂.₃₉₉₇ ₄.₃₂₉₂ ₁.₀₀₀₀ ₆.₁₄₃₄
2015 ₅.₅₀₂₃ ₂.₃₉₀₆ ₂.₂₇₁₃ ₂.₃₂₇₃ ₄.₂₅₅₅ ₁.₀₀₀₀ ₆.₂₂₇₅
2016 ₆.₁₁₂₀ ₂.₂₉₈₇ ₂.₈₀₇₇ ₂.₂₅₁₆ ₄.₂₂₅₁ ₁.₀₀₀₀ ₆.₆₄₄₅
2017 6.1120 2.1878 3.2786 2.1297 4.0283 1.0000 6.7590
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表Ⅳ-7．中国・上海・貴州・北京・広東のGDPgap，fxr/GDPppおよび fxrと中
国の GDPppの推移

対ドル中国 対ドル上海市 対ドル貴州省
中国 

GDPgap
上海 

GDPgap
広東 

GDPgap
北京 

GDPgap
貴州 

GDPgap 元/$fxr 中国 
GDPpp

fxr/ 
GDPgap

fxr/ 
GDPgap

fxr/ 
GDPgap

1978 0.0371 0.2408 0.0356 0.1210 0.0168 1.6836 27.2362 44.4374 5.9907 99.0460
1979 ₀.₀₃₆₉ ₀.₂₂₁₉ ₀.₀₃₅₇ ₀.₁₁₇₄ ₀.₀₁₇₈ ₁.₅₅₅₀ ₂₇.₃₇₈₃ ₄₁.₁₇₉₈ ₆.₀₀₈₆ ₈₆.₅₉₉₈
1980 ₀.₀₃₇₉ ₀.₂₂₁₆ ₀.₀₃₈₉ ₀.₁₂₅₃ ₀.₀₁₇₇ ₁.₄₉₈₇ ₂₄.₇₇₇₇ ₃₈.₅₇₈₁ ₅.₇₆₂₁ ₈₃.₇₇₁₁
1981 ₀.₀₃₆₂ ₀.₂₀₅₀ ₀.₀₄₀₀ ₀.₁₁₁₂ ₀.₀₁₇₆ ₁.₇₀₄₅ ₂₇.₈₁₀₃ ₄₆.₀₈₈₄ ₇.₃₁₂₆ ₉₅.₆₇₀₅
1982 ₀.₀₃₇₇ ₀.₂₀₃₄ ₀.₀₄₄₇ ₀.₁₁₇₉ ₀.₀₁₉₇ ₁.₈₉₂₅ ₂₆.₇₇₀₈ ₄₉.₁₉₃₀ ₈.₃₀₄₄ ₉₅.₂₀₈₄
1983 ₀.₀₃₈₉ ₀.₁₉₅₃ ₀.₀₄₄₅ ₀.₁₂₇₂ ₀.₀₂₀₀ ₁.₉₇₅₇ ₂₅.₉₆₃₇ ₄₉.₈₀₂₅ ₉.₁₁₆₃ ₉₇.₉₉₄₁
1984 ₀.₀₄₂₁ ₀.₁₉₅₀ ₀.₀₄₉₄ ₀.₁₃₄₆ ₀.₀₂₂₂ ₂.₃₂₀₀ ₂₃.₉₆₉₃ ₅₄.₀₇₃₆ ₁₀.₈₉₈₃ ₁₀₃.₅₃₁₀
1985 ₀.₀₄₈₈ ₀.₂₁₇₂ ₀.₀₅₇₈ ₀.₁₄₇₂ ₀.₀₂₃₆ ₂.₉₃₆₇ ₂₀.₆₈₂₇ ₅₉.₁₈₆₉ ₁₂.₅₂₂₉ ₁₂₃.₄₁₇₃
1986 ₀.₀₅₂₂ ₀.₂₁₅₃ ₀.₀₆₂₈ ₀.₁₄₉₂ ₀.₀₂₄₃ ₃.₄₅₂₈ ₁₉.₃₅₈₇ ₆₅.₁₉₀₉ ₁₅.₀₃₄₂ ₁₄₁.₁₆₄₉
1987 ₀.₀₅₇₀ ₀.₂₂₃₄ ₀.₀₇₄₃ ₀.₁₅₆₈ ₀.₀₂₇₆ ₃.₇₂₂₁ ₁₇.₇₁₃₀ ₆₄.₃₀₀₉ ₁₅.₆₅₇₇ ₁₃₃.₉₆₈₆
1988 ₀.₀₆₅₆ ₀.₂₄₆₄ ₀.₀₉₃₅ ₀.₁₈₂₀ ₀.₀₃₂₅ ₃.₇₂₂₁ ₁₅.₃₉₁₂ ₅₅.₇₆₇₉ ₁₄.₁₀₃₃ ₁₁₃.₅₅₄₆
1989 ₀.₀₆₈₇ ₀.₂₄₅₈ ₀.₁₀₃₃ ₀.₁₈₉₂ ₀.₀₃₃₅ ₃.₇₆₅₁ ₁₄.₇₁₂₄ ₅₃.₇₈₉₄ ₁₄.₃₁₉₂ ₁₁₁.₃₄₉₅
1990 0.0713 ₀.₂₆₂₄ ₀.₁₀₇₅ ₀.₁₉₅₄ ₀.₀₃₄₃ ₄.₇₈₃₂ ₁₄.₁₈₁₁ ₆₆.₀₉₆₄ ₁₇.₂₂₇₈ ₁₃₈.₅₀₈₁
1991 ₀.₀₈₂₂ ₀.₂₉₉₈ ₀.₁₂₈₇ ₀.₂₃₆₃ ₀.₀₃₈₅ ₅.₃₂₃₄ ₁₂.₂₉₃₃ ₆₃.₇₇₆₉ ₁₆.₇₅₈₀ ₁₃₇.₁₅₈₉
1992 ₀.₀₉₆₀ ₀.₃₅₇₃ ₀.₁₅₆₅ ₀.₂₆₆₀ ₀.₀₄₁₈ ₅.₅₁₄₆ ₁₀.₅₂₃₄ ₅₆.₄₅₄₅ ₁₄.₄₃₂₉ ₁₃₀.₉₁₉₃
1993 ₀.₁₁₉₄ ₀.₄₆₆₄ ₀.₂₀₇₃ ₀.₃₁₆₈ ₀.₀₄₈₅ ₅.₇₆₂₀ ₈.₄₅₄₈ ₄₇.₂₅₂₆ ₁₁.₃₅₄₅ ₁₁₇.₇₅₂₀
1994 0.1533 0.5801 0.2554 0.3853 0.0570 8.6187 6.5824 55.2176 13.8585 150.0960
1995 ₀.₁₈₁₈ ₀.₇₀₀₈ ₀.₃₀₈₁ ₀.₄₃₉₆ ₀.₀₆₅₅ ₈.₃₅₁₄ ₅.₅₅₁₆ ₄₄.₉₄₃₇ ₁₀.₉₁₇₀ ₁₂₆.₄₆₈₄
1996 ₀.₂₀₂₀ ₀.₇₉₂₃ ₀.₃₃₀₂ ₀.₄₉₆₃ ₀.₀₇₀₁ ₈.₂₇₈₄ ₄.₉₉₅₂ ₃₉.₉₈₀₀ ₉.₄₄₉₂ ₁₁₇.₀₄₈₇
1997 ₀.₂₁₁₈ ₀.₈₇₄₉ ₀.₃₄₆₆ ₀.₅₅₆₆ ₀.₀₇₃₁ ₈.₂₇₇₁ ₄.₇₆₆₃ ₃₈.₀₈₀₀ ₈.₄₆₀₇ ₁₁₂.₂₇₉₃
1998 ₀.₂₁₄₃ ₀.₉₂₇₅ ₀.₃₅₄₉ ₀.₆₀₈₆ ₀.₀₇₃₄ ₈.₂₇₉₀ ₄.₇₁₂₀ ₃₇.₆₄₁₇ ₇.₉₂₆₅ ₁₁₁.₇₉₉₂
1999 ₀.₂₁₆₂ ₀.₉₇₀₆ ₀.₃₅₄₂ ₀.₆₄₈₃ ₀.₀₇₄₈ ₈.₂₇₈₃ ₄.₆₇₂₈ ₃₇.₂₉₈₈ ₇.₅₂₉₂ ₁₀₉.₇₀₆₆
2000 ₀.₂₂₁₉ ₀.₈₄₁₈ ₀.₃₁₇₄ ₀.₆₅₈₂ ₀.₀₈₀₀ ₈.₂₇₈₅ ₄.₅₅₅₈ ₃₆.₃₀₉₆ ₈.₈₃₄₅ ₁₀₂.₄₆₆₅
2001 0.2411 0.8671 0.3385 0.7432 0.0793 8.2771 4.1926 33.3247 8.5455 103.4072
2002 ₀.₂₅₆₈ ₀.₉₀₈₄ ₀.₄₁₃₉ ₀.₈₂₁₈ ₀.₀₈₇₈ ₈.₂₇₇₀ ₃.₉₃₈₂ ₃₁.₂₂₅₅ ₈.₁₁₁₂ ₉₃.₂₂₉₉
2003 ₀.₂₇₈₀ ₀.₉₉₁₀ ₀.₄₆₂₁ ₀.₈₉₈₈ ₀.₀₉₆₂ ₈.₂₇₇₀ ₃.₆₃₉₄ ₂₈.₇₇₂₅ ₇.₃₅₂₃ ₈₅.₀₃₇₇
2004 ₀.₃₀₈₅ 1.0901 ₀.₅₁₃₀ 1.0015 ₀.₁₀₅₅ ₈.₂₇₆₈ ₃.₂₈₁₃ ₂₅.₈₂₉₆ ₆.₅₉₂₉ ₇₇.₄₄₂₇
2005 ₀.₃₄₃₆ ₁.₁₇₃₅ ₀.₅₈₃₄ ₁.₀₈₆₈ ₀.₁₂₇₃ ₈.₁₉₄₃ ₂.₉₄₈₀ ₂₂.₈₄₉₈ ₅.₉₈₂₉ ₆₃.₃₉₄₀
2006 ₀.₃₈₁₅ ₁.₂₃₀₁ ₀.₆₃₃₁ ₁.₁₅₈₇ ₀.₁₄₀₆ ₇.₉₇₃₄ ₂.₆₅₉₁ ₁₉.₉₀₀₄ ₅.₄₈₁₇ ₅₅.₆₉₄₈
2007 ₀.₄₁₉₇ ₁.₂₅₆₉ ₀.₆₈₃₀ ₁.₂₁₉₉ ₀.₁₅₆₇ ₇.₆₀₇₅ ₂.₃₆₉₇ ₁₇.₁₂₅₀ ₅.₀₅₂₈ ₄₇.₅₃₃₇
2008 0.4899 1.3545 0.7666 1.2936 0.2041 6.9487 2.0387 13.1852 4.1301 33.0390
2009 ₀.₅₄₈₀ ₁.₄₄₅₃ ₀.₈₂₇₄ ₁.₃₈₇₀ ₀.₂₃₄₈ ₆.₈₃₁₄ ₁.₈₂₀₄ ₁₁.₄₆₇₀ ₃.₇₂₆₇ ₂₈.₀₉₁₂
2010 ₀.₆₂₆₅ ₁.₅₃₇₃ ₀.₉₀₈₉ ₁.₄₈₃₇ ₀.₂₇₂₈ ₆.₇₇₀₃ ₁.₆₀₅₃ ₉.₈₀₇₁ ₃.₄₀₃₉ ₂₃.₈₁₄₆
2011 ₀.₇₁₇₂ ₁.₆₃₉₄ 1.0153 ₁.₆₁₃₅ ₀.₃₂₉₅ ₆.₄₆₁₅ ₁.₄₀₃₇ ₈.₀₀₉₂ ₂.₉₄₁₄ ₁₈.₆₁₂₂
2012 ₀.₇₆₂₁ ₁.₆₄₄₇ ₁.₀₄₄₈ ₁.₆₇₆₁ ₀.₃₈₁₅ ₆.₃₁₂₃ ₁.₃₁₀₆ ₇.₂₈₂₅ ₂.₈₃₈₀ ₁₅.₅₄₇₆
2013 0.8138 1.7079 1.1096 1.7698 0.4365 6.1958 1.2253 6.6138 2.6277 13.1930
2014 ₀.₈₄₄₆ ₁.₇₇₁₁ ₁.₁₅₂₈ ₁.₈₀₇₁ ₀.₄₈₁₆ ₆.₁₄₃₄ ₁.₁₇₈₂ ₆.₂₇₄₁ ₂.₄₆₈₈ ₁₁.₇₅₇₁
2015 ₀.₈₇₀₈ ₁.₈₃₆₇ ₁.₁₈₄₉ ₁.₈₇₁₆ ₀.₅₂₅₃ ₆.₂₂₇₅ ₁.₁₃₁₈ ₆.₁₅₁₂ ₂.₃₉₀₆ ₁₀.₈₅₅₃
2016 0.9165 2.0143 1.2716 2.0435 0.5731 6.6445 1.0871 ₆.₂₄₉₉ ₂.₂₉₈₇ ₁₀.₅₉₄₈
2017 0.9821 2.1203 1.3442 2.1597 0.6330 6.7590 1.0182 5.8821 2.1878 9.6774
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表Ⅳ-8．2017年のGDP，人口，GDPph，GDPgap，GDPpp，fxr/GDPppの実態

各省名 GDP 人口 中国の各地域 
の GDPph

米国 
GDPph

GDPgap GDPpp fxr
fxr/ 

GDPpp
fxr/ 

GDPgap
対北京 
国内格差

IFS統計 － 14.095 － 59751 － － 6.7590 － －

中国年鑑 827121.70 ₁₃.₉₀₀₈ 59501.7 59751 0.9958 1.0042 6.7590 5.7308 5.7873
北京 28014.94 0.2171 129042 59751 2.1597 0.4630 6.7590 13.5971 2.1297 1.00
天津 ₁₈₅₄₉.₁₉ ₀.₁₅₅₇ ₁₁₉₁₃₄.₂ ₅₉₇₅₁ 1.9938 ₀.₅₀₁₅ ₆.₇₅₉₀ 12.4764 ₂.₃₈₉₉ 0.92
河北 ₃₄₀₁₆.₃₂ ₀.₇₅₂ ₄₅₂₃₄.₄₇ ₅₉₇₅₁ ₀.₇₅₇₀ ₁.₃₂₀₉ ₆.₇₅₉₀ 4.1169 ₇.₉₂₈₁ 0.35
山西 ₁₅₅₂₈.₄₂ ₀.₃₇₀₂ ₄₁₉₄₆.₀₃ ₅₉₇₅₁ ₀.₇₀₂₀ ₁.₄₂₄₅ ₆.₇₅₉₀ 3.7449 ₈.₆₂₈₀ 0.33
内蒙古 ₁₆₀₉₆.₂₁ ₀.₂₅₂₉ ₆₃₆₄₆.₅₄ ₅₉₇₅₁ ₁.₀₆₅₂ ₀.₉₃₈₈ ₆.₇₅₉₀ 6.1997 ₅.₃₄₅₃ 0.49
小計 112205.08 1.7479 64194.2 59751 1.0744 0.9308 6.7590 6.2616 5.2912
遼寧 ₂₃₄₀₉.₂₄ ₀.₄₃₆₉ 53580.3 ₅₉₇₅₁ ₀.₈₉₆₇ ₁.₁₁₅₂ ₆.₇₅₉₀ 5.0610 ₆.₅₃₇₄ 0.42
吉林 ₁₄₉₄₄.₅₃ ₀.₂₇₁₇ 55003.8 ₅₉₇₅₁ ₀.₉₂₀₆ ₁.₀₈₆₃ ₆.₇₅₉₀ 5.2220 ₆.₃₄₂₃ 0.43
黒龍江 ₁₅₉₀₂.₆₈ ₀.₃₇₈₉ 41970.7 ₅₉₇₅₁ ₀.₇₀₂₄ ₁.₄₂₃₆ ₆.₇₅₉₀ 3.7477 ₈.₆₂₂₄ 0.33
小計 54256.45 1.0875 49891 59751 0.8350 1.1976 6.7590 4.6436 7.0948
上海 ₃₀₆₃₂.₉₉ ₀.₂₄₁₈ 126687 ₅₉₇₅₁ ₂.₁₂₀₃ ₀.₄₇₁₆ ₆.₇₅₉₀ 13.3308 ₂.₁₈₇₈ 0.98
江蘇 ₈₅₈₆₉.₇₆ ₀.₈₀₂₉ 106950 ₅₉₇₅₁ ₁.₇₈₉₉ ₀.₅₅₈₇ ₆.₇₅₉₀ 11.0981 ₂.₇₇₆₁ 0.83
浙江 ₅₁₇₆₈.₂₆ ₀.₅₆₅₇ 91511.9 ₅₉₇₅₁ ₁.₅₃₁₆ ₀.₆₅₂₉ ₆.₇₅₉₀ 9.3518 ₃.₄₁₃₂ 0.71
安媺 ₂₇₀₁₈.₀₀ ₀.₆₂₅₅ 43194.2 ₅₉₇₅₁ ₀.₇₂₂₉ ₁.₃₈₃₃ ₆.₇₅₉₀ 3.8861 ₈.₃₄₉₈ 0.34
福建 ₃₂₁₈₂.₀₉ ₀.₃₉₁₁ 82286.1 ₅₉₇₅₁ ₁.₃₇₇₂ ₀.₇₂₆₁ ₆.₇₅₉₀ 8.3082 ₃.₉₀₈₀ 0.64
江西 ₂₀₀₀₆.₃₁ ₀.₄₆₂₂ 43285 ₅₉₇₅₁ ₀.₇₂₄₄ ₁.₃₈₀₄ ₆.₇₅₉₀ 3.8964 ₈.₃₃₀₂ 0.34
山東 ₇₂₆₃₄.₁₅ ₁.₀₀₀₆ 72590.6 ₅₉₇₅₁ ₁.₂₁₄₉ ₀.₈₂₃₁ ₆.₇₅₉₀ 7.2114 ₄.₅₆₃₅ 0.56
小計 320111.56 4.0898 78270.7 59751 1.3099 0.7634 6.7590 7.8539 4.1597
河南 ₄₄₅₅₂.₈₃ ₀.₉₅₅₉ 46608.3 ₅₉₇₅₁ ₀.₇₈₀₀ ₁.₂₈₂₀ ₆.₇₅₉₀ 4.2723 ₇.₆₆₄₉ 0.36
湖北 ₃₅₄₇₈.₀₉ ₀.₅₉₀₂ 60112 ₅₉₇₅₁ ₁.₀₀₆₀ ₀.₉₉₄₀ ₆.₇₅₉₀ 5.7998 ₅.₇₁₈₄ 0.47
湖南 ₃₃₉₀₂.₉₆ ₀.₆₈₆ 49421.2 ₅₉₇₅₁ ₀.₈₂₇₁ ₁.₂₀₉₀ ₆.₇₅₉₀ 4.5905 ₇.₁₇₁₇ 0.38
広東 ₈₉₇₀₅.₂₃ ₁.₁₁₆₉ 80316.3 ₅₉₇₅₁ ₁.₃₄₄₂ ₀.₇₄₃₉ ₆.₇₅₉₀ 8.0853 ₄.₀₂₈₃ 0.62
広西 ₁₈₅₂₃.₂₆ ₀.₄₈₈₅ 37918.6 ₅₉₇₅₁ ₀.₆₃₄₆ ₁.₅₇₅₈ ₆.₇₅₉₀ 3.2893 ₉.₆₅₀₆ 0.29
海南 ₄₄₆₂.₅₄ ₀.₀₉₂₆ 48191.6 ₅₉₇₅₁ ₀.₈₀₆₅ ₁.₂₃₉₉ ₆.₇₅₉₀ 4.4514 ₇.₃₈₀₂ 0.37
小計 226624.91 3.9301 57663.9 59751 0.9651 1.0362 6.7590 5.5229 6.0036
重慶 ₁₉₄₂₄.₇₃ ₀.₃₀₇₅ 63169.9 ₅₉₇₅₁ ₁.₀₅₇₂ ₀.₉₄₅₉ ₆.₇₅₉₀ 6.1457 ₅.₃₉₃₂ 0.49
四川 ₃₆₉₈₀.₂₂ ₀.₈₃₀₂ 44543.7 ₅₉₇₅₁ ₀.₇₄₅₅ ₁.₃₄₁₄ ₆.₇₅₉₀ 4.0388 ₈.₀₆₆₅ 0.35
貴州 ₁₃₅₄₀.₈₃ ₀.₃₅₈ 37823.5 ₅₉₇₅₁ ₀.₆₃₃₀ ₁.₅₇₉₇ ₆.₇₅₉₀ 3.2786 ₉.₆₇₇₄ 0.29
雲南 ₁₆₃₇₆.₃₄ ₀.₄₈₀₁ 34110.3 ₅₉₇₅₁ ₀.₅₇₀₉ ₁.₇₅₁₇ ₆.₇₅₉₀ 2.8585 ₁₀.₈₃₉₇ 0.26
西蔵 ₁₃₁₀.₉₂ ₀.₀₃₃₇ 38899.7 ₅₉₇₅₁ ₀.₆₅₁₀ ₁.₅₃₆₀ ₆.₇₅₉₀ 3.4003 ₉.₃₈₂₀ 0.30
小計 87633.04 2.0095 43609.4 59751 0.7299 1.3701 6.7590 3.9331 8.2608
陜西 ₂₁₈₉₈.₈₁ ₀.₃₈₃₅ 57102.5 ₅₉₇₅₁ ₀.₉₅₅₇ ₁.₀₄₆₄ ₆.₇₅₉₀ 5.4594 ₆.₀₇₂₅ 0.44
甘粛 7459.90 0.2626 28407.8 59751 0.4754 2.1033 6.7590 2.2135 13.2164 0.22
青海 ₂₆₂₄.₈₃ ₀.₀₅₉₈ 43893.5 ₅₉₇₅₀.₉₇ ₀.₇₃₄₆ ₁.₃₆₁₃ ₆.₇₅₉₀ 3.9652 ₈.₂₀₀₈ 0.34
寧夏 ₃₄₄₃.₅₆ ₀.₀₆₈₂ 50492.1 ₅₉₇₅₀.₉₇ ₀.₈₄₅₀ ₁.₁₈₃₄ ₆.₇₅₉₀ 4.7116 ₆.₉₉₈₄ 0.39

新ウイグル ₁₀₈₈₁.₉₆ ₀.₂₄₄₅ 44507 ₅₉₇₅₀.₉₇ ₀.₇₄₄₉ ₁.₃₄₂₅ ₆.₇₅₉₀ 4.0346 ₈.₀₇₄₀ 0.35
小計 46309.06 0.20372 227317 59751 3.8044 0.2629 6.7590 24.7140 0.7766

出所：IMFの IFS統計₂₀₁₈ Yearbookに₂₀₁₇年の GDP掲載がないため，中国統計年鑑₂₀₁₈年
版より作成した。



神田：為替の安定により実体経済を安定成長させる GDP平価の検証

─　　─223

表Ⅴ-1．ドル建て GDPpp1に対する各通貨の SDR/GDPppレートの推移

$GDPpp MR・€SDR/ 
GDPpp

£SDR/ 
GDPpp

¥SDR/ 
GDPpp

RMBSDR/ 
GDPpp

1973 ₁.₀₀₀₀ ₀.₂₀₂₃ ₁.₁₄₁₇ ₀.₇₈₁₄ －
₁₉₇₄ ₁.₀₀₀₀ ₀.₀₆₅₁ ₀.₉₉₉₁ ₀.₇₃₃₃ －
₁₉₇₅ ₁.₀₀₀₀ ₀.₁₉₀₆ ₀.₉₈₂₂ ₀.₇₃₇₈ －
₁₉₇₆ ₁.₀₀₀₀ ₀.₀₈₇₈ ₁.₁₉₈₄ ₀.₆₅₆₄ －
₁₉₇₇ ₁.₀₀₀₀ （₀.₀₀₁₇） ₀.₈₅₇₈ ₀.₃₅₇₉ －
₁₉₇₈ ₁.₀₀₀₀ （₀.₀₉₉₀） ₀.₆₈₇₀ ₀.₁₂₈₃ （₀.₉₄₁₆）
₁₉₇₉ ₁.₀₀₀₀ （₀.₁₂₆₂） ₀.₄₅₁₃ ₀.₄₂₉₆ （₀.₉₄₄₈）
₁₉₈₀ ₁.₀₀₀₀ ₀.₀₀₅₉ ₀.₂₅₇₅ ₀.₁₉₆₆ （₀.₉₄₂₁）
₁₉₈₁ ₁.₀₀₀₀ ₀.₂₃₃₀ ₀.₅₈₈₁ ₀.₃₄₉₈ （₀.₉₃₆₈）
₁₉₈₂ ₁.₀₀₀₀ ₀.₂₉₅₀ ₀.₇₆₇₉ ₀.₄₂₆₂ （₀.₉₂₇₅）
₁₉₈₃ ₁.₀₀₀₀ ₀.₅₁₃₀ ₀.₉₃₆₆ ₀.₄₆₃₅ （₀.₉₂₃₀）
₁₉₈₄ ₁.₀₀₀₀ ₀.₈₃₀₁ ₁.₅₀₈₂ ₀.₆₄₅₆ （₀.₈₈₂₂）
1985 1.0000 ₀.₄₅₁₈ ₀.₉₅₀₆ ₀.₃₁₃₇ （₀.₈₄₃₈）
₁₉₈₆ ₁.₀₀₀₀ ₀.₁₃₆₃ ₀.₈₆₈₂ ₀.₀₄₈₉ （₀.₈₀₅₈）
1987 1.0000 （0.0524） 0.4183 （0.1725） （0.7878）
₁₉₈₈ ₁.₀₀₀₀ ₀.₀₈₈₃ ₀.₄₀₇₇ （₀.₁₅₇₂） （₀.₇₅₆₀）
₁₉₈₉ ₁.₀₀₀₀ ₀.₃₃₃₃ ₀.₅₄₄₇ （₀.₀₄₃₅） （₀.₆₇₅₅）
₁₉₉₀ ₁.₀₀₀₀ ₀.₁₃₂₃ ₀.₂₄₆₂ （₀.₁₂₈₁） （₀.₆₂₇₇）
₁₉₉₁ ₁.₀₀₀₀ （₀.₀₄₃₉） ₀.₂₂₄₈ （₀.₂₃₃₇） （₀.₅₅₃₄）
₁₉₉₂ ₁.₀₀₀₀ （₀.₀₀₂₉） ₀.₅₂₆₂ （₀.₂₂₀₆） （₀.₄₄₇₉）
₁₉₉₃ ₁.₀₀₀₀ ₀.₀₈₉₆ ₀.₅₄₅₅ （₀.₂₇₈₆） （₀.₃₀₇₄）
₁₉₉₄ ₁.₀₀₀₀ （₀.₀₁₈₅） ₀.₄₅₇₁ （₀.₃₂₉₆） 0.2949
₁₉₉₅ ₁.₀₀₀₀ （₀.₀₈₉₁） ₀.₄₅₁₉ （₀.₂₈₉₄） ₀.₅₁₁₉
₁₉₉₆ ₁.₀₀₀₀ ₀.₀₁₆₅ ₀.₃₁₁₂ （₀.₁₈₄₁） ₀.₆₇₆₃
₁₉₉₇ ₁.₀₀₀₀ ₀.₂₀₆₅ ₀.₃₃₂₇ （₀.₀₅₅₀） ₀.₇₅₄₃
₁₉₉₈ ₁.₀₀₀₀ ₀.₁₃₄₄ ₀.₃₀₈₂ （₀.₀₉₅₄） ₀.₇₇₇₉
1999 1.0000 ₀.₅₂₂₉ ₀.₂₈₅₄ （₀.₁₁₃₉） ₀.₇₈₉₄
₂₀₀₀ ₁.₀₀₀₀ ₀.₆₇₉₇ ₀.₄₂₄₁ （₀.₀₀₂₀） ₀.₈₃₆₇
₂₀₀₁ ₁.₀₀₀₀ ₀.₇₇₁₃ ₀.₄₂₇₆ ₀.₁₇₄₂ 1.0098
₂₀₀₂ ₁.₀₀₀₀ ₀.₄₈₃₅ ₀.₂₅₆₀ ₀.₁₁₁₉ ₁.₁₃₉₃
₂₀₀₃ ₁.₀₀₀₀ ₀.₂₉₁₁ ₀.₀₆₈₄ ₀.₀₆₇₅ ₁.₂₃₉₄
₂₀₀₄ ₁.₀₀₀₀ ₀.₂₂₆₁ ₀.₀₂₇₅ ₀.₀₈₈₅ ₁.₄₈₀₆
₂₀₀₅ ₁.₀₀₀₀ ₀.₄₆₇₇ ₀.₁₇₀₉ ₀.₂₈₁₅ ₁.₆₀₅₈
₂₀₀₆ ₁.₀₀₀₀ ₀.₃₁₇₅ ₀.₀₂₆₅ ₀.₃₄₈₉ ₁.₈₀₂₀
₂₀₀₇ ₁.₀₀₀₀ ₀.₁₀₅₀ （₀.₀₃₉₂） ₀.₃₂₇₀ ₂.₀₆₅₈
₂₀₀₈ ₁.₀₀₀₀ ₀.₁₆₀₄ ₀.₃₁₃₈ ₀.₀₈₆₉ ₂.₃₄₇₉
₂₀₀₉ ₁.₀₀₀₀ ₀.₁₅₁₅ ₀.₁₉₂₉ ₀.₁₃₉₀ ₂.₇₄₁₇
₂₀₁₀ ₁.₀₀₀₀ ₀.₂₄₇₉ ₀.₂₄₁₂ ₀.₀₁₄₇ ₃.₁₄₈₉
₂₀₁₁ ₁.₀₀₀₀ ₀.₃₀₀₁ ₀.₂₅₉₅ ₀.₀₁₄₁ ₃.₅₂₀₁
2012 1.0000 ₀.₃₁₃₄ ₀.₂₄₅₇ ₀.₁₅₇₈ ₃.₇₉₈₉
2013 ₁.₀₀₀₀ ₀.₂₇₇₈ ₀.₁₈₄₆ ₀.₄₂₀₄ ₃.₉₈₀₄
2014 ₁.₀₀₀₀ ₀.₃₈₉₇ ₀.₂₄₂₇ ₀.₆₅₀₇ ₄.₁₉₂₈
2015 ₁.₀₀₀₀ ₀.₆₆₆₅ ₀.₃₂₃₀ ₀.₆₄₇₈ ₄.₇₀₃₁
2016 ₁.₀₀₀₀ ₀.₇₁₄₇ ₀.₅₇₅₄ ₀.₆₀₆₈ ₅.₇₇₅₁
2017 1.0000 0.5037 0.4356 0.5478 ₅.₃₆₃₁

注：MR・€SDR/GDPppは，₁₉₉₈年まではMR，₁₉₉₉年以降はユーロの通貨を表す。
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$GDPpp
MR・€SDR/ 

fxr
£SDR/ 

fxr
¥SDR/ 

fxr
RMBSDR/ 

fxr
1973 ₁.₀₀₀₀ ₀.₀₁₁₃ ₀.₀₅₅₅ ₀.₀₃₀₅ －
₁₉₇₄ ₁.₀₀₀₀ （₀.₀₆₈₉） （₀.₀₀₄₁） ₀.₀₃₀₃ －
₁₉₇₅ ₁.₀₀₀₀ ₀.₀₆₂₃ ₀.₀₉₈₀ ₀.₀₂₈₁ －
₁₉₇₆ ₁.₀₀₀₀ （₀.₀₆₁₇） ₀.₀₆₁₀ （₀.₀₁₂₆） －
₁₉₇₇ ₁.₀₀₀₀ （₀.₀₉₃₅） （₀.₀₈₄₂） （₀.₁₀₆₂） －
₁₉₇₈ ₁.₀₀₀₀ （₀.₀₈₉₉） （₀.₀₅₆₅） （₀.₀₇₅₃） （₀.₀₆₃₃）
₁₉₇₉ ₁.₀₀₀₀ （₀.₀₅₅₃） （₀.₀₄₆₀） ₀.₀₉₃₈ （₀.₀₃₇₈）
₁₉₈₀ ₁.₀₀₀₀ ₀.₀₇₇₇ （₀.₀₂₄₆） （₀.₁₀₄₇） ₀.₀₂₁₁
₁₉₈₁ ₁.₀₀₀₀ （₀.₀₀₂₃） ₀.₀₆₂₈ （₀.₀₀₃₀） ₀.₀₂₄₀
₁₉₈₂ ₁.₀₀₀₀ （₀.₀₂₀₇） ₀.₀₈₄₂ （₀.₀₅₆₅） ₀.₀₁₅₉
₁₉₈₃ ₁.₀₀₀₀ ₀.₀₆₆₇ ₀.₀₄₅₈ （₀.₀₂₂₄） ₀.₀₀₂₆
₁₉₈₄ ₁.₀₀₀₀ ₀.₁₀₆₂ ₀.₁₅₅₅ ₀.₀₅₇₂ ₀.₂₀₅₁
1985 1.0000 （0.1640） （0.1026） （0.1595） 0.0902
₁₉₈₆ ₁.₀₀₀₀ （0.1062） （0.0051） （0.0559） 0.0780
1987 1.0000 （0.1201） （0.1243） （0.1462） 0.0000
₁₉₈₈ ₁.₀₀₀₀ 0.0137 （0.0156） （0.0179） （0.0000）
₁₉₈₉ ₁.₀₀₀₀ （0.0969） 0.0213 0.0398 0.2542
₁₉₉₀ ₁.₀₀₀₀ （0.0753） （0.0743） （0.0717） 0.0918
₁₉₉₁ ₁.₀₀₀₀ （0.0865） （0.0541） （0.0706） 0.0208
₁₉₉₂ ₁.₀₀₀₀ 0.0335 0.1677 （0.0150） 0.0430
₁₉₉₃ ₁.₀₀₀₀ 0.0441 0.0140 0.0058 0.0066
₁₉₉₄ ₁.₀₀₀₀ （0.0456） （0.0198） （0.0242） （0.0200）
₁₉₉₅ ₁.₀₀₀₀ 0.0003 0.0184 0.0933 （0.0041）
₁₉₉₆ ₁.₀₀₀₀ 0.0332 （0.0803） 0.0636 0.0024
₁₉₉₇ ₁.₀₀₀₀ 0.0334 （0.0098） 0.0740 0.0003
₁₉₉₈ ₁.₀₀₀₀ （0.0493） （0.0042） （0.1169） （0.0000）
1999 1.0000 0.0605 0.0011 （0.1028） 0.0002
₂₀₀₀ ₁.₀₀₀₀ （0.0099） 0.0160 0.0661 （0.0001）
₂₀₀₁ ₁.₀₀₀₀ 0.0154 （0.0071） 0.0846 （0.0000）
₂₀₀₂ ₁.₀₀₀₀ （0.1026） （0.0686） （0.0437） 0.0001
₂₀₀₃ ₁.₀₀₀₀ （0.1064） （0.0842） （0.0762） （0.0001）
₂₀₀₄ ₁.₀₀₀₀ （0.0884） （0.0515） （0.0376） （0.0000）
₂₀₀₅ ₁.₀₀₀₀ 0.0542 0.0572 0.0703 （0.0152）
₂₀₀₆ ₁.₀₀₀₀ （0.0474） （0.0613） 0.0228 （0.0207）
₂₀₀₇ ₁.₀₀₀₀ （0.0702） （0.0017） （0.0319） （0.0399）
₂₀₀₈ ₁.₀₀₀₀ 0.0525 0.2711 （0.1220） （0.0165）
₂₀₀₉ ₁.₀₀₀₀ （0.0357） （0.0339） （0.0162） （0.0004）
₂₀₁₀ ₁.₀₀₀₀ （0.0088） （0.0123） （0.0721） （0.0218）
₂₀₁₁ ₁.₀₀₀₀ 0.0749 0.0374 （0.0260） （0.0246）
2012 1.0000 （0.0261） 0.0046 0.0847 （0.0036）
2013 ₁.₀₀₀₀ （0.0370） （0.0501） 0.0789 （0.0150）
2014 ₁.₀₀₀₀ 0.0249 0.0551 0.1385 （0.0041）
2015 ₁.₀₀₀₀ 0.0186 0.0315 （0.0047） 0.0421
2016 ₁.₀₀₀₀ 0.0494 0.1024 0.0739 0.1134
2017 1.0000 （0.0602） （0.0474） 0.0067 （0.0366）

表Ⅴ-2．ドル建て SDR1/fxr1に対する各通貨の SDR/fxrレートの推移


